
                                     資料 １ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２０年３月１２日  

 

 

 

無線局（放送局を除く。）の開設の根本的基準、電波法施行規則、無線局

免許手続規則及び無線局運用規則の各一部を改正する省令案について 

（平成２０年１月１６日 諮問第１号） 

 

［放送法等の一部を改正する法律（電波法及び電気通信事業法の一部改正関係）の施行

に伴う関係省令の整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部電波政策課 

                         （石谷専門職、安倍係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０９ 
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諮問第１号説明資料 

 

無線局（放送局を除く。）の開設の根本的基準、電波法施行規則、

無線局免許手続規則及び無線局運用規則の各一部を改正する省

令案について 
 

１ 諮問の概要  

 放送法等の一部を改正する法律（電波法及び電気通信事業法の一部改正関係）の施

行に伴い、無線局（放送局を除く。）の開設の根本的基準その他関係省令の規定の整

備を行う。 

 

２ 電波法及び電気通信事業法の一部改正の概要  

 電波利用をより迅速かつ柔軟に行うための手続を創設する。 

（１）実験無線局制度の拡大（実験等無線局制度の創設） 

   実験無線局制度を拡大し、①実現段階にある技術に係る試験（例：高層ビル付

近における無線ブロードバンドの電波の到達試験）、②新サービスのニーズ調査

（例：一般利用者への試験的提供やデモンストレーション）のための無線局開設

を可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）無線局の開設等に係る斡旋・仲裁制度の創設 

   無線局に係る電気通信事業紛争処理委員会による斡旋・仲裁の制度を創設し、

長期化している無線局新規開設者等と既存免許人等との混信防止のための調整

を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 科学または技術の発達のための実験に加え、①電波の利用の効率性に関する試験、②電波の利用の需要に
関する調査のための無線局開設を可能とする。

○ 科学または技術の発達のための実験に加え、①電波の利用の効率性に関する試験、②電波の利用の需要に
関する調査のための無線局開設を可能とする。

実用化せず
廃止することも可能

○電波の利用の効率性○電波の利用の効率性

に関する試験に関する試験

○電波の利用の需要に○電波の利用の需要に

関する調査関する調査

○無線通信業務を実用に○無線通信業務を実用に

移す目的で試験的に開設移す目的で試験的に開設
○科学または技術の発達○科学または技術の発達

のための実験に専用のための実験に専用

実用化試験局実用化試験局

実用局実用局

今回の改正

（実験等無線局に改称）

拡大

実験無線局

○ 無線局に係る斡旋･仲裁の制度を創設し、当事者間の調整を促進。（「電気通信事業紛争処理委員会」の所掌とする。）○ 無線局に係る斡旋･仲裁の制度を創設し、当事者間の調整を促進。（「電気通信事業紛争処理委員会」の所掌とする。）

電気通信事業紛争処理委員会の斡旋・仲裁により、
Ａからの妨害がないよう、Ａの費用負担によりＢを改造。

→Ａの開設が可能。

☆Ａ、Ｂ共に、電波の利用が可能。

新設基地局Ａの発射電波が、既存無線局Ｂの通信を妨害

→Ａの開設は不可、又は、Ａ･Ｂ間で長期間かけて調整。

【想定される事例】

新設基地局Ａ

端末Ｂ

既存基地局Ｂ

電気通信事業紛争処理
委員会による斡旋・仲裁

現行制度

新制度
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（３）無線局の運用者の変更制度の創設（非常時の通信及び登録局を対象） 

   免許人・登録人以外の者による無線局の運用のための制度を創設し、非常時の

通信のための無線設備の応援部隊等に対する貸出しや高出力のトランシーバの

イベント会場、建設現場等における貸出し等を可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）電波監理審議会への諮問対象の見直し 

   省令の改廃に係る電波監理審議会への諮問の対象から軽微事項を除き、形式的

な事案等の迅速処理を図る。 

 

３ 関係省令の一部改正案の内容 （点線枠内が電波監理審議会への諮問事項） 

（１）実験等無線局制度関係 

① 電波法上の「実験等無線局」を次の３つに分けて規定する。  

 １）「実験試験局」（現行の「実験局」の拡大）・・・通信をする実験等無線局 

 （電波法施行規則第４条第１項第 22 号） 

２）「放送試験局」のうち「放送試験用（実験等無線 

局に該当するもの。）」を目的（＊）とするもの 

 ３）「放送試験衛星局」のうち「放送試験用（実験等 

無線局に該当するもの。）」を目的（＊）とするもの 

（＊）告示で規定 

② 現行の「実験局」を拡大した「実験試験局」について、実験・試験・調査の

遂行能力等を免許の審査事項とする。 

（無線局（放送局を除く。）の開設の根本的基準第６条第１項） 

  ③ 周波数等をあらかじめ公示することにより短期で免許処理が可能となる実験

試験局の制度（「特定実験試験局」制度）を創設する（現行の「特定実験局」制

度の拡大）。 （無線局（放送局を除く。）の開設の根本的基準第６条第２項等） 

  ④ その他規定の整備を行う。   

 

 

○ 特定の場合について、免許人･登録人以外の者による無線局の運用を可能とする。○ 特定の場合について、免許人･登録人以外の者による無線局の運用を可能とする。

・災害時等における応援者への無線設備の貸出し
・イベント会場、建設現場、選挙活動等における簡易無線設備の貸出し
・屋内基地局のビル管理者、イベント主催者等による運用

応援部隊等に対する貸出し

（免許人：
被災地地方公共団体）

災害対策本部

応援部隊

貸出し

（高出力のトランシーバ） イベント会場、建設現場、
選挙活動等における貸出し

スキー場
レンタル会社（登録人） 貸出し

①非常時の通信の場合 ②登録制対象の無線局の場合

【例】

【例】

基地局
（免許人：被災地地方公共団体）

（免許人：
被災地地方公共団体）

（防災行政無線）

（簡易無線、ＰＨＳ基地局（10ｍＷ以下）、５ＧＨｚ帯無線アクセス

システム（ＦＷＡ等）等）

放送をする 

実験等無線局 



3 

（２）無線局の開設等に係る斡旋・仲裁制度関係 

  ① 斡旋・仲裁制度の対象となる無線局が目的としている業務を次のとおり規定

する。 

   １）電気通信業務 

   ２）放送の業務 

   ３）人命若しくは財産の保護又は治安の維持に係る業務 

   ４）電気事業に係る電気の供給の業務 

   ５）鉄道事業に係る列車の運行の業務 

   ６）ガス事業に係るガスの供給の業務 

   ７）ＭＣＡを使用する業務 

 （電波法施行規則第 20 条の２） 

② 斡旋・仲裁は、一方の無線局（開設予定のものを含む。）が新規開設を行う場

合又は無線局に関する省令で定める事項を変更しようとする際の協議が不能又

は不調のときに行うものとされているところ、当該省令で定める事項を次のと

おり規定する。 

   １）通信の相手方        ７）識別信号 

   ２）通信事項          ８）電波の型式 

   ３）無線設備の設置場所     ９）周波数 

   ４）無線設備          10）空中線電力 

   ５）放送事項          11）運用許容時間 

   ６）放送区域 

 （電波法施行規則第 20 条の３） 

  ③ 無線局免許等の申請書の添付書類とされた混信防止契約の内容に関し、既に

免許等を受けた無線局に係る契約の内容とその内容が同一である契約に係る無

線局の免許等の申請をしようとする場合には、その記載を省略することができ

ることとする。           （無線局免許手続規則第 15 条第２項等） 

  ④ 無線局の免許人等は、混信防止契約の締結について協議の申入れがあったと

きは、電波の公平かつ能率的な利用を確保する見地から、誠実に協議を行うと

ともに、相当の期間内に当該協議が調うよう努めなければならないこととする。      

（無線局運用規則第４条の２） 

  ⑤ 無線局の開設等に係る斡旋・仲裁の申請手続の整備を行う。             

（電気通信事業紛争処理委員会手続規則第４条第２項等） 

  ⑥ その他規定の整備を行う。 

 

（３）無線局の運用者の変更制度関係 

  ① 主任無線従事者がその職務として意見を述べる対象に、現行の免許人・登録

人に加えて、登録局の運用人を規定する。（電波法施行規則第 34 条の５第４号） 
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  ② 免許人等の運用人に対する監督責任の内容を次のとおり規定する。 

   １）免許状等記載事項、混信防止契約の内容、無線局の適正な運用の方法、遵

守すべき法令等の事前説明義務 

   ２）運用人が非常通信を行った場合等における運用人に対する報告義務 

３）混信防止契約を締結している場合における運用人に対する適切な措置を講

じさせる義務（登録局の運用者の変更制度に限る。） 

４）その他無線局の適正な運用の確保のための必要な措置を講じさせる義務 

（電波法施行規則第 41 条の２等） 

  ③ 無線局の運用者の変更制度に係る免許人等の事後届出事項を次のとおり規定

する。 

   １）免許人等の氏名・住所 

   ２）免許人等以外の者に運用させた無線局の免許番号・登録番号 

   ３）運用人の氏名・住所 

   ４）運用人による運用の期間 

   ５）無線設備の製造番号（包括登録の場合に限る。） 

（無線局免許手続規則第 31 条の２等） 

  ④ 電気通信事業紛争処理委員会による斡旋・仲裁の対象に電気通信事業者間の

無線局の運用者の変更に関する契約に係る紛争を規定する。 

  （電気通信事業法施行規則第 54 条の２第４号） 

  ⑤ その他規定の整備を行う。       

 

 

４ 施行期日  

 平成 20 年 4 月（予定） 



                                      資料 ２  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２０年３月１２日  

 

 

 

電波法施行規則及び無線設備規則の各一部を改正する省令案について 

（平成２０年１月１６日 諮問第２号） 

 
［船舶用レーダーの性能基準の改正及び船舶に積載された 

高速救助艇への無線設備の搭載義務化に伴う関係規定の整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局衛星移動通信課 

                         （濱崎課長補佐、松井係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０１ 
 



諮問第２号説明資料 

 

電波法施行規則及び無線設備規則の各一部を改正する省令案について 
～船舶用レーダーの性能基準の改正及び船舶に積載された 

    高速救助艇への無線設備の機器の搭載義務化に伴う関係規定の整備～ 

 

１ 諮問の概要  

（１）船舶用レーダーの性能基準の改正 

我が国では、船舶の航行の安全を確保するため、船舶安全法第 2 条に基づき、一定

の船舶（注）に対して船舶用レーダーの搭載が義務付けられているとともに、電波法

に基づく無線設備規則においてその技術的条件が定められている。 

2004 年（平成 16 年）12 月に開催された IMO（国際海事機関）の第 79 回 MSC（海上

安全委員会）では船舶用レーダーの探知性能等を向上し船舶の航行安全を一層確保す

るため、当該レーダーの性能基準を改正する決議を採択し、2008 年（平成 20 年）7

月 1日以降、船舶にレーダーを設置する場合及びレーダーを換装する場合に適用する

こととした。 

我が国においても、関係規定の整備を行う必要があるため、無線設備規則の一部を

改正するものである。 

注：国際航海に従事する旅客船及び 300 トン以上のその他の船舶並びに国際航海に 

従事しない 150 トン以上の旅客船及び 300 トン以上のその他の船舶 

 

（２）船舶に積載された高速救助艇への無線設備の機器の搭載義務化 

2006 年（平成 18 年）12 月の IMO 第 82 回 MSC では、船舶に積載された高速救助艇

の艤装品の一つに、防水性があり、かつ、ハンズフリーで使用できる国際ＶＨＦの周

波数を具備した無線設備の機器の搭載を義務付ける決議を採択した。当該機器は 2008

年（平成 20 年）７月１日以降に建造された船舶に積載される高速救助艇及び同年 6

月 30 日以前に建造された船舶に積載された高速救助艇を換装する場合に当該救助艇

への搭載が義務付けられる。 

我が国においても、関係規定の整備を行う必要があるため、電波法施行規則の一部

を改正するものである。 

 

２ 改正概要  

（１）船舶安全法第 2 条の規定に基づく命令により船舶に備えなければならないレーダー

の技術的条件を改正するとともに経過措置を設ける（無線設備規則第 48 条関係）。 

（２）高速救助艇に搭載する無線設備の機器を規定するとともに経過措置を設ける   

（電波法施行規則第 28 条関係）。 

 

３ 施行期日  
平成 20 年 7 月 1 日 



船舶用レーダーの性能基準の改正概要
船舶用レーダーが義務づけられた船舶の概要

・レーダーを設置した無線局数は平成19年11月末現在 47,535局、うち今回の改正対象無線局数は、3,591局

改正の概要

ＩＭＯ（国際海事機関）のＭＳＣ（海上安全委員会）において船舶用レーダーの性能基準を改正（平成16年12月）

＊ＩＭＯ：International Maritime Organization ＭＳＣ：Maritime Safety Committee

○探知性能の向上

航路用ブイなど、より詳細物標の探知性能を規定

○指示器の表示画面の変更（ブラウン管から液晶表示へ）

○追尾物標能力の向上（追尾数2倍以上、500トン以下にも自動追尾機能の義務化）

○レーダー周辺機器（船舶自動識別装置、航海用電子海図など）とのインターフェイス

機能の義務化による情報の共有化

○共通した測定位置を設けて物標を測定

船舶用レーダー

レーダー画像

主な改正点

・対象船舶：国際航海に従事する旅客船及び300トン以上のその他の船舶、国際航海に従事しない150トン以上の旅客船
及び300トン以上のその他の船舶

船舶用レーダーの探知性能の向上、レーダー周辺機器(AIS等）とのインターフェイス機能による情報の共有が必要

船舶の航行安全のためレーダーの性能基準の改正が必要

参考１

１

平成20年7月1日以降、レーダーを設置する場合、レーダーを換装する場合

対象条件



高速救助艇に搭載する無線設備の機器の搭載義務化に伴う改正概要

○ 国際VHF周波数を使用すること。

○ 防水であること。

○ ハンズフリーで使用できること。

高速救助艇の艤装品に、ハンズフリーかつ防水のVHF無線設備の機器を含
むものとする。

参考２

高速救助艇

双方向無線電話+
ハンズフリー

高速救助艇の艤装品にVHF無線設備の機器を義務付け：

改正内容

平成20年7月1日以降、新たに積載する高速救助艇又は当該救助艇を換装する
場合に適用

VHF無線設備の機器の要件

○ 船舶や生存艇などと緊急事態において相互に通信ができること。

適用内容

＋

２

決議MSC.218（82）



                                     資料 ３ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２０年３月１２日  

 

 

 

放送局に係る表現の自由享有基準の認定放送持株会社の 

子会社に関する特例を定める省令の制定等について 

 

（平成２０年１月１６日 諮問第６号） 

 

［放送法等の一部を改正する法律の施行に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報通信政策局放送政策課 

                         （廣瀬課長補佐、矢部係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９４１ 
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諮問第６号説明資料 

 

放送局に係る表現の自由享有基準の認定放送持株会社の子会社

に関する特例を定める省令の制定等について 
 

１ 経緯等  

近時、放送のデジタル化やいわゆる通信と放送の融合が進展する中で、地上デジ

タルテレビジョン放送の中継局整備等についての多額の資金需要が生じてきたこ

と、競争の激化等の厳しい経営環境にあって経営のより一層の効率化が必要となっ

てきたこと等、放送事業について様々な課題が生じてきていること等を踏まえ、「通

信・放送の在り方に関する政府与党合意」（平成１８年６月２０日）において「マ

スメディア集中排除原則を、自由度の高い形で早急に緩和する」こととされ、「デ

ジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会」（座長：塩野宏 東京大学名誉教

授）の最終報告（平成１８年１０月６日公表）において「放送持株会社によるグル

ープ経営を新たな経営の選択肢として加えるため、放送持株会社を制度化すること

は、放送を取り巻く経営環境が大きく変化する中、有意義である」旨の提言がなさ

れた。 

このような事情を受けて、政府は、第１６６回国会に提出した「放送法等の一部

を改正する法律案」において、認定放送持株会社制度を導入して、「持株会社によ

るグループ経営」を可能とするため、認定放送持株会社の子会社については表現の

自由享有基準を緩和し、認定放送持株会社による地上放送事業者の複数支配を認め

ることとした。当該法律案は、第１６８回臨時国会において可決・成立し、平成１

９年１２月２８日に公布された。 

今回の省令案は、この放送法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第１３６

号）による改正後の電波法及び放送法（以下「新電波法」又は「新放送法」という。）

の委任に基づき、認定放送持株会社制度等に関して、必要な措置を講じるものであ

る。 

 

 

２ 改正の概要  

（１）「放送局に係る表現の自由享有基準」の制定 

① 表現の自由享有基準の規定 

現在、電波法では、放送局の免許の審査事項として、第７条第２項第４号

において「放送をする無線局の開設の根本的基準に合致すること」と規定し

ており、これに基づき「放送局の開設の根本的基準」（昭和２５年電波監理

委員会規則第２１号）が定められ、この中にいわゆるマスメディア集中排除

原則が規定されている。新電波法では、このマスメディア集中排除原則の法

的根拠をより明確にするために、従来の第７条第２項第４号とは独立した審
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査事項として、新電波法第７条第２項第４号に「総務省令で定める放送によ

る表現の自由享有基準に合致すること」を規定した。 

今回、このような新電波法における規定の明確化を受けて、「放送局の開

設の根本的基準」のうちのマスメディア集中排除原則に相当する部分を、「放

送局に係る表現の自由享有基準」として独立した省令として規定する。 

② 「超短波放送」と「テレビジョン放送」の兼営の特例 

現在、同一放送対象地域における「中波放送」（いわゆるＡＭ放送）と「テ

レビジョン放送」の兼営は、マスメディア集中排除原則の例外として認めら

れているが、「超短波放送」(いわゆるＦＭ放送)と「テレビジョン放送」の

兼営についても同様に可能とする措置を講ずる。 

③ 認定放送持株会社制度の導入による規定の整備 

新放送法の認定放送持株会社制度の導入を受けて下記（２）の省令を定め

ることにより、新たに必要となる認定放送持株会社に関する規定の整備等を

行う。 

 

（２）「放送局に係る表現の自由享有基準の認定放送持株会社の子会社に関する特

例を定める省令」の制定 

新放送法では、認定放送持株会社制度を導入し、「持株会社によるグループ

経営」を可能とするため、認定放送持株会社の子会社については表現の自由享

有基準を緩和し、認定放送持株会社による地上放送事業者の複数支配を認める

こととした。 

今回、このような新放送法の規定を受けて、認定放送持株会社の子会社に適

用される表現の自由享有基準として、「放送局に係る表現の自由享有基準の認

定放送持株会社の子会社に関する特例を定める省令」を定めるものである。 

① 認定放送持株会社の子会社に関する特例規定の整備 

 「放送局に係る表現の自由享有基準」では、原則として放送事業者を支配

する者が他の放送事業者を支配すること等を禁止しているが、「放送局に係

る表現の自由享有基準の認定放送持株会社の子会社に関する特例を定める

省令」においては、認定放送持株会社が次の条件下において複数の一般放送

事業者を子会社とすること等を可能とする。 

ア 子会社である地上放送事業者の放送対象地域が原則重複しないこと 

イ 子会社である地上放送事業者の放送対象地域の数（関東・中京・近畿の

広域局は、都府県の数）の合計が１２以下であること 

ウ ２以上のＢＳデジタルの委託放送事業者を子会社としないこと 

(注) ＣＳデジタルの委託放送事業及び衛星電気通信役務利用放送事業については、現

行制度においても子会社化等が可能であり、この規律は同様に適用する。 

② 例外規定の適用の考え方 
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 「放送局に係る表現の自由享有基準」において、一の者が複数の放送事業

者を支配することを禁止していることに係る例外規定については、認定放送

持株会社制度に係る規律に照らし、抵触する又は意義を有しないものを除き、

同様に適用する。具体的には、例えば、「経営困難時の複数局支配の特例」

は、認定放送持株会社に関して適用しない。 

(注) 経営困難時の複数局支配の特例とは、会社更生法若しくは民事再生法の更正若し

くは再生の手続開始の決定があった又は、過去２年間債務超過であって債務超過の

年度を含めて過去３年間連続して経常損失が生じていた一般放送事業者には、一の

者が複数の放送事業者を支配することを可能とする措置をいう。 

 

（３）放送法施行規則の一部改正 

① 認定放送持株会社の議決権に関する保有基準割合の設定 

新放送法では、認定放送持株会社制度を導入し、「持株会社によるグルー

プ経営」を可能とするため、認定放送持株会社の子会社については表現の自

由享有基準を緩和し、認定放送持株会社による地上放送事業者の複数支配を

認めることとしたが、他方、認定放送持株会社の株主についてまで表現の自

由享有基準の特例を設けることは放送の多元性等の確保の観点から適当で

はないため、認定放送持株会社の議決権保有に関し、一定の制限を設け、放

送の多元性等の確保を図っている。具体的には、一の者による認定放送持株

会社への保有基準割合（１０分の１以上３分の１未満の範囲内で総務省令で

定める割合）を超える議決権については、それが制限されることとなる（新

放送法第５２条の３５）。 

この保有基準割合について、次のように定めるものである。 

・ １００分の３３ 

・ ただし、認定放送持株会社が子会社とする地上放送事業者と重複する放

送対象地域をその放送対象地域とする放送事業者等 １００分の１０ 

② 認定放送持株会社制度の導入による規定の整備 

新放送法の認定放送持株会社制度の導入を受けて上記（２）の省令を定め

ることにより、新たに必要となる認定放送持株会社に関する規定の整備等を

行う。 

 

（４）放送局の開設の根本的基準の一部改正 

「放送局の開設の根本的基準」のうち、マスメディア集中排除原則に相当す

る規定を、上記（１）の省令により定めることに伴い、削除する。 

 

（５）施行日 

放送法等の一部を改正する法律の施行の日（平成２０年４月１日予定）から

施行する。 



 

制度改正案 

 

 

１ 「放送局に係る表現の自由享有基準」の制定 

 

（１）表現の自由享有基準（マスメディア集中排除原則）の規定（第１条～第１５条関係） 

現在、放送局の開設の根本的基準第９条に規定している事項（いわゆるマスメデ

ィア集中排除原則）を、「放送局に係る表現の自由享有基準」として規定する。 

 

（２）「超短波放送」と「テレビジョン放送」の兼営の特例（第３条・第４条関係） 

現在、同一放送対象地域における「中波放送」（いわゆるＡＭ放送）と「テレビジ

ョン放送」の兼営は、マスメディア集中排除原則の例外として認められているが、

「超短波放送」（いわゆるＦＭ放送）と「テレビジョン放送」の兼営についても同様

に可能とする措置を講ずる。 

 

（３）認定放送持株会社制度の導入に伴う規定の整備（第６条、第１０条等関係） 

① 一般放送事業者及び委託放送事業者に係る特例の規定の整備（第６条、第１０条

関係） 

一般放送事業者及び委託放送事業者に関する経営困難時に係る特例（会社更生法

の更正の手続開始の決定、民事再生法の再生の手続開始の決定又は、過去２年間債

務超過で当該債務超過の年度を含めて過去３年間連続して経常損失があった放送事

業者に対しては、一の者が複数の放送事業者を支配する形態を可能とする特例）に

ついては、認定放送持株会社の制度内で措置を講ずることができるため、認定放送

持株会社の子会社である一般放送事業者について適用しないこととし、必要な規定

の整備を行う。 

② 「中波放送又は超短波放送」と「テレビジョン放送」の兼営等の特例の例外（第

１２条関係） 

認定放送持株会社に対する規律を参考として、「中波放送又は超短波放送」と「テ

レビジョン放送」の兼営等の特例に基づいて複数の一般放送事業者を支配する者を、

認定放送持株会社又は一般放送事業者が「支配」（１００分の３３を超える議決権の

保有、一定の役員兼任）する場合には、これらの特例は適用しない。 

③ 「支配」の規定の整備（第１３条関係） 

地上放送事業者等によるＢＳデジタルの委託放送事業者に対する「支配」につい

て２分の１を超える議決権を有することとする特例は、認定放送持株会社は１のＢ

Ｓデジタルの委託放送事業者を子会社とできることにかんがみ、ＢＳデジタルの委

託放送事業者を子会社としている認定放送持株会社に関して適用しない。 

④ その他 

その他所要の規定の整備を行う。 
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２ 「放送局に係る表現の自由享有基準の認定放送持株会社の子会社に関する特例

を定める省令」の制定 

 

認定放送持株会社の子会社に適用される「放送局に係る表現の自由享有基準」の特

例を次のように定める。 

① 目的（第１条関係） 

「放送局に係る表現の自由享有基準の認定放送持株会社の子会社に関する特例を

定める省令」の目的を定める。 

② 原則（第２条関係） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」は、原則として放送事業者を支配する者が

他の放送事業者を支配すること等を禁止しているが、次の条件に適合する認定放送

持株会社の子会社は、原則として放送事業者となれる（放送局を開設することがで

きる）旨の特例を定めることとする。 

・ 子会社である地上放送事業者の放送対象地域が重複しないこと 

・ 子会社である地上放送事業者の放送対象地域の数（関東・中京・近畿の広域局

は、都府県の数）の合計が１２以下であること 

・ 子会社である一般放送事業者は、その子会社として一般放送事業者を有するこ

とがないこと 

・ ２以上のＢＳデジタルの委託放送事業者を子会社としないこと 

・ 子会社である委託放送事業者が用いるトランスポンダが２を超えないこと 

・ 子会社である委託放送事業者及び衛星役務利用放送事業者が用いるトランスポ

ンダが６を超えないこと 

・ 子会社でない一般放送事業者と一定の役員の兼任をしていないこと 

③ 「中波放送」と「テレビジョン放送」の兼営の特例等（第３条～第９条関係） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」における放送事業者を支配する者が他の放

送事業者を支配することを禁止すること等の原則に対する特例のうち、認定放送持

株会社に関しても適用することが適当なものについて規定する。 

ア 「中波放送」又は「超短波放送」と「テレビジョン放送」の兼営の特例等（第

３条・第４条） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」と同様に、「中波放送」又は「超短波放送」

と「テレビジョン放送」の兼営の特例を規定する。これにより、認定放送持株会

社の子会社についてこの規定が適用されることとなり、例えば一の子会社が「中

波放送」又は「超短波放送」と「テレビジョン放送」の双方の放送局を開設でき

る。 

イ ローカル局の連続放送対象地域に係る特例（第５条） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」と同様に、「ローカル局の連続放送対象地

域に係る特例」を規定する。これにより、認定放送持株会社の子会社についてこ

の規定が適用されることとなり、例えば一の子会社が複数のローカル局の放送対

象地域においてテレビジョン放送の放送局を開設できる。 
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ウ 中継局に係る特例（第６条） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」と同様に、「中継局に係る特例」を規定す

る。これにより、認定放送持株会社の子会社についてこの規定が適用されること

となり、子会社である一般放送事業者が中継局を開設できる。 

エ コミュニティ放送局に係る特例（第７条） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」と同様に、コミュニティ放送に係る特例

を規定する。これにより、認定放送持株会社の子会社についてこの規定が適用さ

れることとなり、例えば一の子会社が同一市町村において複数のコミュニティ放

送の放送局を開設できる。 

オ 放送の普及等に係る特例（第８条） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」と同様に、放送の普及等に係る特例を規

定する。 

カ 受託内外放送に係る委託放送業務に係る特例（第９条） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」と同様に、受託内外放送に係る委託放送

業務に係る特例を規定する。これにより、認定放送持株会社の子会社についてこ

の規定が適用されることとなり、子会社である受託内外放送に係る委託放送業務

を行う委託放送事業者が地上放送の放送局の再免許を受けることができる。 

注 一般放送事業者に関する経営困難時に係る特例については、認定放送持株会社の制度内で措

置を講ずることができるため、認定放送持株会社に関して適用しない。 

④ 「支配」（第１０条） 

認定放送持株会社の子会社についても、認定放送持株会社との関係以外の関係に

おいては「支配」について規律されることから、「放送局に係る表現の自由享有基準」

と同様に、「支配」についてを規定する。これにより、認定放送持株会社の子会社に

ついてこの規定が適用されることとなり、例えば子会社間の関係が規律される。 

⑤ 中波放送及び超短波放送に係る準用（第１１条関係） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」と同様に、ローカル局の連続放送対象地域

に係る特例等を、中波放送及び超短波放送に準用する。 

⑥ 審議機関の委員（第１２条関係） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」と同様に、審議機関の委員の要件を規定す

る。なお、「出資者」及び「役員」については、認定放送持株会社の子会社に適用さ

れることを勘案して、規定しない。 

⑦ ＣＳデジタルの委託放送等に係る特例（附則第２項、第３項） 

「放送局に係る表現の自由享有基準」と同様に、ＣＳデジタルの委託放送等に係

る特例を規定する。これにより、認定放送持株会社の子会社についてこの規定が適

用されることとなり、子会社であるＣＳデジタルの委託放送を行う委託放送事業者

が地上放送の放送局の再免許を受けることができる。 
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３ 放送法施行規則の一部改正 

 

（１）認定放送持株会社の議決権に関する保有基準割合の設定（第１７条の２８の３関係） 

 放送の多元性等を確保するため、現行のマスメディア集中排除原則における支配の

基準を参考として、認定放送持株会社の議決権の保有制限に係る保有基準割合を次の

ように定める。（第１７条の２８の３関係） 

① １００分の３３ 

② ただし、認定放送持株会社の株主又はその特別関係者が次のいずれかに該当する

場合 １００分の１０ 

ア 認定放送持株会社が子会社とする地上系一般放送事業者と重複する放送対象地

域をその放送対象地域とする地上系一般地上放送事業者（特別地上系一般放送事

業者）である場合 

イ 特別地上系一般放送事業者を支配（注）する者である場合 

（注）議決権の１０分の１超の保有等の行為。 

  

（２）認定放送持株会社制度の導入に伴う規定の整備（第１７条の８関係） 

  ① ＢＳデジタル委託放送業務に関する特例の適用（第１７条の８第２項第１号） 

    地上放送事業者の支配関係者以外の者に適用されているＢＳデジタル委託放送業

務に関する特例（テレビジョン放送の場合２分の１中継器、超短波放送の場合２４

分の１中継器、データ放送の場合１６分の１中継器）に関し、認定放送持株会社の

子会社であるＢＳデジタルの委託放送事業者についても適用する。 

② 経営困難時の特例の適用除外（第１７条の８第３項） 

    委託放送事業者に関する経営困難時に係る特例については、認定放送持株会社の

制度内で措置を講ずることができるため、認定放送持株会社に関して適用しないこ

ととする。 

③ 地上放送事業者及び地上放送事業者を支配する者によるＢＳデジタルの委託放送

事業者の支配基準の特例の適用除外（第１７条の８第６項第１号） 

    地上放送事業者等によるＢＳデジタルの委託放送事業者に対する「支配」とは２

分の１を超える議決権を有することとする特例については、認定放送持株会社が１

のＢＳデジタルの委託放送事業者を子会社とできることをかんがみ、ＢＳデジタル

の委託放送事業者を子会社としている認定放送持株会社に関して適用しない。 

 

４ 放送局の開設の根本的基準の一部改正（第９条等関係） 

放送局の開設の根本的基準第９条（マスメディア集中排除原則）を、放送局に係る表

現の自由享有基準として規定することに伴い、本省令から削除するとともに、第４条等

の規定を整備する。 

 

 

５ 施行期日 

放送法等の一部を改正する法律の施行の日（平成２０年４月１日予定）から施行する。 
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参考資料

平成２０年１月

１ 今回措置する省令の全体像

２ 表現の自由享有基準（マスメディア集中排除原則）に関する措置の概要

３ 認定放送持株会社の子会社に関する特例を定める措置の概要

１

２

３

５

７

９

１０

（参考１）現行のマスメディア集中排除原則の基本的考え方

（参考２）放送法等の一部を改正する法律（平成19年法律第136号）により
改正された電波法及び放送法の関連規定

４ 認定放送持株会社の議決権に関する保有基準割合の設定について

（参考３） デジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会 最終報告
（Ｈ18.10.6）（抜粋）
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１ 今回措置する省令の全体像

放送法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第１３６号）の施行に伴い、表現の自由享有基準（マスメディア
集中排除原則）の規定を中心に、関係省令を整備する。

放送法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第１３６号）の施行に伴い、表現の自由享有基準（マスメディア
集中排除原則）の規定を中心に、関係省令を整備する。

● 上記の措置に併せて「超短波放送」と「テレビジョン放送」の兼営を可能とする。

放送局の開設の
根本的基準の
一部改正

放送法施行規
則の一部改正

認定放送持株会
社の子会社に関
する特例を定める
省令の制定

「放送局に係る
表現の自由享
有基準」の制定

新たに規定

（規定の整備）新たに制定（規定の整備）

● 認定放送持株会社制度の導入に伴い、放送法施行規則に、認定放送持株会社に係る保有
基準割合を規定する。

３ 認定放送持株会社の議決権に関する保有基準割合の設定

● 認定放送持株会社制度の導入に伴い、認定放送持株会社の子会社であることを勘案して、
それに適用される表現の自由享有基準として、「放送局に係る表現の自由享有基準の認定
放送持株会社の子会社に関する特例を定める省令」を規定する。

２ 認定放送持株会社の子会社に関する特例を定める措置

● 電波法における委任根拠の明確化に伴い、現行の総務省令である「放送局の開設の根本
的基準」第9条（いわゆるマスメディア集中排除原則）の部分を独立させ、これを「放送局に係
る表現の自由享有基準」として定める。

新たに制定

今回措置をする関係省令

（規定の整備）
※既存のマス排

の削除

１ 表現の自由享有基準（マスメディア集中排除原則）に関する措置

Ａ局 Ｂ局 Ｃ局 Ｌ局・・・・・・
Ａ県 Ｂ県 Ｃ県

Ｌ県

認定放送持株会社

一の者
〔認定放送持株会社のイメージ〕

保有基準割合までの議決権行使（放送法第５２条の３５）（上記３関係）

認定放送持株会社の子会社に関する特例を定める措置
（放送法第５２条の３３）（上記２関係）

〔省令の全体像〕



2

２ 表現の自由享有基準（マスメディア集中排除原則）に関する措置の概要

● 「表現の自由享有基準」として、「放送局の開設の根本的基準」第９条を独立させる（次の事項を除き、原則として現行と同
様の内容を定める。）

● 同一放送対象地域における「ＦＭラジオ（コミュニティＦＭを含む。）とテレビの兼営」を、現行の「ＡＭラジオとテレビの兼営」と
同様に認める（「新聞・ＦＭ・テレビ」の同時支配も、「新聞・ＡＭ・テレビ」の場合と同様に「三事業支配」として原則禁止。）。

（注）「デジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会 最終報告（Ｈ18.10.6）」の提言事項。

新たな総務省令として、「放送局に係る表現の自由享有基準」を制定する。（電波法第７条第２項第４号関連）新たな総務省令として、「放送局に係る表現の自由享有基準」を制定する。（電波法第７条第２項第４号関連）

Ｗ社Ｗ社Ｗ社

● 同一地域でのＡＭラジオとテレビの兼営は現在可

Ａ県において、テレビ局であるX社を支配しているW社は、ＡＭラジ
オ局であるY社を支配できる。

Ａ県Ａ県

地上放送事業者
Ｙ社（ＡＭ）

地上放送事業者
Ｙ社（ＡＭ）

地上放送事業者
Ｘ社（テレビ）

地上放送事業者地上放送事業者
Ｘ社（テレビ）Ｘ社（テレビ）

１０％超 １０％超

Ｗ社Ｗ社Ｗ社

● 同一地域でのＦＭラジオとテレビの兼営は現在不可

Ａ県において、テレビ局であるX社を支配しているW社は、ＦＭラジオ局
であるY社を支配できない。
⇒ 支配できるように改める。

Ａ県Ａ県

地上放送事業者
Ｙ社（ＦＭ）

地上放送事業者
Ｙ社（ＦＭ）

地上放送事業者
Ｘ社（テレビ）

地上放送事業者地上放送事業者
Ｘ社（テレビ）Ｘ社（テレビ）

×１０％超

１０％超

〔現行制度〕

○
（注）同一地域
の「支配」の基
準は１０％超の
議決権保有 ○

ＡＭと同じ扱いＡＭと同じ扱い
（兼営可）に改（兼営可）に改
める。める。
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● 認定放送持株会社とその子会社との関係では、放送局に係る表現の自由享有基準の適用を緩和し、認定放送持株会社の子会社である地上放
送事業者の放送対象地域の数の合計が１２以下であれば、子会社は放送局を開設できる （その子会社が他の放送事業者を支配すること等は緩
和しない。）。

● その他の点については、原則、現行の規律を維持する。

● 現行の「特例的緩和措置」については、認定放送持株会社制度の趣旨に抵触等するものを除き、原則適用する。

＜例＞

新たな省令として、認定放送持株会社の子会社に適用される「放送局に係る表現の自由享有基準の認定放
送持株会社の子会社に関する特例を定める省令」を制定する。 （電波法第７条第２項第４号及び放送法第５２条の３３関連）

新たな省令として、認定放送持株会社の子会社に適用される「放送局に係る表現の自由享有基準の認定放
送持株会社の子会社に関する特例を定める省令」を制定する。 （電波法第７条第２項第４号及び放送法第５２条の３３関連）

３ 認定放送持株会社の子会社に関する特例を定める措置の概要

① ラテ兼営の特例、ローカル局の合併・支配の緩和特例（例：九州各県の７局は合併可等）により、持株会社の子会社相互間の合併等を認める。

② 平成１５年に定められた経営破綻の場合の特例は適用しない。

認定放送持株会社認定放送持株会社

Ａ県 Ｂ県

Ａ局Ａ局 Ｂ局Ｂ局 ａ局ａ局

●● １２局を上限とする１２局を上限とする（キー局等の「広域局」は都府県数で計算（関東７、近畿６、
中京３））

地上局地上局

地上局 地上局

ＢＳ局

・・・

「数」の上限「数」の上限
＜子会社＞

ＢＳ局ＢＳ局

●● ＢＳ局は、地上局（１２局）と別カウントとし、１局までとするＢＳ局は、地上局（１２局）と別カウントとし、１局までとする

ＣＳ局ＣＳ局

●● ＣＳ局は、地上局（１２局）と別カウントとし、現行制度を維持。ＣＳ局は、地上局（１２局）と別カウントとし、現行制度を維持。

（原則、最大２トラポン（ＳＤで１２ｃｈ相当）までとし、事業者数は問わない。）（原則、最大２トラポン（ＳＤで１２ｃｈ相当）までとし、事業者数は問わない。）

※ この数の範囲内であっても、放送対象地域が重なる複数局を子会社とするこ
とは原則として不可。

※ 「ラジオ・テレビ兼営」の場合には、「１社２免許」「２社が各１免許」の
いずれの場合も「１局」とカウントする。

原則として、放送対象地域が異なる子会社のみを許容

Ｌ県

ＬＬ局局
地上局

ｚ局ｚ局

ＣＳ局
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（参考） 「認定放送持株会社」のイメージ

●● 地上局のみの場合地上局のみの場合

＜子会社＞

（１）すべてローカル局の場合（１）すべてローカル局の場合

Ａ局Ａ局 Ｂ局Ｂ局 Ｃ局Ｃ局 Ｌ局Ｌ局
・・・・・・

Ａ県 Ｂ県 Ｃ県 Ｌ県

ローカル局１２局ローカル局１２局

認定放送持株会社認定放送持株会社

ローカル局

●● ＢＳ局を含む場合ＢＳ局を含む場合

キー局（７局相当）＋キー局（７局相当）＋ ローカル局５ローカル局５ ＝＝ １２局相当１２局相当 ＋ＢＳ局＋ＢＳ局

●● ＣＳ局等を含む場合ＣＳ局等を含む場合

キー局（７局相当）＋キー局（７局相当）＋ ローカル局５ローカル局５ ＝＝ １２局相当１２局相当 ＋＋ ＢＳ局ＢＳ局 ＋＋ ＣＳ局ＣＳ局

（原則、最大２（原則、最大２

トラポンまで可）トラポンまで可）

キー局（７局相当）＋キー局（７局相当）＋ ローカル局５ローカル局５ ＝＝ １２局相当１２局相当

ローカル局

＜子会社＞

（２）キー局を含む場合（２）キー局を含む場合

＜子会社＞

キー局キー局 Ａ局Ａ局 Ｂ局Ｂ局 Ｅ局Ｅ局
・・・・・・

Ａ県 Ｂ県 Ｅ県

認定放送持株会社認定放送持株会社

ローカル局

キー局キー局 Ａ局Ａ局 Ｅ局Ｅ局 Ｘ局Ｘ局・・・・・・
Ａ県 Ｅ県 ＢＳ局

認定放送持株会社認定放送持株会社

＜子会社＞

ローカル局

キー局キー局 Ａ局Ａ局 Ｅ局Ｅ局 Ｘ局Ｘ局・・・・・・
Ａ県 Ｅ県 ＢＳ局

Ｙ局Ｙ局

ＣＳ局

認定放送持株会社認定放送持株会社

（１局まで可）（１局まで可）（１局まで可）（１局まで可）
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②② ただし、次の場合には、１０％とする。ただし、次の場合には、１０％とする。

○ 「一の者」が、

・ 認定放送持株会社の子会社と同じ地域（県
等）の地上放送事業者である場合

・ 上記の地上放送事業者を支配（注）する者で
ある場合

【第１項ただし書き】

①① ３３％とする。３３％とする。 【第１項本文】

４ 認定放送持株会社の議決権に関する保有基準割合の設定について

「一の者」（その「特別の関係」にある者を含む。）による認定放送持株会社の議決権保有について、「１０

分の１以上３分の１未満の範囲内で総務省令で定める割合（保有基準割合）」を超える議決権を制限。
（放送法第５２条の３５関連）

「一の者」（その「特別の関係」にある者を含む。）による認定放送持株会社の議決権保有について、「１０

分の１以上３分の１未満の範囲内で総務省令で定める割合（保有基準割合）」を超える議決権を制限。
（放送法第５２条の３５関連）

＜保有基準割合＞＜保有基準割合＞

B県

Ａ・Bは子会社

Ａ局 B局

認定放送持株会社認定放送持株会社

一一 のの 者者

地上放送事業者

A県

①の例①の例

Ａ県 B県

Ａ・Bは子会社

Ａ局 B局

認定放送持株会社認定放送持株会社

一一 のの 者者

Ａ’局

「支配」
例：１５％

②の例②の例

１０％を超える１０％を超える
議決権保有を制限議決権保有を制限

３３％を超える３３％を超える
議決権保有を制限議決権保有を制限

（注） 同一地域の地上放送事業者への「支配」の
基準は、１０％超の議決権保有

【放送法施行規則第17条の28の3】
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（参考） 「特別の関係」の範囲について

Ｄ Ｅ Ｆ

Ａ

B

５０％超

１０％

Ａの子会社

１５％

＜例＞

B

共同議決権行使者（注）の関係
法人・団体の

親子関係・兄弟関係

夫婦の関係
（合算対象）

一の者

１５％ ＋ １０％ ＝ ２５％

（直接保有） （Ｂを通じた保有）

Ａによる議決権保有割合
一体として扱う

＜その他の「特別の関係」＞＜その他の「特別の関係」＞

（注）「共同議決権行使者」と
は、共同で議決権を行使す
ることを合意している者

B

Ａ

一の者

Ａ

一の者
認定放送持株会社認定放送持株会社 （Ｘ）（Ｘ）

「一の者」が保有基準割合を超えて議決権を有するか否かを判断する際に、合算の対象となる「特別の

関係」にある者の範囲は、法人・団体の親子関係・兄弟関係等とする。

「特別の関係」「特別の関係」

※ 孫法人・団体は子法人・団体とみなす。
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① 議決権による「支配」

○ 放送対象地域が重複する場合 ・・・ １０％超

○ 〃 重複しない場合 ・・・ ２０％以上

（参考１）現行のマスメディア集中排除原則の基本的考え方

Ｘ社Ｘ社

Ａ県のＹ社の議決権を１０％を超えて保有するＸ社は、同一県内のＺ
社の議決権を１０％を超えて保有できない。

Ｂ県のＹ社の議決権を１０％を超えて保有するＸ社は、Ｃ県のＺ
社の議決権を２０％以上保有できない。

Ａ県

（注） ただし、Ｂ県とＣ県が隣接している場合は、「３分の１以上」の議決権保有
が禁止（７地域までに限る）。

Ｘ社Ｘ社
２０％以上（注）

１０％超

１０％超

１０％超

＜放送対象地域が重複する場合＞ ＜重複しない場合＞

「マスメディア集中排除原則」とは

⇒ 原則、一の者が２以上の放送事業者を「所有」又は「支配」できない。

の議決権保有を「支配」として禁止

地上放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｙ社

地上放送事業者地上放送事業者
ＹＹ社社

地上放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｙ社

地上放送事業者地上放送事業者
ＹＹ社社

Ｂ県 Ｃ県

××
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② 「役員」の兼務による「支配」

○ ２０％を超える役員兼務

○ 代表権を有する役員、又は、常勤役員の兼務

Ｘ社Ｘ社

Ｘ社がＹ社を支配している場合、Ｘ社の役員は、Ｚ社の
役員を２０％を超えて兼務することができない。

Ｘ社がＹ社を支配している場合、Ｘ社の代表権を有する役
員又は常勤役員は、Ｚ社の代表権を有する役員又は常勤
役員を兼務することができない。

Ｘ社Ｘ社

支配

２０％を超える
役員兼務

代表権を有する役員
又は常勤役員の兼務

を「支配」として禁止

支配

地上放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｙ社

地上放送事業者地上放送事業者
ＹＹ社社

地上放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｚ社

地上放送事業者
Ｙ社

地上放送事業者地上放送事業者
ＹＹ社社

× ×
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◎ 電波法（昭和２５年法律第１３１号）

（申請の審査）

第七条 （略）

２ 総務大臣は、前条第二項の申請書を受理したときは、遅滞なくその申請が次の各号に適合しているかどうかを審査しなければならない。

一・二 （略）

三 当該業務を維持するに足りる財政的基礎があること。

四 総務省令で定める放送による表現の自由享有基準（放送をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、放送による表現の自由が
できるだけ多くの者によって享有されるようにするため、申請者に対し必要な事項を定める基準をいう。）に合致すること。

五 前各号に掲げるもののほか、総務省令で定める放送をする無線局の開設の根本的基準に合致すること。

◎ 放送法（昭和２５年法律第１３２号）

（認定）

第五十二条の三十 二以上の一般放送事業者（当該二以上の一般放送事業者に一以上の地上系一般放送事業者（人工衛星の無線局以外の無線局により放送
を行う一般放送事業者をいう。以下同じ。）が含まれる場合に限る。以下この条、次条第一号並びに第五十二条の三十七第二項第一号及び第二号において同
じ。）をその子会社とし、若しくはしようとする会社又は二以上の一般放送事業者をその子会社とする会社を設立しようとする者は、総務大臣の認定を受けることが
できる。

２～４ （略）

（参考２）放送法等の一部を改正する法律（平成19年法律第136号）により改正された電波法及び放送法の関連規定

（電波法の特例）

第五十二条の三十三 総務大臣が認定放送持株会社の子会社について電波法第七条第二項の規定による審査を行う場合における同項第四号の規定の適用に
ついては、同号中「定める放送」とあるのは「定める認定放送持株会社に係る放送」と、「（放送」とあるのは「（認定放送持株会社の子会社であることの特性を勘案
しつつ、放送」とする。

（議決権の保有制限）

第五十二条の三十五 認定放送持株会社の株主名簿又は株券等の保管及び振替に関する法律第三十二条第一項の実質株主名簿に記載され、又は記録され
ている一の者が有し、又は有するものとみなされる株式（その者と株式の所有関係その他の総務省令で定める特別の関係にある者であつて株主名簿又は同項
の実質株主名簿に記載され、又は記録されているものが有し、又は有するものとみなされる当該認定放送持株会社の株式を含む。以下この項において「特定株
式」という。）のすべてについて議決権を有することとした場合にその者の有することとなる議決権の当該認定放送持株会社の総株主の議決権に占める割合が保
有基準割合を超えることとなるときは、特定株主（特定株式のうち、その議決権の当該認定放送持株会社の総株主の議決権に占める割合が保有基準割合を超
えることとならないように総務省令で定めるところにより議決権を有することとなる株式以外の株式を有する株主をいう。）は、当該株式についての議決権を有しな
い。

２ 前項の保有基準割合は、第二条の二第二項各号に掲げる事項を勘案して十分の一以上三分の一未満の範囲内で総務省令で定める割合をいう。

※下線部が新たに追加された条文
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（参考３） デジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会 最終報告（Ｈ18.10.6）（抜粋）

第２章 マスメディア集中排除原則の基本的考え方

２ マスメディア集中排除原則の見直し

（３） テレビジョン放送とＦＭ放送の兼営

ア テレビジョンとＡＭ放送の兼営を認めた経緯
同一地域におけるテレビジョン放送とＡＭ放送の兼営はマスメディア集中排除原則の例外として認めら

れている。これは、テレビジョン放送開始当時、既に放送を行っていたＡＭ放送事業者の参入や支援によ
り、その事業の普及発展を図ろうとしたという歴史的経緯によるものである。その後、昭和44年にＦＭ放
送が開始されたが、その際にはこのような必要がなかったことから、原則どおり、テレビジョン放送とＦ
Ｍ放送の兼営は同一地域における複数局支配として扱い、これを禁止した。
これについて、マスメディア集中排除原則の違反事例が明らかになった際、テレビジョン放送とＦＭ放送
の兼営についても、ＡＭ放送と同様、マスメディア集中排除原則の例外を認めるべきではないかとの指摘
があった。

イ テレビジョン放送とＦＭ放送の兼営の是非
テレビジョン放送とＡＭ放送の兼営は、これまで長期にわたり行われてきたが、放送の多元性や多様性

等の関係で、特段の問題は認められていない。また、視聴者からみた場合、テレビとラジオとではメディ
ア特性が大きく異なる一方で、ＡＭ放送とＦＭ放送については、音質や届く範囲に若干の相違はあるもの
の、制度的に異なった取扱いをするほどの違いはないものと考えられる。
このため、同一地域におけるテレビジョン放送とＦＭ放送の兼営を認めることにより問題が生ずること

は考えにくく、これを新たな経営の選択肢の一つとして認めることが適当と考えられる。

ウ 三事業支配におけるＦＭ放送の扱い
同一地域におけるテレビジョン放送とＦＭ放送の兼営を認める場合、「テレビ・ＦＭ・新聞」の三事業

支配の扱いが問題となる。
この点については、ＡＭ放送とＦＭ放送との相違が基本的にないことから、「テレビ・ＦＭ・新聞」の

三事業支配については、「テレビ・ＡＭ・新聞」の三事業支配と同様に、原則禁止・例外許容として扱う
ことが適当と考えられる。



                                     資料 ４ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２０年３月１２日  

 

 

 

電波法施行規則の一部を改正する省令案並びに放送用周波数使用計画 
及び放送普及基本計画の各一部変更案について 

（平成２０年１月１６日 諮問第７号） 

 

［平成２０年放送局の一斉再免許に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                 （連絡先） 
                  電波監理審議会について 
                   総務省総合通信基盤局総務課 
                         （石田課長補佐、中島係長） 
                         電話：０３－５２５３－５８２９ 
                  諮問内容について 
                   総務省情報通信政策局地上放送課 
                       （遠藤課長補佐、竹村係長、数永係長、今井係長） 
                         電話：０３－５２５３－５７９３ 
                 総務省情報通信政策局衛星放送課 
                          （井田課長補佐、川名係長） 
                         電話：０３－５２５３－５７９９ 
                   総務省情報通信政策局放送技術課 
                          （山口課長補佐、遠藤係長） 
                         電話：０３－５２５３－５７８７ 
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電波法施行規則の一部を改正する省令案並びに 

放送普及基本計画及び放送用周波数使用計画の各一部変更案について 

 

 

１ 改正の背景  

 日本放送協会、放送大学学園及び一般放送事業者（以下「放送事業者」という。）が

開設している放送局（放送衛星局を含む。）は、本年１０月３１日をもって免許の有効

期間が満了する。これに伴い、放送事業者は、現在開設している放送局に係る再免許

申請を無線局免許手続規則第１７条に規定する期間（本年の再免許申請については、

平成２０年５月１日～７月３１日まで）において、再免許申請書類の提出をもって行

うこととなる。 

本年の再免許がこれまでの再免許と大きく異なる点は、以下の点である。 

（１）地上・ＢＳアナログテレビジョン放送の免許の有効期間の短縮 

地上アナログテレビジョン放送については、再免許後の免許の有効期間（平成

２０年１１月１日～平成２５年１０月３１日）中において、地上アナログテレビ

ジョン放送から地上デジタルテレビジョン放送に完全移行が予定されており、地

上アナログテレビジョン放送が平成２３年７月２４日までに終了することとさ

れているため、地上アナログテレビジョン放送の免許の有効期間の短縮を行う。 

ＢＳアナログテレビジョン放送についても、これと同様に、再免許後の免許の

有効期間（平成２０年１１月１日～平成２５年１０月３１日）中の平成２３年ま

でに終了することとされているところ、地上アナログテレビジョン放送と異なり、

具体的な終了期日までは定められていなかったため、今般、終了期日を地上アナ

ログテレビジョン放送と同日の平成２３年７月２４日とすることを決定した上

で、地上アナログテレビジョン放送と同様に、免許の有効期間の短縮を行う。 

（２）地上系放送局に係る新規事業者の公募、比較審査方式の導入 

地上系放送局の免許に関し、「規制改革・民間開放推進３か年計画（平成１８

年３月３１日閣議決定）」において、地上波放送における競争の促進という観点

から、再免許手続の所要の整備を行い平成２０年の再免許から実施することとさ

れたことを受け、①新規事業者の公募、②より明確で透明性の高い比較審査方式

の導入等を行う。 

 これらのことから、電波法施行規則並びに放送普及基本計画及び放送用周波数使用

計画について一部改正することとした。 

諮問第７号説明資料
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２ 諮問の内容  

（１）電波法施行規則の一部改正関係 

ア 免許の有効期間の短縮（平成２３年７月２４日まで） 

    地上・ＢＳアナログテレビジョン放送に係る再免許の有効期間の短縮 

（電波法施行規則第９条）  

イ 地上系放送局に係る再免許及び新免許を受付ける旨の公示（申請受付期間：

平成２０年５月１日～７月３１日） 

地上系放送局の再免許に関し、公示する期間内に申請することを要すること

とするため、改正を行うもの 

（電波法施行規則第６条の４第１０号）  

     ※ 申請受付期間は、現行規定において「免許有効期間満了前３か月以上６か月を超え

ない期間」と規定（無線局免許手続規則第１７条第１項） 

  ウ 衛星系放送局に係る公示手続の一部簡素化等 

公示手続を経て開設された無線局が開設されている人工衛星に放送局を開

設する場合、公示手続の対象外とするもの 

（電波法施行規則第６条の４第９号） 

     ※ 本件は平成２０年放送局一斉再免許とは直接の関係がない改正事項であるが、上記

イの制度整備に併せて、規制の合理化を図るものである。 

 

（２）放送普及基本計画の一部変更関係 

  ア 地上放送関係 

  ① 総論 

Ａ デジタル放送への移行期日の明記（平成２３年７月２４日） 

Ｂ デジタル放送をアナログ放送より先に規定（アナログ中心からデジタル中

心） 

  ② デジタル放送に関する規定 

Ａ 平成２２年までにアナログ放送と同等地域においてデジタル放送が受信

できるようにする 

Ｂ デジタル放送への全面移行を促すようなデジタル技術の特性を生かした

放送をできる限り多く行う 

（現行：高精細度テレビジョン放送を中心に、デジタル放送の特性を生かし



 3

た放送を行う） 

  ③ アナログ放送に関する規定 

    アナログ放送の終了期日の明記（平成２３年７月２４日） 

  イ 衛星放送関係 

  ＢＳアナログテレビジョン放送の終了期日を地上アナログテレビジョン

放送と同日の平成２３年７月２４日とすること等 

    

（３）放送用周波数使用計画の一部変更関係 

上記（２）イの変更に伴う規定の整備等 
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３ 参考  

 ２の諮問内容と併せてパブリックコメントを実施する改正内容は、以下のとおり。 

第１ 放送法施行規則の一部改正 

地上アナログ放送から地上デジタル放送への移行に伴う放送区分の改正等

のため、改正を行うもの 

第２ 無線局免許手続規則の一部改正 

   地上テレビジョン放送を行う放送局の放送番組表及び他から供給を受ける

放送番組の時間帯の記載について、改正を行うもの 

第３ 電波法関係審査基準の一部改正 

  １ 比較審査を行うこと及びその比較審査基準の明記（第３条(13)） 

  ２ 比較審査基準の具体的項目（別添５「地上系による放送局に係る比較審査基

準」） 

  （１）事業実施の確実性（デジタルと同じ） 

  （２）放送対象地域内の世帯カバー率（デジタルと同じ） 

  （３）視聴覚障害者への配慮（デジタルと同じ） 

  （４）災害放送への対応（デジタルと同じ） 

  （５）放送の公正かつ能率的な普及 

    ① ローカル番組比率（デジタルと同じ） 

    ② 予備免許後の早期の放送開始（新規免許のみの項目） 

  ３ 評価基準及び評価点（別添５「地上系による放送局に係る比較審査基準」） 

第４ 地上デジタルテレビジョン放送局の免許及び再免許方針 

  １ 適用の範囲（免許方針第１項） 

２ 免許の基本的要件（免許方針第２項） 

  （１）免許主体 

     アナログ放送も併せて行う者 

  （２）放送局の要件 

     新たな免許申請にあっては、予備免許後１年以内に親局から放送 

  ３ デジタル放送の普及への適合性（免許方針第３項） 

  （１）デジタル放送への全面移行を促すような放送 

     ピュアハイビジョン放送やマルチ編成をできるだけ多く行うこと 
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  （２）中継局の置局計画 

既存アナログ放送と同等の区域において、平成２２年１２月までにデジタ

ル放送の受信が可能となる計画を有していること 

① 中継局ロードマップに記載されている中継局を平成２２年１２月まで

に整備する計画を有していること 

② 中継局の整備だけでは、既設アナログ放送と同等の区域をカバーするこ

とができないため、共聴施設、ケーブルテレビ等他の代替手段も活用する

場合には、それらの代替手段についての整備計画を有していること 

    ③ 上記①、②によっても、なお、受信困難地域が残る場合における中継局

の整備等に向けた努力 

  （３）混信妨害排除のための取組 

４ デジタル放送において比較審査を行うこと及び基準の明記 

（免許方針第４項） 

  ５ 比較審査になった場合の追加資料の提出 

    申請の審査のため、電波法第７条第６項に基づき追加資料の提出を求める 

（免許方針第４項） 

６ 免許の条件（免許方針第５項関係） 

  （１）リパック・チャンネル中継局に係る変更申請処理期限 

周波数の使用期限を平成２４年７月２４日とし、平成２４年１月２４日ま

でに変更許可手続を完了すること 

  （２）中継局整備計画 

免許申請時において、平成２２年１２月までに中継局を整備する計画を有

することが困難な場合には、できるだけ早期に、遅くとも平成２２年４月１

日までに計画を再度提出し、公表すること 

  ７ 免許及び再免許に当たっての要望（免許方針第６項） 

  （１）ピュアハイビジョン放送やマルチ編成をできるだけ多く行うこと 

（２）既存アナログ放送と同等の区域において、平成２２年１２月までにデジタ

ル放送の受信を可能とするための中継局等を整備すること 

  （３）字幕放送、解説放送をできるだけ多く行うこと 

  （４）災害放送への対応（予備電源装置の整備） 

  ８ 比較審査基準の具体的項目（免許方針別紙） 

  （１）事業実施の確実性（アナログと同じ） 

    ① 資金計画等財政的基礎 

    ② 送出系設備、制作系設備の整備状況 
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    ③ 放送番組の制作体制、調達体制の確実性 

（２）放送対象地域の世帯カバー率 

   放送波での直接受信のカバー率 

（３）視聴覚障害者への配慮（アナログと同じ） 

     字幕放送、解説放送等の実施状況 

（４）災害放送への対応（アナログと同じ） 

     予備電源装置の整備状況 

（５）放送の公正かつ能率的な普及 

    ① ローカル番組比率（アナログと同じ） 

    ② デジタル混信対策（デジタル放送のみ） 

    ③ デジタル技術の特性を生かした放送（デジタル放送のみ） 

  ８ 評価基準及び評価点（免許方針別表） 

第５ 地上アナログテレビジョン放送局の免許及び再免許方針関係 

  １ 適用の範囲（免許方針第１項） 

２ 免許の基本的要件（免許方針第２項） 

  （１）免許主体 

デジタル放送も併せて行う者 

  （２）マスメディア集中排除原則の適用除外 

     地上アナログテレビ放送をマスメディア集中排除原則の適用除外とする 

３ デジタル放送の普及への取組み（免許方針第３項関連） 

    アナログ放送終了に向けた視聴者周知についての計画（終了スーパー挿入等） 

  ４ 免許及び再免許の有効期限（免許方針第４項） 

    有効期限は平成２３年７月２４日まで 



７



８



 

９



                                     資料 ５ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２０年３月１２日  

 

 

 

電波法施行規則、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等に

関する規則の各一部を改正する省令案について 

（平成２０年３月１２日 諮問第１３号） 

 
［19GHz 帯構内無線局及び 1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局の 

制度廃止等に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局移動通信課 

                         （山口課長補佐、林課長補佐、工藤係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９３ 
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諮問第１３号説明資料 
 
 
 

電波法施行規則、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準

適合証明等に関する規則の各一部を改正する省令案について  
〔19GHz 帯構内無線局及び 1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う 
無線局の制度廃止等に伴う制度整備〕 

 
 
１ 諮問の背景 
（１）19GHz 帯構内無線局の制度廃止 

19GHz 帯構内無線システムは、構内におけるデータ伝送用（10Mbps）のシステムとし

て、平成４年に免許要の無線局として制度化され、主にオフィスにおける無線ネットワ

ーク（無線 LAN）として利用されてきたところである。 
 

【19GHz 帯構内無線局の主な仕様】 
使用周波数：19.485～19.565GHz    占有周波数帯幅：17MHz 
変調方式：QPSK、QAM、4FSK   空中線電力：300mW 
空中線利得：20dBi 以下 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【19GHz 帯構内無線局の利用イメージ】 

 

 
その後、免許不要局である2.4GHz帯/5GHz帯無線LAN（Wi-Fi）が高機能化・低廉化し、

広く一般に普及したことに伴い、免許を要する無線局である19GHz帯構内無線局は減少

し、平成19年3月に無線局数ゼロとなっている。このような状況から、周波数再編アクシ

ョンプラン（平成19年11月）において、19GHz帯構内無線システムの周波数利用を停止

することが盛り込まれたところである。 

 以上を踏まえ、今般、19GHz 帯構内無線局に係る制度を廃止するものである。 

構内無線ネットワーク

オフィス

構内無線ネットワーク

オフィス
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（２）1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局の制度廃止 

1,900MHz 帯加入者系無線アクセスシステムは、PHS と同じ通信方式を用いたものであり、

PHS の空き周波数を利用して条件不利地域における加入者電話回線を確保することを目的に

平成 10 年に免許要の無線局として制度化され、山間部・離島等の条件不利地域における加入

者電話用として利用されてきたところである。 

 

【1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局の主な仕様】 
使用周波数：1,893.65MHz～1,919.45MHz 
占有周波数帯幅：288kHz 変調方式：QPSK 
空中線電力：親局 160mW、子局 80mW  空中線利得：22dBi 以下 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  【1,900MHz 帯加入者系無線アクセスシステムの利用イメージ】 
 

その後、インターネット接続などのより高度なサービス提供可能な18GHz帯FWA
（Fixed Wireless Access）が導入され、その普及が進むとともに、1,900MHz帯加入者

系無線アクセスシステムは減少し、平成17年8月に無線局数ゼロとなっている。このよう

な状況から、周波数再編アクションプラン（平成19年11月）において、1,900MHz帯加入

者系無線アクセスシステムの周波数利用を停止することが盛り込まれたところである。 

以上を踏まえ、今般、1,900MHz 帯加入者系無線アクセスシステムに係る制度を廃止す

るものである。 

 

親局から各家屋（子局）を結ぶ公衆回線網 親局から各家屋（子局）を結ぶ公衆回線網
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２ 改正省令の概要（詳細は別紙参照） 
 

（１）電波法施行規則 
ア 包括免許対象局より 1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局を削除 
  （第 15 条の 2 及び 第 15 条の 3） 
イ 定期検査を行わない無線局より 1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う無線

局を削除（第 41 条の 2） 
 
（２）無線設備規則 

ア 19GHz 帯構内無線局の技術基準を削除（第 14 条、第 24 条、第 49 条の 9 の 4、別

表第 1 号注 42、別表第 2 号第 8 第 4 項） 
イ 1,900MHz 帯加入者系無線アクセスシステムの技術基準を削除（第 57 条の 3、第 58
条の 2 の 13、別表第 1 号注 31(9)、別表第 2 号第 44、別表第三号 39） 

 
（３）特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則 

ア 特定無線設備より 1,900MHz 帯加入者系無線アクセスシステムの無線局を削除（第 2
条） 

イ その他規定の整備 
 
 
３ 施行期日 

平成 20 年 6 月 公布・施行（予定） 



4 

改正省令案の概要 
 

１ 電波法施行規則 
 
1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局を特定無線局（包括免許対象局）

より削除する。 
 

改正項目 削除する内容 

特定無線局の対象とす

る無線局（第 15条の 2） 
包括免許の対象とする無線局から、「電気通信業務を行うこ

とを目的とする固定局（1,900MHz 帯の周波数の電波を使用し、

端末設備又は自営電気通信設備とを接続するものに限る。以下

同じ。）」を削除。 
特定無線局の無線設備

の規格（第 15 条の 3） 
包括免許の対象とする無線設備の規格から、「電気通信業務

を行うことを目的とする固定局」を削除。 

定期検査を行わない無

線局（第 41 条の 2） 
定期検査を行わない固定局から、「設備規則第 58 の 2 の 13

においてその無線設備の条件が定められているもの」を削除。
 

 

２ 無線設備規則 
  
19GHz 帯構内無線局及び 1,900MHz 帯加入者無線アクセス通信を行う無線局の技術基準

を削除する。 
 
（１）19GHz 帯構内無線局  

改正項目 削除する数値等 

空中線電力の許容偏差 
(第 14 条) 

・同表より「(2) 19GHz 帯の周波数の電波を使用する構内無線局

の送信設備」を削除。 

副次的に発射する電波

の限度（第 24 条） 
・第 2 項本文及び同表より「19GHz 帯の周波数の電波を使用す

る構内無線局」を削除。 

一般的条件等 
（第 49 条の 9） 

・第 4 項を削除。 
「19GHz 帯の周波数の電波を使用するもの（以下略）」 

周波数の許容偏差 
（別表第 1 号） 

・注 42 を削除 
「19,485MHz から 19,565MHz までの周波数の電波を使用す

る構内無線局の無線設備については、その電波の周波数の許

容偏差は、この表の規定する値にかかわらず、10(10-6)とする」

占有周波数帯幅の許容

値（別表第 2 号） 
・第 8 本文より「19,485MHz から 19,565MHz までの」を削除

・同第 4 項を削除 
「19,485MHz から 19,565MHz までの周波数の電波を使用す

る無線設備  17MHz」 

（別 紙）
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（２）1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局 
 

改正項目 削除する数値等 

一般的条件等 
（第 57 条の 3、第 58
条の 2 の 13） 

・送信装置の条件（第 57 条の 3）より、1,900MHz 帯加入者系

無線アクセス通信を行う固定局（ 1,893.65MHz 以上

1,919.45MHz 以下の周波数の電波を使用する加入者系無線

アクセス通信を行う固定局をいう。以下同じ。）及び

1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信設備の試験のための

通信を行う無線局（1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信

を行う固定局の無線設備の試験若しくは調整をするための通

信を行う無線局をいう。以下同じ）」を削除。 
・第 58 条の 2 の 13 を削除 
「1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う固定局であつ

て、端末設備又は自営電気通信設備と接続するものの無線設

備は、次の各号の条件に適合するものでなければならない。

（以下略）」 

周波数の許容偏差 

（別表第 1 号） 
・注 31(9)を削除 
「1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う固定局又は

1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信設備の試験のための

通信等を行う無線局の送信設備 3(10-6)」 

占有周波数帯幅の許容

値（別表第 2 号） 
・第 44 を削除 
「1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う固定局又は

1,900MHz 帯加入者無線アクセス通信設備の試験のための通

信等を行う無線局の設備の占有周波数帯幅の許容値は、第 1
から第 4 までの規定にかかわらず、288kHz とする。」 

スプリアス発射又は不

要発射の強度の許容値

（別表第 3 号） 

・39 を削除 
「1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う固定局又は

1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信設備の試験のための

通信等を行う無線局の送信設備の帯域外領域におけるスプリ

アス発射の強度の許容値及びスプリアス領域の境界の周波数

は、2(1)及び 2(3)に規定する値にかかわらず、つぎのとおり

とする。（以下略）」 
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３ 特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則 

（１） 1,900MHz 帯加入者系無線アクセス通信 
 

改正項目 削除する内容 

特定無線設備 

（第 2 条） 

・第 34 号から第 37 号までを削除し、1,900MHz 帯加入者系無線

アクセス通信を行う無線局を技適証明等対象局から除外。 

 

（２） その他規定の整備 
 

改正項目 改正する内容 

特定無線設備 

（第 2 条） 

・構内無線局の無線設備を特定無線設備とするにあたって、登録

対象設備（キャリアセンス機能を有するもの）及び免許対象設

備（キャリアセンス機能を有しないもの）の区分を設ける。 

 

 

以 上 
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【参考】周波数再編アクションプラン（平成19年11月）における指摘状況 
 

 

 

（１）19GHz帯構内無線局 
３ 各周波数区分のアクションプラン 

Ⅹ 13.25～21.2GHz帯 

  （２）基本的な対応方針 

   （イ）19GHz帯構内無線 

極端に低い利用状況にあること、同様のデータ通信業務を行うためのシス

テムが2.4GHz帯や5GHz帯のシステムで実現可能であること、及び周波数帯

の一部を共用する18GHz帯FWAの利用を促進する観点から、無線局数が０局

となった当該システムによる周波数利用を停止する。 
 
 

 

 

（２）1,900MHz帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局 

３ 各周波数区分のアクションプラン 

 Ⅶ 1.71～2.4GHz帯 

  （２）基本的な対応方針 

 1.9GHz帯加入者系無線アクセスシステムについては、無線局数が０局とな

ったことを受け、当該システムによる周波数利用を停止する。 

 

 

 

 



                                   資料 ６ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成２０年３月１２日  

 

 

 

周波数割当計画の一部変更案について 

（平成２０年３月１２日 諮問第１４号） 

 

［19GHz帯構内無線局及び1900MHz帯加入者系無線アクセス通信

を行う無線局の制度の廃止に伴う変更］ 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部電波政策課 

                         （星周波数調整官、棚田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８７５ 
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諮問第１４号説明資料  
 

周波数割当計画の一部変更案について 
 

Ⅰ 19GHz 帯構内無線局の制度の廃止に伴う変更 
19GHz 帯構内無線局は、構内におけるデータ伝送用（10Mbps）のシステムとして、

平成４年に免許が必要な無線局として制度化し、主にオフィスにおける無線 LAN 用と

して利用されてきたところである。 
近年、免許を要しない 2.4GHz 帯/5GHz 帯無線 LAN が高機能化・低廉化し、広く一

般に普及したことにより、19GHz 帯構内無線局の利用が減少し、平成 19 年 3 月に無

線局数が０となっている。 
このような状況から、今般、19GHz 帯構内無線局の制度を廃止することに伴い、周

波数割当計画の一部を変更しようとするものである。 
 
【変更内容】 

19.3GHz を超え 19.7GHz 以下の周波数帯における移動業務について、無線局の目

的から一般業務用（データ伝送用）を削除するとともに、周波数の使用条件を規定す

る別表から具体的な周波数を削除するなど、必要な規定の整備を図る。 
 
Ⅱ 1900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局の制度の廃止に伴う変更 

1900MHz 帯加入者系無線アクセスシステムは、PHS と同じ通信方式を用いるもの

であり、PHS の空き周波数を利用して条件不利地域における加入者電話回線を確保す

ることを目的に平成 10 年に免許が必要な無線局として制度化し、山間部、離島等の条

件不利地域において加入者電話用として利用されてきたところである。 
その後、インターネット接続などの高度なサービスが提供可能な 18GHz 帯 FWA

（Fixed Wireless Access）が導入され、普及が進むにつれ、1900MHz 帯加入者系無線

アクセスシステムは減少し、平成 17 年 8 月に無線局数が０となっている。 
このような状況から、今般、1900MHz 帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局に

係る制度を廃止することに伴い、周波数割当計画の一部を変更しようとするものであ

る。 
 
【変更内容】 

1885MHz を超え 1980MHz 以下の周波数帯において、国内分配から固定業務を削

除するなど、必要な規定の整備を図る。 
 

Ⅲ スケジュール 
答申受領後、速やかに周波数割当計画を変更し、官報に掲載する。 



周波数割当計画の変更

(1)  19GHz帯構内無線局関係

19.3

(2) 1900MHz帯加入者系無線アクセス通信を行う無線局関係

19.7(GHz）

2

電気通信業務用、公共業務用

電気通信業務用、公共業務用

電気通信業務用、公共業務用、

【今回の廃止対象】

1885

固定衛星業務↓↑

1980 (MHz）

電気通信業務用（1900MHz帯加入者系無線アクセス通信用）

電気通信業務用（PHS、携帯無線通信用）
小電力業務用（デジタルコードレス電話用、PHS用）

【今回の廃止対象】

一般業務用（データ伝送用）移動業務

固定業務

国内分配 無線局の目的

固定業務

移動業務

国内分配

無線局の目的

無線局の目的



                                     資料 ７ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２０年３月１２日  

 

 

 

周波数割当計画の一部変更案について 

（平成２０年３月１２日 諮問第１５号） 

 

［3.8MHz帯等におけるアマチュア業務用の周波数の拡大等に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 
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                   総務省総合通信基盤局電波部電波政策課 

                         （星周波数調整官、石黒係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８７５ 
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諮問第１５号説明資料 

 

周波数割当計画の一部変更案について 
 

Ⅰ 3.8MHz 帯等におけるアマチュア業務用の周波数帯の拡大 

アマチュア無線に使用できる周波数帯としては、様々な周波数帯が分配されているが、

電波の伝搬特性から、国内の長距離通信や海外のアマチュア無線との通信に利用されてい

る 3.8MHz 帯については、現在国内分配されている周波数帯の拡大が求められている。 

また、平成 17 年度に実施した電波の利用状況調査においても、この周波数帯は、1kHz

当たりの無線局数が他のアマチュア業務用の周波数帯よりも多くなっており、周波数の逼

迫度合いが高く、アマチュア無線用周波数の拡大について検討する必要がある旨評価され

ているところである。（別紙１） 

このような状況を踏まえ、今般、3.8MHz 帯においてアマチュア業務用の周波数帯を拡

大するとともに、その近傍の周波数帯である 3.5MHz 帯においてもアマチュア業務用の周

波数を拡大することとし、周波数割当計画の一部を変更しようとするものである。 

 

【変更内容】 

3.5MHz帯及び 3.8MHz帯において、他の業務の無線局が使用していない 3599-3612kHz、

3680-3687kHz、3702-3716kHz、3745-3747kHz 及び 3754-3770kHz について、周波数の

分配を固定業務及び移動業務からアマチュア業務に変更し、また、3230-3400kHz、

3575-3747kHz 及び 3950-4000kHz において無線局の目的が放送事業用については分配の

必要がなくなったことから記述を削るなど、必要な規定の整備を図る。 

 

Ⅱ 漏えい同軸ケーブル（LCX）を用いたインターネット通信の導入に伴う変更 

インターネットの利用の拡大に伴い、移動している間もインターネットに接続し、ウェ

ブの閲覧、メールの送受信等が行える環境の整備が求められており、特に、長時間かつ高

速の移動手段となる新幹線の列車内においてその需要が大きい。 

新幹線で利用されている漏えい同軸ケーブル（LCX）を用いた通信技術については、総

務省において平成 17 年から 2 年間、高速移動中での 400MHz 帯を用いた広帯域伝送シス

テムの検証を行い、必要となる技術的条件に関する成果が得られたところである。 

これらの状況を踏まえ、新幹線の列車内において漏えい同軸ケーブル（LCX）を用いて

400MHz 帯を利用したインターネット接続サービスが可能となるよう、周波数割当計画の

一部を変更しようとするものである。（別紙２） 
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【変更内容】 

現在デジタル空港無線通信用に使用できる 400MHz 帯の周波数（415.5-417MHz 及び

460-461.5MHz）を、漏えい同軸ケーブルを用いたインターネット接続サービスにも使用で

きるようにするなど、必要な規定の整備を図る。 

 

 

Ⅲ スケジュール 

答申受領後、速やかに周波数割当計画を変更し、官報に掲載する。 
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                                     資料 ８ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２０年３月１２日  

 

 

 

日本放送協会放送受信規約の変更の認可について 

（平成２０年３月１２日 諮問第１６号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報通信政策局放送政策課 

                         （飯嶋課長補佐、田口係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７８ 
 



 １

日本放送協会放送受信規約の変更の認可について 

 

 

１ 申請の概要 

 

  日本放送協会から、放送法（昭和２５年法律第１３２号）第３２条第３項

の規定に基づき、以下のとおり、日本放送協会放送受信規約の変更の認可申請

があった。 

 

（１）変更しようとする契約条項 

    別紙のとおり 

 

（２）変更しようとする理由及び概要 

   訪問集金及び放送受信章を廃止するとともに、事業所契約に関する特例

の導入及び同一生計支払に関する特例を拡大する等のため、放送受信規約に

ついて規定の整備を行う。 

 

① 訪問集金の廃止 

   現在の支払方法（口座振替、クレジットカード継続払、継続振込、訪問

集金）のうち、訪問集金を廃止し、平成２４年度までに年間約７０億円の

営業経費削減を図るとともに、訪問集金のために必要としていた要員を放

送受信料の公平負担の徹底に振り向け、より多様で質の高い放送の実現等、

放送サービスの充実を図る。 

 

② 事業所契約に関する特例の導入 

   事業所を対象に、同一敷地内に設置した受信機すべてについて必要な放

送受信契約を締結していること等を条件に、２契約目以降の放送受信料の

半額を割引くことにより、事業所の負担のあり方を見直すとともに、事業

所の契約数増加による公平負担の徹底を図る。 

  

  ③ 同一生計支払に関する特例の拡大 

   親元を離れて暮らす学生または単身赴任者を対象に、口座振替等による

支払い等を条件に適用している家族割引〔学生〕〔単身赴任〕について、

適用対象を広く同一生計で複数の住居で締結される放送受信契約に拡大

するとともに、割引率について「複数支払い」に対する特例という事業所

割引との共通点に着目し、３３％から放送受信料額の半額に改める。 

諮問第１６号説明資料



 ２

 

  ④ 放送受信章の廃止 

   住居の入口等に表示し、ＮＨＫの契約収納活動において、放送受信契約

の有無の確認に活用してきた放送受信章について、携帯端末の導入により、

放送受信章に頼らずに放送受信契約の有無を確認できるようになってい

ること、視聴者の意識の変化に伴い貼付を拒まれることが増えていること

などから、放送受信章を廃止する。 

 

（３）契約条項の変更が事業収支に及ぼす影響 

   契約条項の変更による平成２０年度収支予算における増減収額の見込み

は、次のとおり。 

  ①訪問集金の廃止          減収額  ３．０億円 

                  支出額  ８．４億円 

  ②事業所契約に関する特例の導入   減収額  ５．１億円 

                    支出額  ０．３億円 

  ③同一生計支払に関する特例の拡大  減収額  １．９億円 

                    支出額  ０．６億円 

  ④放送受信章の廃止         支出額 △０．２億円 

                                          

 

（４）施行予定期日 

   平成２０年１０月１日から施行する。 

ただし、事業所契約に関する特例及び同一生計支払に関する特例につい

ては、平成２１年２月１日から施行する。 

 

 

２ 検討結果 

 

  本件申請の内容は、電波監理審議会への諮問・答申を経て、総務大臣の意

見を附して、２月８日に国会に提出した日本放送協会平成２０年度収支予算に

盛り込まれている「訪問集金の廃止」、「事業所契約に関する特例」及び「同一

生計支払に関する特例」を実施するために必要な日本放送協会放送受信規約の

規定の変更、並びに関係規定の整備を行うものである。 

 従って、国会が日本放送協会の平成２０年度収支予算を承認した場合は、本

申請を認めることは適当である。 



 ７

 （     部分は、変更部分） 

変更後 現行規定 

（放送受信契約書の提出） 

第３条 受信機を設置した者は、遅滞なく、次の

事項を記載した放送受信契約書を放送局

（ＮＨＫの放送局をいう。以下同じ。）に提出

しなければならない。ただし、新規に契約す

ることを要しない場合を除く。 

(1) 受信機の設置者の氏名および住所 

(2) 受信機の設置の日 

(3) 放送受信契約の種別 

(4) 受信することのできる放送の種類および

受信機の数 

(5) 受信機を住所以外の場所に設置した場

合はその場所 

２ 放送受信契約者がテレビジョン受信機を設

置しまたはこれを廃止することにより、放送受

信契約の種別を変更するときは、前項各号

に掲げる事項のほか、変更前の放送受信契

約の種別を記載した放送受信契約書を放送

局に提出しなければならない。 

（放送受信契約書の提出） 

第３条 受信機を設置した者は、遅滞なく、次の

事項を記載した放送受信契約書を放送局

（ＮＨＫの放送局をいう。以下同じ。）に提出

しなければならない。ただし、新規に契約す

ることを要しない場合を除く。 

(1) 受信機の設置者の氏名および住所 

(2) 受信機の設置の日 

(3) 放送受信契約の種別 

(4) 受信することのできる放送の種類および

受信機の数 

(5) 受信機を住所以外の場所に設置した場

合はその場所 

２ 放送受信契約者がテレビジョン受信機を設

置しまたはこれを廃止することにより、放送受

信契約の種別を変更するときは、前項各号

に掲げる事項のほか、変更前の放送受信契

約の種別を記載した放送受信契約書に、放

送受信章を添えて、放送局に提出しなけれ

ばならない。 

 

（放送受信料支払いの義務） 

第５条 放送受信契約者は、受信機の設置の月

からその廃止の届け出のあった月の前月（受

信機を設置した月にその廃止を届け出た放

送受信契約者については、当該月とする。）

まで、１の放送受信契約につき、その種別に

従い、次の表に掲げる額の放送受信料（消

費税および地方消費税を含む。）を支払わな

ければならない。 

 

 

 

 

（放送受信料支払いの義務） 

第５条 放送受信契約者は、受信機の設置の月

からその廃止の届け出のあった月の前月（受

信機を設置した月にその廃止を届け出た放

送受信契約者については、当該月とする。）

まで、１の放送受信契約につき、その種別お

よび支払区分に従い、次の表に掲げる額の

放送受信料（消費税および地方消費税を含

む。）を支払わなければならない。 
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種 別 月 額 
６か月 

前払額 

12か月 

前払額 

地上 

契約 
１，３４５円  ７，６５０円 １４，９１０円

衛星 

契約 
２，２９０円 １３，０９０円 ２５，５２０円

特別 

契約 
１，００５円 ５，７３０円 １１，１８０円

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

２ 特別契約を除く放送受信契約について沖縄

県の区域に居住する者の支払うべき放送受

信料額（消費税および地方消費税を含む。）

は、前項の規定にかかわらず、当分の間、別

表１に掲げる額とする。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種 別
支払 

区分 
月 額 

６か月 

前払額 

12か月 

前払額 

地上 

契約 

口座 

振替等
１，３４５円  ７，６５０円 １４，９１０円

訪問 

集金 
１，３９５円 ７，９５０円 １５，４９０円

衛星 

契約 

口座 

振替等
２，２９０円 １３，０９０円 ２５，５２０円

訪問 

集金 
２，３４０円 １３，３９０円 ２６，１００円

特別 

契約 

口座 

振替等
１，００５円 ５，７３０円 １１，１８０円

訪問 

集金 
１，０５５円 ６，０３０円 １１，７６０円

 

この表において「口座振替等」とは、第３項第

１号から第３号までに定める口座振替、継続

振込またはクレジットカード継続払をいう。 

２ 特別契約を除く放送受信契約について沖縄

県の区域に居住する者の支払うべき放送受

信料額（消費税および地方消費税を含む。）

は、前項の規定にかかわらず、当分の間、別

表１に掲げる額とする。 

３ 第１項の規定において、「口座振替等」とは、

口座振替、継続振込またはクレジットカード

継続払をいい、「口座振替」、「継続振込」、

「クレジットカード継続払」および「訪問集金」

とは、次の各号に定めるところによる。（以下

この規約の各条項において同じとする。） 

(1) 口座振替 ＮＨＫの指定する金融機関に

設定する預金口座、通常郵便貯金等か

ら、ＮＨＫの指定日に自動振替によって行

なう支払いをいう。 

(2) 継続振込 ＮＨＫの指定する金融機関、

郵便局等においてＮＨＫの指定する支払
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３ 放送受信契約の種別に変更があったときの

当該月分の放送受信料は、変更後の契約種

別の料額とする。ただし、当該月に２回以上

の契約種別の変更があったときの放送受信

料は、各変更前および各変更後の契約種別

のうち、次の順位で適用した契約種別の料額

とする。  

(1) 衛星契約 
(2) 地上契約 

期日までに継続して払込むことによって行

なう支払いをいう。 

（3） クレジットカード継続払 ＮＨＫの指定す

るクレジットカード会社との契約に基づき、

クレジットカード会社に継続して立て替えさ

せることによって行なう支払いをいう。 

（4） 訪問集金 ＮＨＫの集金取扱者への支

払いなど口座振替等以外の方法による支

払いをいう。 

４ 放送受信契約の種別に変更があったときの

当該月分の放送受信料は、変更後の契約種

別の料額とする。ただし、当該月に２回以上

の契約種別の変更があったときの放送受信

料は、各変更前および各変更後の契約種別

のうち、次の順位で適用した契約種別の料額

とする。  

（1） 衛星契約 

（2） 地上契約 

（多数契約一括支払に関する特例） 

第５条の２ 衛星契約または特別契約の契約件

数の合計が、別に定める放送受信料免除の

基準の「全額免除」が適用される放送受信契

約を除き、１０件以上である１の放送受信契

約者が、支払期間を同じくして第６条第３項

に定める口座振替または継続振込により一

括して放送受信料を支払う場合は、前条第１

項および第２項の規定にかかわらず、これら

の契約種別である全契約を対象に、放送受

信料額から、１件あたりその契約種別に応じ

て次表に定める月額を減じて支払うものとす

る。ただし、衛星契約の契約件数が９７件、

９８件または９９件である１の放送受信契約者

については、その契約件数を１００件として算

定した放送受信料額を、１２か月前払額の衛

星契約の契約件数が９件である沖縄県の区

域に居住する１の放送受信契約者について

（多数契約一括支払に関する特例） 

第５条の２ 衛星契約または特別契約の契約件

数の合計が１０件以上である１の放送受信契

約者が、支払期間を同じくして口座振替また

は継続振込により一括して放送受信料を支

払う場合は、前条第１項および第２項の規定

にかかわらず、これらの契約種別である全契

約を対象に、口座振替等による放送受信料

額から、１件あたりその契約種別に応じて次

表に定める月額を減じて支払うものとする。

ただし、衛星契約の契約件数が９７件、９８件

または９９件である１の放送受信契約者につ

いては、その契約件数を１００件として算定し

た放送受信料額を、１２か月前払額の衛星

契約の契約件数が９件である沖縄県の区域

に居住する１の放送受信契約者について

は、その契約件数を１０件として算定した放

送受信料額を支払うものとする。 



 １０

は、その契約件数を１０件として算定した放

送受信料額を支払うものとする。  

契約種別ごとの 

契約件数 

契約種別ごとの全契約を対

象に１件あたり減ずる月額 

衛 星 契 約 特 別 契 約

５０件未満 ２００円  

５０件以上 

１００件未満 
２３０円 ９０円 

１００件以上 ３００円  

２ 前項の多数契約一括支払に関する特例は、

次条に定める団体一括支払に関する特例、

第５条の４に定める同一生計支払に関する

特例および第５条の５に定める事業所契約

に関する特例と重ねて適用することはしな

い。 

 

 

契約種別ごとの 

契約件数 

契約種別ごとの全契約を対

象に１件あたり減ずる月額 

衛 星 契 約 特 別 契 約

５０件未満 ２００円  

５０件以上 

１００件未満 
２３０円 ９０円 

１００件以上 ３００円  

２ 前項の多数契約一括支払に関する特例は、

次条に定める団体一括支払に関する特例ま

たは第５条の４に定める同一生計支払に関

する特例と重ねて適用することはしない。 

 

（団体一括支払に関する特例） 

第５条の３ 別に定める要件を備えた団体の構

成員で、衛星契約または特別契約を締結し

ている放送受信契約者が、別に定める放送

受信料免除の基準の「全額免除」が適用さ

れる者を除いて１５名以上まとまり、団体とし

てその代表者を通じ、第６条第３項に定める

口座振替または継続振込により一括して放

送受信料を支払う場合は、第５条第１項およ

び第２項の規定にかかわらず、放送受信料

額から、１件あたり月額２００円を減じて支払う

ものとする。ただし、１２か月前払により放送

受信料を支払う場合は、１件あたり年額

２,４２０円を減じて支払うものとする。 

２ 前項の団体一括支払に関する特例を次条

に定める同一生計支払に関する特例と重ね

て適用する場合、対象となる放送受信契約

者が代表者を通じ支払う放送受信料につい

て、放送受信料額から、その契約種別に応

じて減ずる月額は、前項に定める額に次条

に定める減額分を加算したものとする。 

（団体一括支払に関する特例） 

第５条の３ 別に定める要件を備えた団体の構

成員で、衛星契約または特別契約を締結し

ている放送受信契約者が１５名以上まとま

り、団体としてその代表者を通じ、口座振替

または継続振込により一括して放送受信料

を支払う場合は、第５条第１項および第２項

の規定にかかわらず、訪問集金による放送

受信料額から、１件あたり月額２５０円を減じ

て支払うものとする。 

 

 

 

２ 前項の団体一括支払に関する特例を次条

に定める同一生計支払に関する特例と重ね

て適用する場合、対象となる放送受信契約

者が代表者を通じ支払う放送受信料につい

て、訪問集金による放送受信料額から、その

契約種別に応じて減ずる月額は、２５０円に

次条第１項の表または別表２に定める額を加

算したものとする。 
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３ 第１項の団体一括支払に関する特例は、第

５条の５に定める事業所契約に関する特例と

重ねて適用することはしない。 

（新設） 

（同一生計支払に関する特例（家族割引）） 

 

第５条の４ 住居に設置した受信機についての

放送受信契約を締結している者が、本条の

特例を受けることなく放送受信料を支払う場

合で、その放送受信契約者またはその者と

生計をともにする者が別の住居に設置した

受信機について放送受信契約を締結し、当

該契約について所定の手続きを行なうとき

は、当該契約について、放送受信料額から、

第５条に定める放送受信料額の半額を減じ

て支払うものとする。ただし、本条の特例は、

いずれの放送受信契約についても第６条第

３項に定める口座振替等により放送受信料

を支払う場合にのみ適用する。 

２ ＮＨＫは、前項の所定の手続きにあたり、申

込書記載の内容を確認できる資料の提出を

放送受信契約者に求めることができる。放送

受信契約者が要求された資料を提出しない

場合、もしくは当該資料によって申込書記載

の内容を確認できない場合には、ＮＨＫは、

前項に定める特例を適用しないことができ

る。 

３ 第１項に定める特例を適用された放送受信

契約者は、申込書記載の内容に変更が生じ

たときは、直ちに、その旨を放送局に届け出

なければならない。 

４ ＮＨＫは、申込書記載の内容に虚偽がある

ことまたは前項の届け出がないことが判明し

た場合、申込書の提出時または申込書記載

の内容に変更が生じたと認められる時に遡

り、第１項に定める特例を適用しないことがで

きる。 

（同一生計支払に関する特例（家族割引〔学

生〕〔単身赴任〕）） 

第５条の４ 別に定める要件を備えた学生また

は単身赴任者で、その通学または通勤のた

めの住居に設置した受信機について放送受

信契約を締結した者（以下この項において

「対象契約者」という。）が、口座振替等により

その放送受信料を支払う場合は、対象契約

者またはその生計をともにする者が別の住

居に設置した受信機について放送受信契約

を締結し、口座振替等により本条の特例を受

けることなくその放送受信料を支払うもので

ある限り、第５条第１項および第２項の規定

にかかわらず、対象契約者がその通学また

は通勤のための住居に設置した受信機につ

いての放送受信料を、口座振替等による放

送受信料額から、その契約種別に応じて次

表に定める月額を減じて支払うものとする。 

 減ずる月額 

地上契約 ４４５円 

衛星契約 ７６０円 

特別契約 ３３５円 

２ 特別契約を除く放送受信契約について沖縄

県の区域に居住する者の支払うべき放送受

信料額から、前項の規定に基づきその契約

種別に応じて減ずる月額は、前項の規定に

かかわらず、当分の間、別表２に掲げる額と

する。 
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（事業所契約に関する特例） 

第５条の５ 事業所等住居以外の場所に設置

する受信機について放送受信契約を締結す

る場合において、１の者が、同一敷地内に設

置した受信機すべてについて必要な放送受

信契約を締結しており、その契約件数が別

に定める放送受信料免除の基準の「全額免

除」が適用される放送受信契約を除き合計２

件以上であり、支払期間を同じくして一括し

て放送受信料を支払う場合は、所定の手続

きを行なうことにより、同一敷地内に設置した

受信機についての放送受信契約のうち 1 件

を除外した残りのそれぞれについて、放送受

信料額から、第５条に定める放送受信料額

の半額を減じて支払うものとする。この場合、

除外する１件については、放送受信契約のう

ち、衛星契約、地上契約、特別契約の順位

で適用する。 

２ 前項において敷地とは、１の建築物または

用途上不可分の関係にある２以上の建築物

のある一団の土地をいう。 

３ ＮＨＫは、第１項の所定の手続きにあたり、

申込書記載の内容を確認できる資料の提出

を放送受信契約者に求めることができる。放

送受信契約者が要求された資料を提出しな

い場合、もしくは当該資料によって申込書記

載の内容を確認できない場合には、ＮＨＫ

は、第１項に定める特例を適用しないことが

できる。 

４ 第１項に定める特例を適用された放送受信

契約者は、申込書記載の内容に変更が生じ

たときは、直ちに、その旨を放送局に届け出

なければならない。 

５ ＮＨＫは、申込書記載の内容に虚偽がある

ことまたは前項の届け出がないことが判明し

た場合、申込書の提出時または申込書記載

（新設） 
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の内容に変更が生じたと認められる時に遡

り、第１項に定める特例を適用しないことがで

きる。放送受信契約者が特例の適用された

放送受信料を別に定める期限までに支払わ

ない場合は、ＮＨＫは、当該請求期間および

当該請求期間後の放送受信料に関して第１

項に定める特例を適用しないことができる。 

（放送受信料の支払方法） 

第６条 放送受信料の支払いは、次の各期に、

当該期分を一括して行なわなければならな

い。 

第１期 （４月および５月） 

第２期 （６月および７月） 

第３期 （８月および９月） 

第４期 （10 月および 11 月） 

第５期 （12 月および１月） 

第６期 （２月および３月） 

２ 放送受信契約者は、前項によるほか、当該

期の翌期以降の期分の放送受信料を支払う

ことができる。ただし、当該期以降６か月分ま

たは１２か月分の放送受信料を一括して前

払するときは、期別の支払いによらないこと

ができる。 

３ 放送受信料は、次に定める口座振替、クレ

ジットカード継続払または継続振込により支

払うものとする。この場合の手数料はＮＨＫ

が負担する。 

(1) 口座振替 ＮＨＫの指定する金融機関に

設定する預金口座等から、ＮＨＫの指定

日に自動振替によって行なう支払いをい

う。 

(2) クレジットカード継続払 ＮＨＫの指定す

るクレジットカード会社との契約に基づき、

クレジットカード会社に継続して立て替えさ

せることによって行なう支払いをいう。 

(3) 継続振込 ＮＨＫの指定する金融機関、

（放送受信料の支払方法） 

第６条 放送受信料の支払いは、次の各期に、

当該期分を一括して行なわなければならな

い。 

第１期 （４月および５月） 

第２期 （６月および７月） 

第３期 （８月および９月） 

第４期 （10 月および 11 月） 

第５期 （12 月および１月） 

第６期 （２月および３月） 

２ 放送受信契約者は、前項によるほか、当該

期の翌期以降の期分の放送受信料を支払う

ことができる。ただし、当該期以降６か月分ま

たは１２か月分の放送受信料を一括して前

払するときは、期別の支払いによらないこと

ができる。 

３ 放送受信料は、口座振替等により支払うほ

か、放送受信契約者の住所または放送受信

契約者があらかじめ放送局に申し出た場所

でＮＨＫの集金取扱者に支払うことができ

る。ただし、訪問集金の場合において、ＮＨ

Ｋのつごうにより振替払込による支払い（以

下「一時振込」という。）またはクレジットカー

ドによる支払い（「クレジットカード一時払」と

いう。）を求めたときは、これにより支払うこと

ができるものとし、この場合、一時振込の振

替手数料は、ＮＨＫが負担する。 

 

 



 １４

郵便局またはコンビニエンスストア等にお

いて、ＮＨＫが定期的に送付する払込用

紙を用いて、ＮＨＫの指定する支払期日

までに継続して払込むことによって行なう

支払いをいう。（以下口座振替、クレジット

カード継続払および継続振込を「口座振

替等」という。） 

４ 前項に定めるほか、放送受信料は、ＮＨＫの

指定する金融機関等を通じてまたはＮＨＫの

指定する場所で支払うことができる。また、重

度の障害により継続振込による支払いが困

難な者等、別に定める要件を備えた放送受

信契約者は、その者の住所またはその者が

あらかじめ放送局に申し出た場所で支払うこ

とができる。（以下これらの支払い方法を｢そ

の他の支払方法｣という。） 

５ 放送受信契約者が口座振替により放送受信

料を支払おうとする場合は、ＮＨＫが定める

放送受信料口座振替利用届をあらかじめＮ

ＨＫに提出しなければならない。 

６ 口座振替による支払いは、前項に定める放

送受信料口座振替利用届をＮＨＫが受け付

けた月の属する期の翌期以降の期分（放送

受信料が前払されている場合においては、

当該前払の期間が終了する月の翌月以降

分）の放送受信料について取り扱うものとす

る。 

７ 口座振替の指定日において、所定の放送受

信料額を請求したにもかかわらず振り替える

ことができなかったとき（次項の場合を除く。）

は、放送受信契約者は、当該請求期間分は

その他の支払方法により支払わねばならず、

当該請求期間後の放送受信料については

継続振込により支払うものとする。 

 

８ 口座振替の指定日において、残高の不足に

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 放送受信契約者が口座振替により放送受信

料を支払おうとする場合は、ＮＨＫが定める

放送受信料口座振替利用届をあらかじめＮ

ＨＫに提出しなければならない。 

５ 口座振替による支払いは、前項に定める放

送受信料口座振替利用届をＮＨＫが受け付

けた月の属する期の翌期以降の期分（放送

受信料が前払されている場合においては、

当該前払の期間が終了する月の翌月以降

分）の放送受信料について取り扱うものとす

る。 

６ 口座振替の指定日において、所定の放送受

信料額を請求したにもかかわらず振り替える

ことができなかったとき（次項の場合を除く。）

または継続振込の支払期日までに払込みが

行なわれなかったときは、放送受信契約者

は、当該請求期間以降分について、訪問集

金による放送受信料額を訪問集金により支

払わなければならない。 

７ 口座振替の指定日において、残高の不足に
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より所定の放送受信料額を振り替えることが

できなかった場合は、次の期の指定日に一

括して請求するものとし、なお振り替えること

ができなかったときは、放送受信契約者は、

当該請求期間分について、その他の支払方

法により支払わなければならない。当該請求

期間後の放送受信料については、別に定め

る場合を除き、口座振替による支払いを継続

する。 

 

９ 放送受信料を継続振込により支払う放送受

信契約者は、金融機関、郵便局またはコン

ビニエンスストア等において払込む方法に代

えて、クレジットカードにより支払うことができ

る。 

１０ 放送受信契約者がクレジットカード継続払

により放送受信料を支払おうとする場合は、

ＮＨＫが定める放送受信料クレジットカード

継続払利用申込書をあらかじめＮＨＫに提

出しなければならない。ＮＨＫは、その放送

受信料クレジットカード継続払利用申込書に

記載された内容により立替払いが可能であ

ることをクレジットカード会社に確認した上で

受理する。 

１１ クレジットカード継続払による支払いは、前

項に定める放送受信料クレジットカード継続

払利用申込書をＮＨＫが受理した月の属す

る期の翌期以降の期分（放送受信料が前払

されている場合においては、当該前払の期

間が終了する月の翌月以降分）の放送受信

料について取り扱うものとする。 

１２ ＮＨＫがクレジットカード会社に所定の放送

受信料額を請求したにもかかわらず立替払

いが行なわれなかったとき、または、ＮＨＫが

所定の放送受信料額を請求する前に、クレ

ジットカード会社から放送受信料を請求され

より所定の放送受信料額を振り替えることが

できなかった場合は、次の期の指定日に一

括して請求するものとし、なお振り替えること

ができなかったときは、放送受信契約者は、

当該請求期間分について、訪問集金による

放送受信料額を訪問集金により支払わなけ

ればならない。当該請求期間後の放送受信

料については、口座振替による支払いを継

続するが、別に定める場合は、その期間に

ついても、訪問集金による放送受信料額を

訪問集金により支払わなければならない。 

８ 放送受信料を継続振込により支払う放送受

信契約者は、金融機関、郵便局等において

払込む方法に代えて、クレジットカードにより

支払うことができる。 

９ 放送受信契約者がクレジットカード継続払に

より放送受信料を支払おうとする場合は、Ｎ

ＨＫが定める放送受信料クレジットカード継

続払利用申込書をあらかじめＮＨＫに提出し

なければならない。ＮＨＫは、その放送受信

料クレジットカード継続払利用申込書に記載

された内容により立替払いが可能であること

をクレジットカード会社に確認した上で受理

する。 

１０ クレジットカード継続払による支払いは、前

項に定める放送受信料クレジットカード継続

払利用申込書をＮＨＫが受理した月の属す

る期の翌期以降の期分（放送受信料が前払

されている場合においては、当該前払の期

間が終了する月の翌月以降分）の放送受信

料について取り扱うものとする。 

１１ ＮＨＫがクレジットカード会社に所定の放送

受信料額を請求したにもかかわらず立替払

いが行なわれなかったとき、または、ＮＨＫが

所定の放送受信料額を請求する前に、クレ

ジットカード会社から放送受信料を請求され
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ても立替払いができないと通知を受けたとき

は、放送受信契約者は、当該請求期間分は

その他の支払方法により支払わなければな

らず、当該請求期間後の放送受信料につい

ては継続振込により支払うものとする。 

ても立替払いができないと通知を受けたとき

は、放送受信契約者は、当該請求期間以降

分について、訪問集金による放送受信料額

を訪問集金により支払わなくてはならない。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（放送受信契約者の表示） 

第７条 放送受信契約者には、その放送受信

契約の種別ごとに別に定める放送受信章を

交付する。 

２ 放送受信章は、住居の入口等外部から見や

すいところに表示するものとする。 

３ 放送受信章を紛失しまたは破損したときは、

その旨を放送局に申し出て、再交付を受け

るものとする。 

（受信機の設置等の確認措置） 

第７条 ＮＨＫは、受信機(衛星系によるテレビジ

ョン放送のうちデジタル方式の放送を受信で

きるものに限る。以下この条において同じ。) 

を設置した者にその設置の旨をＮＨＫに連絡

するよう促す文字（以下「メッセージ」という。）

を当該受信機の画面に表示する措置をとるこ

とができる。 

２ ＮＨＫは、受信機を設置した者から以下の各

号に掲げる事項の連絡を受けた場合には、

メッセージを表示しない措置をとるものとす

る。 

(1) 受信機の設置者の氏名および住所 

(2) 受信機に使用する集積回路内蔵型カ

ード（以下「ＩＣカード」という。）

のカード識別番号（以下「ＩＤ番号」

という。） 

(3) 受信機を第１号の住所以外の場所に

設置した場合はその場所 

３ 前項の規定にかかわらず、以下の各号のい

ずれかに掲げる理由により、ＮＨＫにおいて

前項各号に掲げる事項の１に該当する事実

（受信機の設置等の確認措置） 

第７条の２ ＮＨＫは、受信機(衛星系によるテレ

ビジョン放送のうちデジタル方式の放送を受

信できるものに限る。以下この条において同

じ。) を設置した者にその設置の旨をＮＨＫ

に連絡するよう促す文字（以下「メッセージ」

という。）を当該受信機の画面に表示する措

置をとることができる。 

２ ＮＨＫは、受信機を設置した者から以下の各

号に掲げる事項の連絡を受けた場合には、

メッセージを表示しない措置をとるものとす

る。 

(1) 受信機の設置者の氏名および住所 

(2) 受信機に使用する集積回路内蔵型カ

ード（以下「ＩＣカード」という。）

のカード識別番号（以下「ＩＤ番号」

という。） 

(3) 受信機を第１号の住所以外の場所に

設置した場合はその場所 

３ 前項の規定にかかわらず、以下の各号のい

ずれかに掲げる理由により、ＮＨＫにおいて

前項各号に掲げる事項の１に該当する事実
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を確認できない場合には、ＮＨＫは第１項の

措置をとることができるものとする。 

(1) 前項の連絡を受けた事項の内容が事実

に相違すること 

(2) 前項の連絡の後、受信機に使用するＩ

ＣカードのＩＤ番号を変更したこと 
(3) 前項の連絡の後、放送受信契約を締結

するまでの間において、同項第１号の

住所または同項第３号の場所に変更

が生じたこと。 
４ 第１項および前項の措置は、第３条第１項た

だし書に規定する場合および放送受信契約

が解約となった者が再び受信機を設置した

場合についても、とることができるものとす

る。 

を確認できない場合には、ＮＨＫは第１項の

措置をとることができるものとする。 

(1) 前項の連絡を受けた事項の内容が事実

に相違すること 

(2) 前項の連絡の後、受信機に使用するＩ

ＣカードのＩＤ番号を変更したこと 
(3) 前項の連絡の後、放送受信契約を締結

するまでの間において、同項第１号の

住所または同項第３号の場所に変更

が生じたこと。 
４ 第１項および前項の措置は、第３条第１項た

だし書に規定する場合および放送受信契約

が解約となった者が再び受信機を設置した

場合についても、とることができるものとす

る。 

（放送受信契約の解約） 

第９条 放送受信契約者が受信機を廃止するこ

とにより、放送受信契約を要しないこととなっ

たときは、直ちに、その旨を放送局に届け出

なければならない。 

２ 放送受信契約の解約の日は、前項の届け出

があった日とする。ただし、非常災害により前

項の届け出をすることができなかったものと

認めるときは、当該非常災害の発生の日とす

ることがある。 

（放送受信契約の解約） 

第９条 放送受信契約者が受信機を廃止するこ

とにより、放送受信契約を要しないこととなっ

たときは、放送受信章を添えて、直ちに、そ

の旨を放送局に届け出なければならない。 

２ 放送受信契約の解約の日は、前項の届け出

があった日とする。ただし、非常災害により前

項の届け出をすることができなかったものと

認めるときは、当該非常災害の発生の日とす

ることがある。 

（放送受信料の精算） 

第１１条 放送受信契約が解約となり、または放

送受信料が免除された場合において、すで

に支払われた放送受信料に過払額があると

きは、これを返れいする。この場合、第５条第

１項または第２項に定める前払額による支払

者に対し返れいする過払額は、次のとおりと

する。 

(1) 経過期間が６か月に満たない場合には、

支払額から経過期間に対する放送受信料

額を差し引いた残額 

（放送受信料の精算） 

第１１条 放送受信契約が解約となり、または放

送受信料が免除された場合において、すで

に支払われた放送受信料に過払額があると

きは、これを返れいする。この場合、第５条第

１項または第２項に定める前払額による支払

者に対し返れいする過払額は、次のとおりと

する。 

(1) 経過期間が６か月に満たない場合には、

支払額から経過期間に対する放送受信料

額を差し引いた残額 
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(2) 経過期間が６か月以上である場合には、

支払額から経過期間に対し支払うべき額

につき、第５条第１項または第２項に定め

る前払額により支払ったものとみなして算

出した額を差し引いた残額 

２ 放送受信契約の種別、前条の適用または第

５条の２から第５条の５までの特例の適用に

変更があった場合において、すでに支払わ

れた放送受信料に過払額または不足額があ

るときは、精算して、返れいしまたは追徴す

る。 

３ 放送受信料が支払われた期間の放送受信

料について、その料額の改定があったとき

は、改定額により精算して、返れいしまたは

追徴する。 

(2) 経過期間が６か月以上である場合には、

支払額から経過期間に対し支払うべき額

につき、第５条第１項または第２項に定め

る前払額により支払ったものとみなして算

出した額を差し引いた残額 

２ 放送受信契約の種別に変更があった場合に

おいて、すでに支払われた放送受信料に過

払額または不足額があるときは、精算して、

返れいしまたは追徴する。 

 

 

３ 放送受信料が支払われた期間の放送受信

料について、その料額の改定があったとき

は、改定額により精算して、返れいしまたは

追徴する。 

付 則 

（施行期日） 

１この規約は、平成２０年１０月１日から施行す

る。ただし、第５条の２第２項、第５条の３第３

項、第５条の４、および第５条の５については

平成２１年２月１日から施行し、平成２０年１０

月１日から平成２１年１月３１日までの間は、

変更前の規約の第５条の２第２項、第５条の４

および別表２はなお効力を有する。この場合

において、第５条の４の規定中「口座振替等

による放送受信料額」を「放送受信料額」と読

み替える。 

（家族割引〔学生〕〔単身赴任〕に関する経過

措置） 

２ 変更前の規約に定める家族割引〔学生〕〔単

身赴任〕の適用を平成２１年１月３１日の時点

で受けている放送受信契約については、この

規約の家族割引を適用する。 

 

（普通契約または衛星普通契約に関する経過 

措置） 

付 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成１９年１０月１日から施行す

る。ただし、付則第３項については、平成１９

年６月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

（経過措置） 

２ この規約施行の際、変更前の規約の規定に

よりカラー契約または普通契約を締結してい

る者もしくは衛星カラー契約または衛星普通

契約を締結している者は、この規約施行の日

に地上契約または衛星契約にそれぞれ変更

したものとみなす。 

３ 平成１９年６月１日から平成１９年９月３０日ま

での間において普通契約または衛星普通契
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３ 変更前の規約の付則に規定する経過措置

適用者については、当分の間、平成１８年４

月１日から平成１９年９月３０日までの間に施

行された規約の契約種別に関する規定を適

用し、放送受信料額についてはその規約に

定める口座振替等の額を適用する。ただし、

放送受信料の支払方法についてはこの規約

を適用し、経過措置適用者が放送受信契約

の種別を変更するときも、この規約を適用す

る。 

 

 

約を締結している者については、平成１９年９

月３０日までの間に、ＮＨＫが定める経過措

置適用申請書をＮＨＫに提出し、平成１９年

１０月１日になお白黒テレビジョン受信機のみ

を設置している場合は、平成１９年１０月１日

以降も、当分の間、変更前の規約の契約種

別および受信料額に関する規定を適用す

る。ＮＨＫは、この適用について、必要な確認

を行なうことができる。（以下、この適用を受け

る者を「経過措置適用者」という。） 

４ 経過措置適用者が放送受信契約の種別を

変更するときは、前項の規定にかかわらず、

この規約を適用する。 

別表１ 沖縄県の区域内に居住する者の支払う

べき放送受信料額 

（第５条第２項関係） 

 

 

 

 

 

（削除） 

種別 月 額 
６か月 

前払額 

12か月 

前払額 

地上 

契約 
１，１９０円  ６，８１０円 １３，２８０円

衛星 

契約 
２，１３５円 １２，２５０円 ２３，８９０円

別表１ 沖縄県の区域内に居住する者の支払う

べき放送受信料額 

（第５条第２項関係） 

 

種別
支払 

区分 
月 額 

６か月 

前払額 

12か月 

前払額 

地上

契約

口座 

振替等
１，１９０円  ６，８１０円 １３，２８０円

訪問 

集金 
１，２４０円  ７，１１０円 １３，８６０円

衛星

契約

口座 

振替等
２，１３５円 １２，２５０円 ２３，８９０円

訪問 

集金 
２，１８５円 １２，５５０円 ２４，４７０円

 

別表２ 沖縄県の区域内に居住する者の同一

生計支払に関する特例における契約種別に

応じて減ずる月額（第５条の４第２項関係） 

 減ずる月額 

地上契約 ３９５円 

衛星契約 ７０５円 
 

 



訪問集金の廃止

「訪問集金」に要する経費を削減するとともに、そのために必要とした要員を契約取次・未収対策業務に振り向け、
効果的・効率的な契約収納体制を構築し、受信料の公平負担の徹底を図る。

２ 目 的

３ 受信規約の主な変更内容

（１）放送受信料額表から「訪問集金」を含む支払区分を削除、契約種別に対する料額を一本化（第５条第１項）

（２）身体の不自由な方について、現行と同様に訪問集金が可能となるよう特例措置を規定（第６条第４項）

重度の障害により継続振込による支払いが困難な者等、別に定める要件を備えた放送受信契約者は、その者の住所
またはその者があらかじめ放送局に申し出た場所で支払うことができる、と規定

現在の支払方法（口座振替、クレジットカード継続払、継続振込、訪問集金）のうち、訪問集金を廃止し、受信料
額について、現在の「口座振替等」の額（地上契約の場合、月額1，345円）に一本化する。

１ 施策の概要

３



事業所契約に関する特例

２ 目 的

３ 受信規約の主な変更内容

事業所を対象に、同一敷地内に設置した受信機すべてについて必要な放送受信契約を締結していること等を条
件に、２契約目以降の放送受信料の半額を割引く 。

１ 施策の概要

事業所の負担のあり方について、社会状況の変化を踏まえて見直す（※）とともに、事業所の契約数の増加によ
る公平負担の徹底を図る。

※事業所の場合、受信機の設置場所（部屋等）ごとに受信契約が必要であるが、世帯は何台設置しても１契約であり、テレビ普及
が進んだ現在、事業所の負担感が大きくなってきている。

（１）同一敷地内の複数の受信契約について、全ての放送受信料を適正に支払う場合、２契約目以降を半額割引
（第５条の５第１項）

（２）以下の規定を設けることにより、適正な支払いを確保（第５条の５第３項、４項、５項）

事業所等住居以外の場所に設置する受信機について、１の者が同一敷地内に設置した受信機すべてについて放送受
信契約を締結し、有料契約２件以上を一括して支払う場合に、同一敷地内に設置した受信機の放送受信契約のうち1
件を除外して放送受信料額の半額を減じて支払う、と規定

ＮＨＫは、申込書記載の内容を確認できる資料の提出を放送受信契約者に求めることができる。資料を提出しない場
合、申込書記載の内容を確認できない場合には、特例を適用しないことができる。（第３項）
申込書記載の内容に変更が生じたときは、直ちに届け出なければならない。（第４項）
申込書記載の内容に虚偽があることまたは内容変更の届け出がないことが判明した場合、遡って特例を適用しないこ
とができる。（第５項）
放送受信料を期限までに支払わない場合は、特例を適用しないことができる。（第５項）

４



同一生計支払に関する特例

２ 目 的

３ 受信規約の主な変更内容

現行の学生または単身赴任者を対象に適用している家族割引〔学生〕〔単身赴任〕について、広く同一生計で複
数の住居で締結される放送受信契約に適用を拡大。

割引率についても「複数支払い」に対する特例という事業所割引との共通点に着目し、３３％から受信料額の半
額に改める。

１ 施策の概要

同一生計における複数支払いの特例（家族割引〔学生〕〔単身赴任〕）について、適用範囲・割引額を拡大する。

家族割引の拡大（第５条の４）

放送受信契約を締結している者が、特例を受けることなく放送受信料を支払う場合、受信契約者またはその者と生計
をともにする者が別の住居に設置した受信機について、放送受信契約を締結し、所定の手続きを行なうときは、放送受
信料額の半額を減じて支払う、と規定

５



放送受信章の廃止

２ 受信規約の主な変更内容

携帯端末の導入により、放送受信章に頼らずに受信契約の有無を確認できるようになったことを踏まえ、受信契
約の有無の確認を目的に住居の入口等に表示してきた放送受信章を廃止する。

１ 施策の概要

■ 「放送受信契約者の表示」条項を削除（第７条）

□ 放送受信章

（放送受信契約者の表示）
第７条 放送受信契約者には、その放送受信契約の種別ごとに別に定める放送受信章を交付する。
２ 放送受信章は、住居の入口等外部から見やすいところに表示するものとする。
３ 放送受信章を紛失しまたは破損したときは、その旨を放送局に申し出て、再交付を受けるものとする。

地上契約用放送受信章 衛星契約用放送受信章

※下の放送受信章は「受理月」シール付き
（受理月シールは１７年度末で使用中止）

６



 ２０

○ 放送法（昭和二十五年法律第百三十二号） 

 

（受信契約及び受信料） 
第三十二条 協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信

についての契約をしなければならない。ただし、放送の受信を目的としない受信設備又はラジオ

放送（音声その他の音響を送る放送であつて、テレビジョン放送及び多重放送に該当しないもの

をいう。）若しくは多重放送に限り受信することのできる受信設備のみを設置した者については、

この限りでない。 
２ 協会は、あらかじめ総務大臣の認可を受けた基準によるのでなければ、前項本文の規定により

契約を締結した者から徴収する受信料を免除してはならない。 
３ 協会は、第一項の契約の条項については、あらかじめ総務大臣の認可を受けなければならない。

これを変更しようとするときも同様とする。 

（電波監理審議会への諮問） 
第五十三条の十 総務大臣は、次に掲げる場合には、電波監理審議会に諮問しなければならない。 

一 （略） 
二 第九条第七項（第三十三条第三項において準用する場合を含む。）（中継国際放送の協会の認

可）、同条第八項（任意的業務の認可）、第九条の二（独立行政法人宇宙航空研究開発機構等へ

の出資の認可）、第九条の四第一項（委託国内放送業務及び委託協会国際放送業務に関する認

定）、第十一条第二項（定款変更の認可）、第三十二条第二項及び第三項（受信料免除の基準及

び受信契約条項の認可）、第三十三条第一項（国際放送等の実施の命令）、第三十四条第一項（放

送に関する研究の実施命令）、第三十七条の二第一項（収支予算等の認可）、第四十三条第一項

（同条第三項において準用する場合を含む。）（放送等の廃止又は休止の認可）、第四十七条（放

送設備の譲渡等の認可）、第五十条の三第一項（同条第三項において準用する場合を含む。）（放

送等の廃止又は休止の認可）、第五十二条の四第一項（有料放送の役務の料金の認可）、同条第

四項（有料放送の役務の契約約款の認可）、第五十二条の七（有料放送の役務の料金又は契約

約款の変更認可申請命令及び変更命令）、第五十二条の十一（受託放送役務の提供条件の変更

命令）、第五十二条の十三第一項（委託放送業務に関する認定）、第五十二条の十七第一項（第

九条の四第二項において準用する場合を含む。）（委託放送事項の変更の許可）又は第五十三条

第一項（センターの指定）の規定による処分をしようとするとき。 
三～六 （略） 

２ （略） 

○ 放送法施行規則(昭和二十五年電波監理委員会規則第十号) 

（契約条項の認可申請） 

第七条 法第三十二条第三項の規定により認可を受けようとするときは、申請書に左に掲げる事項

を記載した書類を添えて、総務大臣に提出するものとする。 

一 設定又は変更しようとする契約条項 

二 設定又は変更しようとする理由 

三 契約条項の設定又は変更によつて事業収支に影響を及ぼすときは、その計算又は説明 

四 実施しようとする期日 

(参照条文)



                                     資料 ９ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２０年３月１２日  

 

 

 

日本放送協会放送受信料免除基準の変更の認可について 

（平成２０年３月１２日 諮問第１７号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報通信政策局放送政策課 

                         （飯嶋課長補佐、田口係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７８ 
 



 １

日本放送協会放送受信料免除基準の変更の認可について 

 

 

１ 申請の概要 

 

  日本放送協会から、放送法（昭和２５年法律第１３２号）第３２条第２項

の規定に基づき、以下のとおり、日本放送協会放送受信料免除基準の変更の認

可申請があった。 

 

（１）受信料免除基準の変更案 

    別紙のとおり 

 

（２）受信料免除基準の変更の概要及び理由 

① 障害者の免除適用範囲の拡大 

法改正等により障害者の範囲が拡大されてきた経緯をふまえ、障害者

の免除について、障害者基本法（昭和 45 年法律 84 号）に定める「身体

障害者」「知的障害者」「精神障害者」のすべてを対象とするとともに、

全額免除適用における「生活状態」の条件を「世帯構成員全員が市町村

民税非課税の場合」に統一するため、規定の整備を行う。 
 

② 「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援に関

する法律（平成 6 年法律第 30 号）」の改正法施行に伴う規定整備 

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援に関

する法律」の改正法施行により、永住帰国し生活保護を受けている中国残

留邦人等は、当該改正法に基づく支援給付を受ける一方、生活保護の対象

から外れる。これにより、生活保護のため受信料免除になっていた中国残

留邦人等は、その免除事由を失うことになるが、引き続き全額免除の対象

とするため、規定の整備を行う。 
 

（３）受信料の免除が事業収支に及ぼす影響 

 ① 障害者の免除適用範囲の拡大 
     減収額 １０．３億円   支出額 影響を及ぼすものではない 

② 「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援に関

する法律（平成 6年法律第 30 号）」の改正法施行に伴う規定整備 

    事業収支に影響を及ぼすものではない 
 

諮問第１７号説明資料 



 ２

（４）実施しようとする時期 

平成２０年１０月１日から施行する。 

ただし、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援

に関する法律」に関する規定は、平成２０年４月１日から適用する。 

 
２ 検討結果 
 

本件申請内容は、電波監理審議会への諮問・答申を経て、総務大臣の意見

を附して、２月８日に国会に提出した日本放送協会平成２０年度事業計画に

盛り込まれている「障害者に対する受信料免除の適用範囲の拡大」を実施す

るために必要な放送受信料免除基準の規定の変更を行うものであり、国会が

日本放送協会の平成２０年度事業計画を承認した場合は、本申請を認めるこ

とは適当である。 

また、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援に関

する法律」の改正法施行に伴う規定の整備は、これまで全額免除の対象とな

っていた中国残留邦人等が改正法施行後においても、引き続き全額免除を受

けることができるよう放送受信料免除基準の規定の変更を行うものであり、

必要かつ適当なものと認められる。 

 



障害者に対する受信料免除の適用範囲拡大①

障害者基本法の改正等により障害者の範囲が拡大されてきた経緯を踏まえ、適用対象となる障害者の範囲
を拡大するとともに、障害の種類ごとに異なっている適用条件の統一化を図る。

１ 目的

２ 実施内容

３ 施策効果

◆ 受信料収入の減少 ：年間約２０億円の減少（全額免除約６億円、半額免除約１４億円の減少）

（注）平成20年度については、10月1日からの実施のため、減収見込みは約10億円

◆ 免除対象の拡大等 ①全額免除の対象件数：約４万件の増
②半額免除の対象件数：約１７万件の増

■全額免除（障害者を構成員に有する世帯の生活状態が一定の条件を充たす場合）

◇適用対象に、「精神障害者」「重度以外の知的障害者」を追加（障害者基本法に定める全ての障害
者に対象を拡大）

◇適用条件（＝生活状態）について、「世帯構成員全員が市町村民税非課税の場合」に統一

■半額免除（重度障害者等が世帯主である場合）

◇適用対象に、以下を追加 （注）現在は「視覚・聴覚障害者」及び「重度のし体不自由者」が世帯主である場合に限定

① 「内部機能障害等による重度の身体障害者」（注）現在は「重度のし体不自由者」に限定

② 「重度の知的障害者」
③ 「重度の精神障害者」

◇重度の障害者が世帯主の場合全てに対象を拡大

平成２０年１０月１日から実施予定

３



1

全額免除公的扶助受給者

うち世帯主である
視聴覚障害者
重度のし体不自由者

重度の知的障害者

生活保護

市町村民税
非課税

特別
加算額（収入レベル）→

全額免除

全ての障害者

生活保護
市町村民税

非課税

全額免除

特別
加算額（収入レベル）→

全額免除

【障害者を世帯構成員に有する場合】

半額免除

【障害者が世帯主の場合】

現行の基準 新たな基準 現行の基準 新たな基準

身体障害者
生活保護法による最低生活費の額に身
体障害者特別加算額を加算した額の費
用によって営まれる世帯

世帯構成員全員が
市町村民税非課税

・視覚・聴覚障害者

・重度のし体不自由者

・視覚・聴覚障害者（変更なし）

・重度の身体障害者
（内部障害等を追加）

知的障害者
重度の知的障害者を構成員に有する世
帯で、世帯構成員全員が市町村民税非
課税

世帯構成員全員が
市町村民税非課税

適用外 重度の知的障害者

精神障害者

公的扶助受給者として適用

生活保護法に規定する
援護を受けている者

世帯構成員全員が
市町村民税非課税

適用外 重度の精神障害者

障害者に対する受信料免除の適用範囲拡大②（現行制度との比較）

現行制度 新制度

公的扶助受給者

半額免除
全額免除

精神障害者

身体障害者

半額免除
うち世帯主である
視聴覚障害者
重度の障害者
（内部障害等を追加）

内は、新たに免除になる部分※

全額免除

全額免除

○現在の契約者のうち、
・新たに全額免除となる件数は約4万件（全額有料→ 全額免除 ３万件増加、半額免除→ 全額免除 １万件増加）
・新たに半額免除となる件数は約１７万件（身体障害者のうち内部障害等を追加したことによる増加等）

○半額免除について、約１万件の新規契約を見込む

既存

重度以外の知的障害者

４



平成１９年１２月 「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援に関
する法律の改正法（「改正支援法」）成立

中国残留邦人等

＊今次の大戦に起因して生じた混乱等により、本邦に引き揚げることができず、
引き続き本邦以外の地域に居住することを余儀なくされた人々。

＊永住帰国者数は約６０００人。平均年齢７０歳。全体の６割が生活保護世帯。

＊高齢、言葉の問題等により就労率が低い。年金額も少ない。国家賠償を求める
集団訴訟が多数発生。

＊生活保護法に基づく「扶助」に代わり、改正支援法に基づく「支援給付」を実施。

これまで生活保護を受給している中国残留邦人は、改正支援法に基づく支援給付の対象となり、
生活保護法に基づく保護の対象から外れるとともに、受信料の全額免除の対象からも外れること
となる。

＊支援給付の施行は平成２０年４月１日（法律の施行は平成２０年１月１日）

「日本人としての義務教育が受けられなかった」「日本の高度経済成長の恩恵を享受できず、老
後の蓄えが不十分」といった中国残留邦人等が置かれている特別の事情に鑑み、法改正を実施

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援に関する法律
に伴う規定の整備

このため、中国残留邦人等が、引き続き全額免除の適用を受けることができるよう受信料免除基
準の規定の整備を行う。

５
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（   部分は、変更部分） 

変更後 現行規定 

日本放送協会放送受信規約第１０条第１項に

定める放送受信料免除の基準は、次のとおりと

する。 

 

１ 全額免除 

（社会福祉施設） 

⑴ （略） 

 

（学校） 

⑵ （略） 

 

（公的扶助受給者） 

⑶ 生活保護法（昭和25年法律第144号）に規

定する扶助、らい予防法の廃止に関する

法律（平成8年法律第28号）に規定する援

護または中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律（平成6年法律第30号）に規定す

る支援給付を受けている者が受信機を設

置して締結する放送受信契約 

（市町村民税非課税の障害者） 

⑷ 別表３に掲げる障害者を構成員とする世帯

で、その構成員の全員が市町村民税（特

別区民税を含む。）非課税の措置を受けて

いる場合、当該世帯の構成員のいずれか

の者がその住居に受信機を設置して締結

する放送受信契約 

 

 

 

 

 

 

 

（社会福祉事業施設入所者） 

⑸ （略） 

日本放送協会放送受信規約第１０条第１項に

定める放送受信料免除の基準は、次のとおりと

する。 

 

１ 全額免除 

（社会福祉施設） 

⑴ （略） 

 

（学校） 

⑵ （略） 

 

（公的扶助受給者） 

⑶ 生活保護法（昭和25年法律第144号）に規

定する扶助またはらい予防法の廃止に関

する法律（平成8年法律第28号）に規定する

援護を受けている者が受信機を設置して締

結する放送受信契約 

 

 

 

（身体障害者） 

⑷ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283

号）に規定する身体障害者手帳を所持する

身体障害者を構成員に有する世帯（ただ

し、福祉事務所長または町村長が、生活保

護法による保護の基準の最低生活費の額

に身体障害者福祉法に基づく身体障害者

特別加算額を加算した額の費用によって営

まれる生活状態以下と認める世帯に限る。）

で、その世帯に属する身体障害者またはそ

の者を世帯構成員に有する者が、その住居

に受信機を設置して締結する放送受信契

約 

（社会福祉事業施設入所者） 

⑸ （略） 

日本放送協会放送受信料免除基準 新旧対照表 
別紙 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（災害被災者） 

⑹ 災害救助法（昭和22年法律第118号）によ

る救助が行われた区域内において、当該

救助に係る災害により半壊、半焼又は床上

浸水以上の程度の被害を受けた建物に受

信機を設置して締結されている放送受信

契約。この場合において、免除の期間は、

当該救助の期間の初日の属する月および

その翌月の２か月間とする。 

 

⑺ ⑹によるもののほか、非常災害があった場

合において、免除すべき放送受信契約の

範囲および免除の期間につき、あらかじめ

総務大臣の承認を受けたもの 

 

２ 半額免除 

（視覚、聴覚障害者） 

⑴ 身体障害者福祉法に規定する身体障害者

手帳を所持する視覚障害者または聴覚障

害者で住民基本台帳法（昭和42年法律第

81号）にいう世帯主である者がその住居に

受信機を設置して締結する放送受信契約 

 

（重度の障害者） 

⑵ 別表４に掲げる重度の障害者（⑴に該当す

る者を除く。）で、住民基本台帳法にいう世

帯主である者がその住居に受信機を設置

（市町村民税非課税の重度の知的障害者） 

⑹ 所得税法（昭和40年法律第33号）に規定す

る特別障害者のうち、児童相談所、知的障

害者更生相談所、精神保健福祉センターま

たは精神保健指定医により重度の知的障

害者と判定された者（以下「知的障害者」と

いう。）を構成員に有する世帯で、かつその

世帯を構成するすべての者が市町村民税

（特別区民税を含む。）非課税の場合、その

世帯に属する知的障害者またはその者を

世帯構成員に有する者がその住居に受信

機を設置して締結する放送受信契約 

 

（災害被災者） 

⑺ 災害救助法（昭和22年法律第118号）による

救助が行われた区域内において、当該救

助に係る災害により半壊、半焼又は床上浸

水以上の程度の被害を受けた建物に受信

機を設置して締結されている放送受信契

約。この場合において、免除の期間は、当

該救助の期間の初日の属する月およびそ

の翌月の２か月間とする。 

 

⑻ ⑺によるもののほか、非常災害があった場

合において、免除すべき放送受信契約の

範囲および免除の期間につき、あらかじめ

総務大臣の承認を受けたもの 

 

２ 半額免除 

（視覚、聴覚障害者） 

⑴ 身体障害者福祉法に規定する身体障害者

手帳を所持する視覚障害者または聴覚障

害者で住民基本台帳法（昭和42年法律第

81号）にいう世帯主である者がその住居に

受信機を設置して締結する放送受信契約 

 

（重度のし体不自由者） 

⑵ 身体障害者福祉法に規定する身体障害者

手帳を所持する者のうち、障害の程度が身

体障害者福祉法施行規則別表第５号の障
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して締結する放送受信契約 

 

 

 

 

（重度の戦傷病者） 

⑶ （略） 

 

付 則 

（施行期日） 

１  この基準は、平成２０年１０月１日から施行

する。ただし、第１項⑶のうち、中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律に規定する支

援給付を受けている者が受信機を設置して

締結する放送受信契約については、平成 

２０年４月1日から適用する。 

 

（経過措置） 

２  平成１９年４月２０日において、その前日ま

で施行された基準に該当する施設で、障

害者自立支援法（平成 17 年法律第 123

号）の附則の規定により従前の例により運

営ができるものは、その運営ができる日ま

での間は、なお従前の例による。 

 

３  この基準の施行日の前日に変更前の基準

第１項⑷により放送受信料が免除されてい

る放送受信契約で、この基準第１項⑷によ

れば放送受信料の免除を受けられないもの

は、当分の間、なお従前の例による。 

 

別表１（略） 

別表２（略） 

別表３ 

 

障

害

者 

（身体障害者） 

１ 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律

第 283 号）に規定する身体障害者

手帳を所持する身体障害者 

害等級１級または２級に該当する重度のし

体不自由者で、住民基本台帳法にいう世

帯主である者がその住居に受信機を設置し

て締結する放送受信契約 

 

（重度の戦傷病者） 

⑶ （略） 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成１９年４月２０日から施行す

る。 

 

 

 

 

 

 

（経過措置） 

２ この基準の施行日に改正前の基準に該当

する施設で、障害者自立支援法（平成 17 年

法律第123号）の附則の規定により従前の例

により運営することができるものは、その運営

ができる日までの間は、なお従前の例によ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

別表１（略） 

別表２（略） 

(新設) 
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障

害

者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（知的障害者） 

２ 所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）

または地方税法（昭和 25 年法律第

226 号）に規定する障害者のうち、

児童相談所、知的障害者更生相

談所、精神保健福祉センターまた

は精神保健指定医により知的障害

者と判定された者 

 

（精神障害者） 

３ 精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律（昭和 25 年法律第 123

号）に規定する精神障害者保健福

祉手帳を所持する精神障害者 

別表４ 

 

重

度

の

障

害

者 

 

（重度の身体障害者） 

１ 身体障害者福祉法に規定する身体

障害者手帳を所持する者のうち、

障害等級が１級または２級である重

度の身体障害者 

 

（重度の知的障害者） 

２ 所得税法または地方税法に規定

する特別障害者のうち、児童相談

所、知的障害者更生相談所、精神

保健福祉センターまたは精神保健

指定医により重度の知的障害者と

判定された者 

 

（重度の精神障害者） 

３ 精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律に規定する精神障害

者保健福祉手帳を所持する者のう

ち、障害等級が１級である重度の

精神障害者 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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○ 放送法（昭和二十五年法律第百三十二号） 

 

（受信契約及び受信料） 
第三十二条 協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信

についての契約をしなければならない。ただし、放送の受信を目的としない受信設備又はラジオ

放送（音声その他の音響を送る放送であつて、テレビジョン放送及び多重放送に該当しないもの

をいう。）若しくは多重放送に限り受信することのできる受信設備のみを設置した者については、

この限りでない。 
２ 協会は、あらかじめ総務大臣の認可を受けた基準によるのでなければ、前項本文の規定により

契約を締結した者から徴収する受信料を免除してはならない。 
３ 協会は、第一項の契約の条項については、あらかじめ総務大臣の認可を受けなければならない。

これを変更しようとするときも同様とする。 

（電波監理審議会への諮問） 
第五十三条の十 総務大臣は、次に掲げる場合には、電波監理審議会に諮問しなければならない。 

一 （略） 
二 第九条第七項（第三十三条第三項において準用する場合を含む。）（中継国際放送の協会の認

可）、同条第八項（任意的業務の認可）、第九条の二（独立行政法人宇宙航空研究開発機構等へ

の出資の認可）、第九条の四第一項（委託国内放送業務及び委託協会国際放送業務に関する認

定）、第十一条第二項（定款変更の認可）、第三十二条第二項及び第三項（受信料免除の基準及

び受信契約条項の認可）、第三十三条第一項（国際放送等の実施の命令）、第三十四条第一項（放

送に関する研究の実施命令）、第三十七条の二第一項（収支予算等の認可）、第四十三条第一項

（同条第三項において準用する場合を含む。）（放送等の廃止又は休止の認可）、第四十七条（放

送設備の譲渡等の認可）、第五十条の三第一項（同条第三項において準用する場合を含む。）（放

送等の廃止又は休止の認可）、第五十二条の四第一項（有料放送の役務の料金の認可）、同条第

四項（有料放送の役務の契約約款の認可）、第五十二条の七（有料放送の役務の料金又は契約

約款の変更認可申請命令及び変更命令）、第五十二条の十一（受託放送役務の提供条件の変更

命令）、第五十二条の十三第一項（委託放送業務に関する認定）、第五十二条の十七第一項（第

九条の四第二項において準用する場合を含む。）（委託放送事項の変更の許可）又は第五十三条

第一項（センターの指定）の規定による処分をしようとするとき。 
三～六 （略） 

２ （略） 

○ 放送法施行規則(昭和二十五年電波監理委員会規則第十号) 

（受信料免除基準の認可申請）  

第四条 法第三十二条第二項の認可を受けようとするときは、申請書に左に掲げる事項を記載し

た書類を添えて、総務大臣に提出するものとする。  

一  受信料免除の基準  

二  受信料免除の理由  

三  受信料の免除が事業収支に及ぼす影響に関する計算又は説明  

四  実施しようとする期日  

(参照条文)



                                     資料１０ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２０年３月１２日  

 

 

 

放送法第９条第２項第２号の業務の基準に関する認可について 

（平成２０年３月１２日 諮問第１８号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報通信政策局放送政策課 

                         （飯嶋課長補佐、田口係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７８ 
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放送法第９条第２項第２号の業務の基準に関する認可について 

 

１ 申請の概要 
 
  日本放送協会から、放送法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第１３

６号。以下「改正法」という。）による改正後の放送法（以下「新放送法」とい

う。）第９条第９項の規定に基づき、以下のとおり、新放送法第９条第２項第２

号の業務の基準の認可申請があった。 

なお、改正法附則第２条において、同法の施行前においても、新放送法第９

条第９項の認可及び同法第５３条の１０の規定による電波監理審議会への諮問

を行うことができるとされている。 

 

（１）制定しようとする基準 

   別紙のとおり 

 

（２）制定しようとする理由及び概要 

 

   新放送法第９条第２項第２号の業務のうち、専ら受信料を財源として行う

ものを改正法の施行の日から実施するため、当該業務の基準を制定しようと

するもの。 

   なお、新放送法第９条第２項第２号の業務のうち専ら受信料を財源として

行うもの以外のもの（以下「番組アーカイブ業務」という。）については、当

面の間実施しないこととし、本基準は、番組アーカイブ業務の開始にあたっ

て、遅くとも平成２０年１１月までに見直すこととしている。 

 

（３）実施予定期日 

   改正法の施行の日から実施する。 

 

２ 検討結果 
 
  新放送法においては、同法第９条第２項第２号に、協会の番組アーカイブを

インターネット等により一般の利用に供する業務を追加するとともに、同業務

を行うときは、同条第９項の規定に基づき、総務大臣の認可を受けて定める基

準に従わなければならないとしている。 

 本件申請は、これに伴い、これまで協会が、改正前の放送法第９条第２項第

２号に規定する「附帯業務」として、専ら受信料を財源として実施してきた、

放送の補完利用としてのインターネット利用（以下「インターネット利用業務」

という。）についても、新放送法第９条第２項第２号の業務に含まれることとな

ることから、改正法の施行後においても、引き続きインターネット利用業務を

実施することができるよう、新放送法第９条第９項の認可を受けて、当該業務

に関する基準を制定しようとするものである。 

本基準は、インターネット利用業務に関する解釈指針として総務省が公表し

諮問第１８号説明資料
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ている「日本放送協会のインターネット利用に関するガイドライン」と同等の

内容を、新放送法第９条第２項第２号の業務のうち、専ら受信料を財源として

行うものの基準として制定しようとするものであり、必要かつ適当な措置であ

ると認められる。 

 



【有料】

平成20年11月までに策定・基準見直し

放送法第９条第２項第２号業務の実施基準

放送法第９条第２項第２号の業務

協会が放送した放送番組及びその編集上必要な資料（これらを編集したものを含む。次号において「既放送番
組等」という。）を電気通信回線を通じて一般の利用に供すること（放送及び有線テレビジョン放送法（昭和四十
七年法律第百十四号）第二条第一項に規定する有線放送に該当するものを除く。）。

附帯業務（第９条第２項第２号）

改正前

・既放送番組・番組関連情報
・年額１０億円を上限
・放送番組終了後１週間程度

インターネットガイドライン

・災害・危機管理情報
・選挙情報
・国際情報発信（外国語によるもの）
・番組周知宣伝

第９条第２項第２号の業務

改正後

【無料】
・既放送番組・編集上必要な資料
・年額１０億円を上限
・放送番組終了後１週間程度

◇必要に応じ実施
・災害・危機管理情報
・選挙情報
・外国人向け情報の提供
・番組周知宣伝

放送の補完利用としてのインターネット利用

実施基準

３
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放送法第９条第２項２号の業務の基準 

 

既放送番組等を電気通信回線を通じて一般の利用に供する業務（放送法第９条第２項第２号。

以下「本業務」という。）については、次の基準に従い実施する。 

 

１．本業務のうち専ら受信料を財源として行うもの 

 

（１）提供する情報の形態 

 協会が放送した放送番組およびその編集上必要な資料（これらを編集したものを含

む。）とする。 

 

（２）規模 

 年額１０億円程度を上限とする。（災害・危機管理情報、選挙情報、外国人向け情報の

提供、番組の周知宣伝を除く。） 

 

（３）態様 

 放送番組ごとにホームページを作成することとし、当該放送番組の終了後（シリーズも

のの放送番組については、当該シリーズの終了後）１週間程度とする。（災害・危機管理

情報、選挙情報、外国人向け情報の提供、番組の周知宣伝を除く。） 

 

（４）災害・危機管理情報、選挙情報、外国人向け情報の提供については、必要に応じ、積極

的に実施する。 

 

（５）番組の周知宣伝については、必要に応じ、適宜実施する。 

 

２．本業務のうち専ら受信料を財源として行うもの以外のもの（以下「番組アーカイブ業務」と

いう。） 

  当面の間、実施しない。 

 

３．実施日 

 放送法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第１３６号）の施行の日から実施する。 

 

なお、本基準は、番組アーカイブ業務の開始にあたって、遅くとも平成２０年１１月までに見

直すこととする。 

別紙 
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放送法第９条第２項第２号に規定する「附帯業務」の解釈指針 
（日本放送協会のインターネット利用に関するガイドライン） 

【平成１４年３月８日公表】 
 
１．目 的 
  本解釈指針は、日本放送協会（以下「協会」という。）が放送法第９条第２項第

２号に規定する「附帯業務」として、放送の補完利用としてのインターネット利用

（災害・危機管理情報や選挙情報の提供、国際情報発信（外国語放送によるもの）

を除く。以下、同じ。）を行う場合において、同号の解釈を示すことにより、協会

の放送の補完利用としてのインターネット利用の在り方を明らかにすることを目

的とする。 
 

２．協会の放送の補完利用としてのインターネット利用 

  協会が、放送法第９条第２項第２号に規定する「附帯業務」に基づき、放送の補

完利用としてのインターネット利用を行う場合にあたっては、次のとおりとする。 

(１) 提供する情報の形態 

   提供する情報の形態については、①協会が放送した番組（以下「二次利用」と

いう。）、②放送番組をより良く理解するための情報（放送番組の制作過程におい

て入手した放送番組の素材及びこれを加工して作成される情報、以下「番組関連

情報」という。）とする。 

(２) 規模 

規模については、協会が行っているＢＳデータ放送の番組制作その他のインタ

ーネットによる情報提供と類似する業務の規模を参考に、年額１０億円程度を上

限とする。 

(３) 態様   

放送番組ごとにホームページを作成することとし、二次利用、番組関連情報の

いずれについても、当該放送番組の終了後（シリーズものの放送番組については、

当該シリーズの終了後）１週間程度とする。 

(４) 分野 

番組関連情報については、協会において、教育、福祉、医療、生活の分野から

開始するものとする。 

 

３．その他 

  本解釈指針については、今後の技術動向等も踏まえ、必要に応じて適宜見直すも

のとする。 

（参考）
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放 送 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 新 旧 対 照 条 文  
○ 放 送 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 三 十 二 号 ） （ 第 一 条 関 係 ）                         

改 正 後 現    行 

（ 業 務 ） （ 業 務 ） 

第 九 条 協 会 は 、 第 七 条 の 目 的 を 達 成 す る た め 、 次 の 業 務 を 行 う 。 第 九 条 （ 同 上 ） 

一 次 に 掲 げ る 放 送 に よ る 国 内 放 送 を 行 う こ と 。 

イ 中 波 放 送 

ロ 超 短 波 放 送 

ハ テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 

二 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 に よ る 委 託 放 送 業 務 （ 受 託 国 内 放 送 を す る

無 線 局 の 免 許 を 受 け た 者 に 委 託 し て 放 送 番 組 を 放 送 さ せ る も の

に 限 る 。 以 下 「 委 託 国 内 放 送 業 務 」 と い う 。 ） を 行 う こ と 。 

三 放 送 及 び そ の 受 信 の 進 歩 発 達 に 必 要 な 調 査 研 究 を 行 う こ と 。 

四 邦 人 向 け 国 際 放 送 及 び 外 国 人 向 け 国 際 放 送 を 行 う こ と 。 

五 邦 人 向 け 委 託 協 会 国 際 放 送 業 務 及 び 外 国 人 向 け 委 託 協 会 国 際

放 送 業 務 を 行 う こ と 。 

一 次 に 掲 げ る 放 送 に よ る 国 内 放 送 を 行 う こ と 。 

イ 中 波 放 送 

ロ 超 短 波 放 送 

ハ テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 

二 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 に よ る 委 託 放 送 業 務 （ 受 託 国 内 放 送 を す る

無 線 局 の 免 許 を 受 け た 者 に 委 託 し て 放 送 番 組 を 放 送 さ せ る も の

に 限 る 。 以 下 「 委 託 国 内 放 送 業 務 」 と い う 。 ） を 行 う こ と 。 

三 放 送 及 び そ の 受 信 の 進 歩 発 達 に 必 要 な 調 査 研 究 を 行 う こ と 。 

四 国 際 放 送 及 び 委 託 協 会 国 際 放 送 業 務 を 行 う こ と 。 

 

２ 協 会 は 、 前 項 の 業 務 の ほ か 、 第 七 条 の 目 的 を 達 成 す る た め 、 次

の 業 務 を 行 う こ と が で き る 。 

一 （ 略 ） 

二 協 会 が 放 送 し た 放 送 番 組 及 び そ の 編 集 上 必 要 な 資 料 （ こ れ ら

を 編 集 し た も の を 含 む 。 次 号 に お い て 「 既 放 送 番 組 等 」 と い う

。 ） を 電 気 通 信 回 線 を 通 じ て 一 般 の 利 用 に 供 す る こ と （ 放 送 及

び 有 線 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 法 （ 昭 和 四 十 七 年 法 律 第 百 十 四 号 ） 第

二 条 第 一 項 に 規 定 す る 有 線 放 送 に 該 当 す る も の を 除 く 。 ） 。 

２ （ 同 上 ） 

 

一 （ 同 上 ） 

二 前 項 の 業 務 に 附 帯 す る 業 務 を 行 う こ と 。 
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三 既 放 送 番 組 等 を 、 放 送 番 組 を 電 気 通 信 回 線 を 通 じ て 一 般 の 利

用 に 供 す る 事 業 を 行 う 者 に 提 供 す る こ と 。 
四 放 送 番 組 及 び そ の 編 集 上 必 要 な 資 料 を 外 国 放 送 事 業 者 又 は 外

国 有 線 放 送 事 業 者 （ 外 国 に お い て 有 線 放 送 （ 公 衆 に よ つ て 直 接

受 信 さ れ る こ と を 目 的 と す る 有 線 電 気 通 信 の 送 信 を い う 。 ） の

事 業 を 行 う 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 提 供 す る こ と （ 前 号 に 掲

げ る も の を 除 く 。 ） 。 

五 前 項 の 業 務 に 附 帯 す る 業 務 を 行 う こ と （ 前 各 号 に 掲 げ る も の

を 除 く 。 ） 。 

六 ～ 八 （ 略 ） 

 

 

三 放 送 番 組 及 び そ の 編 集 上 必 要 な 資 料 を 外 国 放 送 事 業 者 又 は 外

国 有 線 放 送 事 業 者 （ 外 国 に お い て 有 線 放 送 （ 公 衆 に よ つ て 直 接

受 信 さ れ る こ と を 目 的 と す る 有 線 電 気 通 信 の 送 信 を い う 。 ） の

事 業 を 行 う 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 提 供 す る こ と 。 

 

 

 

四 ～ 六 （ 同 上 ） 

３ ～ ８ （ 略 ） ３ ～ ７ （ 略 ） 

９ 協 会 は 、 第 二 項 第 二 号 の 業 務 を 行 う と き は 、 総 務 大 臣 の 認 可 を

受 け て 定 め る 基 準 に 従 わ な け れ ば な ら な い 。 

 

１
０

～ １
１  （ 略 ） ８ ～ ９ (略)  

  

  

（ 電 波 監 理 審 議 会 へ の 諮 問 ）  （ 電 波 監 理 審 議 会 へ の 諮 問 ）  

第 五 十 三 条 の 十 総 務 大 臣 は 、 次 に 掲 げ る 場 合 に は 、 電 波 監 理 審 議

会 に 諮 問 し な け れ ば な ら な い 。 

第 五 十 三 条 の 十 （ 同 上 ） 

 一 （ 略 ） 

二 第 八 条 の 三 第 二 項 （ 定 款 変 更 の 認 可 ） 、 第 九 条 第 八 項 （ 第 三

十 三 条 第 五 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） （ 中 継 国 際 放 送

の 協 定 の 認 可 ） 、 第 九 条 第 九 項 （ 提 供 基 準 の 認 可 ） 、 同 条 第 十

項 （ 任 意 的 業 務 の 認 可 ） 、 第 九 条 の 二 の 二 （ 独 立 行 政 法 人 宇 宙

航 空 研 究 開 発 機 構 等 へ の 出 資 の 認 可 ） 、 第 九 条 の 四 第 一 項 （ 委

一 （ 同 上 ） 

二 第 九 条 第 七 項 （ 第 三 十 三 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む 。 ） （ 中 継 国 際 放 送 の 協 定 の 認 可 ） 、 同 条 第 八 項 （ 任 意 的 業

務 の 認 可 ） 、 第 九 条 の 二 （ 独 立 行 政 法 人 宇 宙 航 空 研 究 開 発 機 構

等 へ の 出 資 の 認 可 ） 、 第 九 条 の 四 第 一 項 （ 委 託 国 内 放 送 業 務 及

び 委 託 協 会 国 際 放 送 業 務 に 関 す る 認 定 ） 、 第 十 一 条 第 二 項 （ 定
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託 国 内 放 送 業 務 及 び 委 託 協 会 国 際 放 送 業 務 に 関 す る 認 定 ） 、 第

三 十 二 条 第 二 項 及 び 第 三 項 （ 受 信 料 免 除 の 基 準 及 び 受 信 契 約 条

項 の 認 可 ） 、 第 三 十 三 条 第 一 項 （ 国 際 放 送 等 の 実 施 の 要 請 ） 、

第 三 十 四 条 第 一 項 （ 放 送 に 関 す る 研 究 の 実 施 命 令 ） 、 第 三 十 七

条 の 二 第 一 項 （ 収 支 予 算 等 の 認 可 ） 、 第 四 十 七 条 第 一 項 （ 放 送

設 備 の 譲 渡 等 の 認 可 ） 、 第 四 十 八 条 第 一 項 （ 同 条 第 三 項 に お い

て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） （ 放 送 等 の 廃 止 又 は 休 止 の 認 可 ） 、

第 五 十 条 の 三 第 一 項 （ 同 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む

。 ） （ 放 送 等 の 廃 止 又 は 休 止 の 認 可 ） 、 第 五 十 二 条 の 四 第 二 項

（ 有 料 放 送 の 役 務 の 契 約 約 款 の 認 可 ） 、 第 五 十 二 条 の 七 （ 有 料

放 送 の 役 務 の 料 金 又 は 契 約 約 款 の 変 更 認 可 申 請 命 令 及 び 変 更 命

令 並 び に 有 料 放 送 管 理 事 業 者 の 業 務 の 方 法 の 改 善 の 命 令 ） 、 第

五 十 二 条 の 十 一 （ 受 託 放 送 役 務 の 提 供 条 件 の 変 更 命 令 ） 、 第 五

十 二 条 の 十 三 第 一 項 （ 委 託 放 送 業 務 に 関 す る 認 定 ） 、 第 五 十 二

条 の 十 七 第 一 項 （ 第 九 条 の 四 第 二 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む 。 ） （ 委 託 放 送 事 項 の 変 更 の 許 可 ） 、 第 五 十 二 条 の 三 十 第 一

項 （ 認 定 放 送 持 株 会 社 に 関 す る 認 定 ） 又 は 第 五 十 三 条 第 一 項 （

セ ン タ ー の 指 定 ） の 規 定 に よ る 処 分 を し よ う と す る と き 。 

款 変 更 の 認 可 ） 、 第 三 十 二 条 第 二 項 及 び 第 三 項 （ 受 信 料 免 除 の

基 準 及 び 受 信 契 約 条 項 の 認 可 ） 、 第 三 十 三 条 第 一 項 （ 国 際 放 送

等 の 実 施 の 命 令 ） 、 第 三 十 四 条 第 一 項 （ 放 送 に 関 す る 研 究 の 実

施 命 令 ） 、 第 三 十 七 条 の 二 第 一 項 （ 収 支 予 算 等 の 認 可 ） 、 第 四

十 三 条 第 一 項 （ 同 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） （

放 送 等 の 廃 止 又 は 休 止 の 認 可 ） 、 第 四 十 七 条 （ 放 送 設 備 の 譲 渡

等 の 認 可 ） 、 第 五 十 条 の 三 第 一 項 （ 同 条 第 三 項 に お い て 準 用 す

る 場 合 を 含 む 。 ） （ 放 送 等 の 廃 止 又 は 休 止 の 認 可 ） 、 第 五 十 二

条 の 四 第 一 項 （ 有 料 放 送 の 役 務 の 料 金 の 認 可 ） 、 同 条 第 四 項 （

有 料 放 送 の 役 務 の 契 約 約 款 の 認 可 ） 、 第 五 十 二 条 の 七 （ 有 料 放

送 の 役 務 の 料 金 又 は 契 約 約 款 の 変 更 認 可 申 請 命 令 及 び 変 更 命 令

） 、 第 五 十 二 条 の 十 一 （ 受 託 放 送 役 務 の 提 供 条 件 の 変 更 命 令 ）

、 第 五 十 二 条 の 十 三 第 一 項 （ 委 託 放 送 業 務 に 関 す る 認 定 ） 、 第

五 十 二 条 の 十 七 第 一 項 （ 第 九 条 の 四 第 二 項 に お い て 準 用 す る 場

合 を 含 む 。 ） （ 委 託 放 送 事 項 の 変 更 の 許 可 ） 又 は 第 五 十 三 条 第

一 項 （ セ ン タ ー の 指 定 ） の 規 定 に よ る 処 分 を し よ う と す る と き

。 

三 ～ 六 (略)   三 ～ 六 （ 略 ）  

  

  

      附 則 （ 平 成 十 九 年 法 律 第 百 三 十 六 号 ） 

 

 （ 施 行 期 日 ） 

第 一 条 こ の 法 律 は 、 公 布 の 日 か ら 起 算 し て 一 年 を 超 え な い 範 囲 内

(略) 



 ９
 

に お い て 政 令 で 定 め る 日 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ） か ら 施 行 す

る 。 た だ し 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 規 定 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め

る 日 か ら 施 行 す る 。 

（ 以 下 略 ） 

 

（ 準 備 行 為 ） 

第 二 条 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 放 送 法 （ 以 下 「 新 放 送 法 」 と

い う 。 ） 第 八 条 の 三 第 二 項 及 び 第 九 条 第 九 項 の 認 可 、 新 放 送 法 第

五 十 三 条 の 十 及 び 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 電 波 法 （ 以 下 「 新

電 波 法 」 と い う 。 ） 第 九 十 九 条 の 十 一 の 規 定 に よ る 電 波 監 理 審 議

会 に 対 す る 諮 問 並 び に こ れ ら に 関 し 必 要 な 手 続 そ の 他 の 行 為 は 、

こ れ ら の 規 定 の 例 に よ り 、 こ の 法 律 （ 前 条 第 二 号 に 掲 げ る 規 定 に

つ い て は 、 当 該 規 定 ） の 施 行 前 に お い て も 行 う こ と が で き る 。 

 

  

  

 



                                   資料 １１ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２０年３月１２日  

 

 

 

日本放送協会の定款変更の認可について 

（平成２０年３月１２日 諮問第１９号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報通信政策局放送政策課 

                         （飯嶋課長補佐、石井係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７８ 
 



 
 

 

 

日本放送協会の定款変更の認可について 

 

 
 
 

 日本放送協会（以下「協会」という。）から、放送法等の一部を改正する法律（平成１

９年法律第１３６号。以下「改正法」という。）による改正後の放送法（以下「新放送法」

という。）第８条の３第２項の規定に基づき、以下のとおり、日本放送協会定款の変更の

認可申請があった。 

なお、改正法附則第２条において、同法施行前においても、新放送法第８条の３第２

項の認可及び同法第５３条の１０の規定による電波監理審議会への諮問を行うことがで

きるとされている。 

 

（１）変更しようとする条項 

    別紙のとおり 

 

（２）変更の理由 

新放送法により協会に関する規定が改正されることに伴い、協会の定款を新放

送法の趣旨に適合させるよう所要の規定の整備を行うものである。 

 

（３）施行予定期日 

    改正法の施行の日 

 

 

 

 

本件申請に係る協会の定款の変更は、改正法の施行後における新放送法等の規定に適

合しており、適当であると認められる。 

１ 申請の概要 

２ 検討結果 

諮問第１９号説明資料

１ 



 

 

定款の主な変更内容  

 

 

 

１．経営委員会について 

・第１３条 

新放送法第１４条で規定された、経営委員会の職務に関する事項（議決事項、役員

の職務の執行の監督）等について規定すること 

新放送法第１６条の２で規定された、委員の権限等（経営委員は協会の業務の執行

ができない等）について規定すること 

 ・第１４条 

   新放送法第１４条第３項で規定された、経営委員会が協会とその放送の受信につい

ての契約をしなければならない者の意見を聴取することについて規定すること 

 

 

２．監査委員会について 

・第２５条～第３４条 

 新放送法第２３条の３から２３条の９で規定された、経営委員から構成される監査

委員会に関する事項（監査委員会の設置、監査委員会の権限、監査委員会による調査

等）について規定すること 

 

 

３．国際放送ついて 

 ・第４９条 

   新放送法第９条の２で規定された、外国人向け委託協会国際放送業務を行う子会社

の保有等について規定すること 

 

 

４．会計について 

 ・第７４条～第７８条 

   新放送法第２９条及び第４０条の２から第４０条の５で規定された、会計監査人に

関する事項（会計監査人の監査を受けること、会計監査人の任命、会計監査人の権限

等）について規定すること 

２ 



３ 

日
本

放
送

協
会

定
款

の
新

旧
対

照
表

 
 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
   （
法
人
格
）
 

第
８
条
 

協
会
は
、
前

条
の

目
的

を
達

成
す

る
た

め
に

こ
の

法
律

の
規

定
に

基
き
設
立

さ
れ
る
法
人
と
す
る
 

 

第
１
章
 
総
則
 

 

（
設
立
）
 

第
１
条
 
本
協
会
は
、
放
送
法
（
昭
和
２
５
年
法
律
第
１
３
２
号
）
の
規
定
に
基

づ
い

て
設
立
さ
れ
た
法
人
と
す
る
。
 

第
１

章
 
総

則
 

 

（
設

立
）
 

第
１

条
 

本
会

は
、

放
送

法
（

昭
和

２
５

年
法

律
第

１
３

２
号

）
の

規
定

に
基

づ
い

て

設
立

さ
れ
た

法
人
と
す

る
。
 

 
   

（
名
称
）
 

第
２
条
 
本
協
会
は
、
日
本
放
送
協
会
と
称
し
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
と
略
称
す
る
。
 

 

（
名

称
）
 

第
２

条
 
本

会
は

、
日

本
放

送
協

会
と
称
し

、
Ｎ

Ｈ
Ｋ

と
略
称
す

る
。
 

 

（
目
的
）
 

第
７
条
 

協
会
は
、
公

共
の

福
祉

の
た

め
に

、
あ

ま
ね

く
日

本
全

国
に

お
い

て
受
信
で

き
る
よ
う

に
豊
か
で
、

か
つ

、
良

い
放

送
番

組
に

よ
る

国
内

放
送

を
行

い
又
は
当

該

放
送
番
組

を
委
託
し
て

放
送

さ
せ

る
と

と
も

に
、

放
送

及
び

そ
の

受
信

の
進
歩
発

達

に
必
要
な

業
務
を
行
い

、
あ

わ
せ

て
国

際
放

送
及

び
委

託
協

会
国

際
放

送
業
務
を

行

う
こ
と
を
目
的
と
す
る

。
 

 

（
目
的
）
 

第
３
条
 
本
協
会
は
、
公
共
の
福
祉
の
た
め
に
、
あ
ま
ね
く
日
本
全
国
に
お
い
て
受
信

で
き
る
よ
う
に
豊
か
で
、
か
つ
、
良
い
放
送
番
組
に
よ
る
国
内
放
送
を
行
い
又

は
当

該
放
送
番
組
を
委
託
し
て
放
送
さ
せ
る
と
と
も
に
、
放
送
及
び
そ
の
受
信
の

進
歩
発

達
に
必
要
な
業
務
を
行
い
、
あ
わ
せ
て
国
際
放
送
及
び
委
託
協
会
国
際
放
送

業
務
を

行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
 

 

（
目

的
）
 

第
３

条
 

本
会

は
、

公
共

の
福

祉
の

た
め

に
、

あ
ま

ね
く

日
本

全
国

に
お

い
て

受
信

で

き
る

よ
う

に
豊

か
で

、
か

つ
、

良
い

放
送

番
組

に
よ

る
国

内
放

送
を

行
い

又
は

当
該

放
送

番
組

を
委

託
し

て
放

送
さ

せ
る

と
と

も
に

、
放

送
及

び
そ

の
受

信
の

進
歩

発
達

に
必

要
な

業
務

を
行

い
、

あ
わ

せ
て

国
際

放
送

及
び

委
託

協
会

国
際

放
送

業
務

を
行

う
こ

と
を
目

的
と
す
る

。
 

 

（
業
務
）
 

第
９
条
 
協
会
は
、
第
７
条

の
目

的
を
達
成

す
る

た
め

、
次
の
業

務
を

行
う
。
 

一
 

次
に
掲
げ
る
放
送
に

よ
る
国

内
放
送
を

行
う

こ
と

。
 

イ
 

中
波
放
送
 

ロ
 

超
短
波
放
送
 

ハ
 

テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放

送
 

二
 

テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放

送
に

よ
る

委
託
放
送

業
務
（

受
託
国

内
放
送

を
す
る
無
線
局

の
免
許
を
受
け
た
者
に

委
託

し
て

放
送
番
組

を
放

送
さ

せ
る
も
の

に
限
る
。
以
下

「
委
託
国
内
放
送
業
務

」
と

い
う

。）
を

行
う

こ
と

。
 

三
 

放
送
及
び
そ
の
受

信
の

進
歩

発
達
に
必

要
な

調
査

研
究
を
行

う
こ
と
。
 

四
 
邦
人
向
け
国
際
放

送
及

び
外

国
人
向
け

国
際

放
送
を

行
う
こ

と
。
 

五
 

邦
人
向
け
委
託
協
会

国
際

放
送

業
務
及

び
外

国
人

向
け

委
託

協
会

国
際
放
送

業

務
を
行
う
こ
と
。
 

２
 

協
会
は

、
前
項
の

業
務

の
ほ

か
、

第
７

条
の

目
的

を
達

成
す

る
た

め
、

次
の
業
務

を
行
う
こ
と
が
で
き
る

。
 

一
 

前
項

第
４

号
の

国
際

放
送

の
放

送
番

組
の

外
国

に
お

け
る

送
信

を
外

国
放

送

事
業
者
に
委
託
す
る
場

合
に

必
要

と
認
め
る

と
き

に
お

い
て
、
当
該
外
国
放
送
事

業
者
と
の
間
の
協
定
に

基
づ

き
そ

の
者
に
係

る
中

継
国

際
放
送
を

行
う
こ
と
。

 

（
業
務
）
 

第
４
条
 
本
協
会
は
、
前
条
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
次
の
業
務
を
行
う
。
 

⑴
 

次
に
掲
げ
る
放
送
に
よ
る
国
内
放
送
を
行
う
こ
と
。
 

ア
 

中
波
放
送
 

イ
 

超
短
波
放
送
 

ウ
 

テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
 

⑵
 

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

放
送

に
よ

る
委

託
放

送
業

務
（

受
託

国
内

放
送

を
す

る
無

線

局
の

免
許

を
受

け
た

者
に

委
託

し
て

放
送

番
組

を
放

送
さ

せ
る

も
の

に
限

る
。

以
下
「
委
託
国
内
放
送
業
務
」
と
い
う
。
）
を
行
う
こ
と
。
 

⑶
 

放
送
及
び
そ
の
受
信
の
進
歩
発
達
に
必
要
な
調
査
研
究
を
行
う
こ
と
。
 

⑷
 
邦
人
向
け
国
際
放
送
及
び
外
国
人
向
け
国
際
放
送
を
行
う
こ
と
。
 

⑸
 

邦
人

向
け

委
託

協
会

国
際

放
送

業
務

及
び

外
国

人
向

け
委

託
協

会
国

際
放

送

業
務
を
行
う
こ
と
。
 

２
 
本
協
会
は
、
前
項
の
業
務
の
ほ
か
、
前
条
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
必
要
が
あ
る

と
き
は
、
次
の
業
務
を
行
う
。
 

⑴
 

前
項

第
４

号
の

国
際

放
送

の
放

送
番

組
の

外
国

に
お

け
る

送
信

を
外

国
放

送
事

業
者
に
委
託
す
る
場
合
に
必
要
と
認
め
る
と
き
に
お
い
て
、
当
該
外
国
放
送

事
業
者

と
の
間
の
協
定
に
基
づ
き
そ
の
者
に
係
る
中
継
国
際
放
送
を
行
う
こ
と
。
 

（
業

務
）
 

第
４

条
 
本

会
は

、
前

条
の

目
的

を
達
成
す

る
た

め
、

次
の
業
務

を
行

う
。
 

⑴
 

次
に
掲

げ
る
放
送

に
よ

る
国

内
放
送
を

行
う

こ
と

。
 

ア
 

中
波
放

送
 

イ
 

超
短
波

放
送
 

ウ
 

テ
レ
ビ

ジ
ョ
ン
放

送
 

⑵
 

テ
レ
ビ

ジ
ョ
ン
放

送
に

よ
る

委
託
放
送

業
務
（

受
託
国

内
放

送
を

す
る

無
線
局

の
免

許
を
受

け
た
者
に

委
託

し
て

放
送
番
組

を
放

送
さ

せ
る
も
の

に
限

る
。
以
下

「
委

託
国
内

放
送
業
務

」
と

い
う

。）
を

行
う

こ
と

。
 

⑶
 

放
送
及

び
そ
の
受

信
の

進
歩

発
達
に
必

要
な

調
査

研
究
を
行

う
こ

と
。
 

⑷
 

国
際
放

送
及
び
委

託
協

会
国

際
放
送
業

務
を

行
う

こ
と
。
 

  

２
 

本
会

は
、

前
項

の
業

務
の

ほ
か

、
前

条
の

目
的

を
達

成
す

る
た

め
必

要
が

あ
る

と

き
は

、
次
の

業
務
を
行

う
。
 

⑴
 

前
項

第
４

号
の

国
際

放
送

の
放

送
番

組
の

外
国

に
お

け
る

送
信

を
外

国
放

送

事
業

者
に
委

託
す
る
場

合
に

必
要

と
認
め
る

と
き

に
お

い
て
、
当

該
外

国
放

送
事

業
者

と
の
間

の
協
定
に

基
づ

き
そ

の
者
に
係

る
中

継
国

際
放
送
を

行
う

こ
と

。
 

 

 
 

⑵
 
前

項
の

業
務
に
附

帯
す

る
業

務
を
行
う

こ
と

。
 

二
 
協
会
が
放
送
し
た

放
送

番
組

及
び
そ
の

編
集

上
必

要
な
資
料
（

こ
れ
ら
を
編
集

し
た
も
の
を
含
む
。
次

号
に

お
い

て
「

既
放

送
番

組
等

」
と

い
う

。
）

を
電
気
通
信

回
線
を
通
じ
て
一
般
の

利
用

に
供

す
る
こ
と
（

放
送
及

び
有
線

テ
レ

ビ
ジ
ョ
ン
放
送

法
（
昭
和
４
７
年
法
律
第

１
１

４
号
）
第

２
条
第

１
項

に
規

定
す
る
有

線
放
送
に
該

当
す
る
も
の
を
除
く

）。
 

⑵
 

本
協

会
が

放
送

し
た

放
送

番
組

及
び

そ
の

編
集

上
必

要
な

資
料

（
こ

れ
ら

を

編
集
し
た
も
の
を
含
む
。
次
号
に
お
い
て
「
既
放
送
番
組
等
」
と
い
う
。
）
を

電
気

通
信

回
線

を
通

じ
て
一

般
の

利
用
に

供
す
る

こ
と

（
放
送

及
び
有

線
放

送
に
該

当

す
る
も
の
を
除
く
。）
。

 

 

    

 

三
 
既
放
送
番
組
等
を

、
放
送

番
組
を

電
気
通

信
回

線
を

通
じ
て
一

般
の
利
用
に
供

す
る
事
業
を
行
う
者
に

提
供

す
る

こ
と
。

⑶
 

既
放

送
番

組
等

を
、

放
送

番
組

を
電

気
通

信
回

線
を

通
じ

て
一

般
の

利
用

に

供
す
る
事
業
を
行
う
者
に
提
供
す
る
こ
と
。

 
 

 

 

四
 

放
送

番
組

及
び

そ
の

編
集

上
必

要
な

資
料

を
外

国
放

送
事

業
者

又
は

外
国

有

線
放
送
事
業
者
（
外
国
に

お
い

て
有

線
放
送
（
公

衆
に

よ
つ

て
直
接
受

信
さ
れ
る
こ

と
を
目
的
と
す
る
有
線

電
気

通
信

の
送

信
を

い
う

。
）
の

事
業

を
行

う
者
を
い
う
。

以
下
同
じ
。
）
に
提
供
す

る
こ

と
（

前
号
に
掲

げ
る

も
の

を
除
く

。）
。
 

⑷
 

放
送

番
組

及
び

そ
の

編
集

上
必

要
な

資
料

を
、

外
国

放
送

事
業

者
又

は
外

国

有
線
放
送
事
業
者
に
提
供
す
る
こ
と
（
前
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）

。
 

 

⑶
 

放
送
番

組
及
び
そ

の
編

集
上

必
要
な
資

料
を
、
外

国
放

送
事

業
者

又
は

外
国
有

線
放

送
事
業

者
に
提
供

す
る

こ
と
 

別 紙 



４ 

 
新

放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
五

 
前

項
の

業
務

に
附

帯
す

る
業

務
を

行
う

こ
と

（
前

各
号

に
掲

げ
る

も
の

を
除

く
。
）
。
 

⑸
 

前
項

の
業

務
に

附
帯

す
る

業
務

を
行

う
こ

と
（

前
各

号
に

掲
げ

る
も

の
を

除

く
。）
。

 

 

 

六
 

多
重
放
送
を
行
お

う
と

す
る

者
に
放
送

設
備

を
賃

貸
す
る
こ

と
。
 

七
 

委
託
に
よ
り
、
放

送
及

び
そ

の
受
信
の

進
歩

発
達

に
寄
与
す

る
調

査
研
究
、
放

設
備

の
設

計
そ

の
他

の
技

術
援

助
並

び
に

放
送

に
従

事
す

る
者

の
養

成
を

行
う

と
。
 

送 こ 八
 

前
各
号
に
掲
げ
る

も
の

の
ほ

か
、
放
送

及
び

そ
の

受
信
の
進

歩
発
達
に
特
に
必

な
業
務
を
行
う
こ
と

。
 

要

３
 

協
会

は
、

前
二
項

の
業

務
の
ほ

か
、
当

該
業

務
の
円

滑
な
遂

行
に

支
障
の

な
い
範

囲
内
に
お
い
て
、
次
の
業

務
を
行

う
こ
と
が

で
き

る
。
 

一
 

協
会
の
保
有
す
る

施
設

又
は

設
備
（
協

会
が

そ
の

所
有
す
る

土
地
に
つ
い
て
し

た
信

託
の

終
了
又

は
解

除
に

よ
り

取
得

し
た

も
の

を
含

む
。
）

を
一

般
の

利
用

に

供
し
、
又
は
賃
貸
す
る

こ
と

。
 

二
 

委
託
に
よ
り
、
放

送
番

組
等

を
制
作
す

る
業

務
そ

の
他
の
協

会
が
前
二
項
の
業

務
を
行
う
た
め
に
保
有

す
る

設
備

又
は
技
術

を
活

用
し

て
行
う
業

務
で
あ
つ
て
、

協
会
が
行
う
こ
と
が
適

切
で

あ
る

と
認
め
ら

れ
る

も
の

を
行
う
こ

と
。
 

５
 

協
会

は
、

中
波
放

送
と

超
短
波

放
送
と

の
い

ず
れ
か

及
び
テ

レ
ビ

ジ
ョ
ン

放
送
が

そ
れ

ぞ
れ

あ
ま

ね
く
全

国
に

お
い
て

受
信
で

き
る

よ
う
に

措
置
を

し
な

け
れ
ば

な
ら

な
い
。
 

⑹
 

多
重
放
送
を
行
お
う
と
す
る
者
に
放
送
設
備
を
賃
貸
す
る
こ
と
。
 

⑺
 

委
託
に
よ
り
、
放
送
及
び
そ
の
受
信
の
進
歩
発
達
に
寄
与
す
る
調
査
研
究
、
放

設
備

の
設

計
そ

の
他

の
技

術
援

助
並

び
に

放
送

に
従

事
す

る
者

の
養

成
を

行
う

と
。
 

送 こ ⑻
 

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
放
送
及
び
そ
の
受
信
の
進
歩
発
達
に
特

に
必

な
業
務
を
行
う
こ
と
。
 

要

３
 

本
協

会
は

、
前
二

項
の

業
務

の
ほ

か
、

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
当

該
業

務
の

円
滑

な
遂
行
に
支
障
の
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、
次
の
業
務
を
行
う
。
 

⑴
 
本
協
会
の
保
有
す
る
施
設
又
は
設
備
（
本
協
会
が
そ
の
所
有
す
る
土
地
に

つ
い

て
し

た
信

託
の
終

了
又

は
解

除
に

よ
り

取
得

し
た

も
の

を
含

む
。
）

を
一

般
の

利

用
に
供
し
、
又
は
賃
貸
す
る
こ
と
。
 

⑵
 

委
託
に
よ
り
、
放
送
番
組
等
を
制
作
す
る
業
務
そ
の
他
の
本
協
会
が
前

二
項
の

業
務

を
行

う
た

め
に

保
有

す
る

設
備

又
は

技
術

を
活

用
し

て
行

う
業

務
で

あ
っ

て
、
本
協
会
が
行
う
こ
と
が
適
切
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
行
う
こ
と

。
 

 

   

⑷
 

多
重
放

送
を
行
お

う
と

す
る

者
に
放
送

設
備

を
賃

貸
す
る
こ

と
。
 

⑸
 

委
託
に

よ
り
、
放

送
及

び
そ

の
受
信
の

進
歩

発
達

に
寄
与
す

る
調

査
研

究
、
放

送
設

備
の

設
計

そ
の

他
の

技
術

援
助

並
び

に
放

送
に

従
事

す
る

者
の

養
成

を
行

う

こ
と

。
 

⑹
 

前
各
号

に
掲
げ
る

も
の

の
ほ

か
、
放
送

及
び

そ
の

受
信
の
進

歩
発

達
に

特
に
必

要
な

業
務
を

行
う
こ
と

。
 

３
 

本
会

は
、

前
２

項
の

業
務

の
ほ
か

、
必

要
が
あ

る
と
き

は
、

当
該
業

務
の
円

滑
な

遂
行

に
支
障

の
な
い
範

囲
内

に
お

い
て
、
次

の
業

務
を

行
う
。
 

⑴
 
本

会
の

保
有
す
る

施
設

又
は

設
備
（
本

会
が

そ
の

所
有
す
る

土
地

に
つ

い
て
し

た
信

託
の

終
了

又
は
解

除
に

よ
り

取
得
し
た

も
の

を
含

む
。
）

を
一

般
の

利
用

に

供
し

、
又
は

賃
貸
す
る

こ
と

。
 

⑵
 

委
託
に

よ
り
、
放

送
番

組
等

を
制
作
す

る
業

務
そ

の
他
の
本

会
が

前
２
項

の
業

務
を

行
う
た

め
に
保
有

す
る

設
備

又
は
技
術

を
活

用
し

て
行
う
業

務
で

あ
っ

て
、

本
会
が

行
う

こ
と
が
適

切
で

あ
る

と
認
め
ら

れ
る

も
の

を
行
う
こ

と
。
 

   

７
 

協
会

は
、
外

国
人

向
け
委

託
協
会

国
際

放
送
業

務
を
行

う
に

当
た
つ

て
は
、

そ
の

全
部
又
は
一
部
を
テ
レ
ビ

ジ
ョ
ン

放
送
に
よ

る
も

の
と

し
な
け
れ

ば
な

ら
な
い
。
 

８
 

第
２

項
第

１
号
の

協
定

は
、
中

継
国
際

放
送

に
係
る

放
送
区

域
、

放
送
時

間
そ
の

他
総

務
省

令
で

定
め
る

放
送

設
備
に

関
す
る

事
項

を
内
容

と
す
る

も
の

と
し
、

協
会

は
、

当
該

協
定

を
締
結

し
、

又
は
変

更
し
よ

う
と

す
る
と

き
は
、

総
務

大
臣
の

認
可

を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら

な
い

。
 

４
 

本
協

会
は
、

外
国

人
向
け

委
託
協

会
国

際
放
送

業
務
を

行
う

に
当
た

っ
て
は

、
そ

の
全
部
又
は
一
部
を
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

 

５
 

本
協

会
は

、
第
２

項
第
１

号
の
協

定
を

締
結
し

、
若
し

く
は

変
更
し

よ
う
と

す
る

と
き
、

又
は
同
項
第
８
号

若
し
く
は

第
３
項

の
業
務
を
行
お
う
と
す
る
と

き
は

、
総

務

大
臣
の
認
可
を
受
け
る
。
 

 

４
 

本
会

は
、

第
２

項
第

１
号

の
協

定
を

締
結

し
、

若
し

く
は

変
更

し
よ

う
と

す
る

と

き
、

又
は

同
項
第

６
号

若
し

く
は

前
項

の
業

務
を

行
お

う
と

す
る

と
き

は
、

総
務

大

臣
の

認
可
を

受
け
る
。

 

９
 

協
会

は
、
第

２
項

第
２
号

の
業
務

を
行

う
と
き

は
、
総

務
大

臣
の
認

可
を
受

け
て

定
め
る
基
準
に
従
わ
な
け

れ
ば
な

ら
な
い
。

６
 

本
協

会
は
、

第
２

項
第
２

号
の
業

務
を

行
う
と

き
は
、

総
務

大
臣
の

認
可
を

受
け

て
定
め
る
基
準
に
従
う
。

 
 

 

1
0 

協
会

は
、

第
２
項

第
８

号
又
は

第
３
項

の
業

務
を
行

お
う
と

す
る

と
き
は

、
総
務

大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ

ば
な

ら
な
い
。

 

11
 

協
会

は
、

放
送
受

信
用

機
器
若

し
く
は

そ
の

真
空
管

又
は
部

品
を

認
定
し

、
放
送

受
信

用
機

器
の

修
理
業

者
を

指
定
し

、
そ
の

他
い

か
な
る

名
目
で

あ
つ

て
も
、

無
線

用
機

器
の

製
造

業
者
、

販
売

業
者
及

び
修
理

業
者

の
行
う

業
務
を

規
律

し
、
又

は
こ

れ
に
干
渉
す
る
よ
う
な
行

為
を
し

て
は
な
ら

な
い

。
 

 

 
 

（
独
立
行
政
法
人
宇
宙
航

空
研
究

開
発
機
構

等
へ

の
出

資
）
 

第
９

条
の

２
の
２

 
協

会
は
、

前
条

第
１
項

に
規
定

す
る
子

会
社

に
対
し

て
出
資

す
る

場
合

の
ほ
か
、

第
９
条
第
１

項
又

は
第

２
項

の
業

務
を

遂
行

す
る

た
め

に
必
要
が
あ
る

場
合

に
は
、
総
務
大
臣
の

認
可

を
受

け
て

、
収

支
予

算
、

事
業

計
画

及
び

資
金
計
画
で

定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

独
立

行
政

法
人

宇
宙

航
空

研
究

開
発

機
構

、
独

立
行
政
法
人

情
報

通
信
研
究
機
構
及
び

有
線

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

放
送

法
第

２
条

第
３

項
に

規
定
す
る
有

線
テ

レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
施

設
者

そ
の

他
第

９
条

第
１

項
又

は
第

２
項

の
業

務
に
密
接
に

関
連
す
る
政
令
で
定
め
る
事

業
を

行
う
者
に

出
資

す
る

こ
と
が
で

き
る

。
 

 

（
出
資
）
 

第
５

条
 

本
協

会
は

、
第

４
９

条
第
１

項
に

規
定
す

る
子
会

社
（

本
協
会

が
そ
の

総
株

主
の

議
決

権
の

過
半
数

を
有

す
る
株

式
会
社

そ
の

他
の
本

協
会
が

そ
の

経
営
を

支
配

し
て

い
る

法
人

と
し
て

、
放

送
法
第

９
条
の

２
に

基
づ
く

総
務
省

令
で

定
め
る

も
の

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
対
し
て
出
資
す
る
場
合
の
ほ
か
、
前
条
第
１
項
又

は
第
２

項
の

業
務

を
遂

行
す
る

た
め

に
必
要

が
あ
る

場
合

に
は
、

総
務
大

臣
の

認
可
を

受
け

て
、

収
支

予
算

、
事
業

計
画

及
び
資

金
計
画

で
定

め
る
と

こ
ろ
に

よ
り

、
放
送

法
第

９
条
の
２
の
２
に
定
め
る
者
に
出
資
す
る
。
 

 

（
出

資
）
 

第
５

条
 

本
会

は
、
前

条
第

１
項

又
は
第
２

項
の

業
務

を
遂
行
す

る
た

め
に

必
要
が
あ

る
場

合
に

は
、
総

務
大

臣
の

認
可

を
受

け
て

、
収

支
予

算
、

事
業

計
画

及
び

資
金

計

画
で

定
め
る

と
こ
ろ
に

よ
り

、
放

送
法
第
９

条
の

２
に

定
め
る
者

に
出

資
す

る
。
 

（
事
務
所
）
 

第
８
条
の
２
 

協
会
は
、

主
た
る

事
務
所
を

東
京

都
に

置
く
。
 

２
 

協
会
は
、
必
要
な
地
に

従
た

る
事
務
所

を
置

く
こ

と
が
で
き

る
。
 

（
事
務
所
）
 

第
６
条
 
本
協
会
は
、
主
た
る
事
務
所
を
東
京
都
渋
谷
区
に
置
く
。
 

２
 

本
協

会
は

、
必
要

と
認

め
る

と
き

は
、

前
項

以
外

の
都

市
に

従
た

る
事

務
所

を
置

く
。
 

 

（
事

務
所
）
 

第
６

条
 
本

会
は

、
主

た
る

事
務

所
を
東
京

都
渋

谷
区

に
置
く
。

 

２
 
本

会
は

、
必
要
と

認
め

る
と

き
は
、
前

項
以

外
の

都
市
に
従

た
る

事
務

所
を
置
く

。
 

 

 



５ 

 
新

放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
 

（
公
告
）
 

第
７

条
 

本
協

会
の
公

告
は
、

本
協

会
の
放

送
（

本
協

会
の

委
託

に
よ
り

行
わ

れ
る

受

託
国
内
放
送
を
含
む
。）

に
よ
っ
て
行
う
ほ
か
、
官
報
に
掲
載
し
て
行
う
。
 

 

（
公

告
）
 

第
７

条
 

本
会

の
公
告

は
、

本
会

の
放

送
（

本
会

の
委

託
に

よ
り

行
わ

れ
る

受
託

国
内

放
送

を
含
む

。）
に

よ
っ

て
行

う
ほ

か
、
官
報

に
掲

載
し

て
行
う
。

 

（
定
款
）
 

第
８
条
の
３
 

協
会
は
、
定

款
を
も

つ
て
、
左
の

事
項
を

規
定
し

な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

一
 

目
的
 

二
 

名
称
 

三
 

事
務
所
の
所
在
地
 

四
 

資
産
及
び
会
計
に
関

す
る
事

項
 

五
 

経
営
委
員
会
、
監
査

委
員
会

、
理

事
会

及
び

役
員

に
関
す
る

事
項
 

六
 

業
務
及
び
そ
の
執
行

に
関
す

る
事
項
 

七
 

放
送
債
券
の
発
行
に

関
す
る

事
項
 

八
 

公
告
の
方
法
 

２
 

定
款
は
、
総
務
大
臣
の

認
可

を
受
け
て

変
更

す
る

こ
と
が
で

き
る

。
 

 

         

（
定
款
の
変
更
）
 

第
８
条
 
定
款
の
変
更
は
、
総
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
行
う
。
 

 

 

        （
定

款
の
変

更
）
 

第
８

条
 
定

款
の
変
更

は
、

総
務

大
臣
の
認

可
を

受
け

て
行
う
。

 

 

（
給
与
等
の
支
給
の
基
準

）
 

第
３

０
条

の
２

 
協

会
は

、
そ

の
役
員

の
報

酬
及
び

退
職
金

並
び

に
そ
の

職
員
の

給
与

及
び

退
職
金
の
支
給
の
基

準
を

定
め

、
こ

れ
を

公
表

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
こ
れ
を

変
更
し
た
と
き
も
、
同
様

と
す
る

。
 

 
（
給
与
等
の
支
給
の
基
準
）
 

第
９

条
 

本
協
会

は
、

役
員

の
報

酬
及

び
退

職
金

並
び

に
職

員
の

給
与

及
び

退
職

金
の

支
給
の
基
準
を
定
め
る
。
 

２
 

本
協

会
は

、
前
項

の
規

定
に

よ
り
基
準

を
定

め
、

又
は
変
更

し
た

場
合

に
は
、
こ

れ
を
公
表
す
る
。
 

  

 

（
服
務
に
関
す
る
準
則
）
 

第
３

０
条

の
３

 
協

会
は

、
そ

の
役
員

及
び

職
員
の

職
務
の

適
切

な
執
行

を
確
保

す
る

た
め

、
役
員
及
び
職
員
の

職
務

に
専

念
す

る
義

務
そ

の
他

の
服

務
に

関
す

る
準
則
を
定

め
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ

ば
な

ら
な
い
。
こ

れ
を
変

更
し
た
と

き
も

、
同
様
と
す
る
。

 
（
服
務
に
関
す
る
準
則
）
 

第
１

０
条

 
本

協
会
は

、
役
員

及
び
職

員
の

職
務
の

適
切
な

執
行

を
確
保

す
る
た

め
、

役
員
及
び
職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
そ
の
他
の
服
務
に
関
す
る
準
則
を
定
め
る
。

２
 

 
本

協
会

は
、

前
項

の
規
定

に
よ
り

準
則

を
定
め

、
又
は

変
更

し
た
場

合
に
は

、
こ

れ
を
公
表
す
る
。
 

 

 

（
解
散
）
 

協
会
の
解
散

に
つ
い

て
は
、
別

に
法

律
で

定
め
る
。

 

（
解
散
）
 

第
第
５
０
条
 

 

１
１
条
 
本
協
会
は
、
法
律
に
よ
る
の
で
な
け
れ
ば
、
解
散
し
な
い
。
 

（
解

散
）
 

第

 

９
条
 

本
会
は

、
法

律
に

よ
る

の
で
な
け

れ
ば

、
解

散
し
な
い

。
 

 

   
（
経
営
委
員
会
の
設
置

）
 

会
を

置
く
。

 

第
２
章
 
経
営
委
員
会
 

 

経
営
委
員
会
の
設
置
）
 

第
第
１
３
条
 

協
会
に
経
営
委

員

 

（ １
２
条
 
本
協
会
に
経
営
委
員
会
を
置
く
。
 

第
２

章
 
経

営
委
員
会

 

 

経
営

委
員

会
の
設
置

及
び

権
限

 

（
）

 

第
１

０
条
 
本

会
に
経

営
委

員
会

を
置
く
。

 

２
 

経
営

委
員

会
は

、
本

会
の

経
営

方
針

そ
の

他
そ

の
業

務
の

運
営

に
関

す
る

重
要

事

項
を

決
定
す

る
。
 

 

（
経
営
委
員
会
の
権
限
等

）
 

次
に

掲
げ
る

職
務

を
行

う
。

第
１
４
条
 
経
営
委
員
会
は

、
 

 
一
 
次
に
掲
げ
る
事
項
の

議
決
 

イ
 
協
会
の
経
営
に
関

す
る

基
本

方
針
 

ロ
 

監
査

委
員

会
の
職

務
の

執
行
の

た
め

必
要

な
も

の
と

し
て
総

務
省

令
で
定

め
る
事
項
 

 

（
経
営
委
員
会
の
権
限
等
）
 

第

  

１
３
条
 
経
営
委
員
会
は
、
次
に
掲
げ
る
職
務
を
行
う
。
 

⑴
 
次
に
掲
げ
る
事
項
の
議
決
 

 
ア
 
本
協
会
の
経
営
に
関
す
る
基
本
方
針

 

 
イ
 
監
査
委
員
会
の
職
務
の
執
行
の
た
め
に
必
要
な
次
の
事
項

 

経
営

委
員

会
の
権
限

等
）
 

（ 第
１

１
条

 
次

の
事

項
は

、
経

営
委

員
会

の
議

決
を

経
る

。
た

だ
し

、
経

営
委

員
会

が

軽
微

と
認
め

た
事
項
に

つ
い

て
は

、
こ
の
限

り
で

な
い

。
 

  

 



６ 

 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
         

  

    

(
ｱ)
 
監
査
委
員
会
の
職
務
を
補
助
す
べ
き
職
員
に
関
す
る
事
項
 

(
ｲ)
 
(
ｱ
)
の
職
員
の
会
長
、
副
会
長
及
び
理
事
か
ら
の
独
立
性
に
関
す
る
事

項
 

(
ｳ
)
 

会
長

、
副

会
長
及

び
理

事
並

び
に

職
員

が
監

査
委

員
会

に
報

告
を

す

る
た
め
の
体
制
そ
の
他
の
監
査
委
員
会
へ
の
報
告
に
関
す
る
体
制

 

(
ｴ
)
 

そ
の

他
監

査
委
員

会
の

監
査

が
実

効
的

に
行

わ
れ

る
こ

と
を

確
保

す

る
た
め
の
体
制

 

 
 

       

ハ
 

会
長

、
副

会
長
及

び
理

事
の

職
務

の
執

行
が

法
令

及
び
定
款

に
適

合
す

る

こ
と

を
確

保
す

る
た
め

の
体

制
そ

の
他

協
会

の
業

務
の

適
正

を
確

保
す

る
た

め
に
必
要
な
も

の
と
し

て
次

に
掲

げ
る
体
制

の
整

備
 

⑴
 

会
長
、
副
会
長
及

び
理

事
の

職
務
の
執

行
が

法
令

及
び
定
款
に
適
合
す

る
こ
と
を
確

保
す
る
た

め
の

体
制
 

⑵
 

会
長
、
副
会
長
及

び
理

事
の

職
務
の
執

行
に

係
る

情
報
の
保
存
及
び
管

理
に
関
す
る

体
制
 

⑶
 

損
失
の
危

険
の
管

理
に

関
す

る
体
制
 

⑷
 

会
長
、
副
会
長
及

び
理

事
の

職
務
の
執

行
が

効
率

的
に
行
わ
れ
る
こ
と

を
確
保
す
る

た
め
の
体

制
 

⑸
 

職
員

の
職

務
の

施
行

が
法

令
及

び
定

款
に

適
合

す
る

こ
と

を
確

保
す

る
た
め
の
体

制
 

⑹
 

協
会

及
び

そ
の

子
会

社
か

ら
成

る
集

団
に

お
け

る
業

務
の

適
正

を
確

保
す
る
た
め

の
体
制
 

⑺
 

経
営
委
員

会
の
事

務
局

に
関

す
る
体
制

 

ウ
 

本
協

会
の

業
務
の

適
正

を
確

保
す

る
た

め
に

必
要

な
も
の
と

し
て

次
に

掲

げ
る
体
制
の
整
備
 

(
ｱ
)
 

会
長

、
副

会
長
及

び
理

事
の

職
務
の
執

行
が

法
令

及
び
こ
の

定
款

に

適
合
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
 

(
ｲ
)
 

会
長

、
副

会
長
及

び
理

事
の

職
務
の
執

行
に

係
る

情
報
の
保

存
及

び

管
理
に
関
す
る
体
制
 

(
ｳ)
 

損
失
の
危
険
の
管
理
に
関
す
る
体
制
 

(
ｴ
)
 

会
長

、
副

会
長
及

び
理

事
の

職
務
の
執

行
が

効
率

的
に
行
わ

れ
る

こ

と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
 

(
ｵ
)
 

職
員

の
職

務
の
執

行
が

法
令

及
び
こ
の

定
款

に
適

合
す
る
こ

と
を

確

保
す
る
た
め
の
体
制
 

(
ｶ
)
 

本
協

会
及

び
そ
の

子
会

社
か

ら
成
る
集

団
に

お
け

る
業
務
の

適
正

を

確
保
す
る
た
め
の
体
制

 

(
ｷ)
 

経
営
委
員
会
の
事
務
局
に
関
す
る
体
制

 

    

ニ
 

収
支
予
算
、
事
業

計
画

及
び

資
金
計
画

 

ホ
 

第
３

８
条

第
１
項

の
業

務
報

告
書

及
び

第
４

０
条

第
１
項
に

規
定

す
る

財

務
諸
表
 

へ
 

放
送

局
の

設
置
計

画
並

び
に

放
送

局
の

開
設

、
休

止
及
び
廃

止
（

経
営

委

員
会
が
軽
微
と

認
め
た

も
の

を
除

く
。
）
 

ト
 

委
託

国
内

放
送
業

務
及

び
委

託
協

会
国

際
放

送
業

務
の
開
始

、
休

止
及

び

廃
止
 

チ
 

番
組
基
準
及
び
放

送
番

組
の

編
集
に
関

す
る

基
本

計
画
 

 

エ
 

収
支
予
算
、
事
業
計
画
及
び
資
金
計
画
 

オ
 

第
５

７
条

第
１
項

の
業

務
報

告
書

及
び

第
７

３
条

第
１
項
に

規
定

す
る

財

務
諸
表
 

カ
 

放
送

局
の

設
置
計

画
並

び
に

放
送

局
の

開
設

、
休

止
及
び
廃

止
（

経
営

委

員
会
が
軽
微
と
認
め
た
も
の
を
除
く
。
）
 

キ
 

委
託

国
内

放
送
業

務
及

び
委

託
協

会
国

際
放

送
業

務
の
開
始

、
休

止
及

び

廃
止
 

ク
 

第
４

７
条

第
１
項

に
規

定
す

る
国

内
番

組
基

準
及

び
第
４
８

条
第

３
項

に

規
定
す
る
国
際
番
組
基
準
並
び
に
放
送
番
組
の
編
集
に
関
す
る
基
本

計
画
 

(
1)
 

収
支

予
算

、
事
業

計
画

及
び

資
金
計
画

 

(
2)
 
収
支
決
算
 

 (
3)
 

放
送

局
の

設
置
計

画
並

び
に

放
送
局
の

開
設

、
休

止
及
び
廃

止
 

 (
4)
 

委
託

国
内

放
送
業

務
及

び
委

託
協
会
国

際
放

送
業

務
の
開
始

、
休
止

及
び

廃
止
 

(
5)

 
第

３
２

条
第

１
項

に
規

定
す

る
国

際
番

組
基

準
及

び
第

３
３

条
第

２
項

に
規

定
す

る
国

際
番
組

基
準

並
び

に
放

送
番

組
の

編
集

に
関

す
る

基
本

計

画
 

リ
 

定
款
の
変
更
 

ヌ
 

第
３
２
条
の
受
信

契
約

の
条

項
及
び
受

信
料

の
免

除
の
基
準

 

ル
 

放
送
債
券
の
発
行

及
び

借
入

金
の
借
入

れ
 

ヲ
 

土
地
の
信
託
 

ケ
 

定
款
の
変
更
 

コ
 

第
５
５
条
の
受
信
契
約
の
条
項
及
び
受
信
料
の
免
除
の
基
準
 

サ
 

放
送
債
券
の
発
行
及
び
借
入
金
の
借
入
れ
 

シ
 

土
地
の
信
託
 

(
6)
 

定
款

の
変

更
 

(
7)
 

受
信

契
約

の
条
項

及
び

受
信

料
の
免
除

の
基

準
 

(
8)
 

放
送

債
権

の
発
行

及
び

借
入

金
の
借
入

れ
 

(
9)
 

土
地

の
信

託
 

ワ
 

第
９
条
第
９
項
に

規
定

す
る

基
準

改
正
後
の
放
送
法
施
行
規
則
 

 
（
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
）
 

第
３

条
の

２
 

法
第

１
４

条
第

１
項

第
１

号
ロ

に
規

定
す

る
総

務
省

令
で

定
め

る
事

項

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。
 

一
 
監
査
委
員
会
の
職
務
を
補
助
す
べ
き
職
員
に
関
す
る
事
項
 

二
 
前
号
の
職
員
の
会
長
、
副
会
長
及
び
理
事
か
ら
の
独
立
に
関
す
る
事

項
 

 

三
 
会
長
、
副
会
長
及
び
理
事
並
び
に
職
員
が
監
査
委
員
会
に
報
告
す
る
た
め
の
体
制

そ
の
他
の
監
査
委
員
会
へ
の
報
告
に
関
す
る
体
制
 

四
 

そ
の

他
監

査
委

員
会

の
監

査
が

実
効

的
に

行
わ

れ
る

こ
と

を
確

保
す

る
た

め
の

体
制
 

 
ス
 

第
４
条
第
６
項
に
規
定
す
る
基
準
 

 

カ
 

第
９
条
の
２
第
２

項
及

び
第

９
条
の
３

第
１

項
に

規
定
す
る

基
準
 

セ
 

第
４
９
条
第
２
項
及
び
第
５
４
条
第
１
項

に
規
定
す
る
基
準

 
(
1
0
) 

第
３

６
条
の
２

第
１

項
に

規
定
す
る

基
準
 

 
 

(
11
) 

事
業

の
管
理
及

び
業

務
の

執
行
に
関

す
る

規
程
 

ヨ
 

第
１
０
条
第
１
項

に
規

定
す

る
基
準
及

び
方

法
 

タ
 

第
３

０
条

の
２
に

規
定

す
る

給
与

等
の

支
給

の
基

準
及
び
第

３
０

条
の

３

に
規
定
す
る
服

務
に
関

す
る

準
則
 

ソ
 

第
５
０
条
に
規
定
す
る
基
準
及
び
方
法

 

タ
 

第
９

条
に

規
定
す

る
給

与
等

の
支

給
の

基
準

及
び

第
１
０
条

に
規

定
す

る

服
務
に
関
す
る
準
則
 

 

レ
 

役
員

の
報

酬
、
退

職
金

及
び

交
際

費
（

い
か

な
る

名
目
に
よ

る
か

を
問

わ

ず
こ
れ
に
類
す
る
も
の

を
含

む
。
）
 

チ
 

役
員

の
報

酬
、
退

職
金

及
び

交
際

費
（

い
か

な
る

名
目
に
よ

る
か

を
問

わ

ず
、
こ
れ
に
類
す
る
も
の
を
含
む
。）

 

(
12
)
 

役
員

の
報

酬
、

退
職

金
及

び
交

際
費

（
い

か
な

る
名

目
に

よ
る

か
を

問

わ
ず

、
こ
れ

に
類
す
る

も
の

を
含

む
。
）
 

 



７ 

 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
ソ

 
収
支
予
算
に
基
づ

き
議

決
を

必
要
と
す

る
事

項
 

ツ
 

重
要
な
不
動
産
の

取
得

及
び

処
分
に
関

す
る

基
本

事
項
 

ネ
 

外
国

放
送

事
業
者

及
び

外
国

有
線

放
送

事
業

者
並

び
に
そ
れ

ら
の

団
体

と

の
協
力
に
関
す

る
基
本

事
項
 

ナ
 

第
９

条
第

８
項
の

総
務

大
臣

の
認

可
を

受
け

て
行

う
協
定
の

締
結

及
び

変

更
 

ラ
 

第
９
条
第
１
０
項

の
総

務
大

臣
の
認
可

を
受

け
て

行
う
業
務

 

ム
 

第
９
条
の
２
の
２

の
総

務
大

臣
の
認
可

を
受

け
て

行
う
出
資

 

ウ
 

第
４

７
条

第
１
項

の
総

務
大

臣
の

認
可

を
受

け
て

行
う
放
送

設
備

の
譲

渡

等
 

ヰ
 

情
報

公
開

及
び
個

人
情

報
保

護
に

係
る

審
議

を
行

う
た
め
協

会
が

設
置

す

る
組
織
の
委
員

の
委
嘱

 

ツ
 

収
支
予
算
に
基
づ
き
議
決
を
必
要
と
す
る
事
項
 

テ
 

重
要
な
不
動
産
の
取
得
及
び
処
分
に
関
す
る
基
本
事
項
 

ト
 

外
国

放
送

事
業
者

及
び

外
国

有
線

放
送

事
業

者
並

び
に
そ
れ

ら
の

団
体

と

の
協
力
に
関
す
る
基
本
事
項
 

ナ
 

第
４

条
第

５
項
の

総
務

大
臣

の
認

可
を

受
け

て
行

う
協
定
の

締
結

及
び

変

更
 

ニ
 

第
４
条
第
５
項
の
総
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
行
う
業
務
 

ヌ
 

第
５
条
の
総
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
行
う
出
資
 

ネ
 

放
送

法
第

４
７
条

第
１

項
の

総
務

大
臣

の
認

可
を

受
け
て
行

う
放

送
設

備

の
譲
渡
等
 

ノ
 

情
報

公
開

及
び
個

人
情

報
保

護
に

係
る

審
議

を
行

う
た
め
本

協
会

が
設

置

す
る
組
織
の
委
員
の
委
嘱
 

           

ノ
 

イ
か

ら
ヰ

ま
で
に

掲
げ

る
も

の
の

ほ
か

、
こ

れ
ら

に
類
す
る

も
の

と
し

て

他
経
営
委
員
会

が
認
め

た
事

項
 

ハ
 

ア
か

ら
ノ

ま
で
に

掲
げ

る
も

の
の

ほ
か

、
こ

れ
ら

に
類
す
る

も
の

と
し

て

経
営
委
員
会
が
認
め
た
事
項
 

(
13
) 

そ
の

他
経
営
委

員
会

が
特

に
必
要
と

認
め

た
事

項
 

 

 
二
 

役
員
の
職
務
の
執
行

の
監

督
 

２
 

経
営
委
員
会
は
、
そ

の
職
務

の
執
行
を

委
員

に
委

任
す
る
こ

と
が

で
き
な
い
。
 

 

⑵
 

役
員
の
職
務
の
執
行
の
監
督
 

２
 

経
営
委
員
会
は
、
そ
の
職
務
の
執
行
を
委
員
に
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

 

   

（
委
員
の
権
限
）
 

第
１

６
条

の
２

 
委
員

は
、

こ
の
法

律
又
は

こ
の

法
律
に

基
づ
く

命
令

に
別
段

の
定
め

が
あ

る
場

合
を

除
き
、

個
別

の
放
送

番
組
の

編
集

そ
の
他

の
協
会

の
業

務
を
執

行
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
。

 

２
 

委
員

は
、

個
別
の

放
送

番
組
の

編
集
に

つ
い

て
、
第

３
条
の

規
定

に
抵
触

す
る
行

為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。
 

 

 ３
 

委
員

は
、

放
送
法

又
は

放
送
法

に
基
づ

く
命

令
に
別

段
の
定

め
が

あ
る
場

合
を
除

き
、

個
別

の
放

送
番
組

の
編

集
そ
の

他
の
本

協
会

の
業
務

を
執
行

す
る

こ
と
が

で
き

な
い
。
 

４
 

委
員

は
、

個
別
の

放
送

番
組
の

編
集
に

つ
い

て
、
放

送
法
第

３
条

の
規
定

に
抵
触

す
る
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。
 

 

 

 第
１
４
条
 

３
 

経
営

委
員

会
は
、

第
１

項
に
規

定
す
る

権
限

の
適
正

な
行
使

に
資

す
る
た

め
、
総

務
省

令
の

定
め

る
と
こ

ろ
に

よ
り
、

第
３
２

条
第

１
項
の

規
定
に

よ
り

協
会
と

そ
の

放
送

の
受

信
に

つ
い
て

の
契

約
を
し

な
け
れ

ば
な

ら
な
い

者
の
意

見
を

聴
取
す

る
も

の
と
す
る
。
 

         

 
（
受
信
者
意
見
の
聴
取
）
 

第
１

４
条

 
経

営
委
員

会
は

、
前
条

第
１
項

に
規

定
す
る

権
限
の

適
正

な
行
使

に
資
す

る
た

め
、

放
送

法
第
３

２
条

第
１
項

の
定
め

る
と

こ
ろ
に

よ
り
本

協
会

と
そ
の

放
送

の
受
信
に
つ
い
て
の
契
約
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
者
の
意
見
を
聴
取
す
る

。
 

   ２
 

前
項

の
意

見
の
聴

取
は

、
次
に

掲
げ
る

と
こ

ろ
に
よ

り
会
合

を
開

催
し
、

経
営
委

員
会

事
務

局
が

そ
の
報

告
書

を
作
成

し
、
経

営
委

員
会
に

報
告
す

る
こ

と
に
よ

っ
て

行
う
。
 

 

⑴
 

会
合
は
全
国
各
地
方
で
、
年
６
回
以
上
行
う
。
 

⑵
 

会
合
に
は
、
少
な
く
と
も
１
人
の
経
営
委
員
会
の
委
員
の
ほ
か
、
会
長
、
副

会

長
又
は
理
事
が
出
席
す
る
。
 

⑶
 

会
合
に
お
い
て
は
、
経
営
委
員
会
の
委
員
が
本
協
会
の
基
本
方
針
そ
の
他

必
要

な
事
項
を
説
明
す
る
。

 

 

 

（
経
営
委
員
会
の
組
織
）
 

第
１
５
条
 

経
営
委
員
会
は

、
委

員
１
２
人

を
も

つ
て

組
織
す
る

。
 

 ２
 

経
営
委
員
会
に
委
員
長

１
人

を
置
き
、

委
員

の
互

選
に
よ
つ

て
こ

れ
を
定
め
る
。

３
 

委
員
長
は
、
委
員
会
の

会
務

を
総
理
す

る
。
 

４
 

経
営

委
員

会
は
、

あ
ら

か
じ
め

、
委
員

の
う

ち
か
ら

、
委
員

長
に

事
故
が

あ
る
場

合
に
委
員
長
の
職
務
を

代
行

す
る

者
を
定
め

て
置

か
な

け
れ
ば
な

ら
な

い
。
 

（
経
営
委
員
会
の
組
織
）
 

第
１

５
条

 
経

営
委
員

会
は

、
放
送

法
第
１

６
条

の
定
め

る
と
こ

ろ
に

よ
り
内

閣
総
理

大
臣
に
よ
っ
て
任
命
さ
れ
た

委
員
１
２
人
を
も
っ
て
組
織
す
る
。
 

２
 

経
営
委
員
会
に
委
員
長
１
人
を
置
き
、
委
員
の
互
選
に
よ
っ
て
こ
れ
を
定

め
る
。

３
 

委
員
長
は
、
経
営
委
員
会
の
会
務
を
総
理
す
る
。
 

４
 

経
営

委
員

会
は
、

あ
ら

か
じ
め

、
委
員

の
う

ち
か
ら

、
委
員

長
に

事
故
が

あ
る
場

合
に
委
員
長
の
職
務
を
代
行
す
る
者
を
定
め
て
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

（
経

営
委
員

会
の
組
織

）
 

第
１

２
条
 

経
営
委
員

会
は

、
委

員
１
２
人

を
も

っ
て

組
織
す
る

。
 

 ２
 

経
営
委

員
会
に
委

員
長

１
人

を
置
き
、

委
員

の
互

選
に
よ
っ

て
こ

れ
を

定
め
る
。

 

３
 

委
員
長

は
、
経
営

委
員

会
の

会
務
を
総

理
す

る
。
 

４
 

経
営

委
員

会
は
、

あ
ら

か
じ
め

、
委
員

の
う

ち
か
ら

、
委
員

長
に

事
故
が

あ
る
場

合
に

委
員
長

の
職
務
を

代
行

す
る

者
を
定
め

る
。
 

改
正
後
の
放
送
法
施
行

規
則
 

 
（
受
信
者
の
意
見
聴

取
）
 

第
３

条
の

３
 

法
第

１
４

条
第

３
項

の
規

定
に

よ
る

協
会

と
そ

の
放

送
の

受
信

に
つ

い

て
の
契
約
を
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
者
の
意
見
の
聴
取
は
、
次
ぎ
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に

よ
り
会
合
を
開
催

し
、
経
営
委
員
会
事
務
局
が
そ
の
報
告
書
を
作
成
し
、
経
営
委
員
会

に
報
告
す
る
こ
と

に
よ
つ
て
行
う
も
の
と
す
る
。
 

一
 
会
合
は
全
国

各
地
方
で
、
毎
年
６
回
以
上
行
う
こ
と
 

二
 
会
合
に
は
、
少
な
く
と
も
１
人
の
経
営
委
員
会
の
委
員
の
ほ
か
、
会
長
、
副
会
長

又
は
理
事
が
出

席
す
る
こ
と
。
 

三
 
会
合
に
お
い

て
は
、
経
営
委
員
会
の
委
員
が
協
会
の
基
本
方
針
そ
の
他
協
会
の
運

営
に
関
す
る
重

要
な
事
項
を
説
明
す
る
こ
と
 



８ 

 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
 

 
（

委
員

の
任

命
）
 

第
１

３
条

 
委

員
は
、

放
送

法
第
１

６
条
の

定
め

る
と
こ

ろ
に
よ

り
、

内
閣
総

理
大
臣

に
よ

っ
て
任

命
さ
れ
た

者
が

就
任

す
る
 

 

（
任
期
）
 

第
１

７
条

 
委

員
の
任

期
は

、
３
年

と
す
る

。
但

し
、
補

欠
の
委

員
は

、
前
任

者
の
残

任
期
間
在
任
す
る
。
 

（
委
員
の
任
期
）
 

第
１

６
条

 
委

員
の
任

期
は

、
３
年

と
す
る

。
た

だ
し
、

補
欠
の

委
員

は
、
前

任
者
の

残
任
期
間
在
任
す
る
。
 

（
委

員
の
任

期
）
 

第
１

４
条

 
委

員
の
任

期
は

、
３
年

と
す
る

。
た

だ
し
、

補
欠
の

委
員

は
、
前

任
者
の

残
任

期
間
在

任
す
る
。

 

２
 

委
員
は
、
再
任
さ
れ
る

こ
と

が
で
き
る

。
 

２
 

委
員
は
、
再
任
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

３
 

委
員

は
、

任
期
が

満
了

し
た
場

合
に
お

い
て

も
、
あ

ら
た
に

委
員

が
任
命

さ
れ
る

ま
で
は
、
第
１
項
の
規
定

に
か
か

わ
ら
ず
、

引
き

続
き

在
任
す
る

。
 

３
 

委
員

は
、

任
期
が

満
了

し
た
場

合
に
お

い
て

も
、
新

た
に
委

員
が

任
命
さ

れ
る
ま

で
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
引
き
続
き
在
任
す
る
。
 

２
 

委
員

は
、

任
期
が

満
了

し
た
場

合
に
お

い
て

も
、
新

た
に
委

員
が

任
命
さ

れ
る
ま

で
は

、
前
項

の
規
定
に

か
か

わ
ら

ず
、
引
き

続
き

在
任

す
る
。
 

（
罷
免
）
 

第
１

９
条

 
内

閣
総
理

大
臣

は
、
委

員
が
第

１
６

条
第
３

項
各
号

の
一

に
該
当

す
る
に

至
つ
た
と
き
は
、
こ
れ

を
罷

免
し

な
け
れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 第
２

０
条

 
内

閣
総
理

大
臣

は
、
委

員
が
心

身
の

故
障
の

た
め
職

務
の

執
行
が

で
き
な

い
と

認
め

る
と

き
、
又

は
委

員
に
職

務
上
の

義
務

違
反
そ

の
他
委

員
た

る
に
適

し
な

い
非

行
が

あ
る

と
認
め

る
と

き
は
、

両
議
院

の
同

意
を
得

て
、
こ

れ
を

罷
免
す

る
こ

と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合

に
お
い

て
各
議
院

は
、
そ

の
院

の
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

当
該
委
員
に
弁
明
の
機

会
を

与
え

な
け
れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

内
閣

総
理

大
臣
は

、
委

員
の
う

ち
５
人

以
上

が
同
一

の
政
党

に
属

す
る
こ

と
と
な

つ
た

と
き

は
、

同
一
の

政
党

に
属
す

る
者
が

４
人

に
な
る

よ
う
に

、
両

議
院
の

同
意

を
得
て
、
委
員
を
罷
免

す
る

も
の

と
す
る
。

 

 第
２

１
条

 
委

員
は
、

前
二

条
の
場

合
を
除

く
外

、
そ
の

意
に
反

し
て

罷
免
さ

れ
る
こ

と
が
な
い
。
 

 

（
委
員
の
罷
免
）
 

第
１
７
条
 

委
員
は
、
放
送
法
第
１
９
条
及
び
第
２
０
条
に
定
め
る
場
合
を
除
く
ほ
か

、

そ
の
意
に
反
し
て
罷
免
さ
れ
な
い
。
 

（
委

員
の
罷

免
）
 

第
１

５
条
 

委
員
は
、
放

送
法

第
１
９

条
及

び
第

２
０

条
に
定
め

る
場

合
を

除
く
ほ
か

、

そ
の

意
に
反

し
て
罷
免

さ
れ

な
い

。
 

 

（
委
員
の
兼
職
禁
止
）

 

第
２

２
条

 
常

勤
の
委

員
は

、
営
利

を
目
的

と
す

る
団
体

の
役
員

と
な

り
、
又

は
自
ら

営
利
事
業
に
従
事
し
て
は

な
ら
な

い
。
 

 

（
委
員
の
兼
職
禁
止
）

 

第
１

８
条

 
常

勤
の
委

員
は

、
営
利

を
目
的

と
す

る
団
体

の
役
員

と
な

り
、
又

は
自
ら

営
利
事
業
に
従
事
し
て
は
な
ら
な
い
。
 

（
委

員
の
報

酬
）
 

第
１

６
条

 
委

員
は
、

旅
費

そ
の
他

業
務
の

遂
行

に
伴
う

実
費
を

受
け

る
ほ
か

、
そ
の

勤
務

の
日
数

に
応
じ
相

当
の

報
酬

を
受
け
る

こ
と

が
で

き
る
。
 

 

（
経
営
委
員
会
の
運
営
）
 

第
２
２
条
の
２

 
経
営
委

員
会
は

、
委
員
長

が
招

集
す

る
。
 

 

（
経
営
委
員
会
の
運
営

）
 

第
１

９
条

 
経

営
委
員

会
は

、
委
員

長
が
招

集
す

る
。
委

員
長
は

、
経

営
委
員

会
を
、

原
則
と
し
て
１
箇
月
に
２
回
招
集
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
経

営
委
員

会
の
会
議

の
招

集
）
 

第
１

７
条
 

経
営
委
員

会
の

会
議

は
、
委
員

長
が

招
集

す
る
。
 

 

２
 

委
員

長
は

、
総
務

省
令

で
定
め

る
と
こ

ろ
に

よ
り
、

定
期
的

に
経

営
委
員

会
を
招

集
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

     

       

       

 
２

 
前

項
の
招

集
を
行

っ
た

と
き
は

、
委
員

長
は

、
直
ち

に
会
長

に
そ

の
旨
を

通
知
す

る
。
 

２
 

前
項

の
招

集
を
行

っ
た

と
き
は

、
委
員

長
は

、
直
ち

に
会
長

及
び

監
事

に
そ

の
旨

を
通

知
す
る

。
 

    

  ３
 

委
員

長
は

、
経
営

委
員

会
の
招

集
の
通

知
を

行
う
と

き
は
、

原
則

と
し
て

、
事
前

に
十

分
な

時
間

的
余
裕

を
も

っ
て
こ

れ
を
発

出
す

る
も
の

と
し
、

付
議

す
べ
き

事
項

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項
を
明
確
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
改
正
後
の
放
送
法
施
行

規
則
 

 
第
３
条
の
４
 
 

２
 
委
員
長
は
、
経

営
委
員
会
の
招
集
の
通
知
を
行
う
と
き
は
、
原
則
と
し
て
、
事
前
に

十
分
は
時
間
的
余

裕
を
も
つ
て
そ
れ
を
発
出
す
る
も
の
と
し
、
付
議
す
べ
き
事
項
そ
の

他
参
考
と
な
る
べ

き
事
項
を
明
確
に
す
る
も
の
と
す
る
。
 

改
正
後
の
放
送
法
施
行
規
則
 

 
（
経
営
委
員
会
の
招
集
）
 

第
３
条
の
４
 
委
員
長
は
、
経
営
委
員
会
を
、
原
則
と
し
て
、
１
月
に
２
回
召
集
す
る
も

の
と
す
る
。
 



９ 

 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
３

 
会

長
は
、

３
箇
月

に
１

回
以
上

、
自
己

の
職

務
の
執

行
の
状

況
並

び
に
第

１
２
条

の
苦

情
そ

の
他

の
意
見

及
び

そ
の
処

理
の
結

果
の

概
要
を

経
営
委

員
会

に
報
告

し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

４
 

会
長

は
、

３
箇
月

に
１

回
以
上

、
自
己

の
職

務
の
執

行
の
状

況
並

び
に
第

６
０
条

の
苦

情
そ

の
他

の
意
見

及
び

そ
の
処

理
の
結

果
の

概
要
を

経
営
委

員
会

に
報
告

し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

 

４
 

会
長

は
、

経
営
委

員
会

の
要
求

が
あ
つ

た
と

き
は
、

経
営
委

員
会

に
出
席

し
、
経

営
委
員
会
が
求
め
た
事
項

に
つ
い

て
説
明
を

し
な

け
れ

ば
な
ら
な

い
。
 

５
 

監
査

委
員

会
が
選

定
す

る
監
査

委
員
は

、
監

査
委
員

会
の
職

務
の

執
行
の

状
況
を

経
営
委
員
会
に
報
告
し
な

け
れ
ば

な
ら
な
い

。
 

 

５
 

会
長

は
、

経
営
委

員
会

の
要
求

が
あ
っ

た
と

き
は
、

経
営
委

員
会

に
出
席

し
、
経

営
委
員
会
が
求
め
た
事
項
に
つ
い
て
説
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

６
 

監
査

委
員

会
が
選

定
す

る
監
査

委
員
は

、
監

査
委
員

会
の
職

務
の

執
行
の

状
況
を

経
営
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

（
議
決
の
方
法
等
）
 

第
２

３
条

 
経

営
委
員

会
は

、
委
員

長
又
は

第
１

５
条
第

４
項
に

規
定

す
る
委

員
長
の

職
務

を
代

行
す

る
者
及

び
６

人
以
上

の
委
員

が
出

席
し
な

け
れ
ば

、
会

議
を
開

き
、

議
決
を
す
る
こ
と
が
で

き
な

い
。
 

２
 

経
営

委
員

会
の
議

事
は

、
別
に

規
定
す

る
も

の
の
外

、
出
席

委
員

の
過
半

数
を
も

つ
て
決
す
る
。
可
否
同

数
の

と
き

は
、
委
員

長
が

決
す

る
。
 

３
 

会
長
は
、
経
営
委
員
会

に
出

席
し
、
意

見
を

述
べ

る
こ
と
が

で
き

る
。
 

（
議
決

の
方
法
等
）
 

第
２

０
条

 
経

営
委
員

会
は

、
委
員

長
又
は

第
１

５
条

第
４

項
に

規
定

す
る
委

員
長
の

職
務

を
代

行
す

る
者
及

び
６

人
以
上

の
委
員

が
出

席
し
な

け
れ
ば

、
会

議
を
開

き
、

議
決
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

２
 

経
営

委
員

会
の
議

事
は

、
第
３

８
条

第
２

項
に

規
定

す
る
場

合
の

ほ
か
、

出
席
委

員
の
過
半
数
を
も
っ
て
決
す
る
。
可
否
同
数
の
と
き
は
、
委
員
長
が
決
す
る

。
 

３
 

会
長
は
、
経
営
委
員
会

に
出
席
し
、
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

（
経

営
委
員

会
の
議
決

の
方

法
等

）
 

第
１

８
条

 
経

営
委
員

会
は

、
委
員

長
又
は

第
１

２
条

第
４

項
に

規
定

す
る
委

員
長
の

職
務

を
代

行
す
る

者
及

び
６

人
以

上
の

委
員

が
出

席
し

な
け

れ
ば

、
会

議
を

開
き

、

議
決

を
す
る

こ
と
が
で

き
な

い
。
 

２
 

経
営

委
員

会
の
議

事
は

、
第
２

３
条

第
２

項
に

規
定

す
る
場

合
の

ほ
か
、

出
席
委

員
の

過
半
数

を
も
っ
て

決
す

る
。

可
否
同
数

の
と

き
は

、
委
員
長

が
決

す
る

。
 

３
 

会
長
及

び
監
事
は

、
第

１
項

の
会
議
に

出
席

し
、
意

見
を
述

べ
る

こ
と

が
で
き
る

。
 

 
（
諮
問
機
関
）
 

第
２

１
条

 
経

営
委
員

会
は

、
そ
の

職
務
の

執
行

に
関
し

諮
問
す

る
た

め
必
要

と
認
め

る
と

き
は

、
学

識
経
験

を
有

す
る
者

に
よ
っ

て
組

織
す
る

諮
問
機

関
を

置
く
こ

と
が

で
き
る
。
 

 

 

（
議
事
録
の
公
表
）
 

第
２

３
条

の
２

 
委
員

長
は

、
経
営

委
員
会

の
終

了
後
、

遅
滞
な

く
、

経
営
委

員
会
の

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ
り

、
そ

の
議
事

録
を
作

成
し

、
こ
れ

を
公
表

し
な

け
れ
ば

な
ら

な
い
。
 

 

（
議
事
録
の
公
表
）
 

第
２

２
条

 
委

員
長
は

、
経

営
委
員

会
の
終

了
後

、
遅
滞

な
く
、

経
営

委
員
会

の
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
議
事
録
を
作
成
し
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い

。

 

 

 
（
経
営
委
員
会
の
事
務
局
）
 

第
２

３
条

 
経

営
委
員

会
の

職
務
に

関
す
る

事
務

を
行
う

た
め
、

経
営

委
員
会

に
事
務

局
を
置
く
。
 

２
 

前
項
の
事
務
局
の
職
員
は
、
そ
の
事
務
に
つ
い
て
経
営
委
員
会
の
指
揮
を

受
け
る

。

 

 

 
第
２
４
条
 

こ
の
定
款
に
規
定
す
る
事
項
の
ほ
か
、
経
営
委
員
会
の
運
営
に
関
し
て
は

、

経
営
委
員
会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

 

 

  （
監
査
委
員
会
の
設
置
等

）
 

第
２
３
条
の
３

 
協
会
に

監
査
委

員
会
を
置

く
。
 

２
 

監
査
委
員
会
は
、
監

査
委
員

３
人
以
上

を
も

つ
て

組
織
す
る

。
 

３
 

監
査

委
員

は
、
経

営
委

員
会
の

委
員
の

中
か

ら
、
経

営
委
員

会
が

任
命
し

、
そ
の

う
ち
少
な
く
と
も
１
人
以

上
は
、

常
勤
と
し

な
け

れ
ば

な
ら
な
い

。
 

 

第
３
章
 
監
査
委
員
会

 

 

 
（
監
査
委
員
会
の
設
置
等
）
 

第
２
５
条
 

本
協
会
に
監
査
委
員
会
を
置
く
。
 

２
 

監
査
委
員
会
は
、
監
査
委
員
３
人
以
上
を
も
っ
て
組
織
す
る
。
 

３
 

監
査

委
員

は
、
経

営
委

員
会
の

委
員
の

中
か

ら
、
経

営
委
員

会
が

任
命
し

、
そ
の

う
ち
少
な
く
と
も
１
人
以
上
は
常
勤
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 

（
監
査
委
員
会
の
権
限
）
 

第
２
３
条
の
４

 
監
査
委

員
会
は

、
役
員
の

職
務

の
執

行
を
監
査

す
る

。
 

 

（
監
査
委
員
会
の
権
限
）
 

第
２
６
条
 

監
査
委
員
会
は
、
役
員
の
職
務
の
執
行
を
監
査
す
る
。
 

  

 

 



１０ 

 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
（

監
査
委
員
会
に
よ
る
調

査
）
 

第
２

３
条

の
５

 
監
査

委
員

会
が
選

定
す
る

監
査

委
員
は

、
い
つ

で
も

、
役
員

及
び
職

員
に

対
し

、
そ

の
職
務

の
執

行
に
関

す
る
事

項
の

報
告
を

求
め
、

又
は

協
会
の

業
務

及
び
財
産
の
状
況
の
調
査

を
す
る

こ
と
が
で

き
る

。
 

２
 

監
査

委
員

会
が
選

定
す

る
監
査

委
員
は

、
役

員
の
職

務
の
執

行
を

監
査
す

る
た
め

必
要

が
あ

る
と

き
は
、

協
会

の
子
会

社
に
対

し
て

事
業
の

報
告
を

求
め

、
又
は

そ
の

子
会
社
の
業
務
及
び
財
産

の
状
況

の
調
査
を

す
る

こ
と

が
で
き
る

。
 

３
 

前
項

の
子

会
社
は

、
正

当
な
理

由
が
あ

る
と

き
は
、

同
項
の

報
告

又
は
調

査
を
拒

む
こ
と
が
で
き
る
。
 

４
 

第
１

項
及

び
第
２

項
の

監
査
委

員
は
、

当
該

各
項
の

報
告
の

徴
収

又
は
調

査
に
関

す
る

事
項

に
つ

い
て
の

監
査

委
員
会

の
決
議

が
あ

る
と
き

は
、
こ

れ
に

従
わ
な

け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

 

（
監
査
委
員
会
に
よ
る
調
査
）
 

第
２

７
条

 
監

査
委
員

会
が

選
定
す

る
監
査

委
員

は
、
い

つ
で
も

、
役

員
及
び

職
員
に

対
し

、
そ

の
職

務
の
執

行
に

関
す
る

事
項
の

報
告

を
求
め

、
又
は

本
協

会
の
業

務
及

び
財
産
の
状
況
の
調
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 

監
査

委
員

会
が
選

定
す

る
監
査

委
員
は

、
役

員
の
職

務
の
執

行
を

監
査
す

る
た
め

必
要

が
あ

る
と

き
は
、

本
協

会
の
子

会
社
に

対
し

て
事
業

の
報
告

を
求

め
、
又

は
そ

の
子
会
社
の
業
務
及
び
財
産
の
状
況
の
調
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

３
 

前
二

項
の

監
査
委

員
は

、
当
該

各
項
の

報
告

の
徴
収

又
は
調

査
に

関
す
る

事
項
に

つ
い
て
の
監
査
委
員
会
の
決
議
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
に
従
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い

。

 

（
経
営
委
員
会
へ
の
報
告

義
務
）
 

第
２

３
条

の
６

 
監
査

委
員

は
、
役

員
が
不

正
の

行
為
を

し
、
若

し
く

は
当
該

行
為
を

す
る

お
そ

れ
が

あ
る
と

認
め

る
と
き

、
又
は

法
令

若
し
く

は
定
款

に
違

反
す
る

事
実

若
し

く
は

著
し

く
不
当

な
事

実
が
あ

る
と
認

め
る

と
き
は

、
遅
滞

な
く

、
そ
の

旨
を

経
営
委
員
会
に
報
告
し
な

け
れ
ば

な
ら
な
い

。
 

 

（
経
営
委
員
会
へ
の
報
告
義
務
）
 

第
２

８
条

 
監

査
委
員

は
、

役
員
が

不
正
の

行
為

を
し
、

若
し
く

は
当

該
行
為

を
す
る

お
そ

れ
が

あ
る

と
認
め

る
と

き
、
又

は
法
令

若
し

く
は
こ

の
定
款

に
違

反
す
る

事
実

若
し

く
は

著
し

く
不
当

な
事

実
が
あ

る
と
認

め
る

と
き
は

、
遅
滞

な
く

、
そ
の

旨
を

経
営
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

（
監
査
委
員
に
よ
る
役
員

の
行
為

の
差
止
め

）
 

第
２

３
条

の
７

 
監
査

委
員

は
、
役

員
が
協

会
の

目
的
の

範
囲
外

の
行

為
そ
の

他
法
令

若
し

く
は

定
款

に
違
反

す
る

行
為
を

し
、
又

は
こ

れ
ら
の

行
為
を

す
る

お
そ
れ

が
あ

る
場

合
に

お
い

て
、
当

該
行

為
に
よ

つ
て
協

会
に

著
し
い

損
害
が

生
ず

る
お
そ

れ
が

あ
る

と
き

は
、

当
該
役

員
に

対
し
、

当
該
行

為
を

や
め
る

こ
と
を

請
求

す
る
こ

と
が

で
き
る
。
 

 

（
監
査
委
員
に
よ
る
役
員
の
行
為
の
差
止
め
）
 

第
２

９
条

 
監

査
委
員

は
、

役
員
が

本
協
会

の
目

的
の
範

囲
外
の

行
為

そ
の
他

法
令
若

し
く

は
こ

の
定

款
に
違

反
す

る
行
為

を
し
、

又
は

こ
れ
ら

の
行
為

を
す

る
お
そ

れ
が

あ
る

場
合

に
お

い
て
、

当
該

行
為
に

よ
っ
て

本
協

会
に
著

し
い
損

害
が

生
じ
る

お
そ

れ
が

あ
る

と
き

は
、
当

該
役

員
に
対

し
、
当

該
行

為
を
や

め
る
こ

と
を

請
求
す

る
こ

と
が
で
き
る
。
 

 

 

 第
２

９
条

 
経

営
委
員

会
は

、
会
長

、
監
査

委
員

若
し
く

は
会
計

監
査

人
が
職

務
の
執

行
の

任
に

堪
え

な
い
と

認
め

る
と
き

、
又
は

会
長

、
監
査

委
員
若

し
く

は
会
計

監
査

人
に

職
務

上
の

義
務
違

反
そ

の
他
会

長
、
監

査
委

員
若
し

く
は
会

計
監

査
人

た
る

に

適
し
な
い
非
行
が
あ
る
と

認
め
る

と
き
は
、

こ
れ

を
罷

免
す
る
こ

と
が

で
き
る
。
 

 

（
監
査
委
員
の
罷
免
）

 

第
３

０
条

 
経

営
委
員

会
は

、
監
査

委
員
が

職
務

の
執
行

の
任
に

た
え

な
い
と

認
め
る

と
き

、
又

は
監

査
委
員

に
職

務
上
の

義
務
違

反
そ

の
他
監

査
委
員

た
る

に
適
し

な
い

非
行
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
れ
を
罷
免
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

 

（
監
査
委
員
会
の
招
集
）
 

第
２
３
条
の
８

 
監
査
委

員
会
は

、
各
監
査

委
員

が
招

集
す
る
。

 

 

（
監
査
委
員
会
の
招
集
）
 

第
３
１
条
 

監
査
委
員
会
の
会
議
は
、
各
監
査
委
員
が
招
集
す
る
。
 

 

（
監
査
委
員
会
の
議
決
の

方
法
等

）
 

第
２

３
条

の
９

 
監
査

委
員

会
は
、

過
半
数

の
監

査
委
員

が
出
席

し
な

け
れ
ば

、
会
議

を
開
き
、
議
決
を
す
る
こ

と
が
で

き
な
い
。

 

２
 

監
査
委
員
会
の
議
事

は
、
出

席
委
員
の

過
半

数
を

も
つ
て
決

す
る

。
 

３
 

役
員

は
、

監
査
委

員
会

の
要
求

が
あ
つ

た
と

き
は
、

監
査
委

員
会

に
出
席

し
、
監

査
委
員
会
が
求
め
た
事
項

に
つ
い

て
説
明
を

し
な

け
れ

ば
な
ら
な

い
。
 

 

（
監
査
委
員
会
の
議
決
の
方
法
等
）
 

第
３

２
条

 
監

査
委
員

会
は

、
過
半

数
の
監

査
委

員
が
出

席
し
な

け
れ

ば
、
会

議
を
開

き
、
議
決
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

２
 

監
査
委
員
会
の
議
事
は
、
出
席
委
員
の
過
半
数
を
も
っ
て
決
す
る
。
 

３
 

役
員

は
、

監
査
委

員
会

の
要
求

が
あ
っ

た
と

き
は
、

第
１
項

の
会

議
に
出

席
し
、

監
査
委
員
会
が
求
め
た
事
項
に
つ
い
て
説
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

 

 
（
監
査
委
員
会
の
事
務
局
）

 
 
 

第
３

３
条

 
監

査
委
員

会
の

職
務
に

関
す
る

事
務

を
行
う

た
め
、

監
査

委
員
会

に
事
務

局
を
置
く
。
 

２
 

前
項
の
事
務
局
の
職
員
は
、
そ
の
事
務
に
つ
い
て
監
査
委
員
会
の
指
揮
を

受
け
る

。

 

 

 



 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
第

２
３
条
の
９
 

４
 

こ
の

法
律

に
定
め

る
も

の
を
除

く
ほ
か

、
議

事
の
手

続
そ
の

他
監

査
委
員

会
の
運

営
に
関
し
必
要
な
事
項
は

、
監
査

委
員
会
が

定
め

る
。
 

 

 第
３
４
条
 

こ
の
定
款
に
規
定
す
る
事
項
の
ほ
か
、
監
査
委
員
会
の
運
営
に
関
し
て
は

、

監
査
委
員
会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

 

 

  （
役
員
）
 

第
２

４
条

 
協

会
に
、

役
員

と
し
て

、
経
営

委
員

会
の
委

員
の
ほ

か
、

会
長
１

人
、
副

会
長
１
人
及
び
理
事
７

人
以

上
１

０
人
以
内

を
置

く
。
 

第
４
章

 
役
員
及
び
理
事
会
 

 （
役
員
）
 

第
３

５
条

 
本

協
会

に
、

役
員

と
し

て
、
経

営
委

員
会
の

委
員
の

ほ
か

、
会
長

１
人
、

副
会
長
１
人
及
び
理
事
７
人
以
上
１
０
人
以
内

を
置
く
。
 

２
 

前
項
の
理
事
の
う
ち
、
会
長
の
指
名
す
る
若
干
人
を
専
務
理
事
と
す
る
。
 

  

 
第

３
章
 

役
員
及
び

理
事

会
 

 （
役

員
）
 

第
２

０
条

 
本

会
に
、

役
員

と
し
て

、
経
営

委
員

会
の
委

員
の
ほ

か
、

会
長
１

人
、
副

会
長

１
人
、

理
事
７
人

以
上

１
０

人
以
内
及

び
監

事
３

人
以
内
を

置
く

。
 

２
 

前
項
の

理
事
の
う

ち
、

会
長

の
指
名
す

る
若

干
人

を
専
務
理

事
と

す
る

。
 

（
会
長
等
）
 

第
２

６
条

 
会

長
は
、

協
会

を
代
表

し
、
経

営
委

員
会
の

定
め
る

と
こ

ろ
に
従

い
、
そ

の
業
務
を
総
理
す
る
。

 

２
 

副
会

長
は

、
会
長

の
定

め
る
と

こ
ろ
に

よ
り

、
協
会

を
代
表

し
、

会
長
を

補
佐
し

て
協

会
の

業
務

を
掌
理

し
、

会
長
に

事
故
が

あ
る

と
き
は

そ
の
職

務
を

代
行
し

、
会

長
が
欠
員
の
と
き
は
そ

の
職

務
を

行
う
。
 

３
 

理
事

は
、

会
長
の

定
め

る
と
こ

ろ
に
よ

り
、

協
会
を

代
表
し

、
会

長
及
び

副
会
長

を
補

佐
し

て
協

会
の
業

務
を

掌
理
し

、
会
長

及
び

副
会
長

に
事
故

が
あ

る
と
き

は
そ

の
職
務
を
代
行
し
、
会

長
及

び
副

会
長
が
欠

員
の

と
き

は
そ
の
職

務
を

行
う
。
 

 

（
会
長
等
の
職
務
）
 

第
３

６
条

 
会

長
は
、

本
協

会
を
代

表
し
、

経
営

委
員
会

の
定
め

る
と

こ
ろ
に

従
い
、

本
協
会
の
業
務
を
総
理
す
る
。
 

２
 

副
会

長
は

、
会
長

の
定

め
る
と

こ
ろ
に

よ
り

、
本
協

会
を
代

表
し

、
会
長

を
補
佐

し
て
本
協
会

の
業
務
を
掌
理
し
、
会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
そ
の
職
務
を
代

行
し

、

会
長
が
欠
員
の
と
き
は
そ
の
職
務
を
行
う
。
 

３
 

専
務

理
事

は
、
会

長
の

定
め
る

と
こ
ろ

に
よ

り
、
本

協
会

を
代

表
し

、
会

長
及
び

副
会

長
を

補
佐

し
て
本

協
会

の
業
務

を
掌
理

し
、

会
長
及

び
副
会

長
に

事
故
が

あ
る

と
き

は
会

長
の

職
務
を

代
行

し
、
会

長
及
び

副
会

長
が
欠

員
の
と

き
は

会
長
の

職
務

を
行
う
。
 

（
会

長
等
の

職
務
）
 

第
２

１
条

 
会

長
は

、
本

会
を

代
表

し
、
経

営
委

員
会
の

定
め
る

と
こ

ろ
に
従

い
、
本

会
の

業
務
を

総
理
す
る

。
 

２
 

副
会

長
は

、
会
長

の
定

め
る
と

こ
ろ
に

よ
り

、
本
会

を
代
表

し
、

会
長
を

補
佐
し

て
本

会
の

業
務
を

掌
理

し
、

会
長

に
事

故
が

あ
る

と
き

は
そ

の
職

務
を

代
行

し
、

会

長
が

欠
員
の

と
き
は
そ

の
職

務
を

行
う
。
 

３
 

専
務

理
事

は
、
会

長
の

定
め
る

と
こ
ろ

に
よ

り
、
本

会
を
代

表
し

、
会
長

及
び
副

会
長

を
補

佐
し
て

本
会

の
業

務
を

掌
理

し
、

会
長

及
び

副
会

長
に

事
故

が
あ

る
と

き

は
会

長
の

職
務
を

代
行

し
、

会
長

及
び

副
会

長
が

欠
員

の
と

き
は

会
長

の
職

務
を

行

う
。
 

    

４
 

専
務
理
事
以
外
の
理
事
は
、
会
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
本
協
会
を

代
表
し

、

会
長

及
び

副
会

長
を
補

佐
し

て
本
協

会
の
業

務
を

分
掌
し

、
会
長

、
副

会
長
及

び
専

務
理

事
に

事
故

が
あ
る

と
き

は
会
長

の
職
務

を
代

行
し
、

会
長
、

副
会

長
及
び

専
務

理
事
が
欠
員
の
と
き
は
会
長
の
職
務
を
行
う
。
 

４
 

専
務

理
事

以
外
の

理
事

は
、
会

長
の
定

め
る

と
こ
ろ

に
よ
り

、
会

長
及
び

副
会
長

を
補

佐
し

て
本
会

の
業

務
を

分
掌

し
、

会
長

、
副

会
長

及
び

専
務

理
事

に
事

故
が

あ

る
と

き
は

会
長
の

職
務

を
代

行
し

、
会

長
、

副
会

長
及

び
専

務
理

事
が

欠
員

の
と

き

は
会

長
の
職

務
を
行
う

。
 

４
 

会
長

、
副

会
長
及

び
理

事
は
、

協
会
に

著
し

い
損
害

を
及
ぼ

す
お

そ
れ
の

あ
る
事

実
を

発
見

し
た

と
き
は

、
直

ち
に
、

当
該
事

実
を

監
査
委

員
に
報

告
し

な
け
れ

ば
な

ら
な
い
。
 

 

５
 

会
長

、
副

会
長
及

び
理

事
は
、

本
協
会

に
著

し
い
損

害
を
及

ぼ
す

お
そ
れ

の
あ
る

事
実

を
発

見
し

た
と
き

は
、

直
ち
に

、
当
該

事
実

を
監
査

委
員
に

報
告

し
な
け

れ
ば

な
ら
な
い
。
 

 

 

     

 
第

２
２

条
 

監
事
は
、

会
長

、
副

会
長
及
び

理
事

の
行

う
業
務
を

監
査

す
る

。
 

２
 

監
事

は
、

そ
の
職

務
を

行
う
た

め
必
要

が
あ

る
と
き

は
、
そ

の
総

株
主
の

議
決
権

（
株

主
総

会
に
お

い
て

決
議

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

項
の

全
部

に
つ

き
議

決
権

を

行
使

す
る

こ
と
が

で
き

な
い

株
式

に
つ

い
て

の
議

決
権

を
除

き
、

会
社

法
（

平
成

１

７
年

法
律

第
８
６

号
）

第
８

７
９

条
第

３
項

の
規

定
に

よ
り

議
決

権
を

有
す

る
も

の

と
み

な
さ
れ

る
株
式
に

つ
い

て
の

議
決
権
を

含
む

。
次

項
に
お
い

て
同

じ
。
）
の

過
半

数
を

本
会
が

有
す
る
株

式
会

社
（

以
下
「
子

会
社

」
と

い
う
。
）
に

対
し

、
営

業
の
報

告
を

求
め
る

こ
と
が
で

き
る

。
 

３
 

他
の

株
式

会
社
の

総
株

主
の
議

決
権
の

過
半

数
を
本

会
及
び

子
会

社
又
は

子
会
社

が
有

す
る

と
き
は

、
こ

の
定

款
の

規
定

の
適

用
に

つ
い

て
は

、
そ

の
株

式
会

社
は

、

子
会

社
と
み

な
す
。
 

４
 

監
事

は
、

第
２
項

の
規

定
に
よ

り
報
告

を
求

め
た
場

合
に
お

い
て

、
子
会

社
が
遅

滞
な

く
報

告
を
行

わ
な

い
と

き
、

又
は

そ
の

報
告

の
真

否
を

確
か

め
る

た
め

必
要

が

あ
る

と
き

は
、
報

告
を

求
め

た
事

項
に

関
し

、
子

会
社

の
業

務
及

び
財

産
の

状
況

を

調
査

す
る
こ

と
が
で
き

る
。
 

５
 

監
事
は

、
第
１
項

の
規

定
に

よ
る
監
査

の
結

果
を

経
営
委
員

会
に

報
告

す
る
。
 

６
 

第
１

項
の

規
定
に

よ
る

監
査
の

結
果
に

基
づ

い
て
本

会
の
業

務
に

関
し
改

善
を
必

要
と

す
る

事
項
が

あ
る

と
認

め
る

と
き

は
、

監
事

は
、

経
営

委
員

会
に

意
見

を
提

出

し
、

又
は
会

長
に
意
見

を
述

べ
る

こ
と
が
で

き
る

。
 

 

１１ 



１２ 

 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
 

（
民
法
等
の
準
用
）
 

第
３
１
条
 

民
法
第
４
４
条
（

法
人
の

不
法
行

為
能

力
等

）、
第
５
０
条
（
法
人
の
住
所
）
、

第
５
４
条
（
理
事
の
代

表
権

の
制

限
）
、
第
５

６
条
（
仮

理
事
）
及

び
第
５
７
条
（
利

益
 
相
反
行
為
）
並
び
に
非
訟
事
件
手
続
法
（
明
治
３
１
年
法
律
第
１
４
号
）
第
３
５

条
第
１
項
（
仮
理
事
等
の

選
任
の

管
轄
）
の

規
定

は
、

協
会
に
準

用
す
る
。
 

 

 
（
利
益
相
反
行
為
）

 

第
３

７
条

 
本

協
会
と

会
長

、
副
会

長
又
は

理
事

と
の
利

益
が
相

反
す

る
事
項

に
つ
い

て
は
、
会
長
、
副
会
長
又
は
理
事
は
、
代
表
権
を
有
し
な
い
。
 

 

 第
２
７
条
 

会
長
は
、
経
営

委
員

会
が
任
命

す
る

。
 

２
 

前
項

の
任

命
に
当

つ
て

は
、
経

営
委
員

会
は

、
委
員

９
人
以

上
の

多
数
に

よ
る
議

決
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。
 

３
 

副
会
長
及
び
理
事
は
、

経
営

委
員
会
の

同
意

を
得

て
、
会
長

が
任

命
す
る
。
 

（
会
長
等
の
任
命
）
 

第
３
８
条
 

会
長
は
、
経
営
委
員
会
が
任
命
す
る
。
 

２
 

前
項

の
任

命
に
当

た
っ

て
は
、

経
営
委

員
会

は
、
委

員
９
人

以
上

の
多
数

に
よ
る

議
決
に
よ
る
。
 

３
 

副
会
長
及
び
理
事
は
、
経
営
委
員
会
の
同
意
を
得
て
、
会
長
が
任
命
す
る
。
 

（
会

長
等
の

任
命
）
 

第
２

３
条
 

会
長
は
、

経
営

委
員

会
が
任
命

す
る

。
 

２
 

前
項

の
任

命
に
当

た
っ

て
は
、

経
営
委

員
会

は
、
委

員
９
人

以
上

の
多
数

に
よ
る

議
決

に
よ
る

。
 

３
 

副
会
長

及
び
理
事

は
、

経
営

委
員
会
の

同
意

を
得

て
、
会
長

が
任

命
す

る
。
 

 
 

４
 

監
事
は

、
経
営
委

員
会

が
任

命
す
る
。

 

４
 

会
長

、
副

会
長
及

び
理

事
の
任

命
に
つ

い
て

は
、
第

１
６
条

第
３

項
の
規

定
を
準

用
す

る
。

こ
の

場
合
に

お
い

て
、
同

項
第
６

号
中

「
放
送

事
業
者

（
受

託
放
送

事
業

者
を
除
く
。）
、
電
気
通
信

役
務

利
用

放
送
事
業

者
、
第

５
２

条
の
６
の

２
第
２
項
（
電

気
通
信
役
務
利
用
放
送
法

第
１
５

条
に
お
い

て
準

用
す

る
場
合
を

含
む
。
）
に
規
定
す

る
有

料
放

送
管

理
事
業

者
、

第
５
２

条
の
３

１
に

規
定
す

る
認
定

放
送

持
株
会

社
若

し
く
は
新
聞
社
」
と
あ
る

の
は
「

新
聞
社
」

と
、「

１
０
分

の
１
以

上
を

有
す
る
者
」

と
あ

る
の

は
「

１
０
分

の
１

以
上
を

有
す
る

者
（

任
命
の

日
以
前

１
年

間
に
お

い
て

こ
れ
ら
に
該
当
し
た
者
を

含
む
。）

」
と

、
同
項

第
７

号
中
「

役
員

」
と

あ
る
の
は
「
役

員
（

任
命

の
日

以
前
１

年
間

に
お
い

て
こ
れ

ら
に

該
当
し

た
者
を

含
む
。
）
」
と

そ
れ

ぞ
れ
読
み
替
え
る
も
の
と

す
る
。
 

 

４
 

次
の

各
号

の
い
ず

れ
か

に
該
当

す
る
者

は
、

会
長
、

副
会
長

及
び

理
事

と
な

る
こ

と
が
で
き
な
い
。
 

⑴
 

禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
た
者
 

⑵
 

国
家
公
務
員
と
し
て
懲
戒
免
職
の
処
分
を
受
け
、
当
該
処
分
の
日
か
ら

２
年
を

経
過
し
な
い
者
 

⑶
 

国
家
公
務
員
（
審
議
会
、
協
議
会
等
の
委
員
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
地
位

に
あ

る
者
で
あ
っ
て
、
非
常
勤
の
者
を
除
く
。
）
 

⑷
 

政
党

の
役

員
（

任
命

の
日

以
前

１
年

間
に

お
い

て
こ

れ
に

該
当

し
た

者
を

含

む
。
）
 

⑸
 

放
送

用
の

送
信

機
若

し
く

は
放

送
受

信
用

の
受

信
機

の
製

造
業

者
若

し
く

は

販
売
業
者
又
は
こ
れ
ら
の
者
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
そ
の
役
員
（
い
か
な
る

名
称

で
あ
っ
て
も
こ
れ
と
同
等
以
上
の
職
権
若
し
く
は
支
配
力
を
有
す
る
者
を
含

む
。

以
下

こ
の

条
に
お

い
て

同
じ

。
）
若

し
く

は
そ

の
法

人
の

議
決

権
の

１
０

分
の

１

以
上
を
有
す
る
者
（
任
命
の
日
以
前
１
年
間
に
お
い
て
こ
れ
ら
に
該
当
し
た

者
を

含
む
。）

 

⑹
 

新
聞
社
、
通
信
社
そ
の
他
ニ
ュ
ー
ス
若
し
く
は
情
報
の
頒
布
を
業
と
す
る

事
業

者
又
は
こ
れ
ら
の
事
業
者
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
そ
の
役
員
、
職
員
若
し
く

は
そ

の
法
人
の
議
決
権
の
１
０
分
の
１
以
上
を
有
す
る
者
（
任
命
の
日
以
前
１
年

間
に

お
い
て
こ
れ
ら
に
該
当
し
た
者
を
含
む
。
）
 

⑺
 

前
二
号
に
掲
げ
る
事
業
者
の
団
体
の
役
員
（
任
命
の
日
以
前
１
年
間
に
お

い
て

こ
れ
ら
に
該
当
し
た
者
を
含
む
。
）
 

 

５
 

次
の

各
号

の
い
ず

れ
か

に
該
当

す
る
者

は
、

会
長
、

副
会
長

、
理

事
及
び

監
事

と

な
る

こ
と
が

で
き
な
い

。
 

⑴
 

禁
錮
以

上
の
刑
に

処
せ

ら
れ

た
者
 

⑵
 

国
家
公

務
員
と
し

て
懲

戒
免

職
の
処
分

を
受

け
、
当
該

処
分

の
日

か
ら

２
年
を

経
過

し
な
い

者
 

⑶
 

国
家
公

務
員
（
審

議
会

、
協

議
会
等
の

委
員

そ
の

他
こ
れ
に

準
ず

る
地

位
に
あ

る
者

で
あ
っ

て
、
非
常

勤
の

者
を

除
く
。
）
 

⑷
 

政
党

の
役

員
（

任
命

の
日

以
前

１
年

間
に

お
い

て
こ

れ
に

該
当

し
た

者
を

含

む
。
）
 

⑸
 

放
送

用
の

送
信

機
若

し
く

は
放

送
受

信
用

の
受

信
機

の
製

造
業

者
若

し
く

は

販
売

業
者
又

は
こ
れ
ら

の
者

が
法

人
で
あ
る

と
き

は
そ

の
役
員
（

い
か
な

る
名
称

で
あ

っ
て
も

こ
れ
と
同

等
以

上
の

職
権
若
し

く
は

支
配

力
を
有
す

る
者

を
含

む
。

以
下

こ
の

条
に

お
い
て

同
じ

。
）
若

し
く

は
そ

の
法

人
の

議
決
権
の

１
０

分
の

１

以
上

を
有
す

る
者
（
任

命
の

日
以

前
１
年
間

に
お

い
て

こ
れ
ら
に

該
当

し
た

者
を

含
む

。）
 

⑹
 

新
聞
社

、
通

信
社

そ
の

他
ニ

ュ
ー
ス
若

し
く

は
情

報
の
頒
布

を
業

と
す

る
事
業

者
又

は
こ

れ
ら

の
事

業
者

が
法

人
で

あ
る

と
き

は
そ

の
役

員
若

し
く

は
職

員
若

し
く

は
そ
の

法
人
の
議

決
権

の
１

０
分
の
１

以
上

を
有

す
る
者
（

任
命
の

日
以
前

１
年

間
に
お

い
て
こ
れ

ら
に

該
当

し
た
者
を

含
む
。
）
 

⑺
 

前
２
号

に
掲
げ
る

事
業

者
の

団
体
の
役

員
（
任

命
の
日

以
前

１
年

間
に

お
い
て

こ
れ

ら
に
該

当
し
た
者

を
含

む
。
）
 

 

 第
２
８
条
 

会
長
及
び
副
会

長
の

任
期
は
３

年
、

理
事

の
任
期
は

２
年

と
す
る
。
 

 ２
 

会
長
、
副
会
長
及
び
理

事
は

、
再
任
さ

れ
る

こ
と

が
で
き
る

。
 

３
 

会
長

は
、

任
期
が

満
了

し
た
場

合
に
お

い
て

も
、
新

た
に
会

長
が

任
命
さ

れ
る
ま

で
は
、
第
１
項
の
規
定

に
か

か
わ

ら
ず
、
引

き
続

き
在

任
す
る
。

 

 

（
会
長
等
の
任
期
）
 

第
３
９
条
 

会
長
及
び
副
会
長
の
任
期
は
３
年
、
理
事

の
任
期
は
２
年
と
す
る
。
 

 ２
 

会
長
、
副
会
長
及
び
理
事
は
、
再
任
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

３
 

会
長

は
、

任
期
が

満
了

し
た
場

合
に
お

い
て

も
、
新

た
に
会

長
が

任
命
さ

れ
る
ま

で
は
、
第
１
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
引
き
続
き
在
任
す
る
。
 

 

（
会

長
等
の

任
期
）
 

第
２

４
条

 
会

長
及
び

副
会

長
の
任

期
は
３

年
、

理
事
及

び
監
事

の
任

期
は
２

年
と
す

る
。
 

２
 

会
長
、

副
会
長
、

理
事

及
び

監
事
は
、

再
任

さ
れ

る
こ
と
が

で
き

る
。
 

３
 

会
長

は
、

任
期
が

満
了

し
た
場

合
に
お

い
て

も
、
新

た
に
会

長
が

任
命
さ

れ
る
ま

で
は

、
第
１

項
の
規
定

に
か

か
わ

ら
ず
、
引

き
続

き
在

任
す
る
。

 

 

 第
２

８
条

の
２

 
経
営

委
員

会
又
は

会
長
は

、
そ

れ
ぞ
れ

第
２
７

条
第

１
項
か

ら
第
３

項
ま

で
の

規
定

に
よ
り

任
命

し
た
役

員
が
同

条
第

４
項

に
お

い
て

準
用

す
る
第

１
６

条
第

３
項

各
号

の
い
ず

れ
か

に
該
当

す
る
に

至
つ

た
と
き

は
、
当

該
役

員
が
同

項
第

６
号

の
事

業
者

又
は
そ

の
団

体
の
う

ち
協
会

が
そ

の
構
成

員
で
あ

る
も

の
の
役

員
と

な
つ

た
こ

と
に

よ
り
同

項
第

６
号
又

は
第
７

号
に

該
当
す

る
に
至

つ
た

場
合
を

除
く

ほ
か
、
こ
れ
を
罷
免
し

な
け

れ
ば

な
ら
な
い

。
 

 

（
会
長
等
の
罷
免
）
 

第
４

０
条

 
経

営
委
員

会
又

は
会
長

は
、
そ

れ
ぞ

れ
第
３

８
条

第
１

項
か

ら
第

３
項

ま

で
の

規
定

に
よ

り
任
命

し
た

役
員
が

、
同
条

第
４

項
各
号

の
い
ず

れ
か

に
該
当

す
る

に
至

っ
た

と
き

は
、
当

該
役

員
が
同

項
第
６

号
の

事
業
者

又
は
そ

の
団

体
の
う

ち
本

協
会

が
そ

の
構

成
員
で

あ
る

も
の
の

役
員
と

な
っ

た
こ
と

に
よ
り

同
項

第
６
号

又
は

第
７
号
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
場
合
を
除
く
ほ
か
、
こ
れ
を
罷
免
す
る
。
 

（
会

長
等
の

罷
免
）
 

第
２

５
条

 
経

営
委
員

会
又

は
会
長

は
、
そ

れ
ぞ

れ
第
２

３
条

第
１

項
か

ら
第

４
項

ま

で
の

規
定

に
よ
り

任
命

し
た

役
員

が
、

同
条

第
５

項
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る

に
至

っ
た

と
き
は

、
当

該
役

員
が

同
項

第
６

号
の

事
業

者
又

は
そ

の
団

体
の

う
ち

本

会
が

そ
の

構
成
員

で
あ

る
も

の
の

役
員

と
な

っ
た

こ
と

に
よ

り
同

項
第

６
号

又
は

第

７
号

に
該
当

す
る
に
至

っ
た

場
合

を
除
く
ほ

か
、

こ
れ

を
罷
免
す

る
。
 

 

 



１３ 

 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
第

２
９

条
 
経

営
委
員

会
は

、
会
長

、
監
査

委
員

若
し
く

は
会
計

監
査

人
が
職

務
の
執

行
の

任
に

堪
え

な
い
と

認
め

る
と
き

、
又
は

会
長

、
監
査

委
員
若

し
く

は
会
計

監
査

人
に

職
務

上
の

義
務
違

反
そ

の
他
会

長
、
監

査
委

員
若
し

く
は
会

計
監

査
人

た
る

に

適
し
な
い
非
行
が
あ
る
と

認
め
る

と
き
は
、

こ
れ

を
罷

免
す
る
こ

と
が

で
き
る
。
 

２
 

会
長
は
、
副
会
長
若
し

く
は

理
事
が
職

務
執

行
の

任
に
た
え

な
い

と
認
め
る
と
き
、

又
は

副
会

長
若

し
く
は

理
事

に
職
務

上
の
義

務
違

反
そ
の

他
副
会

長
若

し
く
は

理
事

た
る

に
適

し
な

い
非
行

が
あ

る
と
認

め
る
と

き
は

、
経
営

委
員
会

の
同

意
を
得

て
、

こ
れ
を
罷
免
す
る
こ
と
が

で
き
る

。
 

 

第
４
１
条
 

経
営
委
員
会
は
、
会
長

が
職
務
の
執
行
の
任
に
た
え
な
い
と
認
め
る
と
き

、

又
は

会
長

に
職

務
上
の

義
務

違
反
そ

の
他
会

長
た

る
に
適

し
な
い

非
行

が
あ
る

と
認

め
る
と
き
は
、
こ
れ
を
罷
免
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 ２
 

会
長
は
、
副
会
長
若
し
く
は
理
事
が
職
務
執
行
の
任
に
た
え
な
い
と
認
め

る
と
き

、

又
は

副
会

長
若

し
く
は

理
事

に
職
務

上
の
義

務
違

反
そ
の

他
副
会

長
若

し
く
は

理
事

た
る

に
適

し
な

い
非
行

が
あ

る
と
認

め
る
と

き
は

、
経
営

委
員
会

の
同

意
を
得

て
、

こ
れ
を
罷
免
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

第
２

６
条

 
経

営
委
員

会
は

、
会
長

若
し
く

は
監

事
が
職

務
の
執

行
の

任
に
た

え
な
い

と
認

め
る

と
き
、

又
は

会
長

若
し

く
は

監
事

に
職

務
上

の
義

務
違

反
そ

の
他

会
長

若

し
く

は
監

事
た
る

に
適

し
な

い
非

行
が

あ
る

と
認

め
る

と
き

は
、

こ
れ

を
罷

免
す

る

こ
と

が
で
き

る
。
 

２
 

会
長
は

、
副

会
長

若
し

く
は

理
事
が
職

務
執

行
の

任
に
た
え

な
い

と
認

め
る
と
き

、

又
は

副
会

長
若
し

く
は

理
事

に
職

務
上

の
義

務
違

反
そ

の
他

副
会

長
若

し
く

は
理

事

た
る

に
適

し
な
い

非
行

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、
経

営
委

員
会

の
同

意
を

得
て

、

こ
れ

を
罷
免

す
る
こ
と

が
で

き
る

。
 

 

（
会
長
等
の
兼
職
禁
止
）
 

第
３
０
条
 

会
長
、
副
会

長
及
び

理
事
は
、
営
利

を
目
的

と
す
る

団
体

の
役
員
と
な
り
、

又
は
自
ら
営
利
事
業
に

従
事

し
て

は
な
ら
な

い
。
 

２
 

会
長
、

副
会
長
及

び
理

事
は

、
放
送
事

業
（

受
託

放
送
事
業

を
除

く
。
）
、

電
気
通

信
役

務
利

用
放

送
事
業

及
び

第
５
２

条
の
６

の
２

第
１
項

（
電
気

通
信

役
務
利

用
放

送
法
第
１
５
条
に
お
い
て

準
用
す

る
場
合
を

含
む
。
）
に
規

定
す
る

有
料
放
送
管
理
業

務
を

行
う

事
業

に
投
資

し
、

又
は
第

５
２
条

の
３

１
に
規

定
す
る

認
定

放
送
持

株
会

社
の
株
式
を
保
有
し
て

は
な

ら
な

い
。
 

 

（
会
長
等
の
兼
職
制
限
）
 

第
４
２
条
 

会
長
、
副
会
長
及
び
理
事
は
、
営
利
を
目
的
と
す
る
団
体
の
役
員

と
な
り

、

又
は
自
ら
営
利
事
業
に
従
事
し
て
は
な
ら
な
い
。
 

２
 

会
長
、

副
会
長
及

び
理

事
は

、
放
送
事

業
（

受
託

放
送
事
業

を
除

く
。
）
、

電
気

通

信
役

務
利

用
放

送
事
業

及
び

有
料
放

送
管
理

業
務

を
行
う

事
業

に
投

資
し

、
又

は
認

定
放
送
持
株
会
社
の
株
式
を
保
有
し

て
は
な
ら
な
い
。
 

（
会

長
等
の

兼
職
制
限

）
 

第
２

７
条
 

会
長
、
副

会
長

及
び

理
事
は
、
営

利
を
目

的
と
す
る

団
体

の
役

員
と
な
り

、

又
は

自
ら
営

利
事
業
に

従
事

し
て

は
な
ら
な

い
。
 

２
 

会
長
、
副

会
長
及

び
理

事
は

、
放
送
事

業
（

受
託

放
送
事
業

を
除

く
。
）
及
び
、
電

気
通

信
役
務

利
用
放
送

事
業

に
投

資
し
て
は

な
ら

な
い

。
 

 

（
理
事
会
）
 

第
２
５
条
 

会
長
、
副
会
長

及
び

理
事
を
も

つ
て

理
事

会
を
構
成

す
る

。
 

２
 

理
事

会
は

、
定
款

の
定

め
る
と

こ
ろ
に

よ
り

、
協
会

の
重
要

業
務

の
執
行

に
つ
い

て
審
議
す
る
。
 

（
理
事
会
）
 

第
４
３
条
 

会
長
、
副
会
長
及
び
理
事
を
も
っ
て
理
事
会
を
構
成
す
る
。
 

２
 

理
事

会
は

、
次
の

事
項

を
審
議

す
る
。

た
だ

し
、
定

例
に
属

す
る

事
項
及

び
会
長

が
軽
微
と
認
め
た
事
項
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

⑴
 

第
１
３
条
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
経
営
委
員
会
が
議
決
す
る

事
項
 

⑵
 

第
６
６
条

第
２
項
の
規
定
に
よ
り
経
営
委
員
会
の
同
意
を
得
る
事
項
（

第
６
７

条
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
 

⑶
 

理
事
会
の
運
営
に
関
す
る
規
程
 

⑷
 

そ
の
他
会
長
が
特
に
必
要
と
認
め
た
事
項
 

 

（
理

事
会
）
 

第
２

８
条
 

会
長
、
副

会
長

及
び

理
事
を
も

っ
て

理
事

会
を
構
成

す
る

。
 

２
 

理
事

会
は

、
次
の

事
項

を
審
議

す
る
。

た
だ

し
、
定

例
に
属

す
る

事
項
及

び
会
長

が
軽

微
と
認

め
た
事
項

に
つ

い
て

は
、
こ
の

限
り

で
な

い
。
 

⑴
 

第
１
１

条
の
規
定

に
よ

り
経

営
委
員
会

の
議

決
を

経
る
事
項

 

⑵
 

第
４
５

条
第
２
項

の
規

定
に

よ
り
経
営

委
員

会
の

同
意
を
得

る
事

項
（

第
４

６

条
第

２
項
に

お
い
て
準

用
す

る
場

合
を
含
む

。
）
 

⑶
 

理
事
会

の
運
営
に

関
す

る
規

程
 

⑷
 

そ
の
他

会
長
が
特

に
必

要
と

認
め
た
事

項
 

  

第
４
４
条
 

理
事
会
は
、
会
長
が
招
集
す
る
。
 

第
２

９
条
 

理
事
会
は

、
会

長
が

招
集
す
る

。
 

 

  

第
４

５
条

 
こ

の
定
款

に
規

定
す
る

事
項
の

ほ
か

、
理
事

会
の
運

営
に

関
し
て

は
、
会

長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

 

第
３

０
条

 
こ

の
定
款

に
規

定
す
る

事
項
の

ほ
か

、
理
事

会
の
運

営
に

関
し
て

は
、
会

長
の

定
め
る

と
こ
ろ
に

よ
る

。
 

 

  （
放
送
番
組
の
編
集
等
）
 

第
４

４
条

 
協

会
は
、

国
内

放
送
の

放
送
番

組
の

編
集
及

び
放
送

又
は

受
託
国

内
放
送

の
放

送
番

組
の

編
集
及

び
放

送
の
委

託
に
当

た
つ

て
は
、

第
３
条

の
２

第
１
項

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る
ほ

か
、

次
の
各

号
の
定

め
る

と
こ
ろ

に
よ
ら

な
け

れ
ば
な

ら
な

い
。
 

第
５
章

 
業
務
の
執
行
 

 （
国
内
放
送
等
の
放
送
番
組
の
編
集
等
）
 

第
４

６
条

 
本

協
会

は
、

国
内

放
送

の
放
送

番
組

の
編
集

及
び
放

送
又

は
受
託

国
内
放

送
の

放
送

番
組

の
編
集

及
び

放
送
の

委
託
に

当
た

っ
て
は

、
次
の

各
号

の
定
め

る
と

こ
ろ
に
よ
る
。
 

 

第
４

章
 
業

務
の
執
行

 

 （
国

内
放
送

等
の
放
送

番
組

の
編

集
等
）
 

第
３

１
条

 
本

会
は
、

国
内

放
送
の

放
送
番

組
の

編
集
及

び
放
送

又
は

受
託
国

内
放
送

の
放

送
番

組
の
編

集
及

び
放

送
の

委
託

に
当

た
っ

て
は

、
次

の
各

号
の

定
め

る
と

こ

ろ
に

よ
る
。
 

 

一
 

豊
か
で
、
か
つ
、
良
い

放
送
番

組
を
放

送
し

又
は

委
託
し
て

放
送
さ
せ
る
こ
と

に
よ

つ
て

公
衆

の
要

望
を

満
た

す
と

と
も

に
文

化
水

準
の

向
上

に
寄

与
す

る
よ

う
に
、

大
の
努
力
を

払
う

こ
と

。
 

二
 

全
国
向
け
の
放
送

番
組

の
ほ

か
、
地
方

向
け

の
放

送
番
組
を

有
す

る
よ
う
に
す

る
こ
と
。
 

三
 

我
が

国
の

過
去

の
優

れ
た

文
化

の
保

存
並

び
に

新
た

な
文

化
の

育
成

及
び

普

及
に
役
立
つ
よ
う
に
す

る
こ

と
。
 

２
 

協
会
は
、
公
衆
の
要
望

を
知

る
た
め
、
定

期
的

に
、
科

学
的

な
世

論
調
査
を
行
い
、

且
つ
、
そ
の
結
果
を
公
表

し
な
け

れ
ば
な
ら

な
い

。
 

⑴
 

豊
か
で
、
か
つ
、
良
い
放
送
番
組
を
放
送
し
又
は
委
託
し
て
放
送
さ
せ
る

こ
と

に
よ

っ
て

公
衆

の
要

望
を

満
た

す
と

と
も

に
文

化
水

準
の

向
上

に
寄

与
す

る
よ

う
に
、

大
の
努
力
を
払
う
こ
と
。
 

⑵
 

全
国
向
け
の
放
送
番
組
の
ほ
か
、
地
方
向
け
の
放
送
番
組
を
有
す
る
よ

う
に
す

る
こ
と
。
 

⑶
 

我
が

国
の

過
去

の
優

れ
た

文
化

の
保

存
並

び
に

新
た

な
文

化
の

育
成

及
び

普

及
に
役
立
つ
よ
う
に
す
る
こ
と
。
 

２
 

本
協

会
は

、
公
衆

の
要

望
を
知

る
た
め

、
定

期
的
に

、
科
学

的
な

世
論
調

査
を
行

い
、
か
つ
、
そ
の
結
果
を
公
表
す
る
。
 

⑴
 

豊
か
で

、
か
つ
、
良

い
放
送

番
組
を
放

送
し

又
は

委
託
し
て

放
送

さ
せ

る
こ
と

に
よ

っ
て

公
衆

の
要

望
を

満
た

す
と

と
も

に
文

化
水

準
の

向
上

に
寄

与
す

る
よ

う
に

、
大

の
努
力
を

払
う

こ
と

。
 

⑵
 

全
国
向

け
の
放
送

番
組

の
ほ

か
、
地
方

向
け

の
放

送
番
組
を

有
す

る
よ

う
に
す

る
こ

と
。
 

⑶
 

我
が

国
の

過
去

の
優

れ
た

文
化

の
保

存
並

び
に

新
た

な
文

化
の

育
成

及
び

普

及
に

役
立
つ

よ
う
に
す

る
こ

と
。
 

２
 

本
会
は

、
公
衆
の

要
望

を
知

る
た
め
、
定

期
的
に

、
科
学
的

な
世

論
調

査
を
行
い

、

か
つ

、
そ
の

結
果
を
公

表
す

る
。
 

 
 

 

 



 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
３

 
第

３
条
の

２
第
２

項
の

規
定
は

、
協
会

の
中

波
放
送

及
び
超

短
波

放
送
の

放
送
番

組
の
編
集
に
つ
い
て
準

用
す

る
。
 

 

 
 

（
番
組
基
準
）
 

第
３
条
の
３
 

放
送
事
業
者

は
、

放
送
番
組

の
種

別
及

び
放
送
の

対
象

と
す
る
者
に
応

じ
て
放
送
番
組
の
編
集

の
基

準
（
以

下
「
番

組
基

準
」
と

い
う
。）

を
定

め
、
こ
れ
に

従
つ
て
放
送
番
組
の
編

集
を

し
な

け
れ
ば
な

ら
な

い
。
 

（
国
内
番
組
基
準
）
 

第
４

７
条

 
本

協
会

は
、

国
内

放
送

及
び
受

託
国

内
放
送

（
以
下

「
国

内
放
送

等
」
と

い
う
。）

の
放
送
番
組
の
種
別
及
び
放
送
の
対
象
と
す
る
者
に
応
じ
て
国
内
放
送

等
の

放
送
番
組
の
編
集
の
基
準
（
以
下
「
国
内
番
組
基
準
」
と
い
う
。）

を
定
め
、
こ

れ
に

従
っ
て
国
内
放
送
等
の
放
送
番
組
の
編
集
を
行
う
。
 

（
国

内
番
組

基
準
）
 

第
３

２
条

 
本

会
は
、

国
内

放
送
及

び
受
託

国
内

放
送
（

以
下
「

国
内

放
送
等

」
と
い

う
。）

の
放
送

番
組
の
種

別
及

び
放

送
の
対
象

と
す

る
者

に
応
じ
て

国
内

放
送

等
の
放

送
番

組
の
編

集
の
基
準
（

以
下
「
国

内
番
組

基
準

」
と

い
う
。
）
を

定
め

、
こ

れ
に
従

っ
て

国
内
放

送
等
の
放

送
番

組
の

編
集
を
行

う
。
 

２
 

放
送

事
業

者
は
、

国
内

放
送
に

つ
い
て

前
項

の
規
定

に
よ
り

番
組

基
準
を

定
め
た

場
合

に
は

、
総

務
省
令

で
定

め
る
と

こ
ろ
に

よ
り

、
こ
れ

を
公
表

し
な

け
れ
ば

な
ら

な
い
。
こ
れ
を
変
更
し

た
場

合
も

、
同
様
と

す
る

。
 

 

２
 

本
協

会
は

、
前
項

の
規

定
に
よ

り
国
内

番
組

基
準
を

定
め
、

又
は

変
更
し

た
場
合

に
は
、
こ
れ
を
公
表
す
る
。
 

２
 

本
会

は
、

前
項
の

規
定

に
よ
り

国
内
番

組
基

準
を
定

め
、
又

は
変

更
し
た

場
合
に

は
、

こ
れ
を

公
表
す
る

。
 

 

 第
４
４
条
 

４
 

協
会
は
、
邦
人
向
け
国

際
放

送
の
放
送

番
組

の
編

集
及
び
放

送
若

し
く
は
邦
人
向

け
受
託
協
会
国
際
放
送

（
受

託
協

会
国
際
放

送
の

う
ち

、
邦
人
向

け
の
放
送
番
組
を

放
送
す
る
も
の
を
い
う

。）
の

放
送

番
組
の
編

集
及

び
放

送
の
委
託

又
は
外
国
放
送
事

業
者
若
し
く
は
外
国
有

線
放

送
事

業
者
に
提

供
す

る
邦

人
向
け
の

放
送
番
組
の
編
集

に
当
た
つ
て
は
、
海
外

同
胞

向
け

の
適
切
な

報
道

番
組

及
び
娯
楽

番
組
を
有
す
る
よ

う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い

。
 

（
国
際
放
送
等
の
放
送
番
組
の
編
集
等
）
 

第
４

８
条

 
本

協
会
は

、
邦

人
向
け

国
際
放

送
の

放
送
番

組
の
編

集
及

び
放
送

若
し
く

は
邦

人
向

け
受

託
協
会

国
際

放
送
（

受
託
協

会
国

際
放
送

の
う
ち

、
邦

人
向
け

の
放

送
番
組
を
放
送
す
る
も
の
を
い
う
。）

の
放
送
番
組
の
編
集
及
び
放
送
の
委
託

又
は
外

国
放

送
事

業
者

若
し
く

は
外

国
有
線

放
送
事

業
者

に
提
供

す
る
邦

人
向

け
の
放

送
番

組
の

編
集

に
当

た
っ
て

は
、

海
外
同

胞
向
け

の
適

切
な
報

道
番
組

及
び

娯
楽
番

組
を

有
す
る
よ
う
に
す
る
。

 

（
国

際
放
送

等
の
放
送

番
組

の
編

集
等
）
 

第
３

３
条
 

     

５
 

協
会
は
、
外
国
人
向
け

国
際

放
送
の
放

送
番

組
の

編
集
及
び

放
送

若
し
く
は
外
国

人
向
け
受
託
協
会
国
際

放
送

（
受

託
協
会
国

際
放

送
の

う
ち
、
外

国
人
向
け
の
放
送

番
組
を
放
送
す
る
も
の

を
い

う
。）

の
放
送
番

組
の

編
集

及
び
放
送

の
委
託
又
は
外
国

放
送
事
業
者
若
し
く
は
外

国
有
線

放
送
事
業

者
に

提
供

す
る
外
国

人
向

け
の

放
送
番

組
の
編
集
に
当
た
つ
て
は

、
我
が

国
の
文
化

、
産

業
そ

の
他
の
事

情
を

紹
介
し
て
我

が
国
に
対
す
る
正
し
い
認

識
を
培

い
、
及
び

普
及

す
る

こ
と
等
に

よ
つ

て
国
際
親
善

の
増

進
及

び
外

国
と

の
経

済
交

流
の

発
展

に
資

す
る

よ
う

に
し

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。
 

 

２
 

本
協

会
は

、
外
国

人
向

け
国
際

放
送
の

放
送

番
組
の

編
集
及

び
放

送
若
し

く
は
外

国
人

向
け

受
託

協
会
国

際
放

送
（
受

託
協
会

国
際

放
送
の

う
ち
、

外
国

人
向
け

の
放

送
番
組
を
放
送
す
る
も
の
を
い
う
。）

の
放
送
番
組
の
編
集
及
び
放
送
の
委
託

又
は
外

国
放

送
事

業
者

若
し
く

は
外

国
有
線

放
送
事

業
者

に
提
供

す
る
外

国
人

向
け

放
送

番

組
の

編
集

に
当

た
っ
て

は
、

我
が
国

の
文
化

、
産

業
そ
の

他
の
事

情
を

紹
介
し

て
我

が
国

に
対

す
る

正
し
い

認
識

を
培
い

、
及
び

普
及

す
る
こ

と
等
に

よ
っ

て
国
際

親
善

の
増
進
及
び
外
国
と
の
経
済
交
流
の
発
展
に
資
す
る
よ
う
に
す
る

。
 

 

 
本

会
は

、
国

際
放
送

の
放

送
番
組

の
編
集

及
び

放
送
若

し
く
は

受
託

協
会
国

際
放

送
の

放
送

番
組

の
編
集

及
び

放
送
の

委
託
又

は
外

国
放
送

事
業
者

若
し

く
は
外

国
有

線
放

送
事

業
者

に
提
供

す
る

放
送
番

組
の
編

集
に

当
た
っ

て
は
、

我
が

国
の
文

化
、

産
業

そ
の

他
の

事
情
を

紹
介

し
て
我

が
国
に

対
す

る
正
し

い
認
識

を
培

い
、
及

び
普

及
す

る
こ

と
等

に
よ
っ

て
国

際
親
善

の
増
進

及
び

外
国
と

の
経
済

交
流

の
発
展

に
資

す
る

と
と
も

に
、
海
外

同
胞

に
適

切
な
慰
安

を
与

え
る

よ
う
に
す

る
。
 

  

第
１
１
条
 

２
 

委
託

国
内

放
送
業

務
を

行
う
場

合
に
お

け
る

協
会
に

つ
い
て

第
３

条
の
２

、
第
３

条
の

３
第

２
項

及
び
第

６
条

の
２
の

規
定
を

適
用

す
る
場

合
に
お

い
て

は
、
第

３
条

の
２

及
び

第
３

条
の
３

第
２

項
中
「

国
内
放

送
」

と
あ
る

の
は
「

受
託

国
内
放

送
」

と
、

第
３

条
の

２
第
３

項
中

「
放
送

に
」
と

あ
る

の
は
「

放
送
の

委
託

に
」
と

、
第

６
条

の
２

中
「

国
内
放

送
を

行
う
」

と
あ
る

の
は

「
受
託

国
内
放

送
を

委
託
し

て
行

わ
せ
る
」
と
、「

を
す
る

」
と

あ
る

の
は
「
を

委
託

し
て

行
わ
せ
る

」
と

読
み
替
え
る

も
の
と
す
る
。
 

 

 ３
 

前
条

第
１

項
の
規

定
は

、
本
協

会
の
国

際
放

送
及
び

受
託
協

会
国

際
放
送

（
以
下

「
国
際
放
送
等
」
と
い
う
。）

の
放
送
番
組
の
編
集
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場

合

に
お
い
て
、
同
項
中
「
国
内
番
組
基
準
」
と
あ
る
の
は
、「

国
際
番
組
基
準
」
と

読
み

替
え
る
。
 

 

 ２
 

前
条
第

１
項
の
規

定
は

、
本
会

の
国
際
放

送
及

び
受

託
協
会
国

際
放

送
（
以

下
「

国

際
放

送
等
」
と

い
う

。）
の

放
送
番

組
の
編
集

に
つ

い
て

準
用
す
る

。
こ

の
場

合
に
お

い
て

、
同
項

中
「

国
内

番
組

基
準

」
と
あ
る

の
は
、「

国
際

番
組
基

準
」
と
読

み
替
え

る
。
 

 

（
外
国
人
向
け
委
託
協
会

国
際
放

送
業
務
の

方
法

）
 

第
９

条
の

２
 

協
会
は

、
テ

レ
ビ
ジ

ョ
ン
放

送
に

よ
る
外

国
人
向

け
委

託
協
会

国
際
放

送
業

務
を

円
滑

に
遂
行

す
る

た
め
、

収
支
予

算
、

事
業
計

画
及
び

資
金

計
画
で

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、
次

に
掲

げ
る
業

務
を
行

う
こ

と
を
主

た
る
目

的
と

す
る
会

社
を

一
に

限
り

子
会

社
（
協

会
が

そ
の
総

株
主
の

議
決

権
の
過

半
数
を

有
す

る
株
式

会
社

そ
の

他
の

協
会

が
そ
の

経
営

を
支
配

し
て
い

る
法

人
と
し

て
総
務

省
令

で
定
め

る
も

の
を
い
う
。
以
下
こ
の

章
及

び
第

５
８
条
第

２
項

に
お

い
て
同
じ

。）
と
し
て
保
有
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

（
外
国
人
向
け
委
託
協
会
国
際
放
送
業
務
の
方
法
）
 

第
４

９
条

 
本

協
会
は

、
テ

レ
ビ
ジ

ョ
ン
放

送
に

よ
る
外

国
人
向

け
委

託
協
会

国
際
放

送
業

務
を

円
滑

に
遂
行

す
る

た
め
、

収
支
予

算
、

事
業
計

画
及
び

資
金

計
画
で

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、
次

に
掲

げ
る
業

務
を
行

う
こ

と
を
主

た
る
目

的
と

す
る
会

社
を

一
に
限
り
子
会
社
と
し
て
保
有
す
る
。
 

 

一
 

協
会

の
委

託
を
受

け
て

テ
レ
ビ

ジ
ョ
ン

放
送

に
よ
る

外
国
人

向
け

放
送
番

組
を

制
作
す
る
こ
と
。
 

⑴
 

本
協

会
の

委
託

を
受

け
て

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

放
送

に
よ

る
外

国
人

向
け

放
送

番

組
を
制
作
す
る
こ
と
。

 

 

 

１４ 



 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
二

 
協

会
の
委

託
を
受

け
て

テ
レ
ビ

ジ
ョ
ン

放
送

に
よ
る

外
国
人

向
け

放
送
番

組
を

電
波

法
の

規
定

に
よ
り

受
託

協
会
国

際
放
送

を
す

る
無
線

局
の
免

許
を

受
け
た

者

又
は

受
託

協
会

国
際
放

送
を

す
る
外

国
の
無

線
局

を
運
用

す
る
者

に
委

託
し
て

放

送
さ
せ
る
こ
と
。
 

２
 

協
会

は
、

テ
レ
ビ

ジ
ョ

ン
放
送

に
よ
る

外
国

人
向
け

委
託
国

際
放

送
業
務

を
行
う

に
当

た
つ

て
は

、
当
該

業
務

を
円
滑

に
遂
行

で
き

る
よ
う

に
す
る

た
め

に
協
会

が
定

め
る

基
準

に
従

い
、
当

該
業

務
の
一

部
を
前

項
に

規
定
す

る
子
会

社
に

委
託
し

な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
 

⑵
 

本
協

会
の

委
託

を
受

け
て

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

放
送

に
よ

る
外

国
人

向
け

放
送

番

組
を

電
波

法
の

規
定

に
よ

り
受

託
協

会
国

際
放

送
を

す
る

無
線

局
の

免
許

を
受

け
た

者
又

は
受

託
協

会
国

際
放

送
を

す
る

外
国

の
無

線
局

を
運

用
す

る
者

に
委

託
し
て
放
送
さ
せ
る
こ
と
。
 

２
 

本
協

会
は

、
テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン
放

送
に
よ

る
外

国
人
向

け
委
託

協
会

国
際
放

送
業
務

を
行

う
に

当
た

っ
て
は

、
当

該
業
務

を
円
滑

に
遂

行
で
き

る
よ
う

に
す

る
た
め

に
定

め
る
基
準
に
従
い
、
当
該
業
務
の
一
部
を
前
項
に
規
定
す
る
子
会
社
に
委
託

す
る
。

  

 

３
 

協
会

は
、

前
項
の

基
準

を
定
め

た
と
き

は
、

遅
滞
な

く
、
そ

の
基

準
を
総

務
大
臣

に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

こ
れ
を
変

更
し

た
と

き
も
、
同

様
と

す
る
。
 

 

３
 

本
協
会
は
、
前
項
の
基
準
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
た
と
き
は
、
遅
滞

な
く

、

そ
の
基
準
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
る
。
 

 

第
１

０
条

 
協

会
は
、

第
９

条
第
７

項
の
規

定
に

よ
る
テ

レ
ビ
ジ

ョ
ン

放
送
に

よ
る
外

国
人

向
け

委
託

協
会
国

際
放

送
業
務

（
第
９

条
の

２
第
２

項
の
規

定
に

よ
る
子

会
社

へ
の
放
送
番
組
の
制
作
の

委
託
を

含
む
。）

を
行

う
に
当

た
り
、
当

該
業
務
を
実
施
す

る
た

め
特

に
必

要
が
あ

る
と

認
め
る

と
き
は

、
一

般
放
送

事
業
者

（
受

託
放
送

事
業

者
を
除
く
。
第
３
項
に

お
い

て
同

じ
。
）
に
対

し
、
協

会
が
定

め
る

基
準
及
び
方
法
に

従
つ

て
、

放
送

番
組
の

編
集

上
必
要

な
資
料

の
提

供
そ
の

他
必
要

な
協

力
を
求

め
る

こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 

協
会

は
、

前
項
に

規
定

す
る
基

準
及
び

方
法

を
定
め

、
又
は

こ
れ

ら
を
変

更
し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、
第

４
４

条
の
２

第
１
項

に
規

定
す
る

国
際
放

送
番

組
審
議

会
に

諮
問
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

第
５

０
条

 
本

協
会
は

、
第

４
条
第

４
項
の

規
定

に
よ
る

テ
レ
ビ

ジ
ョ

ン
放
送

に
よ
る

外
国

人
向

け
委

託
協
会

国
際

放
送
業

務
（
前

条
第

２
項
の

規
定
に

よ
る

子
会
社

へ
の

放
送
番
組
の
制
作
の
委
託
を
含
む
。）

を
行
う
に
当
た
り
、
当
該
業
務
を
実
施
す

る
た

め
特

に
必

要
が

あ
る
と

き
は

、
一
般

放
送
事

業
者

（
受
託

放
送
事

業
者

を
除
く

。
第

３
項
に
お
い
て
同
じ
。）

に
対
し
、
別
途
定
め
る
基
準
及
び
方
法
に
従
っ
て
、
放
送

番

組
の
編
集
上
必
要
な
資
料
の
提
供
そ
の
他
必
要
な
協
力
を
求
め
る
。
 

 ２
 

本
協

会
は

、
前
項

に
規

定
す
る

基
準
及

び
方

法
を
定

め
、
又

は
こ

れ
を
変

更
し
よ

う
と
す
る
と
き
は
、
第
６
７
条
に
規
定
す
る
国
際
放
送
番
組
審
議
会
に
諮
問

す
る
。

 

 

３
 

前
項

の
国

際
放
送

番
組

審
議
会

は
、
同

項
の

規
定
に

よ
り
諮

問
を

受
け
た

場
合
に

は
、
一
般
放
送
事
業
者
の

意
見
を

聴
か
な
け

れ
ば

な
ら

な
い
。
 

４
 

協
会

は
、

第
１
項

に
規

定
す
る

基
準
及

び
方

法
を
定

め
た
と

き
は

、
遅
滞

な
く
、

そ
の

基
準

及
び

方
法
を

総
務

大
臣
に

届
け
出

な
け

れ
ば
な

ら
な
い

。
こ

れ
ら
を

変
更

し
た
場
合
も
、
同
様
と
す

る
。
 

 

３
 

前
項

の
国

際
放
送

番
組

審
議
会

は
、
同

項
の

規
定
に

よ
り
諮

問
を

受
け
た

場
合
に

は
、
一
般
放
送
事
業
者
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

４
 

本
協

会
は

、
第
１

項
に

規
定
す

る
基
準

及
び

方
法
を

定
め
、

又
は

変
更
し

た
場
合

に
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
基
準
及
び
方
法
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
る
。
 

 

 

（
広
告
放
送
等
の
禁
止
）
 

第
４
６
条
 

協
会
は
、
他
人

の
営

業
に
関
す

る
広

告
の

放
送
を
し

て
は

な
ら
な
い
。
 

２
 

前
項

の
規

定
は
、

放
送

番
組
編

集
上
必

要
で

あ
つ
て

、
且
つ

、
他

人
の
営

業
に
関

す
る

広
告

の
た

め
に
す

る
も

の
で
な

い
と
認

め
ら

れ
る
場

合
に
お

い
て

、
著
作

者
又

は
営
業
者
の
氏
名
又
は

名
称

等
を

放
送
す
る

こ
と

を
妨

げ
る
も
の

で
は

な
い
。
 

３
 

前
２

項
の

規
定
は

、
協

会
が
委

託
国
内

放
送

業
務
又

は
委
託

協
会

国
際
放

送
業
務

を
行

う
場

合
に

準
用
す

る
。

こ
の
場

合
に
お

い
て

、
第
１

項
中
「

放
送

」
と
あ

る
の

は
「

放
送

の
委

託
」
と

、
前

項
中
「

名
称
等

を
放

送
す
る

」
と
あ

る
の

は
「
名

称
等

の
放
送
を
委
託
し
て
行

わ
せ

る
」

と
読
み
替

え
る

も
の

と
す
る
。

 

 

（
広
告
放
送
等
の
排
除
）
 

第
５

１
条

 
本

協
会

は
、

放
送

法
第

４
６
条

の
定

め
る
と

こ
ろ
に

よ
り

、
他
人

の
営
業

に
関
す
る
広
告
の
放
送
又
は
放
送
の
委
託
を
し
な
い
。
 

（
広

告
放
送

等
の
排
除

）
 

第
３

４
条

 
本

会
は
、

放
送

法
第
４

６
条
の

定
め

る
と
こ

ろ
に
よ

り
、

他
人
の

営
業
に

関
す

る
広
告

の
放
送
又

は
放

送
の

委
託
を
し

な
い

。
 

 

第
９
条
 

６
 

協
会

は
、

第
１
項

第
３

号
の
業

務
を
行

う
に

つ
い
て

、
放
送

に
関

係
を
有

す
る
者

そ
の

他
学

識
経

験
を
有

す
る

者
か
ら

意
見
の

申
出

が
あ
つ

た
場
合

に
お

い
て
、

そ
の

内
容

が
放

送
及

び
そ
の

受
信

の
進
歩

発
達
に

寄
与

す
る
も

の
で
あ

り
、

か
つ
、

同
項

及
び

第
２

項
の

業
務
の

遂
行

に
支
障

を
生
じ

な
い

も
の
で

あ
る
と

き
は

、
こ
れ

を
尊

重
す

る
も

の
と

し
、
同

号
の

業
務
に

よ
る
成

果
は

、
で
き

る
限
り

一
般

の
利
用

に
供

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

 

（
調
査
研
究
の
成
果
等
）
 

第
５

２
条

 
本

協
会
は

、
第

４
条
第

１
項
第

３
号

の
規
定

に
よ
る

業
務

を
行
う

に
つ
い

て
、

放
送

に
関

係
を
有

す
る

者
そ
の

他
学
識

経
験

を
有
す

る
者
か

ら
意

見
の
申

出
が

あ
っ

た
場

合
に

お
い
て

、
そ

の
内
容

が
放
送

及
び

そ
の
受

信
の
進

歩
発

達
に
寄

与
す

る
も

の
で

あ
り

、
か
つ

、
同

項
及
び

第
２
項

の
業

務
の
遂

行
に
支

障
を

生
じ
な

い
も

の
で
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
尊
重
す
る
。
 

 

（
調

査
研
究

の
成
果
）

 

第
３

５
条
 
 

     

 
２

 
本

協
会

は
、

第
４

条
第

１
項
第

３
号
の

規
定

に
よ
る

調
査
研

究
の

成
果
を

、
で
き

る
限
り
一
般
の
利
用
に
供
す
る
。
 

本
会

は
、

第
４
条

第
１

項
第

３
号

の
規

定
に

よ
る

調
査

研
究

の
成

果
を

、
で

き
る

限
り

一
般
の

利
用
に
供

す
る

。
 

 

１５ 



 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
第

９
条
 

４
 

協
会

は
、

前
３
項

の
業

務
を
行

う
に
当

た
つ

て
は
、

営
利
を

目
的

と
し
て

は
な
ら

な
い
。
 

（
営
利
目
的
の
排
除
）
 

第
５

３
条

 
本

協
会

は
、

第
４

条
第

１
項
か

ら
第

３
項
ま

で
の
業

務
を

行
う
に

当
た
っ

て
は
、
営
利
を
目
的
と
し
な
い
。
 

 

（
営

利
目
的

の
排
除
）

 

第
３

６
条

 
本

会
は
、

第
４

条
第
１

項
か
ら

第
３

項
ま
で

の
業
務

を
行

う
に
当

た
っ
て

は
、

営
利
を

目
的
と
し

な
い

。
 

 

（
業
務
の
委
託
）
 

第
９

条
の

３
 

協
会
は

、
第

９
条
の

２
第
２

項
の

場
合
の

ほ
か
、

第
９

条
第
１

項
の
業

務
又

は
第

３
３

条
第
１

項
若

し
く
は

第
３
４

条
第

１
項
の

規
定
に

よ
り

そ
の
行

う
業

務
（
次
項
に
お
い
て
「
第

９
条
第

１
項
の
業

務
等

」
と

い
う
。
）
に

つ
い
て
は
、
協
会

が
定
め
る
基
準
に
従
う
場

合
に
限

り
、
そ
の

一
部

を
他

に
委
託
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

２
 

前
項

の
基

準
は
、

同
項

の
規
定

に
よ
る

委
託

を
す
る

こ
と
に

よ
り

、
当
該

委
託
業

務
が

効
率

的
に

行
わ
れ

、
か

つ
、
第

９
条
第

１
項

の
業
務

等
の
円

滑
な

遂
行
に

支
障

が
生
じ
な
い
よ
う
に
す
る

も
の
で

な
け
れ
ば

な
ら

な
い

。
 

３
 

協
会

は
、

第
１
項

の
基

準
を
定

め
た
と

き
は

、
遅
滞

な
く
、

そ
の

基
準
を

総
務
大

臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な

ら
な
い

。
こ
れ
を

変
更

し
た

と
き
も
、

同
様

と
す
る
。
 

 

（
業
務
の
委
託
）
 

第
５

４
条

 
本

協
会

は
、

第
４

９
条

第
２
項

の
場

合
の
ほ

か
、

第
４

条
第

１
項

の
業
務

に
つ

い
て

そ
の

一
部
を

他
に

委
託
す

る
場
合

は
、

本
協
会

が
定
め

る
基

準
に
従

っ
て

こ
れ
を
行
う
。
 

 ２
 

前
項

の
基

準
は
、

同
項

の
委
託

を
す
る

こ
と

に
よ
り

、
当
該

委
託

業
務
が

効
率
的

に
行

わ
れ

、
か

つ
、
第

４
条

第
１
項

の
業
務

の
円

滑
な
遂

行
に
支

障
が

生
じ
な

い
よ

う
に
す
る
も
の
と
す
る
。
 

３
 

本
協

会
は

、
第
１

項
の

基
準
を

定
め
、

又
は

変
更
し

た
と
き

は
、

遅
滞
な

く
、
そ

の
基
準
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
る
。
 

（
業

務
の
委

託
）
 

第
３

６
条

の
２

 
本

会
は

、
第

４
条

第
１
項

の
業

務
に
つ

い
て
そ

の
一

部
を
他

に
委
託

す
る

場
合
は

、
本
会
が

定
め

る
基

準
に
従
っ

て
こ

れ
を

行
う
。
 

  ２
 

前
項

の
基

準
は
、

同
項

の
委
託

を
す
る

こ
と

に
よ
り

、
当
該

委
託

業
務
が

効
率
的

に
行

わ
れ

、
か
つ

、
第

４
条

第
１

項
の

業
務

の
円

滑
な

遂
行

に
支

障
が

生
じ

な
い

よ

う
に

す
る
も

の
と
す
る

。
 

３
 

本
会

は
、

第
１
項

の
基

準
を
定

め
、
又

は
変

更
し
た

と
き
は

、
遅

滞
な
く

、
そ
の

基
準

を
総
務

大
臣
に
届

け
出

る
。
 

 
（
受
信
契
約
及
び
受
信

料
）
 

第
３

２
条

 
協

会
の
放

送
を

受
信
す

る
こ
と

の
で

き
る
受

信
設
備

を
設

置
し
た

者
は
、

協
会

と
そ

の
放

送
の
受

信
に

つ
い
て

の
契
約

を
し

な
け
れ

ば
な
ら

な
い

。
た
だ

し
、

放
送

の
受

信
を

目
的
と

し
な

い
受
信

設
備
又

は
ラ

ジ
オ
放

送
（
音

声
そ

の
他
の

音
響

を
送

る
放

送
で

あ
つ
て

、
テ

レ
ビ
ジ

ョ
ン
放

送
及

び
多
重

放
送
に

該
当

し
な
い

も
の

を
い
う
。
）
若
し
く
は
多

重
放

送
に

限
り
受
信

す
る

こ
と

の
で
き
る

受
信

設
備
の
み
を

設
置
し
た
者
に
つ
い
て

は
、

こ
の

限
り
で
な

い
。
 

（
受
信
料
）
 

第
５

５
条

 
本

協
会

は
、

放
送

法
第

３
２
条

第
１

項
に
基

づ
き
、

本
協

会
の
放

送
（
本

協
会

の
委
託
に
よ
り
行
わ
れ
る
受
託
国
内
放
送
を
含
む
。）

を
受
信
す
る
こ
と
の

で
き

る
受

信
設

備
を

設
置
し

た
者

か
ら
、

別
に
定

め
る

受
信
契

約
条
項

に
従

い
、
受

信
料

を
徴
収
す
る
。
 

  

（
受

信
料
）
 

第
３

７
条

 
本

会
は

、
放

送
法

第
３

２
条

第
１

項
に

基
づ

き
、

本
会

の
放

送
（

本
会

の

委
託

に
よ
り

行
わ
れ
る

受
託

国
内

放
送
を
含

む
。）

を
受

信
す
る
こ

と
の

で
き

る
受
信

設
備

を
設

置
し
た

者
か

ら
、

別
に

定
め

る
受

信
契

約
条

項
に

従
い

、
受

信
料

を
徴

収

す
る

。
 

  

２
 

協
会
は
、
あ
ら
か
じ

め
総
務

大
臣
の
認

可
を

受
け

た
基
準
に

よ
る

の
で
な
け
れ
ば
、

前
項

本
文

の
規

定
に
よ

り
契

約
を
締

結
し
た

者
か

ら
徴
収

す
る
受

信
料

を
免
除

し
て

は
な
ら
な
い
。
 

２
 

本
協

会
は

、
総
務

大
臣

の
認
可

を
受
け

た
基

準
に
よ

る
の
で

な
け

れ
ば
、

受
信
契

約
を
締
結
し
た
者
か
ら
徴
収
す
る
受
信
料
を
免
除
し
な
い
。
 

２
 

本
会

は
、

総
務
大

臣
の

認
可
を

受
け
た

基
準

に
よ
る

の
で
な

け
れ

ば
、
受

信
契
約

を
締

結
し
た

者
か
ら
徴

収
す

る
受

信
料
を
免

除
し

な
い

。
 

 

３
 

協
会

は
、

第
１
項

の
契

約
の
条

項
に
つ

い
て

は
、
あ

ら
か
じ

め
総

務
大
臣

の
認
可

を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら

な
い

。
こ

れ
を
変
更

し
よ

う
と

す
る
と
き

も
同

様
と
す
る
。

 

３
 

第
１
項
の
受
信
契
約
条
項
は
、
あ
ら
か
じ
め
総
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
る

。
 

３
 

第
１
項

の
受
信
契

約
条

項
は

、
あ
ら
か

じ
め

総
務

大
臣
の
認

可
を

受
け

る
。
 

 

第
３
７
条
 

４
 

第
３

２
条

第
１
項

本
文

の
規
定

に
よ
り

契
約

を
締
結

し
た
者

か
ら

徴
収
す

る
受
信

料
の

月
額

は
、

国
会
が

、
第

１
項
の

収
支
予

算
を

承
認
す

る
こ
と

に
よ

つ
て
、

定
め

る
。
 

 第
３

７
条

の
２

 
（
前

段
略

）
こ
の

場
合
に

お
い

て
、
前

条
第
４

項
に

規
定
す

る
受
信

料
の

月
額

は
、

同
項
の

規
定

に
か
か

わ
ら
ず

、
前

事
業
年

度
終
了

の
日

の
属
す

る
月

の
受
信
料
の
月
額
と
す

る
。
 

 

 第
５

６
条

 
前

条
第
１

項
の

受
信
料

の
月
額

は
、

国
会
が

本
協
会

の
収

支
予
算

を
承
認

す
る

こ
と

に
よ

っ
て
定

め
た

額
と
す

る
。
た

だ
し

、
第
７

２
条

第
１

項
に

規
定

す
る

場
合
に
お
い
て
は
、
前
事
業
年
度
終
了
の
日
の
属
す
る
月
の
受
信
料
の
月
額
と

す
る

。

 第
３

８
条

 
前

条
第
１

項
の

受
信
料

の
月
額

は
、

国
会
が

本
会

の
収

支
予

算
を

承
認
す

る
こ

と
に

よ
っ
て

定
め

た
額

と
す

る
。

た
だ

し
、

第
５

０
条

第
１

項
に

規
定

す
る

場

合
に

お
い
て

は
、
前
事

業
年

度
終

了
の
日
の

属
す

る
月

の
受
信
料

の
月

額
と

す
る
。
 

（
業
務
報
告
書
の
提
出
等

）
 

第
３

８
条

 
協

会
は
、

毎
事

業
年
度

の
業
務

報
告

書
を
作

成
し
、

こ
れ

に
監
査

委
員
会

の
意

見
書

を
添

え
、
当

該
事

業
年
度

経
過
後

３
箇

月
以
内

に
、
総

務
大

臣
に
提

出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 

総
務

大
臣

は
、
前

項
の

業
務
報

告
書
を

受
理

し
た
と

き
は
、

こ
れ

に
意
見

を
付
す

と
と

も
に

同
項

の
監
査

委
員

会
の

意
見

書
を

添
え

、
内
閣

を
経
て

国
会

に
報
告

し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
業
務
報
告
書
の
提
出
等
）
 

第
５

７
条

 
本

協
会

は
、

毎
事

業
年

度
の
業

務
報

告
書
を

作
成
し

、
こ

れ
に
監

査
委
員

会
の

意
見

書
を

添
え
、

当
該

事
業
年

度
経
過

後
３

箇
月
以

内
に
総

務
大

臣
に
提

出
す

る
。
 

  

（
業

務
報
告

書
の
提
出

等
）
 

第
３

９
条

 
本

会
は
、

毎
事

業
年
度

の
業
務

報
告

書
を
作

成
し
、

こ
れ

に
監
事

の
意
見

書
を

添
え
、

当
該
事
業

年
度

経
過

後
２
箇
月

以
内

に
総

務
大
臣
に

提
出

す
る

。
 

    

 
 

 

 
 

 

１６ 



１７ 

 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
３

 
協

会
は
、

第
１
項

の
規

定
に
よ

る
提
出

を
行

つ
た
と

き
は
、

遅
滞

な
く
、

同
項
の

書
類

を
、

各
事

務
所
に

備
え

て
置
き

、
総
務

省
令

で
定
め

る
期
間

、
一

般
の
閲

覧
に

供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

   

２
 

本
協

会
は

、
前
項

の
規

定
に
よ

る
提
出

を
行

っ
た
と

き
は
、

遅
滞

な
く
、

同
項
の

書
類
を
各
事
務
所
に
備
え
て
置
き
、
５
年
間
、

一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
。
 

 

２
 

本
会

は
、

前
項
の

規
定

に
よ
る

提
出
を

行
っ

た
と
き

は
、
遅

滞
な

く
、
同

項
の
書

類
を

各
事
務

所
に
備
え

て
置

き
、

一
般
の
閲

覧
に

供
す

る
。
 

 

 
（
情
報
公
開
）
 

第
５

８
条

 
本

協
会

は
、

本
協

会
の

財
務
及

び
業

務
の
状

況
に
つ

い
て

、
視
聴

者
に
対

す
る

情
報

の
提

供
及

び
視

聴
者

か
ら

の
求

め
に

よ
る

情
報

の
開

示
に

関
す

る
基

準

（
以
下
「
情
報
公
開
基
準
」
と
い
う
。）

を
定
め
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
情
報
公
開

を
行

う
。
 

２
 

本
協

会
は

、
前
項

の
規

定
に
よ

る
情
報

公
開

基
準
を

定
め
、

又
は

変
更
し

た
場
合

に
は
、
こ
れ
を
公
表
す
る
。
 

 

（
情

報
公
開

）
 

第
３

９
条

の
２

 
本

会
は

、
本

会
の

財
務
及

び
業

務
の
状

況
に
つ

い
て

、
視
聴

者
に
対

す
る

情
報

の
提

供
及

び
視

聴
者

か
ら

の
求

め
に

よ
る

情
報

の
開

示
に

関
す

る
基

準

（
以

下
「
情

報
公
開
基

準
」
と
い

う
。
）
を
定

め
、
こ
れ

に
基
づ
い

て
情

報
公

開
を
行

う
。
 

２
 

本
会

は
、

前
項
の

規
定

に
よ
る

情
報
公

開
基

準
を
定

め
、
又

は
変

更
し
た

場
合
に

は
、

こ
れ
を

公
表
す
る

。
 

 
（
学
識
経
験
者
に
よ
る
委
員
会
）
 

第
５

９
条

 
会

長
は
、

業
務

の
執
行

に
関
し

諮
問

す
る
た

め
必
要

と
認

め
る
と

き
は
、

学
識
経
験
を
有
す
る
者
に
よ
っ
て
組
織
す
る
委
員
会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
 

 

（
学

識
経
験

者
に
よ
る

委
員

会
）
 

第
４

０
条

 
会

長
は
、

業
務

の
執
行

に
関
し

諮
問

す
る
た

め
必
要

と
認

め
る
と

き
は
、

学
識

経
験
を

有
す
る
者

に
よ

っ
て

組
織
す
る

委
員

会
を

置
く
こ
と

が
で

き
る

。
 

 

（
苦
情
処
理
）
 

第
１

２
条

 
協

会
は
、

そ
の

業
務
に

関
し
て

申
出

の
あ
つ

た
苦
情

そ
の

他
の
意

見
に
つ

い
て
は
、
適
切
か
つ
迅
速

に
こ
れ

を
処
理
し

な
け

れ
ば

な
ら
な
い

。
 

 

（
苦
情
処
理
）
 

第
６

０
条

 
本

協
会
は

、
そ

の
業
務

に
関
し

て
申

出
の
あ

っ
た
苦

情
そ

の
他
の

意
見
に

つ
い
て
は
、
適
切
か
つ
迅
速
に
こ
れ
を
処
理
す
る
。
 

 

  （
放
送
番
組
審
議
機
関
）
 

第
３

条
の

４
 

放
送
事

業
者

は
、
放

送
番
組

の
適

正
を
図

る
た
め

、
放

送
番
組

審
議
機

関
（
以
下
「
審
議
機
関

」
と

い
う

。）
を

置
く

も
の

と
す

る
。
 

２
 

審
議

機
関

は
、
放

送
事

業
者
の

諮
問
に

応
じ

、
放
送

番
組
の

適
正

を
図
る

た
め
必

要
な

事
項

を
審

議
す
る

ほ
か

、
こ
れ

に
関
し

、
放

送
事
業

者
に
対

し
て

意
見
を

述
べ

る
こ
と
が
で
き
る
。
 

３
 

放
送
事
業
者
は
、
番

組
基
準

及
び
放
送

番
組

の
編

集
に
関
す

る
基

本
計
画
を
定
め
、

又
は

こ
れ

を
変

更
し
よ

う
と

す
る
と

き
は
、

審
議

機
関
に

諮
問
し

な
け

れ
ば
な

ら
な

い
。
 

４
 

放
送

事
業

者
は
、

審
議

機
関
が

第
２
項

の
規

定
に
よ

り
諮
問

に
応

じ
て
答

申
し
、

又
は

意
見

を
述

べ
た
事

項
が

あ
る
と

き
は
、

こ
れ

を
尊
重

し
て
必

要
な

措
置
を

し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

５
 

放
送

事
業

者
は
、

総
務

省
令
で

定
め
る

と
こ

ろ
に
よ

り
、
次

の
各

号
に
掲

げ
る
事

項
を
審
議
機
関
に
報
告

し
な

け
れ

ば
な
ら
な

い
。
 

一
 

前
項
の
規
定
に
よ
り

講
じ
た

措
置
の
内

容
 

二
 

第
４
条
第
１
項
の
規

定
に
よ

る
訂
正
又

は
取

消
し

の
放
送
の

実
施

状
況
 

三
 

放
送
番
組
に
関
し
て

申
出
の

あ
つ
た
苦

情
そ

の
他

の
意
見
の

概
要
 

６
 

放
送

事
業

者
は
、

審
議

機
関
か

ら
の
答

申
又

は
意
見

を
放
送

番
組

に
反
映

さ
せ
る

よ
う

に
す

る
た

め
審
議

機
関

の
機
能

の
活
用

に
努

め
る
と

と
も
に

、
総

務
省
令

で
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

次
の

各
号

に
掲
げ
る

事
項

を
公

表
し
な
け

れ
ば

な
ら
な
い
。

一
 

審
議

機
関

が
放
送

事
業

者
の
諮

問
に
応

じ
て

し
た
答

申
又
は

放
送

事
業
者

に
対

し
て
述
べ
た
意
見
の
内

容
そ

の
他

審
議
機
関

の
議

事
の

概
要
 

二
 

第
４
項
の
規
定
に

よ
り

講
じ

た
措
置
の

内
容
 

 （
放
送
番
組
審
議
会
）
 

第
４
４
条
の
２
 
協
会
は
、

第
３

条
の
４
第

２
項

の
審

議
機
関
と

し
て

、
国
内
放
送
及

第
６
章
 
放
送
番
組
審
議
会
 

 （
中
央
審
議
会
及
び
地
方
審
議
会
の
設
置
）
 

第
６

１
条

 
本

協
会

は
、

国
内

放
送

等
の
放

送
番

組
の
適

正
を
図

る
た

め
、
中

央
放
送

番
組
審
議
会
（
以
下
「
中
央
審
議
会
」
と
い
う
。）

及
び
地
方
放
送
番
組
審
議

会
（
以

下
「
地
方
審
議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。
 

２
 

地
方

審
議

会
は
、

放
送

法
第
４

４
条
の

２
第

２
項
に

基
づ
く

政
令

で
定
め

る
地
域

ご
と
に
置
く
。
 

（
任
務
）
 

第
６

２
条

 
中

央
審
議

会
は

、
次
条

第
１
項

及
び

第
３
項

の
規
定

に
よ

る
会
長

の
諮
問

に
応
じ
て
答
申
す
る
。
 

２
 

地
方

審
議

会
は
、

次
条

第
２
項

及
び
第

３
項

の
規
定

に
よ
る

会
長

の
諮
問

に
応
じ

て
答
申
す
る
。
 

３
 

中
央

審
議

会
及
び

地
方

審
議
会

は
、
国

内
放

送
等
の

放
送
番

組
の

適
正
を

図
る
た

め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
会
長
に
対
し
て
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
で

き
る

。

（
諮
問
事
項
）
 

第
６

３
条

 
本

協
会

が
国

内
番

組
基

準
及
び

国
内

放
送
等

の
放
送

番
組

の
編
集

に
関
す

る
基

本
計

画
を

定
め
、

又
は

こ
れ
を

変
更
し

よ
う

と
す
る

と
き
は

、
会

長
は
、

中
央

審
議
会
に
諮
問
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 

本
協

会
が

第
６
１

条
第

２
項
に

規
定
す

る
地

域
向
け

の
放
送

番
組

の
編
集

及
び
放

送
に

関
す

る
計

画
を
定

め
、

又
は
こ

れ
を
変

更
し

よ
う
と

す
る
と

き
は

、
会
長

は
、

地
方
審
議
会
に
諮
問
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

３
 

会
長

は
、

前
二
項

に
掲

げ
る
も

の
の
ほ

か
、

国
内
放

送
等
の

放
送

番
組
の

適
正
を

図
る

た
め

必
要

が
あ
る

と
認

め
る
と

き
は
、

中
央

審
議
会

又
は
地

方
審

議
会
に

諮
問

す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

４
 

前
項

の
規

定
に
よ

り
会

長
が
諮

問
す
る

事
項

は
、
中

央
審
議

会
に

対
し
て

は
全
国

向
け

の
放

送
番

組
に
係

る
も

の
、
地

方
審
議

会
に

対
し
て

は
第
６

１
条

第
２
項

に
規

定
す
る
地
域
向
け
の
放
送
番
組
に
係
る
も
の
と
す
る
。
 

 

第
５

章
 
放

送
番
組
審

議
会
 

 （
中

央
審
議

会
及
び
地

方
審

議
会

の
設
置
）

 

第
４

１
条

 
本

会
は
、

国
内

放
送
等

の
放
送

番
組

の
適
正

を
図
る

た
め

、
中
央

放
送
番

組
審

議
会
（

以
下
「
中

央
審

議
会

」
と
い
う

。
）
及

び
地
方

放
送
番

組
審

議
会
（

以
下

「
地

方
審
議

会
」
と
い

う
。）

を
置
く

。
 

２
 

地
方

審
議

会
は
、

放
送

法
第
４

４
条
の

２
第

２
項
に

基
づ
く

政
令

で
定
め

る
地
域

ご
と

に
置
く

。
 

（
任

務
）
 

第
４

２
条

 
中

央
審
議

会
は

、
次
条

第
１
項

及
び

第
３
項

の
規
定

に
よ

る
会
長

の
諮
問

に
応

じ
て
答

申
す
る
。

 

２
 

地
方

審
議

会
は
、

次
条

第
２
項

及
び
第

３
項

の
規
定

に
よ
る

会
長

の
諮
問

に
応
じ

て
答

申
す
る

。
 

３
 

中
央

審
議

会
及
び

地
方

審
議
会

は
、
国

内
放

送
等
の

放
送
番

組
の

適
正
を

図
る
た

め
必

要
が
あ

る
と
認
め

る
と

き
は

、
会

長
に

対
し

て
意

見
を
述
べ

る
こ

と
が

で
き
る

。 

（
諮

問
事
項

）
 

第
４

３
条

 
本

会
が
国

内
番

組
基
準

及
び
国

内
放

送
等
の

放
送
番

組
の

編
集
に

関
す
る

基
本

計
画

を
定
め

、
又

は
こ

れ
を

変
更

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

会
長

は
、

中
央

審

議
会

に
諮
問

す
る
。
 

２
 

本
会

が
第

４
１
条

第
２

項
に
規

定
す
る

地
域

向
け
の

放
送
番

組
の

編
集
及

び
放
送

に
関

す
る

計
画
を

定
め

、
又

は
こ

れ
を

変
更

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

会
長

は
、

地

方
審

議
会
に

諮
問
す
る

。
 

３
 

会
長

は
、

前
２

項
に

掲
げ

る
も

の
の
ほ

か
、

国
内
放

送
等
の

放
送

番
組
の

適
正
を

図
る

た
め

必
要
が

あ
る

と
認

め
る

と
き

は
、

中
央

審
議

会
又

は
地

方
審

議
会

に
諮

問

す
る

こ
と
が

で
き
る
。

 

４
 

前
項

の
規

定
に
よ

り
会

長
が
諮

問
す
る

事
項

は
、
中

央
審
議

会
に

対
し
て

は
全
国

向
け

の
放

送
番
組

に
係

る
も

の
、

地
方

審
議

会
に

対
し

て
は

第
４

１
条

第
２

項
に

規

定
す

る
地
域

向
け
の
放

送
番

組
に

係
る
も
の

と
す

る
。
 

現
行
の
放
送
法
施
行
規

則
 

第
１
１
条
の
２
 
法

第
３
８
条
第
３
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
期
間
は
、
５
年
と
す
る



 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
び
受
託
国
内
放
送
（
以

下
こ

の
条

に
お
い
て
「

国
内

放
送
等
」
と

い
う
。
）
に
係
る
中

央
放
送
番
組
審
議
会
（

以
下
「
中

央
審
議
会

」
と
い

う
。）

及
び
地

方
放

送
番
組
審
議

会
（
以
下
「
地
方
審
議
会

」
と

い
う
。）

並
び

に
国

際
放

送
及
び
受

託
協

会
国
際
放
送

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「

国
際
放

送
等
」
と

い
う
。
）
に

係
る
国

際
放

送
番
組
審
議

会
（
以
下
「
国
際
審
議
会

」
と
い

う
。
）

を
置

く
も

の
と

す
る
。
 

２
 

地
方
審
議
会
は
、
政
令

で
定

め
る
地
域

ご
と

に
置

く
も
の
と

す
る

。
 

３
 

中
央

審
議

会
は
委

員
１

５
人
以

上
、
地

方
審

議
会
は

委
員
７

人
以

上
、
国

際
審
議

会
は
委
員
１
０
人
以
上

を
も

つ
て

組
織
す
る

。
 

４
 

中
央
審
議
会
及
び
国
際

審
議

会
の
委
員

は
、
学
識

経
験
を
有

す
る

者
の
う
ち
か
ら
、

経
営
委
員
会
の
同
意
を

得
て

、
会

長
が
委
嘱

す
る

。
 

５
 
地

方
審

議
会

の
委

員
は

、
学

識
経

験
を

有
す

る
者

で
あ

つ
て

、
当

該
地

方
審

議
会

に
係

る
第

２
項

に
規
定

す
る
地

域
に

住
所
を

有
す
る

者
の

う
ち
か

ら
、
会

長
が

委
嘱

す
る
。
 

６
 
第

３
条

の
４

第
２

項
の

規
定

に
よ

り
協

会
の

諮
問

に
応

じ
て

審
議

す
る

事
項

は
、

中
央

審
議

会
に

あ
つ
て

は
国
内

放
送

等
に
係

る
同
条

第
３

項
に
規

定
す
る

も
の

及
び

全
国

向
け

の
放

送
番
組

に
係
る

も
の

、
地
方

審
議
会

に
あ

つ
て
は

第
２
項

に
規

定
す

る
地

域
向

け
の

放
送
番

組
に
係

る
も

の
、
国

際
審
議

会
に

あ
つ
て

は
国
際

放
送

等
に

係
る

第
３

条
の

４
第
３

項
に
規

定
す

る
も
の

及
び
国

際
放

送
等
の

放
送
番

組
に

係
る

も
の
と
す
る
。
 

７
 

協
会

は
、

第
２
項

に
規

定
す
る

地
域
向

け
の

放
送
番

組
の
編

集
及

び
放
送

に
関
す

る
計

画
を

定
め

、
又
は

こ
れ

を
変
更

し
よ
う

と
す

る
と
き

は
、
地

方
審

議
会
に

諮
問

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

８
 

第
３

条
の

４
第
２

項
の

規
定
に

よ
り
協

会
に

対
し
て

意
見
を

述
べ

る
こ
と

が
で
き

る
事

項
は

、
中

央
審
議

会
及

び
地
方

審
議
会

に
あ

つ
て
は

国
内
放

送
等

の
放
送

番
組

に
係

る
も

の
、

国
際
審

議
会

に
あ
つ

て
は
国

際
放

送
等
の

放
送
番

組
に

係
る
も

の
と

す
る
。
 

（
報
告
事
項
）
 

第
６

４
条

 
会

長
は
、

次
の

各
号
に

掲
げ
る

事
項

を
中
央

審
議
会

又
は

地
方
審

議
会
に

報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

⑴
 

次
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
講
じ
た
措
置
の
内
容
 

⑵
 

放
送

法
第

４
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
訂

正
又

は
取

消
し

の
放

送
の

実
施

状

況
 

⑶
 

放
送
番
組
に
関
し
て
申
出
の
あ
っ
た
苦
情
そ
の
他
の
意
見
の
概
要
 

 

（
答
申
等
に
対
す
る
措
置
）
 

第
６

５
条

 
会

長
は
、

中
央

審
議
会

又
は
地

方
審

議
会
が

第
６
２

条
の

規
定
に

よ
り
答

申
し

、
又

は
意

見
を
述

べ
た

事
項
が

あ
る
と

き
は

、
こ
れ

を
尊
重

し
て

必
要
な

措
置

を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

２
 

会
長
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

⑴
 

中
央

審
議

会
又

は
地

方
審

議
会

が
会

長
の

諮
問

に
応

じ
て

し
た

答
申

又
は

会

長
に

対
し

て
述

べ
た

意
見

の
内

容
そ

の
他

中
央

審
議

会
及

び
地

方
審

議
会

の
議

事
の
概
要
 

⑵
 

前
項
の
規
定
に
よ
り
講
じ
た
措
置
の
内
容
 

 

（
組
織
及
び
委
員
の
委
嘱
）
 

第
６

６
条

 
中

央
審
議

会
は

委
員
１

５
人
以

上
、

地
方
審

議
会
は

委
員

７
人
以

上
を
も

っ
て
組
織
す
る
。
 

２
 

中
央

審
議

会
の
委

員
は

、
学
識

経
験
を

有
す

る
者
の

う
ち
か

ら
、

経
営
委

員
会
の

同
意
を
得
て
、
会
長
が
委
嘱
す
る
。
 

３
 

地
方

審
議

会
の
委

員
は

、
学
識

経
験
を

有
す

る
者
で

あ
っ
て

、
当

該
地
方

審
議
会

に
係

る
第

５
８

条
第
２

項
に

規
定
す

る
地
域

に
住

所
を
有

す
る
も

の
の

う
ち
か

ら
、

会
長
が
委
嘱
す
る
。
 

 

（
国
際
審
議
会
）
 

第
６

７
条

 
本

協
会

は
、

国
際

放
送

等
の
放

送
番

組
の
適

正
を
図

る
た

め
、
国

際
放
送

番
組
審
議
会
（
以
下
「
国
際
審
議
会
」
と
い
う
。）

を
置
く
。
 

２
 

第
６

２
条

第
１
項

及
び

第
３
項

、
第
６

３
条

第
１
項

及
び
第

３
項

、
第
６

４
条

、

第
６

５
条

並
び

に
前
条

第
１

項
及
び

第
２
項

の
規

定
は
、

国
際
審

議
会

に
つ
い

て
準

用
す

る
。

こ
の

場
合
に

お
い

て
、
第

６
２
条

第
３

項
及
び

第
６
３

条
第

３
項
中

「
国

内
放

送
等

」
と

あ
る
の

は
「

国
際
放

送
等
」

と
、

第
６
３

条
第
１

項
中

「
国
内

番
組

基
準

及
び

国
内

放
送
等

」
と

あ
る
の

は
「
国

際
番

組
基
準

及
び
国

際
放

送
等
」

と
、

前
条

第
１

項
中

「
中
央

審
議

会
は
委

員
１
５

人
以

上
、
地

方
審
議

会
は

委
員
７

人
以

上
」

と
あ

る
の

は
「
国

際
審

議
会
は

、
委
員

１
０

人
以
上

」
と
そ

れ
ぞ

れ
読
み

替
え

る
。
 

 

（
審
議
会
の
運
営
）
 

第
６

８
条

 
こ

の
定
款

に
規

定
す
る

事
項
の

ほ
か

、
中
央

審
議
会

及
び

地
方
審

議
会
並

び
に
国
際
審
議
会
の
運
営
に
関
し
て
は
、
会
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

 

（
報

告
事
項

）
 

第
４

３
条

の
２

 
会
長

は
、

次
の
各

号
に
掲

げ
る

事
項
を

中
央
審

議
会

又
は
地

方
審
議

会
に

報
告
す

る
。
 

⑴
 

次
条
第

１
項
の
規

定
に

よ
り

講
じ
た
措

置
の

内
容
 

⑵
 

放
送

法
第

４
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
訂

正
又

は
取

消
し

の
放

送
の

実
施

状

況
 

⑶
 

放
送
番

組
に
関
し

て
申

出
の

あ
っ
た
苦

情
そ

の
他

の
意
見
の

概
要
 

 

（
答

申
等
に

対
す
る
措

置
）
 

第
４

４
条

 
会

長
は
、

中
央

審
議
会

又
は
地

方
審

議
会
が

第
４
２

条
の

規
定
に

よ
り
答

申
し

、
又

は
意
見

を
述

べ
た

事
項

が
あ

る
と

き
は

、
こ

れ
を

尊
重

し
て

必
要

な
措

置

を
す

る
。
 

２
 

会
長
は

、
次
の
各

号
に

掲
げ

る
事
項
を

公
表

す
る

。
 

⑴
 

中
央

審
議

会
又

は
地

方
審

議
会

が
会

長
の

諮
問

に
応

じ
て

し
た

答
申

又
は

会

長
に

対
し

て
述

べ
た

意
見

の
内

容
そ

の
他

中
央

審
議

会
及

び
地

方
審

議
会

の
議

事
の

概
要
 

⑵
 

前
項
の

規
定
に
よ

り
講

じ
た

措
置
の
内

容
 

 

（
組

織
及
び

委
員
の
委

嘱
）
 

第
４

５
条

 
中

央
審
議

会
は

委
員
１

５
人
以

上
、

地
方
審

議
会
は

委
員

７
人
以

上
を
も

っ
て

組
織
す

る
。
 

２
 

中
央

審
議

会
の
委

員
は

、
学
識

経
験
を

有
す

る
者
の

う
ち
か

ら
、

経
営
委

員
会
の

同
意

を
得
て

、
会
長
が

委
嘱

す
る

。
 

３
 

地
方

審
議

会
の
委

員
は

、
学
識

経
験
を

有
す

る
者
で

あ
っ
て

、
当

該
地
方

審
議
会

に
係

る
第

４
１
条

第
２

項
に

規
定

す
る

地
域

に
住

所
を

有
す

る
も

の
の

う
ち

か
ら

、

会
長

が
委
嘱

す
る
。
 

 

（
国

際
審
議

会
）
 

第
４

６
条

 
本

会
は
、

国
際

放
送
等

の
放
送

番
組

の
適
正

を
図
る

た
め

、
国
際

放
送
番

組
審

議
会
（

以
下
「
国

際
審

議
会

」
と
い
う

。
）
を

置
く
。
 

２
 

第
４

２
条

第
１
項

及
び

第
３
項

、
第
４

３
条

第
１
項

及
び
第

３
項

、
第
４

３
条
の

２
、

第
４

４
条
並

び
に

前
条

第
１

項
及

び
第

２
項

の
規

定
は

、
国

際
審

議
会

に
つ

い

て
準

用
す

る
。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

第
４

２
条

第
３

項
及

び
第

４
３

条
第

３
項

中

「
国

内
放

送
等
」

と
あ

る
の

は
「

国
際

放
送

等
」

と
、

第
６

２
条

第
１

項
中

「
国

内

番
組

基
準

及
び
国

内
放

送
等

」
と

あ
る

の
は

「
国

際
番

組
基

準
及

び
国

際
放

送
等

」

と
、

前
条

第
１
項

中
「

中
央

審
議

会
は

委
員

１
５

人
以

上
、

地
方

審
議

会
は

委
員

７

人
以

上
」

と
あ
る

の
は

「
国

際
審

議
会

は
、

委
員

１
０

人
以

上
」

と
そ

れ
ぞ

れ
読

み

替
え

る
。
 

 （
審

議
会
の

運
営
）
 

第
４

７
条

 
こ

の
定
款

に
規

定
す
る

事
項
の

ほ
か

、
中
央

審
議
会

及
び

地
方
審

議
会
並

び
に

国
際
審

議
会
の
運

営
に

関
し

て
は
、
会

長
の

定
め

る
と
こ
ろ

に
よ

る
。
 

  （
事
業
年
度
）
 

第
３
６
条
 

協
会
の
事
業
年

度
は

、
毎
年
４

月
に

始
ま

り
、
翌
年

３
月

に
終
る
。
 

第
７
章

 
会
計
 

 

（
事
業
年
度
）
 

第
６

９
条

 
本

協
会

の
事

業
年

度
は

、
毎
年

４
月

１
日
に

始
ま
り

、
翌

年
３
月

３
１
日

に
終
わ
る
。
 

第
６

章
 
会
計
 

 

（
事

業
年
度

）
 

第
４

８
条

 
本

会
の
事

業
年

度
は
、

毎
年
４

月
１

日
に
始

ま
り
、

翌
年

３
月
３

１
日
に

終
わ

る
。
 

 

１８ 



 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
（

企
業
会
計
原
則
）
 

第
３

６
条

の
２

 
協
会

の
会

計
は
、

総
務
省

令
で

定
め
る

と
こ
ろ

に
よ

り
、
原

則
と
し

て
企
業
会
計
原
則
に
よ
る

も
の
と

す
る
。
 

（
企
業
会
計
原
則
）
 

第
７

０
条

 
本

協
会
の

会
計

は
、
放

送
法
第

３
６

条
の
２

に
基
づ

く
総

務
省
令

で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
原
則
と
し
て
企
業
会
計
原
則
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
 

 

 

（
収
支
予
算
、
事
業
計
画

及
び
資

金
計
画
）

 

第
３

７
条

 
協

会
は
、

毎
事

業
年
度

の
収
支

予
算

、
事
業

計
画
及

び
資

金
計
画

を
作
成

し
、

総
務

大
臣

に
提
出

し
な

け
れ
ば

な
ら
な

い
。

こ
れ
を

変
更
し

よ
う

と
す
る

と
き

も
、
同
様
と
す
る
。
 

２
 

総
務
大
臣
が
前
項
の
収

支
予

算
、
事
業

計
画

及
び

資
金
計
画

を
受

理
し
た
と
き
は
、

こ
れ

を
検

討
し

て
意
見

を
附

し
、
内

閣
を
経

て
国

会
に
提

出
し
、

そ
の

承
認
を

受
け

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 

（
収
支
予
算
等
）
 

第
７

１
条

 
本

協
会

は
、

毎
事

業
年

度
の
収

支
予

算
、
事

業
計
画

及
び

資
金
計

画
を
作

成
し

、
こ

れ
を

総
務
大

臣
に

提
出
す

る
。
こ

れ
を

変
更
し

よ
う
と

す
る

と
き
も

同
様

と
す
る
。
 

２
 

前
項

の
収

支
予
算

、
事

業
計
画

及
び
資

金
計

画
は
、

放
送
法

第
３

７
条
第

２
項
の

規
定
に
よ
る
国
会
の
承
認
を
受
け
て
、
こ
れ
を
実
施
す
る
。
 

 

（
収

支
予
算

等
）
 

第
４

９
条

 
本

会
は
、

毎
事

業
年
度

の
収
支

予
算

、
事
業

計
画
及

び
資

金
計
画

を
作
成

し
、

こ
れ

を
総
務

大
臣

に
提

出
す

る
。

こ
れ

を
変

更
し

よ
う

と
す

る
と

き
も

同
様

と

す
る

。
 

２
 

前
項

の
収

支
予
算

、
事

業
計
画

及
び
資

金
計

画
は
、

放
送
法

第
３

７
条
第

２
項
の

規
定

に
よ
る

国
会
の
承

認
を

受
け

て
、
こ
れ

を
実

施
す

る
。
 

第
３

７
条

の
２

 
協
会

は
、

毎
事
業

年
度
の

収
支

予
算
、

事
業
計

画
及

び
資
金

計
画
が

国
会

の
閉

会
そ

の
他
や

む
を

得
な
い

理
由
に

よ
り

当
該
事

業
年
度

の
開

始
の
日

ま
で

に
そ
の
承
認
を
受
け
る

こ
と

が
で

き
な
い
場

合
に

お
い

て
は
、
３

箇
月
以
内
に
限
り
、

事
業

の
経

常
的

運
営
及

び
施

設
の
建

設
又
は

改
修

の
工
事

（
国
会

の
承

認
を
受

け
た

前
事

業
年

度
の

事
業
計

画
に

基
い
て

実
施
し

た
こ

れ
ら
の

工
事
の

継
続

に
係
る

も
の

に
限
る
。
）
に
必
要
な
範
囲

の
収
支

予
算
、
事

業
計

画
及

び
資
金
計

画
を

作
成
し
、
総

務
大
臣
の
認
可
を
受
け

て
こ

れ
を

実
施
す
る

こ
と

が
で

き
る
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
、

前
条

第
４

項
に

規
定
す

る
受

信
料
の

月
額
は

、
同

項
の
規

定
に
か

か
わ

ら
ず
、

前
事

業
年
度
終
了
の
日
の
属

す
る

月
の

受
信
料
の

月
額

と
す

る
。
 

第
７

２
条

 
本

協
会

は
、

毎
事

業
年

度
の
収

支
予

算
、
事

業
計
画

及
び

資
金
計

画
が
国

会
の

閉
会

そ
の

他
や
む

を
得

な
い
理

由
に
よ

り
当

該
事
業

年
度
の

開
始

の
日
ま

で
に

そ
の

承
認

を
受

け
る
こ

と
が

で
き
な

い
場
合

に
お

い
て
は

、
３
箇

月
以

内
に
限

り
、

事
業

の
経

常
的

運
営
及

び
施

設
の
建

設
又
は

改
修

の
工
事

（
国
会

の
承

認
を
受

け
た

前
事

業
年

度
の

事
業
計

画
に

基
づ
い

て
実
施

し
た

こ
れ
ら

の
工
事

の
継

続
に
係

る
も

の
に
限
る
。
）
に
必
要
な
範
囲
の
収
支
予
算
、
事
業
計
画
及
び
資
金
計
画
を
作

成
し
、

総
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
こ
れ
を
実
施
す
る
。
 

  

第
５

０
条

 
本

会
は
、

毎
事

業
年
度

の
収
支

予
算

、
事
業

計
画
及

び
資

金
計
画

が
国
会

の
閉

会
そ

の
他
や

む
を

得
な

い
理

由
に

よ
り

当
該

事
業

年
度

の
開

始
の

日
ま

で
に

そ

の
承

認
を

受
け
る

こ
と

が
で

き
な

い
場

合
に

お
い

て
は

、
３

箇
月

以
内

に
限

り
、

事

業
の

経
常

的
運
営

及
び

施
設

の
建

設
又

は
改

修
の

工
事

（
国

会
の

承
認

を
受

け
た

前

事
業

年
度

の
事
業

計
画

に
基

づ
い

て
実

施
し

た
こ

れ
ら

の
工

事
の

継
続

に
係

る
も

の

に
限

る
。
）
に
必

要
な
範

囲
の

収
支

予
算
、
事

業
計

画
及

び
資
金
計

画
を

作
成

し
、
総

務
大

臣
の
認

可
を
受
け

て
こ

れ
を

実
施
す
る

。
 

  

２
 

前
項

の
規

定
に
よ

る
収

支
予
算

、
事
業

計
画

及
び
資

金
計
画

は
、

当
該
事

業
年
度

の
収

支
予

算
、

事
業
計

画
及

び
資
金

計
画
の

国
会

に
よ
る

承
認
が

あ
つ

た
と
き

は
、

失
効

す
る

も
の

と
し
、

同
項

の
規
定

に
よ
る

収
支

予
算
、

事
業
計

画
及

び
資
金

計
画

に
基

い
て

し
た

収
入
、

支
出

、
事
業

の
実
施

並
び

に
資
金

の
調
達

及
び

返
済
は

、
当

該
事

業
年

度
の

収
支
予

算
、

事
業
計

画
及
び

資
金

計
画
に

基
い
て

し
た

も
の
と

み
な

す
。
 

２
 

前
項

の
規

定
に
よ

る
収

支
予
算

、
事
業

計
画

及
び
資

金
計
画

は
、

当
該
事

業
年
度

の
収

支
予

算
、

事
業
計

画
及

び
資
金

計
画
の

国
会

に
よ
る

承
認
が

あ
っ

た
と
き

は
、

失
効

す
る

も
の

と
し
、

同
項

の
規
定

に
よ
る

収
支

予
算
、

事
業
計

画
及

び
資
金

計
画

に
基

づ
い

て
し

た
収
入

、
支

出
、
事

業
の
実

施
並

び
に
資

金
の
調

達
及

び
返
済

は
、

当
該

事
業

年
度

の
収
支

予
算

、
事
業

計
画
及

び
資

金
計
画

に
基
づ

い
て

し
た
も

の
と

み
な
す
。
 

２
 

前
項

の
規

定
に
よ

る
収

支
予
算

、
事
業

計
画

及
び
資

金
計
画

は
、

当
該
事

業
年
度

の
収

支
予

算
、
事

業
計

画
及

び
資

金
計

画
の

国
会

に
よ

る
承

認
が

あ
っ

た
と

き
は

、

失
 

効
す

る
も
の

と
し

、
同

項
の

規
定

に
よ

る
収

支
予

算
、

事
業

計
画

及
び

資
金

計

画
に

基
づ
い

て
し
た
収

入
、
支
出

、
事

業
の

実
施

並
び

に
資
金
の

調
達

及
び

返
済
は

、

当
該

事
業

年
度
の

収
支

予
算

、
事

業
計

画
及

び
資

金
計

画
に

基
づ

い
て

し
た

も
の

と

み
な

す
。
 

３
 

総
務

大
臣

は
、
第

１
項

の
認
可

を
し
た

と
き

は
、
事

後
に
こ

れ
を

国
会
に

報
告
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 

 
 

（
財
務
諸
表
の
提
出
等
）
 

第
４

０
条

 
協

会
は
、

毎
事

業
年
度

の
財
産

目
録

、
貸
借

対
照
表

、
損

益
計
算

書
そ
の

他
総

務
省

令
で

定
め
る

書
類

及
び
こ

れ
ら
に

関
す

る
説
明

書
（
以

下
「

財
務
諸

表
」

と
い
う
。
）

を
作
成
し
、

こ
れ

に
監

査
委
員
会

及
び

会
計

監
査
人
の

意
見

書
を
添
え
、

当
該
事
業
年
度
経
過
後
３

箇
月
以

内
に
、
総

務
大

臣
に

提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

      

（
財
務
諸
表

の
提
出
等
）
 

第
７

３
条

 
本

協
会

は
、

毎
事

業
年

度
の
財

産
目

録
、
貸

借
対
照

表
、

損
益
計

算
書
、

資
本

等
変

動
計

算
書
及

び
キ

ャ
ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算
書

並
び
に

こ
れ

ら
に
関

す
る

説
明
書
（
以
下
「
財
務
諸
表
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
て
、
こ
れ
に
監
査
委
員

会
及
び

会
計

監
査

人
の

意
見
書

を
添

え
、
当

該
事
業

年
度

経
過
後

３
箇
月

以
内

に
、
総

務
大

臣
に
提
出
す
る
。
 

  

（
貸

借
対
照

表
等
の
提

出
等

）
 

第
５

１
条

 
本

会
は
、

毎
事

業
年
度

の
財
産

目
録

、
貸
借

対
照
表

及
び

損
益
計

算
書
並

び
に

こ
れ

ら
に
関

す
る

説
明

書
を

作
成

し
て

、
こ

れ
に

監
事

の
意

見
書

を
添

え
、

当

該
事

業
年
度

経
過
後
２

箇
月

以
内

に
、
総
務

大
臣

に
提

出
す
る
。

 

  

 
 

 

４
 

協
会

は
、

第
１
項

の
規

定
に
よ

る
提
出

を
行

つ
た
と

き
は
、

遅
滞

な
く
、

貸
借
対

照
表

及
び

損
益

計
算
書

を
官

報
に
公

告
し
、

か
つ

、
同
項

の
書
類

を
、

各
事
務

所
に

備
え

て
置

き
、

総
務
省

令
で

定
め
る

期
間
、

一
般

の
閲
覧

に
供
し

な
け

れ
ば
な

ら
な

い
。
 

    

２
 

本
協

会
は

、
前
項

の
規

定
に
よ

る
提
出

を
行

っ
た
と

き
は
、

遅
滞

な
く
、

貸
借
対

照
表

及
び

損
益

計
算
書

を
官

報
に
公

告
し
、

か
つ

、
同
項

の
書
類

を
各

事
務
所

に
備

え
て
置
き
、
５
年
間
、

一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
。
 

 

２
 

本
会

は
、

前
項
の

規
定

に
よ
る

提
出
を

行
っ

た
と
き

は
、
遅

滞
な

く
、
貸

借
対
照

表
及

び
損

益
計
算

書
を

官
報

に
公

告
し

、
か

つ
、

同
項

の
書

類
を

各
事

務
所

に
備

え

て
置

き
、
一

般
の
閲
覧

に
供

す
る

。
 

１９ 

改
正
後
の
放
送
法
施
行

規
則
 

 
（
財
務
諸
表
）
 

第
１
２
条
 
法
第
４

０
条
第
１
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
も
の
と
す
る
。

 
 
一
 
資
本
等
変
動

計
算
書
 

 
 
二
 
キ
ャ
ッ
シ
ュ

・
フ
ロ
ー
計
算
書
 

現
行
の
放
送
法
施
行
規
則
 

第
１
２
条
の
２
 
法
第
４
０
条
第
４
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
期
間
は
、
５
年
と
す
る
 

 



 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
 

（
会
計
監
査
人
の
監
査

）
 

第
４

０
条

の
２

 
協
会

は
、

財
務
諸

表
に
つ

い
て

、
監
査

委
員
会

の
監

査
の
ほ

か
、
会

計
監
査
人
の
監
査
を
受
け

な
け
れ

ば
な
ら
な

い
。
 

 

（
会
計
監
査
人
の
監
査
）
 

第
７

４
条

 
本

協
会
は

、
財

務
諸
表

に
つ
い

て
、

監
査
委

員
会
の

監
査

の
ほ
か

、
会
計

監
査
人
の
監
査
を
受
け
る
。
 

 

 

 
（
会
計
監
査
人
の
任
命

）
 

第
４
０
条
の
３

 
会
計
監

査
人
は

、
経
営
委

員
会

が
任

命
す
る
。

 

２
 

会
計

監
査

人
は
、

公
認

会
計
士

（
公
認

会
計

士
法
（

昭
和
２

３
年

法
律
第

１
０
３

号
）
第
１
６
条
の
２
第

５
項

に
規

定
す
る
外

国
公

認
会

計
士
を
含

む
。）

又
は
監
査
法

人
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

（
会
計
監
査
人
の
任
命
）
 

第
７
５
条
 

会
計
監
査
人
は
、
経
営
委
員
会
が
任
命
す
る
。
 

２
 

会
計

監
査

人
は
、

公
認

会
計
士

（
公
認

会
計

士
法
に

規
定
す

る
外

国
公
認

会
計
士

を
含
む
。
）
又
は
監
査
法
人
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

３
 

次
に
掲
げ
る
者
は
、

会
計
監

査
人
と
な

る
こ

と
が

で
き
な
い

。
 

一
 

公
認
会
計
士
法
の

規
定

に
よ

り
、
財
務

諸
表

に
つ

い
て
監
査

を
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
者
 

二
 

協
会
の
子
会
社
若

し
く

は
そ

の
取
締
役

、
会

計
参
与

、
監
査

役
若
し
く
は
執
行

役
か

ら
公

認
会

計
士

若
し

く
は

監
査

法
人

の
業

務
以

外
の

業
務

に
よ

り
継

続
的

な
報
酬
を
受
け
て
い
る

者
又

は
そ

の
配
偶
者

 

三
 

監
査
法
人
で
そ
の
社

員
の
半

数
以
上
が

前
号

に
掲

げ
る
者
で

あ
る

も
の
 

３
 

次
に
掲
げ
る
者
は
、
会
計
監
査
人
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

⑴
 

公
認
会
計
士
法
の
規
定
に
よ
り
、
財
務
諸
表
に
つ
い
て
監
査
を
す
る
こ
と

が
で

き
な
い
者
 

⑵
 

本
協
会
の
子
会
社
若
し
く
は
そ
の
取
締
役
、
会
計
参
与
、
監
査
役
若
し

く
は
執

行
役

か
ら

公
認

会
計

士
若

し
く

は
監

査
法

人
の

業
務

以
外

の
業

務
に

よ
り

継
続

的
に
報
酬
を
受
け
て
い
る
者
又
は
そ
の
配
偶
者
 

⑶
 

監
査
法
人
で
そ
の
社
員
の
半
数
以
上
が
前
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
も
の
 

 

 

 
（
会
計
監
査
人
の
権
限

等
）
 

第
４

０
条

の
４

 
会
計

監
査

人
は
、

い
つ
で

も
、

会
計
帳

簿
若
し

く
は

こ
れ
に

関
す
る

資
料

の
閲

覧
及

び
謄
写

を
し

、
又
は

役
員
及

び
職

員
に
対

し
、
会

計
に

関
す
る

報
告

を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る

。
 

２
 

会
計

監
査

人
は
、

そ
の

職
務
を

行
う
た

め
必

要
が
あ

る
と
き

は
、

協
会
の

子
会
社

に
対

し
て

会
計

に
関
す

る
報

告
を
求

め
、
又

は
協

会
若
し

く
は
そ

の
子

会
社
の

業
務

及
び
財
産
の
状
況
の
調
査

を
す
る

こ
と
が
で

き
る

。
 

３
 

前
項

の
子

会
社
は

、
正

当
な
理

由
が
あ

る
と

き
は
、

同
項
の

報
告

又
は
調

査
を
拒

む
こ
と
が
で
き
る
。
 

 ４
 

会
計

監
査

人
は
、

そ
の

職
務
を

行
う
に

際
し

て
役
員

の
職
務

の
執

行
に
関

し
不
正

の
行

為
又

は
法

令
若
し

く
は

定
款
に

違
反
す

る
重

大
な
事

実
が
あ

る
こ

と
を
発

見
し

た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、

こ
れ
を

監
査
委
員

会
に

報
告

し
な
け
れ

ば
な

ら
な
い
。
 

５
 

監
査

委
員

会
が
選

定
し

た
監
査

委
員
は

、
役

員
の
職

務
の
執

行
を

監
査
す

る
た
め

必
要

が
あ

る
と

き
は
、

会
計

監
査
人

に
対
し

、
会

計
監
査

に
関
す

る
報

告
を
求

め
る

こ
と
が
で
き
る
。
 

 

（
会
計
監
査
人
の
権
限
等
）
 

第
７

６
条

 
会

計
監
査

人
は

、
い
つ

で
も
、

会
計

帳
簿
又

は
こ
れ

に
関

す
る
資

料
の
閲

覧
及

び
謄

写
を

し
、
又

は
役

員
及
び

職
員
に

対
し

、
会
計

に
関
す

る
報

告
を
求

め
る

こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 

会
計

監
査

人
は
、

そ
の

職
務
を

行
う
た

め
必

要
が
あ

る
と
き

は
、

本
協
会

の
子
会

社
に

対
し

て
会

計
に
関

す
る

報
告
を

求
め
、

又
は

本
協
会

若
し
く

は
そ

の
子
会

社
の

業
務
及
び
財
産
の
状
況
の
調
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

３
 

会
計

監
査

人
は
、

そ
の

職
務
を

行
う
に

際
し

て
役
員

の
職
務

の
執

行
に
関

し
不
正

の
行

為
又

は
法

令
若
し

く
は

こ
の
定

款
に
違

反
す

る
重
大

な
事
実

が
あ

る
こ
と

を
発

見
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
監
査
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い

。

４
 

監
査

委
員

会
が
選

定
し

た
監
査

委
員
会

の
委

員
は
、

そ
の
職

務
を

行
う
た

め
必
要

が
あ

る
と

き
は

、
会
計

監
査

人
に
対

し
、
そ

の
監

査
に
関

す
る
報

告
を

求
め
る

こ
と

が
で
き
る
。
 

 

 
（
会
計
監
査
人
の
任
期

）
 

第
４

０
条

の
５

 
会
計

監
査

人
の
任

期
は
、

そ
の

選
任
の

日
以
後

初
に

終
了

す
る
事

業
年

度
の

財
務

諸
表
に

つ
い

て
の
第

４
０
条

第
１

項
の
規

定
に
よ

る
総

務
大
臣

へ
の

提
出
の
時
ま
で
と
す
る
。
 

 

（
会
計
監
査
人
の
任
期
）
 

第
７

７
条

 
会

計
監
査

人
の

任
期
は

、
そ
の

選
任

の
日
以

後
初

に
終

了
す
る

事
業
年

度
の

財
務

諸
表

に
つ
い

て
の

第
７
３

条
第
１

項
の

規
定
に

よ
る
総

務
大

臣
へ
の

提
出

の
時
ま
で
と
す
る
。
 

 

 

第
２

９
条

 
経

営
委
員

会
は

、
会
長

、
監
査

委
員

若
し
く

は
会
計

監
査

人
が
職

務
の
執

行
の

任
に

堪
え

な
い
と

認
め

る
と
き

、
又
は

会
長

、
監
査

委
員
若

し
く

は
会
計

監
査

人
に

職
務

上
の

義
務
違

反
そ

の
他
会

長
、
監

査
委

員
若
し

く
は
会

計
監

査
人
た

る
に

適
し
な
い
非
行
が
あ
る

と
認

め
る

と
き
は
、

こ
れ

を
罷

免
す
る
こ

と
が

で
き
る
。
 

（
会
計
監
査
人
の
罷
免
）
 

第
７

８
条

 
経

営
委
員

会
は

、
会
計

監
査
人

が
職

務
の
執

行
の
任

に
た

え
な
い

と
認
め

る
と

き
、

又
は

会
計
監

査
人

に
職
務

上
の
義

務
違

反
そ
の

他
会
計

監
査

人
た
る

に
適

し
な
い
非
行
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
れ
を
罷
免
す
る
こ
と
が
で
き
る

。
 

 

 

（
支
出
の
制
限
等
）
 

第
３

９
条

 
協

会
の
収

入
は

、
第
９

条
第
１

項
か

ら
第
３

項
ま
で

の
業

務
の
遂

行
以
外

の
目
的
に
支
出
し
て
は

な
ら

な
い

。
 

２
 

協
会
は
、
第
９
条
第

２
項
第

２
号
及
び

第
３

項
の

業
務
に
係

る
経

理
に
つ
い
て
は
、

総
務

省
令

で
定

め
る
と

こ
ろ

に
よ
り

、
そ
の

他
の

経
理
と

区
分
し

、
そ

れ
ぞ
れ

特
別

の
勘
定
を
設
け
て
整
理
し

な
け
れ

ば
な
ら
な

い
。
 

（
支
出
の
制
限
等
）
 

第
７

９
条

 
本

協
会

の
収

入
は

、
第

４
条
第

１
項

か
ら
第

３
項
ま

で
の

業
務
の

遂
行
以

外
の
目
的
に
は
支
出
し
な
い
。
 

２
 

本
協

会
は

、
第
４

条
第

２
項
第

２
号
の

業
務

（
専
ら

受
信
料

を
財

源
と
し

て
行
う

も
の
を
除
く
。
以
下
「
番
組
ア
ー
カ
イ
ブ
業
務
」
と
い
う
。）

及
び
同
条

第
３

項
の
業

務
に

係
る

経
理

に
つ
い

て
は

、
そ
の

他
の
経

理
と

区
分
し

、
そ
れ

ぞ
れ

特
別
の

勘
定

を
設
け
て
整
理
す
る
。
 

（
支

出
の
制

限
等
）
 

第
５

２
条

 
本

会
の
収

入
は

、
第
４

条
第
１

項
か

ら
第
３

項
ま
で

の
業

務
の
遂

行
以
外

の
目

的
に
は

支
出
し
な

い
。
 

２
 

本
会

は
、

第
４
条

第
３

項
の
業

務
に
係

る
経

理
に
つ

い
て
は

、
そ

の
他
の

経
理
と

区
分

し
、
特

別
の
勘
定

を
設

け
て

整
理
す
る

。
 

２０ 



２１ 

 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
          

      ３
 

本
協

会
は

、
番
組

ア
ー

カ
イ
ブ

業
務
、

第
４

条
第
３

項
の
業

務
及

び
こ
れ

ら
の
業

務
以

外
の

業
務

の
う
ち

２
以

上
の
業

務
に
関

連
す

る
費
用

に
つ
い

て
は

、
別
途

定
め

る
適
正
な
基
準
に
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
の
業
務
に
配
賦
し
て
整
理
す
る
。
 

     

（
放
送
債
券
）
 

第
４

２
条

 
協

会
は
、

放
送

設
備
の

建
設
又

は
改

修
の
資

金
に
充

て
る

た
め
、

放
送
債

券
を
発
行
す
る
こ
と
が

で
き

る
。
 

２
 

前
項

の
放

送
債
券

の
発

行
額
は

、
会
計

検
査

院
の
検

査
を
経

た
近

の
事

業
年
度

の
貸
借
対
照
表
に
よ
る

協
会

の
純

財
産
額
の

３
倍

を
こ

え
る
こ
と

が
で

き
な
い
。
 

３
 

協
会

は
、

発
行
済

み
の

放
送
債

券
の
借

換
え

の
た
め

、
一
時

前
項

の
規
定

に
よ
る

制
限

を
超

え
て

放
送
債

券
を

発
行
す

る
こ
と

が
で

き
る
。

こ
の
場

合
に

お
い
て

は
、

発
行
す
る
放
送
債
券
の

払
込

み
の

期
日
（
数

回
に

分
け

て
払
込
み

を
さ
せ
る
と
き
は
、

第
１

回
の

払
込

み
の
期

日
）

か
ら
６

箇
月
以

内
に

そ
の
発

行
額
に

相
当

す
る
額

の
発

行
済
み
の
放
送
債
券
を

償
却

し
な

け
れ
ば
な

ら
な

い
。
 

４
 

協
会

は
、

第
１
項

の
規

定
に
よ

り
放
送

債
券

を
発
行

し
た
と

き
は

、
毎
事

業
年
度

末
現

在
の

発
行

債
券
未

償
却

額
の
１

０
分
の

１
に

相
当
す

る
額
を

償
却

積
立
金

と
し

て
積
み
立
て
な
け
れ
ば

な
ら

な
い

。
 

５
 

協
会

は
、

放
送
債

券
を

償
却
す

る
場
合

に
限

り
、
前

項
に
規

定
す

る
積
立

金
を
充

当
す
る
こ
と
が
で
き
る

。
 

６
 

協
会

の
放

送
債
券

の
債

権
者
は

、
協
会

の
財

産
に
つ

い
て
他

の
債

権
者
に

先
だ
ち

自
己
の
債
権
の
弁
済
を

受
け

る
権

利
を
有
す

る
。
 

７
 

前
項
の
先
取
特
権
の
順

位
は

、
民
法
の

一
般

の
先

取
特
権
に

次
ぐ

も
の
と
す
る
。

８
 

前
各

項
に

定
め
る

も
の

の
ほ
か

、
放
送

債
券

に
関
し

必
要
な

事
項

に
つ
い

て
は
、

政
令

の
定

め
る

と
こ
ろ

に
よ

り
、
会

社
法
（

平
成

１
７
年

法
律
第

８
６

号
）
及

び
社

債
等

の
振

替
に

関
す
る

法
律

（
平
成

１
３
年

法
律

第
７
５

号
）
の

社
債

に
関
す

る
規

定
を
準
用
す
る
。
 

（
放
送
債
券
）
 

第
８

０
条

 
本

協
会

は
、

放
送

設
備

の
建
設

又
は

改
修
の

資
金
に

充
て

る
た
め

、
必
要

が
あ

る
と

き
は

、
放
送

債
券

を
発
行

す
る
。

た
だ

し
、
そ

の
発
行

額
は

、
放
送

法
第

４
０

条
第

３
項

の
規
定

に
よ

る
会
計

検
査
院

の
検

査
を
経

た
近

の
事

業
年
度

の
貸

借
対
照
表
に
よ
る
本
協
会

の
純
財
産
額
の
３
倍
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
。
 

２
 

本
協

会
は

、
発
行

済
み

の
放
送

債
券
の

借
換

え
の
た

め
、
必

要
が

あ
る
と

き
は
、

一
時

前
項

の
規

定
に
よ

る
制

限
を
超

え
て
放

送
債

券
を
発

行
す
る

。
こ

の
場
合

に
お

い
て

は
、

発
行

す
る
放

送
債

券
の
払

込
み
の

期
日

（
数
回

に
分
け

て
払

込
み
を

さ
せ

る
と

き
は

、
第

１
回
の

払
込

み
の
期

日
）
か

ら
６

箇
月
以

内
に
そ

の
発

行
額
に

相
当

す
る
額
の
発
行
済
み
の
放
送
債
券
を
償
還
す
る
。
 

３
 

本
協

会
は

、
第
１

項
の

規
定
に

よ
る
放

送
債

券
を
発

行
し
た

と
き

は
、
毎

事
業
年

度
末

現
在

の
発

行
債
券

未
償

還
額
の

１
０
分

の
１

に
相
当

す
る
額

を
償

還
積
立

金
と

し
て
積
み
立
て
る
。
 

４
 

前
項

の
積

立
金
は

、
放

送
債
券

を
償
還

す
る

場
合
に

限
り
、

充
当

す
る
こ

と
が
で

き
る
。
 

 

（
放

送
債
券

）
 

第
５

３
条

 
本

会
は
、

放
送

設
備
の

建
設
又

は
改

修
の
資

金
に
充

て
る

た
め
、

必
要
が

あ
る

と
き

は
、
放

送
債

券
を

発
行

す
る

。
た

だ
し

、
そ

の
発

行
額

は
、

放
送

法
第

４

０
条

第
３

項
の
規

定
に

よ
る

会
計

検
査

院
の

検
査

を
経

た
近
の

事
業

年
度

の
貸

借

対
照

表
に
よ

る
本
会
の

純
財

産
額

の
３
倍
を

超
え

な
い

も
の
と
す

る
。
 

２
 

本
会

は
、

発
行
済

み
の

放
送
債

券
の
借

換
え

の
た
め

、
必
要

が
あ

る
と
き

は
、
一

時
前

項
の

規
定
に

よ
る

制
限

を
超

え
て

放
送

債
券

を
発

行
す

る
。

こ
の

場
合

に
お

い

て
は

、
発

行
す
る

放
送

債
券

の
払

込
み

の
期

日
（

数
回

に
分

け
て

払
込

み
を

さ
せ

る

と
き

は
、

第
１
回

の
払

込
み

の
期

日
）

か
ら

６
箇

月
以

内
に

そ
の

発
行

額
に

相
当

す

る
額

の
発
行

済
み
の
放

送
債

券
を

償
還
す
る

。
 

３
 

本
会

は
、

第
１
項

の
規

定
に
よ

る
放
送

債
券

を
発
行

し
た
と

き
は

、
毎
事

業
年
度

末
現

在
の

発
行
債

券
未

償
還

額
の

１
０

分
の

１
に

相
当

す
る

額
を

償
還

積
立

金
と

し

て
積

み
立
て

る
。
 

４
 

前
項

の
積

立
金
は

、
放

送
債
券

を
償
還

す
る

場
合
に

限
り
、

充
当

す
る
こ

と
が
で

き
る

。
 

 

 
（
成
立
の
と
き
に
お
け
る
資
産
）
 

第
８

１
条

 
本

協
会

は
、

本
協

会
の

成
立
の

時
に

お
い
て

、
社
団

法
人

日
本
放

送
協
会

か
ら
承
継
し
た
財
産
を
、
本
協
会

の
成
立
の
時

に
お
け
る
資
産
と
す
る
。
 

（
成

立
の
と

き
に
お
け

る
資

産
）
 

第
５

４
条

 
本

会
は

、
本

会
の

成
立

の
と
き

に
お

い
て
、

社
団
法

人
日

本
放
送

協
会
か

ら
承

継
し
た

財
産
を
、

本
会

の
成

立
の
と
き

に
お

け
る

資
産
と
す

る
。
 

 

第
５
０
条
 

２
 

協
会
が
解
散
し
た
場
合

に
お

い
て
は
、

協
会

の
残

余
財
産
は

、
国

に
帰
属
す
る
 

（
残
余
財
産
の
処
分
）
 

第
８

２
条

 
本

協
会

が
解

散
し

た
場

合
に
お

い
て

は
、
本

協
会

の
残

余
財

産
は

、
国
に

帰
属
す
る
。
 

（
残

余
財
産

の
処
分
）

 

第
５

５
条

 
本

会
が
解

散
し

た
場
合

に
お
い

て
は

、
本
会

の
残
余

財
産

は
、
国

に
帰
属

す
る

。
 

改
正
後
の
放
送
法
施
行
規

則
 

 
（
区
分
経
理
の
方
法
）

 

第
１

１
条

の
３

 
協

会
は

、
法

第
９

条
第

２
項

第
２

号
の

業
務

（
専

ら
受

信
料

を
財

源
と

し
て
行
う
も
の
を
除

く
。
以
下
「
番
組
ア
ー
カ
イ
ブ
業
務
」
と
い
う
。
）
及
び
同
条
第
３

項
の

業
務

に
係

る
経

理
に

つ
い

て
、

そ
の

他
の

経
理

と
区

分
し

、
そ

れ
ぞ

れ
特

別
の

勘

定
を
設
け
て
整
理
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 

協
会

は
、

番
組

ア
ー

カ
イ

ブ
業

務
、

法
第

９
条

第
３

項
の

業
務

及
び

こ
れ

ら
の

業
務

以
外

の
業

務
の

う
ち

２
以

上
の

業
務

に
関

連
す

る
費

用
に

つ
い

て
は

、
適

正
な

基
準

に

よ
り
そ
れ
ぞ
れ
の
業

務
に
配
賦
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 



 

新
放
送
法

等
 

関
連
条

文
 

日
本

放
送

協
会

定
款

 
新

 
旧

 
 

附
 

則
 

 １
 

こ
の

定
款

は
、
放

送
法

等
の
一

部
を
改

正
す

る
法
律

（
平
成

１
９

年
法
律

第
１
３

６
号
）
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
施
行
す
る
。
 

 

 
   ２

 
こ

の
定
款

の
施
行

の
際

現
に
本

協
会
が

変
更

前
の
定

款
（
以

下
「

旧
定
款

」
と
い

う
。
）
第
４
条
第
１
項
第
４
号
の
委
託
協
会
国
際
放
送
業
務
を
行
っ
て
い
る
場

合
で
あ

っ
て

、
当

該
業

務
の
一

部
が

こ
の
定

款
の
第

４
条

第
４
項

に
規
定

す
る

テ
レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
に

よ
る

外
国
人

向
け

委
託
協

会
放
送

業
務

で
あ
る

場
合
に

は
、

施
行
日

か
ら

起
算

し
て

１
年

を
経
過

す
る

日
ま
で

の
間
は

、
こ

の
定
款

の
第
４

９
条

第
２
項

の
規

定
は
、
適
用
し
な
い
。

 

３
 

こ
の

定
款

の
第
５

７
条

、
第
７

０
条
、

第
７

３
条
、

第
７
４

条
並

び
に
第

７
９
条

第
２

項
及

び
第

３
項
の

規
定

は
、
施

行
日
以

後
に

開
始
す

る
本
協

会
の

事
業
年

度
か

ら
適

用
し

、
施

行
日
前

に
開

始
し
た

本
協
会

の
事

業
年
度

に
つ
い

て
は

、
な
お

従
前

の
例
に
よ
る
。
 

４
 

施
行

日
の

前
日
に

お
い

て
本
協

会
の
監

事
で

あ
る
者

の
任
期

は
、

施
行
日

前
に
開

始
し

た
事

業
年

度
の
業

務
報

告
書
並

び
に
財

産
目

録
、
貸

借
対
照

表
及

び
損
益

計
算

書
並
び
に
こ
れ
ら
に
関
す
る
説
明
書
（
次
項
に
お
い
て
「
貸
借
対
照
表
等
」
と

い
う

。）

の
総
務
大
臣
へ
の
提
出
の
日
ま
で
と
す
る
。

 

５
 

第
３

項
の

規
定
に

よ
り

監
事
が

本
協
会

の
施

行
日
前

に
開
始

し
た

事
業
年

度
の
業

務
報

告
書

及
び

貸
借
対

照
表

等
に
添

え
る
意

見
書

を
作
成

す
る
場

合
に

お
い
て

は
、

旧
定

款
第

１
８

条
第
３

項
、

第
２
０

条
、
第

２
２

条
、
第

２
３
条

第
４

項
及
び

第
５

項
、
第
２
５
条
並
び
に
第
２
６
条
第
１
項
の
規
定
は
、
な
お
効
力
を
有
す
る

。
 

 
改
正
法
 

 
附
 
則
 

（
日
本
放
送
協
会
の
業

務
の
委
託
に
関
す
る
経
過
措
置
）
 

第
３
条
 
こ
の
法
律
の

施
行
の
際
現
に
日
本
放
送
協
会
（
以
下
「
協
会
」
と
い
う
。
）
が
第

１
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
放
送
法
（
以
下
「
旧
放
送
法
」
と
い
う
。
）
第
９
条
第
１

項
第

４
号

の
委

託
協

会
国

際
放

送
業

務
を

行
っ

て
い

る
場

合
で

あ
っ

て
、

当
該

業
務

の

一
部

が
新

放
送

法
第

９
条

第
７

項
に

規
定

す
る

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

放
送

に
よ

る
外

国
人

向

け
委

託
協

会
国

際
放

送
業

務
で

あ
る

場
合

に
は

、
施

行
日

か
ら

起
算

し
て

１
年

を
経

過

す
る
日
ま
で
の
間
は
、
新
放
送
法
第
９
条
の
２
第
２
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。
 

 （
企
業
会
計
原
則
等
に
関
す
る
経
過
措
置
）
 

第
４

条
 

新
放

送
法

第
３

６
条

の
２

、
第

３
８

条
、

第
３

９
条

第
２

項
、

第
４

０
条

及
び

第
４
０
条
の
２
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
開
始
す
る
協
会
の
事
業
年
度
か
ら
適
用
し
、

施
行
日
前
に
開
始
し
た
協
会
の
事
業
年
度
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
 

 ２
 

施
行

日
の

前
日

に
お

い
て

協
会

の
監

事
で

あ
る

者
の

任
期

は
、

施
行

日
前

に
開

始
し

た
事

業
年

度
の

業
務

報
告

書
並

び
に

財
産

目
録

、
貸

借
対

照
表

及
び

損
益

計
算

書
並

び

に
こ
れ
ら
に
関
す
る
説
明
書
（
次
項
に
お
い
て
「
貸
借
対
照
表
等
」
と
い
う
。
）
の
総
務

大
臣
へ
の
提
出
の
日
ま
で
と
す
る
。
 

３
 

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
監

事
が

協
会

の
施

行
日

前
に

開
始

し
た

事
業

年
度

の
業

務
報

告
書

及
び

貸
借

対
照

表
等

に
添

え
る

意
見

書
を

作
成

す
る

場
合

に
お

い
て

は
、

旧
放

送

法
第

２
３

条
第

３
項

、
第

２
４

条
、

第
２

６
条

第
４

項
か

ら
第

９
項

ま
で

、
第

２
７

条

第
４

項
及

び
第

５
項

、
第

２
８

条
の

２
、

第
２

９
条

第
１

項
並

び
に

第
５

４
条

の
規

定

は
、
な
お
効
力
を
有
す
る
。
 

 

２２ 



（参 考） 

放送法等の一部を改正する法律の概要（ＮＨＫ関係の改正項目） 

（１）ガバナンス強化 

ＮＨＫのガバナンスを強化するため、経営委員会について、監督権限の明確化、

一部委員の常勤化、議決事項の見直し等を行うとともに、経営委員から構成され

る監査委員会の設置（現行の監事制度は廃止）、外部監査の導入等を措置する。 

（２）番組アーカイブのブロードバンドによる提供 

ＮＨＫが放送した放送番組（番組アーカイブ）をブロードバンド等を通じて有

料で提供することをＮＨＫの業務に追加するとともに、利用者保護のため、その

業務の実施基準について認可を要すること等を措置する。 

（３）新たな国際放送の制度化 

我が国の対外情報発信力を強化するため、ＮＨＫの国際放送の業務を「外国人

向け」と「在外邦人向け」に分離し、それぞれに適合した番組準則を適用する。

また、外国人向けの映像国際放送について番組制作等を新法人に委託する制度を

設ける。 

（４）命令放送制度の見直し 

国際放送の命令放送制度について、「命ずる」との文言を「要請する」に改め、

ＮＨＫはこれに応じるよう努めるものとすること等を措置する。 

 

 

 

ＮＨＫガバナンス改革の主な措置事項

監 事
（３人以内）

廃止

経営委員会（１２人）

会長、副会長、理事
（執行部）

国 民

・経営委員会による受信者意見
聴取

・執行部による受信者苦情対応

・ＮＨＫの情報公開

を制度化

・監査委員会による監査
制度の導入

・外部監査の義務付け
（会計監査人による監査）

監査部門の
強化

国民に開かれた
経営の確保

・ 委員の一部常勤化

・ 委員選出の地域条件の緩和

ＮＨＫ

・執行部に対する監督権限を明記

・「経営の基本方針」や「コンプライア
ンス体制」を議決事項に追加

・執行部からの職務報告を義務化

監督機能の
強化

・監査委員の任免 監査委員会
（経営委員３人以上で構
成。少なくとも１人は常勤）

・職務執行の監査
・不法行為の差し止め等

 

 

２３ 



（参照条文） 

    
 
 
 

附 

則 

 

（
以
下 

略
） 

 

（
準
備
行
為
） 

  

（
施
行
期
日
） 

 
 

（
以
下 

略
） 

  
 
 
 

附 

則 

○
放
送
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
十
年
総
務
省
令
第
二
号
） 

○
放
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
百
三
十
六
号
） 

１ 

こ
の
省
令
は
、
放
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
百

三
十
六
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

第
二
条 

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
放
送
法
（
以
下
「
新
放
送
法
」
と
い
う
。
）

第
八
条
の
三
第
二
項
及
び
第
九
条
第
九
項
の
認
可
、
新
放
送
法
第
五
十
三
条
の
十

及
び
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
電
波
法
（
以
下
「
新
電
波
法
」
と
い
う
。
）

第
九
十
九
条
の
十
一
の
規
定
に
よ
る
電
波
監
理
審
議
会
に
対
す
る
諮
問
並
び
に
こ

れ
ら
に
関
し
必
要
な
手
続
そ
の
他
の
行
為
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
例
に
よ
り
、
こ

の
法
律
（
前
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
に
つ
い
て
は
、
当
該
規
定
）
の
施
行
前
に

お
い
て
も
行
う
こ
と
が
で
き
る
。 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お

い
て
制
令
で
定
め
る
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

【
放
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
施
行
後
】 

  

二 
第
八
条
の
三
第
二
項
（
定
款
変
更
の
認
可
）
、
第
九
条
第
八
項
（
第
三
十
三
条

第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）（
中
継
国
際
放
送
の
協
定
の
認
可
）、

第
九
条
第
九
項
（
提
供
基
準
の
認
可
）、
同
条
第
十
項
（
任
意
的
業
務
の
認
可
）、

 

（
電
波
監
理
審
議
会
へ
の
諮
問
） 

  
一 

第
二
条
の
二
第
一
項
又
は
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
放
送
普
及
基
本
計
画
を
定

め
、
又
は
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
。 

２ 

定
款
は
、
総
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

○
放
送
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
二
号
） 

第
五
十
三
条
の
十 

総
務
大
臣
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
電
波
監
理
審
議
会
に

諮
問
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
八
条
の
三 

協
会
は
、
定
款
を
も
つ
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
規
定
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

 

三 

事
務
所
の
所
在
地 

二 

名
称 

五 

経
営
委
員
会
、
監
査
委
員
会
、
理
事
会
及
び
役
員
に
関
す
る
事
項 

七 

放
送
債
券
の
発
行
に
関
す
る
事
項 

（
定
款
） 

一 

目
的 

六 

業
務
及
び
そ
の
執
行
に
関
す
る
事
項 

八 

公
告
の
方
法 

四 

資
産
及
び
会
計
に
関
す
る
事
項 

２４ 



     
 

（
以
下 

略
） 

  

第
九
条
の
二
の
二
（
独
立
行
政
法
人
宇
宙
航
空
研
究
開
発
機
構
等
へ
の
出
資
の

認
可
）、
第
九
条
の
四
第
一
項
（
委
託
国
内
放
送
業
務
及
び
委
託
協
会
国
際
放
送

業
務
に
関
す
る
認
定
）、
第
三
十
二
条
第
二
項
及
び
第
三
項
（
受
信
料
免
除
の
基

準
及
び
受
信
契
約
条
項
の
認
可
）、
第
三
十
三
条
第
一
項
（
国
際
放
送
等
の
実
施

の
要
請
）
、
第
三
十
四
条
第
一
項
（
放
送
に
関
す
る
研
究
の
実
施
命
令
）
、
第
三

十
七
条
の
二
第
一
項
（
収
支
予
算
等
の
認
可
）
、
第
四
十
七
条
第
一
項
（
放
送
設

備
の
譲
渡
等
の
認
可
）、
第
四
十
八
条
第
一
項
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
）（
放
送
等
の
廃
止
又
は
休
止
の
認
可
）、
第
五
十
条
の
三
第
一

項
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
（
放
送
等
の
廃
止
又
は

休
止
の
認
可
）
、
第
五
十
二
条
の
四
第
二
項
（
有
料
放
送
の
役
務
の
契
約
約
款
の

認
可
）、
第
五
十
二
条
の
七
（
有
料
放
送
の
役
務
の
料
金
又
は
契
約
約
款
の
変
更

認
可
申
請
命
令
及
び
変
更
命
令
並
び
に
有
料
放
送
管
理
事
業
者
の
業
務
の
方
法

の
改
善
の
命
令
）、
第
五
十
二
条
の
十
一
（
受
託
放
送
役
務
の
提
供
条
件
の
変
更

命
令
）
、
第
五
十
二
条
の
十
三
第
一
項
（
委
託
放
送
業
務
に
関
す
る
認
定
）
、
第

五
十
二
条
の
十
七
第
一
項
（
第
九
条
の
四
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）（
委
託
放
送
事
項
の
変
更
の
許
可
）
、
第
五
十
二
条
の
三
十
第
一
項
（
認

定
放
送
持
株
会
社
に
関
す
る
認
定
）
又
は
第
五
十
三
条
第
一
項
（
セ
ン
タ
ー
の

指
定
）
の
規
定
に
よ
る
処
分
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
。 

    

○
放
送
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
電
波
監
理
委
員
会
規
則
第
十
号
） 

第
三
条 

法
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
定
款
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、

申
請
書
に
左
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
、
総
務
大
臣
に
提
出
す

る
も
の
と
す
る
。 

三 

実
施
し
よ
う
と
す
る
期
日 

二 

変
更
し
よ
う
と
す
る
理
由 

（
定
款
変
更
の
認
可
申
請
） 

一 

変
更
し
よ
う
と
す
る
条
項 

２５ 



                                     資料 １２ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２０年３月１２日  

 

 

 

日本放送協会に対する平成２０年度国際放送実施要請について 

（平成２０年３月１２日 諮問第２０号） 

 

 

日本放送協会に対する平成２０年度委託協会国際放送業務実施要請について 

（平成２０年３月１２日 諮問第２１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報通信政策局衛星放送課国際放送推進室 

                         （小林室長補佐、森原係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７９８ 
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諮問第２０号・第２１号説明資料 
 

日本放送協会に対する平成２０年度国際放送等実施要請について 
 
 
Ⅰ テレビ国際放送（委託協会国際放送業務） 

 
１ テレビ国際放送の現状  
 ＮＨＫは、現在、以下のとおり実施。 
（１）放送時間 １日２４時間   （Ｃバンド） 

         １日６．５時間程度（Ｋｕバンド、欧州地域） 
         １日６時間程度  （Ｋｕバンド、北米地域） 
（２）放送区域 ほぼ全世界 

（北米、中南米、欧州、中東、アフリカ、アジア、大洋州） 

（３）使用言語 ２言語（日本語、英語） 
（４）送信衛星 インテルサット社：IS-8､9､10 エコースター社：Echo-1､3､7､9 

 ユーテルサット社：HotBird-6 
（５）受信方法 各衛星用の受信機及びアンテナを用いた直接受信の他､ＣＡＴ

Ｖやホテルなどでも視聴が可能。  
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 実施要請のポイント  
（１）放送法改正に伴い、委託協会国際放送業務の実施は「命ずる」から「要請」へ。 

  （２）委託放送事項を「邦人の生命、身体及び財産の保護に係る事項」等、「国の重要

事項に係る報道・解説」へ。 
（３）テレビ国際放送の要請対象を「外国人向け」業務に限定。 
（４）受信環境整備を特記。 

 

テレビ国際放送の現状 

HotBird-6 IS-10 IS-8 IS-9 
Echo-3 Echo-7 Echo-1 Echo-9

６.５時間

６時間 
２４時間 ２４時間 ２４時間
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３ 実施要請の内容  

放送法（昭和２５年法律第１３２号）第３３条第１項の規定に基づき、次の事項を指

定して、テレビジョン放送による外国人向け委託協会国際放送業務の実施を要請する。 

 

１ 委託放送事項 

委託放送事項は、次の事項に係る報道及び解説とする。 

（１）邦人の生命、身体及び財産の保護に係る事項 

（２）国の重要な政策に係る事項 

（３）国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事項 

（４）その他国の重要事項 

 

２ 委託して放送をさせる区域 

委託して放送をさせる区域は、北米、中南米、欧州、中東、アフリカ、アジア及び

大洋州とする。 

 

３ その他必要な事項 

（１）放送効果の向上を図るため、放送法第９条第１項第５号の規定に基づき実施す

る業務と一体として行うこと。 

（２）委託して放送させる時間は、委託して放送をさせる各区域における受信者数、

受信者の要望等を考慮して決定すること。 

（３）用いる言語は、英語とする。ただし、他の言語を併せ用いることを妨げない。 

（４）委託して行わせる放送の内容等について十分な周知を行うとともに、簡便な受

信が可能となるよう、受信環境を整えるなど、受信者の便宜を図り、受信者の増

加に努めること。また、放送効果についての必要な調査を行うこと。 

（５）この要請に応じて行う業務について、別に示すところにより、放送法施行令（昭

和２５年政令第１６３号）第７条第１号ホに規定する資料を提出すること。 

 

４ 国の費用負担等 

（１）この要請に応じて行う業務に要する費用の金額は、当該業務の実施期間に係る

予算において示される金額を超えない範囲内とすること。当該金額は、費用の交

付に 関する手続と併せ、別に示すものとする。 

（２）この要請に応じて行う業務の実施期間は、平成２０年４月１日から平成２１年

３月３１日までとする。 

以上 
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Ⅱ ラジオ国際放送（国際放送） 
 
１ ラジオ国際放送の現状  

ＮＨＫは、平成２０年３月３０日より以下のとおり実施の予定。 
（１）放送時間 １日延べ４８時間２５分 
（２）放送区域 １７区域 

（欧州、北米、ハワイ、中米、南米、中東・北アフリカ、アフリカ、

極東ロシア、アジア大陸（北部）、アジア大陸（中部）、アジア大陸

（南部）、東アジア、朝鮮、東南アジア、フィリピン・インドネシ

ア、南西アジア、豪州・ニュージーランド） 
※２１年１月より要請対象から、北米、欧州、ハワイを除く。NHK の自主放送にお

ける放送区域は２１年１月以降も上記の１７区域。 
（３）使用言語 １８言語 

（日本語、英語、中国語、ロシア語、朝鮮語（ハングル）、インドネ

シア語、フランス語、スペイン語、タイ語、ベトナム語、ビルマ語、

ヒンディ語、ウルドゥ語、ベンガル語、ペルシャ語、ポルトガル語、

アラビア語、スワヒリ語） 
※２１年１月より要請の対象言語は、日本語、中国語、朝鮮語の３言語する予定。NHK の自

主放送における使用言語は２１年１月以降も上記の１８言語。 
（４）送信施設 国内送信所１か所（八俣送信所）、海外中継局７か所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
２ 実施要請のポイント  
（１）放送法改正に伴い、国際放送の実施は「命ずる」から「要請」へ。 

 （２）放送事項を「邦人の生命、身体及び財産の保護に係る事項」等、「国の重要事項

に係る報道・解説」へ。 
（３）放送事項の中で「日本人拉致問題への留意」を引き続き明記。 

 （４）ラジオ国際放送の要請対象は従前どおり「邦人向け」及び「外国人向け」業務

とする。 
（５）平成２１年１月以降、ラジオ国際放送の要請対象は、日本語・中国語・朝鮮語

の三言語に限定。 
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３ 実施要請の内容  
放送法（昭和２５年法律第１３２号）第３３条第１項の規定に基づき、次の事項を指

定して、ラジオ放送による邦人向け及び外国人向け国際放送の実施を要請する。 

 

１ 放送事項 

（１）放送事項は、次の事項に係る報道及び解説とする。 

ア 邦人の生命、身体及び財産の保護に係る事項 

イ 国の重要な政策に係る事項 

ウ 国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事項 

エ その他国の重要事項 

（２）上記事項の放送に当たっては、北朝鮮による日本人拉致問題に特に留意すること。 

 

２ 放送区域 

（１）平成２０年１２月３１日以前の放送区域は、欧州、北米、ハワイ、中米、南米、

中東・北アフリカ、極東ロシア、アジア大陸（北部）、アジア大陸（中部）、アジア

大陸（南部）、東アジア、朝鮮、東南アジア、フィリピン・インドネシア、南西アジ

ア及び豪州・ニュージーランドとする。 

（２）平成２１年１月１日以後の放送区域は、上記区域から、欧州、北米及びハワイを

除いた区域とする。 

 

３ その他必要な事項 

（１）放送効果の向上を図るため、放送法第９条第１項第４号の規定に基づき実施する

業務と一体として行うこと。 

（２）各放送区域への送信は、八俣送信所又は海外中継局から実施すること。 

（３）送信空中線電力は、各放送区域における受信状況を考慮して決定すること。 

（４）放送時間は、各放送区域における受信者数、受信者の要望等を考慮して決定する

こと。 

（５）用いる言語は、各放送区域の受信者に適したものとする。ただし、平成２１年１

月１日以後については、日本語、中国語又は朝鮮語とする。 

（６）放送の内容等についての十分な周知を行い、受信者の便宜を図るとともに、受信

者の増加に努めること。 

（７）この要請に応じて行う業務について、別に示すところにより、放送法施行令（昭

和２５年政令第１６３号）第７条第１号ホに規定する資料を提出すること。 

 

４ 国の費用負担等 

（１）この要請に応じて行う業務に要する費用の金額は、当該業務の実施期間に係る予

算において示される金額を超えない範囲内とすること。当該金額は、費用の交付に

関する手続と併せ、別に示すものとする。 

（２）この要請に応じて行う業務の実施期間は、平成２０年４月１日から平成２１年３

月３１日までとする。 

  

以上 
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日
本

放
送

協
会

に
対

す
る
平

成
２
０
年

度
国

際
放

送
等

実
施

要
請

の
基

本
的

考
え
方

２
．
テ
レ
ビ
国
際
放
送
の
強
化

○
放

送
事

項
（
委

託
放

送
事

項
）
は

、
改

正
法

の
規

定
に
準

拠

・
新
た
な
ス
キ
ー
ム
に
よ
る
テ
レ
ビ
国
際
放
送
の
開
始
さ
れ
る
、
年
度
第
４
四
半
期
以
降
、
ラ
ジ
オ
国
際
放
送
は
テ
レ
ビ
国
際
放
送
へ
の
補
完

的
役
割
へ
。
要
請
対
象
は
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
自
主
放
送
分
を
含
む
１
８
言
語
の
う
ち
日
・
中
・
朝
の
３
言
語
に
限
定
。

・
ラ
ジ
オ
国
際
放
送
の
放
送
事
項
の
中
で
「
北
朝
鮮
に
よ
る
日
本
人
拉
致
問
題
へ
の
留
意
」
を
明
記
。

・
対
外
情
報
発
信
力
強
化
の
観
点
か
ら
、
テ
レ
ビ
国
際
放
送
を
強
化
。
要
請
対
象
を
「
外
国
人
向
け
」
業
務
に
限
定
す
る
と
と
も
に
、
交
付
金

額
を
大
幅
増
額
（
１
９
年
度
３
億
円
→
２
０
年
度
１
５
．
２
億
円
）
。

・
年
度
第
４
四
半
期
（
２
１
年
１
月
）
以
降
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
自
主
放
送
部
分
も
含
め
、
新
た
な
ス
キ
ー
ム
に
よ
る
外
国
人
向
け
放
送
と
し
て
再
編
・

出
発
予
定
。

１
．
「
要

請
」
制

度
化

へ
の

対
応

○
放

送
法

改
正

（
２
０
年

４
月

１
日

施
行

予
定

）
に
伴

い
「
命

ず
る
」
を
「
要

請
」
へ

・
現
行
制
度
に
お
け
る
「
時
事
」
「
国
の
重
要
な
政
策
」
「
国
際
問
題
に
関
す
る
政
府
の
見
解
」
に
係
る
報
道
・
解
説
の
指
定
を
、

改
正
法
の
規
定
に
従
い
「
邦
人
の
生
命
、
身
体
及
び
財
産
の
保
護
に
係
る
事
項
」
「
国
の
重
要
な
政
策
に
係
る
事
項
」
「
国
の
文
化
、

伝
統
及
び
社
会
経
済
に
係
る
事
項
」
「
そ
の
他
国
の
重
要
事
項
」
に
係
る
報
道
・
解
説
の
指
定
に
変
更
。

・
要
請
へ
の
応
諾
は
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
努
力
義
務
。
Ｎ
Ｈ
Ｋ
は
応
諾
を
も
っ
て
、
国
際
放
送
を
実
施
。
応
諾
の
た
め
の
検
討
期
間
を
設
定
。

３
．
ラ
ジ
オ
国

際
放

送
の

役
割

転
換

４
．
北
朝
鮮
に
よ
る
日
本
人
拉
致
問
題
へ
の
対
応
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改
正
放
送
法
の
概
要

１
総
務
大
臣
は
、
協
会
に
対
し
、
放
送
区
域
、
放
送
事
項

（
邦
人
の
生
命
、
身
体
及
び
財
産
の
保
護
に
係
る
事
項
、

国
の
重
要
な
政
策
に
係
る
事
項
、
国
の
文
化
、
伝
統
及
び

社
会
経
済
に
係
る
重
要
事
項
そ
の
他
の
国
の
重
要
事
項

に
係

る
も
の

に
限

る
。
）
そ
の

他
必

要
な
事

項
を
指

定
し
て

国
際

放
送

を
行

う
こ
と
を
要

請
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

２
総
務
大
臣
は
、
要
請
を
す
る
場
合
に
は
、
協
会
の
放
送

番
組
の
編
集
の
自
由
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
協
会
は
、
総
務
大
臣
か
ら
要
請
が
あ
つ
た
と
き
は
、
こ
れ

に
応

じ
る
よ
う
努

め
る
も
の

と
す
る
。

現
行
放
送
法
の
概
要

総
務
大
臣
は
、
協
会
に
対
し
、
放
送
区
域
、
放
送
事

項
そ
の
他
必
要
な
事
項
を
指
定
し
て
国
際
放
送
を
行
う

べ
き
こ
と
を
命

ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

命
令
放
送
に
関
す
る
制
度
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

命
令
放
送
に
関
す
る
制
度
改
正
の
ポ
イ
ン
ト
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放
送
番
組
の
放
送

送
信

の
委

託

衛
星
事
業
者

〔
現
行
〕

「
在
外
邦
人
向
け
」
「外

国
人
向
け
」

映
像
国
際
放
送

Ｎ
Ｈ
Ｋ

Ｎ
Ｈ
Ｋ

「
在

外
邦

人
向

け
」放

送

「
外

国
人

向
け
」
放

送

・
制

作
・

送
信

新
法
人
（
１
社
）

新
法
人
（
１
社
）

放
送
番
組
の
放
送

送
信

の
委

託衛
星
事
業
者

〔
改
正
後
〕

民
放

Ｎ
Ｈ
Ｋ

Ｎ
Ｈ
Ｋ

一 部 委 託 を 義 務 付 け２
つ
の

業
務

に
分

離
（
番

組
準

則
も
、
そ
れ

ぞ
れ

に
適

合
し
た
も
の

を
適

用
）

同
一

業
務

に
２
つ
の

放
送

（
「
在

外
邦

人
向
け
」
、
「
外
国
人
向
け
」
）
が

混
在

・
番
組
の

編
成

・
制

作

・
送

信

協 力 要 請

（
番

組
素

材
・
ノ
ウ
ハ

ウ
の

提
供

等
）

財
源
は
、
受
信
料
と
国
費

（
注

）
新

法
人

は
、
自

主
放

送
を
併

せ
行

う
こ
と
が

可
能

。

財
源
は
、
受
信
料
と
国
費新

た
な
国
際
放
送
の
イ
メ
ー
ジ

新
た
な
国
際
放
送
の
イ
メ
ー
ジ
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新
国
際
放
送
の
事
業
運
営
の
イ
メ
ー
ジ

出
資

（
50

%
以

上
）

（
具

体
的
比
率

は
調

整
中
）

新
国

際
放

送

広
告

出
稿
等

運
営

資
金

政
府

広
報
等

運
営

資
金

受
信

料
交

付
金

新
国
際
放
送
会
社

Ｎ
Ｈ
Ｋ

番
組

・
素
材

放
送

事
業
者

総
務
省

関
係
省
庁
等

受
信

契
約

者

協
力

要
請

出
資

（
50

%
未

満
）

番
組
編
集

送
信

番
組
制
作

番
組
制
作

送
信

番
組
編
集

番
組
制
作

送
信

業
務

委
託

委
託

手
数
料

Ｎ
Ｈ
Ｋ
ブ
ラ
ン
ド

Ｎ
Ｈ
Ｋ
ブ
ラ
ン
ド

独
自

ブ
ラ
ン
ド

人
材

民
間
企
業

知
見

・
ノ
ウ
ハ

ウ

衛
星

事
業

者

衛
星

事
業

者
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Ｎ
Ｈ
Ｋ
ワ
ー
ル

ド
Ｔ
Ｖ
の

編
成

（
案

）

0
0

1
5

4
5

6
0

0
0

1
5

4
5

6
0

0
0

3
0

6
0

Ｂ
Ｓ

ニ
ュ

ー
ス

（
英

字
幕

付
き

）

Ｂ
Ｓ

ニ
ュ

ー
ス

（
英

字
幕

付
き

）

Ｎ
ｅ

ｗ
ｓ

ｌ
ｉ

ｎ
ｅ

＜
英

語
ニ

ュ
ー

ス
＞

Ｎ
ｅ

ｗ
ｓ

ｌ
ｉ

ｎ
ｅ

＜
英

語
ニ

ュ
ー

ス
＞

新
Ｎ

ｅ
ｗ

ｓ
ｌ

ｉ
ｎ

ｅ

・
ニ

ュ
ー

ス

・
ア

ジ
ア

情
報

・
経

済
情

報
英

語
番

組

国
内

番
組

の
英

語
化

英
語

番
組

国
内

番
組

の
英

語
化

日
本

語
番

組
英

語
番

組

国
内

番
組

の
英

語
化

現
在

平
成

２
０
年

１
０
月

平
成

２
１
年

始
め

（
分

）

・
完

全
英

語
化

（
日

本
語

番
組

の
別

チ
ャ

ン
ネ

ル
移

行
）

・
情

報
番

組
の

拡
大

・
日

本
人

向
け

番
組

と

外
国

人
向

け
番

組
の

混
在

・
ニ

ュ
ー

ス
番

組
の

刷
新

・
情

報
番

組
の

拡
充

別
チ

ャ
ン

ネ
ル

移
行

番
組

拡
大

・
拡

充

ニ
ュ

ー
ス

番
組

刷
新

・
拡

大

＊
１

時
間

モ
デ

ル
＜
こ

れ
を
２

４
時
間
、
繰
り
返
す
＞
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年新
年

度
以

降
の

ラ
ジ
オ

国
際
放

送
の
実

施
体
制
に
つ
い
て

改
正

放
送

法
の

施
行

予
定

「
命

令
」
か

ら
「
要

請
」
へ

テ
レ
ビ
国

際
放

送

新
放

送
開

始
(2
1
年

1
月
目
途
)

平
成

１
９

平
成

２
０
年

度
度

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

使
用

言
語

国
費

負
担

額

　
は

、
要

請
放

送
の

対
象

部
分

１
８

言
語

３
言

語

（
日

･
中

･
朝

）

１
８
．
１
億

円
２
１
．
６
億

円

１
５

言
語
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・
１
９
９
９
年
、
ド
イ
ツ
語
の
放
送
を
廃
止
。

・
２
０
０
１
年
、
北
米
及
び
大

洋
州
向
け
放
送
を
廃
止
。

・
２
０
０
５
年
か
ら
２
０
０
６
年
に
か
け
て
１
０
言
語
の
放
送
を
廃
止
。

・
２
０
０
７
年
、
中
国
語
の
報
道
番
組
以
外
の
放
送
の
廃
止
を
表
明
。

各
国

放
送

機
関

に
お
け
る
短

波
国

際
放

送
廃

止
の

動
き

Ｂ
Ｂ
Ｃ

そ
の

他

Ｖ
Ｏ
Ａ

Ｄ
Ｗ

・
１
９
９
７
年
、
イ
タ
リ
ア
語
、
オ
ラ
ン
ダ
語
、
デ
ン
マ
ー
ク
語
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
語
の
放
送
を
廃
止
。

・
１
９
９
９
年
、
日
本
語
の
放
送
を
廃
止
。

・
２
０
０
３
年
、
北
米
及
び
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
向
け
の
英
語
の
放
送
を
廃
止
。

・
２
０
０
６
年
、
北
米
向
け
の
ド
イ
ツ
語
の
放
送
を
廃
止
。

・
２
０
０
８
年
度
予
算
案
に
お
い
て
、
１
２
言
語
の
放
送
を
廃
止
す
る
方
針
を
発
表
。

・
２
０
０
６
年
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
放
送
会
社
は
全
て
の
放
送
を
廃
止
。
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N
H

K
の
国
際
放
送
関
係
経
費
と
交
付
額
の
推
移

ラ
ジ
オ
国

際
放

送
運

営
経

費
テ
レ
ビ
国

際
放

送
運

営
経

費

総
額

交
付

金
総

額
交
付
金

総
額
合
計

－
1
1
,4
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9
,9
0
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－ － －

3
0
0
,0
0
0

2
0

7
,2
3
0
,3
0
1

1
,8
0
6
,9
3
1

7
,8
6
8
,3
9
5

1
,5
2
2
,5
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1
5
,0
9
8
,6
9
6

1
1
,2
8
5
,8
6
6

1
1
,1
5
4
,1
3
6

1
8

7
,9
4
1
,7
8
9

2
,2
5
6
,1
3
7

3
,0
6
1
,1
6
0

1
1
,0
0
2
,9
4
9

1
9

7
,9
7
2
,0
2
9
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5
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,6
1
7
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,8
0
3
,7
2
2

1
2
,7
7
5
,7
5
1

2
,7
7
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5
5

2
,7
4
6
,9
7
7

2
,7
0
3
,1
9
0

8
,6
7
1
,8
5
2

8
,5
3
8
,8
8
9

8
,4
5
0
,9
4
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1
5

1
,9
7
3
,5
0
0

1
6

2
,2
7
3
,5
0
0

1
7

2
,2
7
3
,5
0
0

年
度

（
単

位
:千

円
）

※
平

成
1
8
年

度
ま
で
は

決
算

額
、
平

成
１
9
年

度
は

予
算

額
、
平

成
2
0
年

度
は

予
定

額
。
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福田総理施政方針・所信表明演説（拉致問題関連） 

 

 

 

 

 

第１６９回国会における福田内閣総理大臣施政方針演説（抜粋） 

【平成２０年１月１８日】 

（友好的な二国間関係の発展） 

北朝鮮に対しては、六者会合などの場を通じ、関係各国と連携

して核の放棄を求めていきます。また、すべての拉致被害者の一

刻も早い帰国を実現し、不幸な過去を清算し日朝国交正常化を図

るべく、引き続き最大限の努力を行っていきます。

 

 

 

 

第１６８回国会における福田内閣総理大臣所信表明演説（抜粋） 

【平成１９年１０月１日】 

（平和を生み出す外交） 

朝鮮半島をめぐる問題の解決は、アジアの平和と安定に不可欠

です。北朝鮮の非核化に向け、六者会合などの場を通じ、国際社

会との連携を一層強化してまいります。拉致問題は重大な人権問

題です。すべての拉致被害者の一刻も早い帰国を実現し、「不幸な

過去」を清算して日朝国交正常化を図るべく、最大限の努力を行

います。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11



拉致問題対策本部の設置について 

 

平成１８年 ９月２９日  

閣 議 決 定  

１．拉致問題に関する対応を協議し、同問題への戦略的取組み並びに安否不明の拉

致被害者に関する真相究明、生存者の即時帰国に向けた施策等総合的な対策を推

進するため、内閣に拉致問題対策本部（以下「本部」という。）を設置する。  

２．本部の構成員は、次のとおりとする。ただし、本部長は、必要があると認める

ときは、関係者に出席を求めることができる。  

本部長 内閣総理大臣 

副本部長 内閣官房長官、拉致問題担当大臣 

本部員 他のすべての国務大臣 

 

３．本部長は、必要に応じ、特定の事項に関し、関係する本部構成員による審議の

場を設けることができる。 

４．本部の庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣官房において処理する。 

５．その他、本部の運営に関する事項その他必要な事項は、本部長が定める。 

 

 

拉致問題対策本部会合開催状況 

 

■第１回 平成１８年１０月１６日（月） 

【概要】 

拉致問題解決に向けた取組みや拉致問題対策本部の今後の進め方等につき、意

見交換を行った。拉致問題における今後の対応方針を策定した。 

【拉致問題における今後の対応方針】 

  平成１４年９月１７日、我が国と北朝鮮は、日朝平壌宣言に署名し、同宣言の精

神及び基本原則に従い日朝間の諸懸案を解決し、国交正常化の早期実現に向けた努

力を傾注することを確認した。しかしながら、北朝鮮は、我が国の国家主権と国民

の生命・安全にかかわる拉致問題において極めて不誠実な対応をとり続けてきたの

みならず、本年７月に弾道ミサイルを発射し、更には、今般、我が国を含む国際社

会の再三の警告にもかかわらず、核実験を実施した旨の発表を行った。  

  拉致問題及び核・ミサイル問題に関し北朝鮮側は、日朝平壌宣言をはじめ、六者

会合の共同声明、安保理決議第１６９５号等に違反する行動をとっており、我が国

は、北朝鮮側に対し、改めて、厳重なる抗議及び断固たる非難の意を表明する。ま

た、今般全会一致で採択された安保理決議第１７１８号も、北朝鮮が発表した核実

験を非難し、北朝鮮及び各国がとる措置を決定すると同時に、北朝鮮が他の安全保

障及び人道上の懸念に対応することの重要性を強調している。  

  かかる状況の中、拉致問題については、政府として、引き続き、「対話と圧力」

という一貫した考えの下、解決に向け粘り強く取り組んでいくこととし、拉致問題

の解決なくして北朝鮮との国交正常化はあり得ないということをここに改めて確

認した上で、今般新たに設置した拉致問題対策本部を中心に政府一体となって、す

べての拉致被害者の生還を実現すべく、今後の対応方針を以下のとおり決定する。

北朝鮮がこうした我が国の決意を厳粛に受け止め、拉致問題を解決するための決断
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を早急に下すよう強く求める。   

   

１．北朝鮮側に対し、すべての拉致被害者の安全を確保し、直ちに帰国させるよ

う引き続き強く求めていく。また、拉致に関する真相究明、拉致実行犯の引渡

しについても引き続き強く求めていく。  

２．現在、政府としては、北朝鮮に対して、人道支援の凍結措置（平成 16 年 12

月28日発表）、万景峰９２号の入港禁止を含む諸措置（平成18年7月5日発表）、

北朝鮮のミサイル等に関連する資金の移転防止等の措置（平成 18 年 9 月 19 日

発表）、すべての北朝鮮籍船の入港禁止やすべての品目の輸入禁止を含む諸措置

（平成 18 年 10 月 11 日発表）等を講じているが、今後の北朝鮮側の対応等を考

慮しつつ、更なる対応措置について検討する。  

３．現行法制度の下での厳格な法執行を引き続き実施していく。  

４．拉致問題対策本部を中心に、拉致問題に関する情報を集約・分析し、問題解

決に向けた措置の検討を迅速に推し進めていくとともに、拉致問題に関する国

民世論の啓発を一層強化する。  

５．「特定失踪者」にかかる事案を含め、北朝鮮による拉致の可能性を排除できな

い事案に関する捜査・調査等を引き続き全力で推進していく。また、捜査・調

査の結果、新たに拉致と認定される事案があれば、北朝鮮側に対して然るべく

取り上げていく。  

６．国連をはじめとする多国間の場、また、関係各国との緊密な連携を通じて、

拉致問題の解決に向けた国際的な協調を更に強化していく。  

 

（首相官邸ホームページより引用） 

 

 

 

拉致問題対策本部関係省庁対策会議開催状況 

 

■ 第１回 平成１８年１１月７日（火）  

     【概要】 

拉致問題対策本部第一回会合で策定された「拉致問題における今後の対応方針」

に基づく各省庁の具体的施策に関する報告がなされた。  

対北朝措置の執行と捜査努力の継続に加え、特に、情報収集・分析、国際協調、

広報活動について、当面、重点的に取り組んでいくことを確認し、三つの分科会

（情報、法執行、広報）を設置した。  

  

■ 第２回 平成１９年１月２６日（金）  

 【概要】 

これまでの取組みの成果を検証するとともに、今後重点的に取り組む事項につ

いて協議し、今後の政府の方針・取組みについて確認した。  

   関係省庁からの報告を踏まえ、協議を行った結果、政府としては、北朝鮮への

対話の窓口を開きつつ、北朝鮮に誠意ある対応を促すため、対北朝鮮措置の執行

と捜査努力の継続、拉致問題に関する情報収集・分析、国際協調、広報活動につ

いて一層取組を強化していくことが確認された。 
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■ 第３回 平成１９年５月２５日（金） 

 【概要】 

関係省庁から対北朝鮮措置に関する報告が行われ、引き続き対北朝鮮措置を着

実に執行していくことが確認された。また、拉致関連捜査・調査の状況、外交面

の取組み、国内外への啓発等について対策本部事務局及び担当省庁から報告がな

された。 

   関係省庁からの報告を踏まえ、政府としては、北朝鮮への対話の窓口を開きつ

つ、北朝鮮に誠意ある対応を促すため、対北朝鮮措置の執行、捜査努力及び拉致

問題に関する情報収集・分析の継続に加えて、Ｇ８サミットをはじめとする機会

を活用し、国際協調、広報活動について一層取組みを強化していくことが確認さ

れた。 

 

（拉致問題対策本部ホームページより引用） 
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北朝鮮による日本人拉致問題 
平成 19 年 7 月 

 

 平成 14 年 9 月 17 日、平壌で行われた日朝首脳会談で、北朝鮮側は長年否定していた日本人の

拉致を初めて認め、謝罪し、再発の防止を約束した。現在、日本政府は 17 名の日本人を北朝鮮に

よる拉致被害者として認定しており、そのうち 5 名については、平成 14 年 10 月 15 日に 24 年ぶり

の帰国が実現した（御家族については、平成 16 年 5 月及び 7 月にそれぞれ帰国・来日）。しかしな

がら、残りの安否不明の方々については、平成 16 年 5 月 22 日の第 2 回日朝首脳会談において、

北朝鮮側より、直ちに真相究明のための徹底した調査を再開する旨の明言があったにもかかわら

ず、未だに北朝鮮当局より納得のいく説明がなされていない状況である。 

 

 日本政府としては、「拉致問題は我が国の国家主権及び国民の生命と安全に関わる重大な問題

であり、その解決なくしては北朝鮮との国交正常化はあり得ない」との方針を堅持し、安否不明の拉

致被害者がすべて生存しているとの前提に立ち、北朝鮮側に対し、すべての被害者の安全確保及

び即時帰国、真相究明並びに拉致実行犯の引渡しを強く要求するとともに、北朝鮮側の対応を考慮

しつつ、我が方として更なる対応措置について検討する旨明確にしてきている。また、政府としては、

認定した17名の拉致被害者以外にも北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案があるとの認

識の下、所要の捜査・調査を進めており、新たに拉致と認定される事案があれば、北朝鮮側に対し

然るべく取り上げていく考えである。 

 

 なお、北朝鮮側は、累次にわたり、「拉致問題は解決済み」としつつ、「日本は過去の清算を回避

するために拉致問題を利用している」旨主張しているが、かかる批判は日本政府として許容できるも

のではない。日本政府としては、すべての被害者の帰国や真相究明等がなされない限り、拉致問題

が解決したとは言えないとの立場であり、また、「過去の清算」の問題については、日朝平壌宣言に

基づき誠実に対応するとの立場である。過去の問題と現在進行中の人権侵害である拉致問題は異

なる問題であり、過去の問題により拉致問題を正当化するかのような北朝鮮側の態度は到底受け

入れられない。 

 

1.背景 

 1970 年代から 1980 年代にかけ、多くの日本人が不自然な形で行方不明となったが、日本の当局

による捜査や、亡命北朝鮮工作員の証言により、これらの事件の多くは北朝鮮による拉致の疑いが

濃厚であることが明らかになった。平成 3 年以来、政府は、機会あるごとに北朝鮮に対して拉致問

題を提起したが、北朝鮮側は頑なに否定しつづけ、平成 14 年 9 月の日朝首脳会談においてようやく

初めて拉致を認めるに至った。 

 

 北朝鮮が拉致という未曾有の国家的犯罪行為を行った背景には、工作員による日本人への身分

の偽装、工作員を日本人にしたてるための教育係としての利用、北朝鮮に匿われている「よど号」グ

ループ（注）による人材獲得、といった理由があったとみられる。日本政府はこれまでに 17 名を北朝

鮮当局による拉致被害者として認定しているが、このほかにも拉致の可能性を排除できない事案が

あるとの認識の下、所要の捜査・調査を進めている。こうした捜査・調査の結果、これまで、日本国

内における日本人以外（朝鮮籍）の拉致容疑事案や海外における拉致容疑事案も明らかになって

いる（下記 3（1）（ロ）及び 4（1）（イ）参照）。 

 

 なお、日本国内では、平成 9 年に拉致被害者の御家族により「北朝鮮による拉致被害者家族連絡

会（家族会）」が結成される等、被害者の救出を求める運動が活発に展開され、これまで 600 万人を

超える署名が総理大臣に提出されている。 
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（注）昭和 45 年 3 月 31 日、日本航空 351 便（通称「よど号」）をハイジャックした犯人とその家族等

の総称。 

2.拉致問題をめぐる日朝間のやりとり 

（1）第 1 回日朝首脳会談（平成 14 年 9 月） 

（イ）  平成 14 年 9 月 17 日の日朝首脳会談において、北朝鮮の金正日（キム・ジョンイル）国防

委員長は、長年否定していた日本人の拉致を初めて認めて謝罪し、拉致被害者のうち 4 名

は生存、8 名は死亡、1 名は北朝鮮入国が確認できない旨伝えた。また、調査依頼をしてい

なかった 1 名について拉致を認め、その生存を確認した（他方、その後の調査で北朝鮮側は、

同時に行方不明となった同人の母親については、入国の事実はない旨主張した。）。その上

で、関係者の処罰および再発防止を約束すると同時に、家族の面会および帰国への便宜を

保証すると約束した。 

これに対し、小泉純一郎総理（当時）は、金正日国防委員長に対し強く抗議し、継続調査、

生存者の帰国、再発防止を要求した。 

（ロ）  北朝鮮外務省のスポークスマンは、同日、拉致事件に関する談話を発表し、北朝鮮側とし

て被害者の帰国のための必要な措置をとる用意があることを明らかにした。  

 

（2）事実調査チームの派遣（平成 14 年 9 月～10 月） 

  平成 14 年 9 月 28 日から 10 月 1 日にかけて、政府派遣による事実調査チームが生存者と面

会し、安否未確認の方についての情報収集に努めた。しかし、北朝鮮提供の情報はそもそも限

られている上、内容的にも一貫性に欠け、疑わしい点が多々含まれていた。同年 10 月 29 日～

30 日にクアラルンプールで開催された第 12 回日朝国交正常化交渉においても、政府は 150 項

目にわたる疑問点の指摘と同時にさらなる情報提供を要求したが、北朝鮮側からのまとまった

回答はなかった。 

 

（3）5 人の被害者の帰国（平成 14 年 10 月） 

（イ）  日本政府からの要求に応じて、平成 14 年 10 月 15 日、拉致被害者 5 人（地村保志さん・

富貴惠さん、蓮池薫さん・祐木子さん、曽我ひとみさん）が帰国し、家族との再会を果たした。 

（ロ）  日本政府は、これら拉致被害者が、北朝鮮に残してきた家族も含めて自由な意思決定を

行い得る環境の設定が必要であるとの判断の下、同年 10 月 24 日、5 人の拉致被害者が日

本に引き続き残ること、また、北朝鮮に対して、北朝鮮に残っている家族の安全確保および

帰国日程の早急な確定を強く求める方針を発表した。 

        その後、これら家族の帰国及び安否不明の拉致被害者に関する真相究明が日朝間の重

大な懸案となり、協議されてきた。 

（4）第 2 回日朝首脳会談（平成 16 年 5 月） 

     平成 16 年 5 月 22 日、第 1 回日朝首脳会談において合意された日朝平壌宣言を履行していく

考えを改めて確認し、日朝間の信頼関係の回復を図るため、小泉総理（当時）が再度訪朝し、拉

致問題をはじめとする日朝間の問題や核、ミサイルといった北東アジア地域の平和と安定にか

かわる安全保障上の問題等につき議論が行われた。拉致問題に関連しては、この会談を通じ、

以下の諸点が両首脳間で申し合わされた。 

 

・  北朝鮮側は、地村保志さん・富貴惠さんの御家族、蓮池薫さん・祐木子さんの御家族、計

5 名が、同日、日本に帰国することに同意する。（曽我ひとみさんの御家族 3 名については、

総理から直接 1 時間にわたり、来日を強く働きかけたものの、同日の来日は実現しなかった

が、その後 7 月 18 日に帰国・来日が実現した。）  
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・  安否不明の拉致被害者の方々について、北朝鮮側が、直ちに真相究明のための調査を

白紙の状態から再開する。  

 

（5）日朝実務者協議（平成 16 年 8 月、9 月、11 月） 

（イ）  平成 16 年 8 月 11 日～12 日（第 1 回）及び 9 月 25 日～26 日（第 2 回）、北京において日

朝実務者協議が開催され、北朝鮮側より、安否不明者に関する再調査の途中経過が提供さ

れたが、情報の裏付けとなる具体的な証拠や資料の提供がなく不十分なものであった。 

（ロ）  上記のやりとりを踏まえ、第 3 回日朝実務者協議が平成 16 年 11 月 9 日より 14 日まで平

壌にて開催された。同協議は 50 時間余りに及び、「調査委員会」との質疑応答の他、合計 16

名の「証人」からの直接の聴取、さらには拉致に関係する施設等に対する現地視察も行われ

た。 

       また、第 3 回協議では、日本政府として拉致被害者とは認定していないが北朝鮮に拉致

された疑いが排除されない失踪者（いわゆる「特定失踪者」等）の問題について、北朝鮮側に

対し 5 名の氏名を示して関連情報の提供を求めるとともに、日本側からの指摘の有無にか

かわらず、日本人拉致問題に関し更なる情報がある場合には速やかに提供するよう重ねて

申し入れたが、北朝鮮側からは、当該 5 名について入境は確認できなかったと回答があっ

た。 

（ハ）  日本政府は直ちに、第 3 回協議において北朝鮮側より提示のあった情報及び物的証拠

に対する精査を実施し、その結果を 12 月 24 日に御家族に説明すると共に、その概要を対外

公表した。また、翌 25 日、北朝鮮側に対し、以下の内容を口頭及び書面で申し入れた。併せ

て、精査結果概要及び横田めぐみさんの「遺骨」とされたものの鑑定結果要旨を手交した。 

 

・  第 3 回日朝実務者協議を通じて得た情報・物証につき、「8 名は死亡、2 名は入境確認せ

ず」との北朝鮮側説明を裏付けるものはなかった。この説明は受け入れられるものではなく、

誠意を欠く対応に強く抗議する。  

・  これまでに提供された情報・物証では、安否不明の拉致被害者に関する真相を究明する

ためには全く不十分と言わざるを得ず、「白紙」に戻しての徹底した調査と呼べるものではな

い。多くの疑問点があり、また、横田めぐみさんの「遺骨」とされた骨の一部からは、同人のも

のとは異なる DNA が検出されたとの鑑定結果を得た。  

・  安否不明の拉致被害者に関する真相究明を一刻も早く行うとともに、生存者は直ちに帰国

させるよう強く要求する。迅速かつ誠意ある対応がない場合には、我が方として厳しい対応

をとる方針である。  

 

（ニ）  平成 17 年 1 月 26 日、北朝鮮側より、横田めぐみさんの「遺骨」とされた骨片に関する日

本側鑑定結果に関する考え方を含む北朝鮮の 1 月 24 日付「備忘録」が我が方に伝達される

とともに、改めて本件骨片の返還要求があった。これに対し、我が方よりは、2 月 10 日、北朝

鮮側「備忘録」に対する反論を伝達し、改めて生存する拉致被害者の即時帰国と真相究明を

強く要求した。その後も、2 月 24 日、4 月 13 日に北朝鮮側より同様の内容が伝達されたこと

から、我が方より、改めて鑑定結果の客観性、科学性に言及しつつ反論した。 

 

（6）日朝包括並行協議（平成 18 年 2 月） 

    平成 18 年 2 月 4 日～8 日、北京において、「日朝包括並行協議（「拉致問題等の懸案事項に

関する協議」、「安全保障に関する協議」及び「国交正常化交渉」の 3 つを並行して行う協議）が

開催された。拉致問題に関する協議は合計約 11 時間にわたり、我が方より改めて、生存者の

帰国、真相究明を目指した再調査の約束、拉致実行犯の引渡しを強く要求した。 
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   これに対し、北朝鮮側は、「生存者は既にすべて帰国した」旨のこれまで同様の説明を繰り返し

た。真相究明については、これまで誠意を持って努力した、調査した事実をそのまま回答している

旨主張し、安否不明者の再調査継続すら約束しなかった。また、拉致実行犯の引渡しについては、

政治的問題である等の主張を行い、引渡しを拒否した。 

   このように、北朝鮮側からは、拉致問題の解決に向けた具体的進展は何ら示されなかった。加

えて、脱北者支援活動を行う邦人等 7 名について、北朝鮮国内法に違反する旨の主張を行い、そ

の引渡し等を要求してきた。 

 

（7）北朝鮮による弾道ミサイルの発射及び核実験実施の発表（平成 18 年 7 月、10 月） 

（イ）  平成 18 年 7 月 5 日、北朝鮮により 7 発の弾道ミサイルが発射された。これに対し日本政

府は、万景峰92号の入港禁止を含む9項目の対北朝鮮措置を即日実施し、併せて、北朝鮮

側に対し、同措置の内容等を伝達しつつ厳重な抗議を行った。 

（ロ）  更に北朝鮮は、同年 10 月 9 日、国際社会の再三の警告にもかかわらず、核実験を実施し

た旨の発表を行った。これに対し日本政府は、厳重なる抗議及び断固たる非難の意を表明

した上で、同 11 日、すべての北朝鮮籍船の入港禁止やすべての品目の輸入禁止を含む 4

項目の対北朝鮮措置を発表した。 

（ハ）  これら一連の対北朝鮮措置は、我が国を取り巻く国際情勢に鑑み、諸般の事情を総合的

に勘案して決定したものであるが、北朝鮮側が拉致問題の解決に向けて誠意ある対応をと

ってこなかったことも、同措置を決定する判断材料の一つとなっている。なお、日本政府は、

平成 19 年 4 月 10 日、北朝鮮が引き続き拉致問題において何ら誠意ある対応を見せていな

いこと等を総合的に勘案し、北朝鮮船舶の入港禁止措置と北朝鮮からの輸入禁止措置の半

年間延長、及びその他の対北朝鮮措置の継続を決定した。 

 

（8）日朝国交正常化のための作業部会（平成 19 年 3 月） 

    平成 19 年 3 月 7 日～8 日、同年 2 月の六者会合の結果設置されることが合意された「日朝

国交正常化のための作業部会」第 1 回会合がベトナムのハノイにおいて開催された。同協議に

おいて、我が方より改めて、すべての拉致被害者及びその家族の安全確保と速やかな帰国、

真相究明、拉致実行犯の引渡しを要求したが、北朝鮮側は、「拉致問題は解決済み」との従来

の立場を繰り返すのみならず、我が国の北朝鮮に対する「経済制裁」の解除を求めるなど、拉

致問題の解決に向けた誠意ある対応は示されなかった。 

 

3.国際社会における動き 

（1）拉致問題に対する国際的関心の高まり 

（イ）  北朝鮮による日本人の拉致は、人間の尊厳、人権及び基本的自由の重大かつ明白な侵

害である。国連人権委員会において平成 15 年より 3 年連続で採択された「北朝鮮の人権状

況」決議においても外国人の拉致に関する未解決の問題の緊急な解決を求めている。平成

17 年 2 月には、ムンタボーン北朝鮮人権状況特別報告者が来日し、拉致被害者の御家族と

の会談等、本件拉致問題の現状について精力的に情報収集を行い、その後同年 8 月に発

表された北朝鮮の人権状況に関する報告書において、北朝鮮が外国人の拉致問題のような

不法行為に対し、効果的かつ迅速な手続きにより救済措置をとるべきことを勧告している（な

お、北朝鮮は、同報告者による同国への訪問調査等の協力を行っていない。）。また、平成

17 年 12 月には初めて国連総会本会議で「北朝鮮の人権状況」決議が採択された。総会決

議は、外国人の拉致問題の問題を含め北朝鮮の人権状況に深刻な懸念を表明し、北朝鮮

に対し人権状況の改善につき国連への協力を求める内容となっている。同決議は、平成 18

年 12 月にも賛成多数により採択され（2 年連続）、上記内容に加え、拉致問題が国際的懸念
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事項であり他の主権諸国家の国民の人権を侵害するものであるとの内容等が新たに盛り込

まれた。さらに、国連のアナン事務総長（当時）は、平成18年5月の韓国訪問に際し、拉致問

題について、被害者等の苦痛を解消するために北朝鮮による説明が必要である旨発言して

いる。 

（ロ）  また、日本へ帰国した拉致被害者などの証言で、タイ、ルーマニア、レバノン等の日本以

外の国でも北朝鮮に拉致された可能性のある者が存在することにも内外の関心が集まって

いる。平成 18 年 5 月には、横田めぐみさんの夫が韓国人拉致被害者である可能性が高いこ

とが判明したことを契機として、日韓の拉致被害者の家族が相互に韓国及び日本を訪問し、

両国家族間の連携を改めて確認した。 

       平成 18 年 12 月の「北朝鮮人権侵害問題啓発週間（4（2）参照）」に際しては、各国の拉

致被害者の御家族や NGO 関係者等の参加の下、家族会・救う会共催の国際会議をはじめ

多くの会議やシンポジウム等が開催された。また、ウィティット・ムンタボーン北朝鮮人権状況

特別報告者も同期間中に調査のため訪日し、会議への出席のほか、拉致被害者の御家族

や政府関係者等と会談を行った。 

（ハ）  各国も、拉致問題に対して理解を示している。例えば、米国政府は、2006 年版年次テロ

報告書において、日本人拉致問題にも言及しつつ、北朝鮮を引き続きテロ支援国家と位置

づけた。また、平成 18 年 4 月には、拉致被害者の家族が、米国下院公聴会における証言及

びブッシュ大統領との面会等を通じて、拉致被害の深刻さと解決の重要性を訴え、大いに米

国関係者及び米国世論の共感を得ている。ブッシュ大統領は、「北朝鮮は人権と人間の尊

厳を尊重すべきであり、めぐみさんのお母さんがもう一度娘を抱きしめられるようにすべきで

ある。」旨表明し、我が方の立場に更なる理解と支持を示した。この訪米を通じ、米国のみな

らず、国際社会に対して拉致問題の解決の重要性を訴える強いメッセージが発出された。 

 

（2）我が国の外交上の取組み 

（イ）  日本政府は、サミット等の各種国際会議、首脳会談等あらゆる外交上の機会を捉え拉致

問題を提起し、諸外国からの理解と支持を得てきている。例えば、平成 19 年 6 月のハイリゲ

ンダム・サミットにおいては、拉致問題は国際的広がりのある人道問題であり、G8 として連携

して強い対応をとる必要がある、これらについて国際社会は北朝鮮に対して明確なメッセー

ジを送るべきであるとの我が国の訴えに対して参加国の支持が得られ、議長総括に、「我々

は北朝鮮に対し、拉致問題の早急な解決を含め、国際社会の他の安全保障及び人道上の

懸念に対応するよう求める」との強いメッセージが盛り込まれた。平成 19 年 1 月の東アジア

サミット後の議長声明では、北朝鮮に対し、拉致問題を含む国際社会の安全保障上・人道上

の懸念に積極的に対処するよう求める点が初めて盛り込まれた。 

（ロ）  また、平成 17 年 9 月に採択された六者会合の共同声明にも、拉致問題を含めた懸案事

項が解決されない限り北朝鮮との国交正常化はないという我が国の基本的立場が盛り込ま

れ、拉致問題を含めた懸案事項を解決することを基礎として、国交を正常化するための措置

をとることが同会合の目標の一つとして位置づけられた。 

 

（ハ）  更に、平成 18 年 10 月に全会一致で採択された北朝鮮による核実験実施の発表にかか

る安保理決議第1718号には、我が国の強い主張により、北朝鮮が国際社会の「人道上の懸

念」に応えることの重要性が盛り込まれた。この「人道上の懸念」に拉致問題が含まれること

は明白であり、我が国の大島国連大使もその旨明らかにしている。 

（二）  この他、平成 18 年 6 月、拉致問題に関する日本政府と在京 19 か国大使等との意見交換

会においても、各国より、拉致問題は国際社会全体で取り組むべき問題であり、国際社会と

して連携して日本を支援したいとの意向が示されており、上記と併せ、拉致問題解決の重要

性とそのための政府の取組みは、国際社会の明確な理解と支持を得ている。 
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4.国内における取組み状況 

（1）日本政府による捜査・調査 

 日本政府は、平成 14 年 9 月の日朝首脳会談以降も、北朝鮮による日本人拉致事案及び拉致

の可能性を排除できない事案につき、帰国した拉致被害者からも累次にわたり協力を得つつ、引

き続き所要の捜査・調査を進めてきた。こうした捜査・調査の結果、これまで以下のとおり、新たな

拉致被害者の追加認定や拉致容疑事案の実行犯の特定等がなされた。日本政府としては、今後

も引き続き、所要の捜査・調査を進めていき、新たに拉致と認定される事案があれば、北朝鮮側

に対し然るべく取り上げていくとともに、実行犯の特定も含め、拉致の真相究明を全力で進めてい

く考えである。 

（イ）拉致被害者の追加認定 

      捜査当局による捜査・調査の結果、昭和 52 年 10 月鳥取県において女性が失踪した事案

（被害者：松本京子さん）及び昭和 53 年 6 月に兵庫県において男性が失踪した事案（被害

者：田中実さん）に関し、北朝鮮による日本人拉致容疑事案と判断するに足る新たな証拠等

が得られたことなどから、日本政府は、平成 17 年 4 月 27 日に田中実さん、平成 18 年 11 月

20 日に松本京子さんを拉致被害者として認定した。これにより、日本政府が認定した北朝鮮

による拉致事案は、12 件 17 名となった。 

      なお、日本国内で北朝鮮当局によって拉致されたことが明らかになった朝鮮籍の拉致被

害者 1 件 2 名については、拉致は国籍に拘らず重大な人権侵害であり、同時に、我が国の

主権侵害にあたることから、北朝鮮側に対し、原状回復として被害者を我が国に戻すことを

求めるとともに、同事案に関する真相究明を求めている。 

（ロ）拉致容疑事案の実行犯等の特定 

  捜査当局は、平成 18 年 2 月 23 日、地村夫妻拉致の実行犯として北朝鮮工作員・辛光洙

（シン・グァンス）、蓮池夫妻拉致の実行犯として北朝鮮工作員・自称小住健蔵こと通称チェ・

スンチョル、同年 11 月 2 日、曽我母娘拉致の実行犯として北朝鮮工作員・通称キム・ミョンス

ク、平成 19 年 2 月 22 日、蓮池夫妻拉致の共犯者として当時朝鮮労働党対外情報調査部対

日課指導員・自称韓明一（ハン・ミョンイル）こと通称ハン・クムニョン及び通称キム・ナムジン、

平成 19 年 6 月 13 日、石岡亨さん及び松木薫さん拉致の実行犯として「よど号」犯人の妻・

森順子及び若林（旧姓：黒田）佐喜子をそれぞれ特定し、逮捕状の発付を得て国際手配を行

うとともに、政府として北朝鮮側に身柄引渡しを要求した。 

       北朝鮮による日本人拉致容疑事案については、これまでにも、平成14年8月以降、原敕

晁さん拉致（辛光洙事件）の実行犯である北朝鮮工作員・辛光洙、有本恵子さん拉致の実行

犯である「よど号」犯人・魚本（旧姓・安部）公博、久米裕さん拉致（宇出津事件）の主犯格で

ある北朝鮮工作員・金世鎬（キム・セホ）について逮捕状が発付されており、国際手配を行う

とともに、日本政府として北朝鮮に対し身柄引渡しを要求している。また、原敕晁さん拉致の

共犯者である金吉旭（キム・キルウク） についても逮捕状が発付されており、国際手配を行

うなどの所要の措置を講じている。 

       なお、捜査当局は、朝鮮籍姉弟の拉致容疑事案についても、平成 19 年 4 月 26 日、主犯

である洪寿恵（ホン・スヘ）こと木下陽子について逮捕状の発付を得て、国際手配を行ってい

る。 

（ハ）横田めぐみさんの夫に関する DNA 検査（平成 18 年 4 月） 

       平成 18 年 4 月、日本政府の実施した DNA 検査により、日本人拉致被害者横田めぐみさ

んの夫が、昭和 53 年に韓国より拉致された当時高校生の韓国人拉致被害者金英男（キム・

ヨンナム）氏である可能性が高いことが判明した。これを受け、我が方より北朝鮮側に対し、

同検査結果を伝えつつ拉致問題解決に向けた誠意ある対応を改めて求めた。なお、韓国政

府も独自に同様の検査を実施し、同年 5 月に同様の結果を得ている。 
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（2）「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律」の施行（平成 18 年 6

月） 

      この法律は、拉致問題をはじめとする北朝鮮当局による人権侵害問題（「拉致問題等」）に

関する国民の認識を深めるとともに、国際社会と連携しつつ拉致問題等の実態を解明し、そ

の抑止を図ることを目的として、平成 18 年 6 月 23 日に公布・施行された。 

       同法は、拉致問題等の解決に向けた国の責務の他、拉致問題等の啓発を図る国及び

地方公共団体の責務、北朝鮮人権侵害問題啓発週間（12 月 10 日～16 日）の創設及び同週

間での国・地方公共団体の啓発事業の実施等が定められた。 

       平成 18 年 12 月、同法施行後はじめての「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」において、政

府として、テレビ・ラジオ・新聞等の各種媒体を活用した広報、横田ご夫妻を招いての講演会

等を実施するとともに、民間団体等が主催する国際会議への支援を行った。 

 

（3）「拉致問題対策本部」の設置（平成 18 年 9 月） 

      平成 18 年 9 月、日本政府は、拉致問題に関する総合的な対策を推進することを目的とし

て、総理大臣を本部長とする「拉致問題対策本部」を設置した。同対策本部は全閣僚から構

成されており、拉致問題の解決に向け、同対策本部を中心に政府一体となって取り組んでい

く体制が整備された。 

      同対策本部は、同年 10 月に第 1 回会合を開催し、すべての被害者の安全確保及び即時

帰国等の要求、更なる対応措置の検討、厳格な法執行の継続、情報の集約・分析及び国民

世論の啓発、拉致の可能性を排除できない事案の捜査・調査の継続、国際協調の更なる強

化の 6 項目からなる「拉致問題における今後の対応方針」を決定した。 

       政府としては、今後とも、「対話と圧力」という一貫した考えの下で上記「対応方針」に沿

った取り組みを強化・推進しつつ、北朝鮮側に対し、あらゆる機会を通じて、問題解決に向け

た決断を早急に下すよう強く求めていく。 

（外務省ホームページより引用） 
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民
出
資
（
折
半
）
に
よ
り
、
新
放
送
局
「
フ
ラ
ン
ス
２
４
」
を
設
立
し
、
２
０
０
６
年
１
２
月
よ
り
、
放
送
開
始
。

運
営
経
費
は
全
て
国
費
。

フ
ラ
ン
ス

Ｂ
Ｂ
Ｃ
が
、
ア
ラ
ビ
ア
語
の
映
像
国
際
放
送
を
今
春
目
途
に
開
始
予
定
（
２
０
０
８
年
２
月
現
在
）
。

イ
ギ
リ
ス

王
族
拠
出
予
算
に
基
づ
く
ア
ラ
ビ
ア
語
放
送
「
ア
ル
ジ
ャ
ジ
ー
ラ
」
が
、
２
０
０
６
年
１
１
月
よ
り
、
英
語
放

送
「
ア
ル
ジ
ャ
ジ
ー
ラ
・
イ
ン
グ
リ
ッ
シ
ュ
」
を
開
始
。
現
地
の
衛
星
放
送
・
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
積
極
的

に
参
入
。

カ
タ
ー
ル

国
営
放
送
Ｃ
Ｃ
Ｔ
Ｖ
が
英
語
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
他
、
ス
ペ
イ
ン
語
・
フ
ラ
ン
ス
語
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
配
信
。
現
地
の

衛
星

放
送

・
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
チ
ャ
ン
ネ
ル

に
積

極
的

に
参

入
（
特

に
米

国
を
重

視
、
全

米
向

け
衛

星
放

送
の

ベ
ー
シ
ッ
ク

チ
ャ
ン
ネ
ル
や
ロ
ス
の
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
の
ベ
ー
シ
ッ
ク
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
参
入
）
。
太
平
洋
地
域
で
は
受
信
パ
ラ
ボ
ラ
を
設

置
、
普

及
に
努

め
て
い
る
。

中
国

政
府
主
導
で
設
立
さ
れ
た
ア
リ
ラ
ン
Ｔ
Ｖ
が
、
三
つ
の

英
語
チ
ャ
ン
ネ
ル
（
中
国
語
字
幕
、
ス
ペ
イ
ン
語
字

幕
、
ア
ラ
ビ
ア
語
字
幕
）
を
配
信
。
現
地
の
衛
星
放
送
・
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
積
極
的
に
参
入
。

韓
国
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新新
国
際
放
送

国
際
放
送

の
検
討
経
緯

の
検
討
経
緯

○
日

本
の

ソ
フ
ト
パ

ワ
ー
を
強

化
し
、
世

界
に
「
日

本
フ
ァ
ン
」
を
増

や
す

○
グ
ロ
ー
バ

ル
化

と
人

口
減

少
が

進
む
中

、
海

外
の

目
を
日

本
に

向
け
さ
せ

、
海

外
か

ら
日

本
に
来

る
企

業
、
観

光
客

・
留

学
生

等
の

数
を
増

大
さ
せ

る
こ
と
が

必
要

○
外

国
人

向
け
の

映
像

に
よ
る
英

語
国

際
放

送
を
早

期
に
開

始
す
べ

き

新
た
に
外

国
人

向
け
の

映
像

に
よ
る
国

際
放

送
を
早

期
に
開

始
す
る
。
そ
の

際
、
新

た
に
子

会
社

を
設

立
し
、
民

間
の

出
資

等
を
積

極
的

に
受

け
入

れ
る
と
と
も
に
、
必

要
な
国

費
を
投

入
す
る
。

通
信

・
放

送
の

在
り
方

に
関

す
る
政

府
与

党
合

意
（
18

.6
.2

0）
通

信
・
放

送
の

在
り
方

に
関

す
る
政

府
与

党
合

意
（
18

.6
.2

0）

通
信

・
放

送
の

在
り
方

に
関

す
る
懇

談
会

（
18

.6
.6
）

通
信

・
放

送
の

在
り
方

に
関

す
る
懇

談
会

（
18

.6
.6
）

自
民
党

電
気
通
信
調
査
会

通
信
・
放
送
産
業
高
度
化
小
委
員
会

（
18

.6
.2

0）
自
民
党

電
気
通
信
調
査
会

通
信
・
放
送
産
業
高
度
化
小
委
員
会

（
18

.6
.2

0）

情
報
通
信
審
議
会
答
申

「
外
国
人
向
け
の
映
像
に
よ
る
国
際
放
送
」
の
在
り
方
と
そ
の
推
進
方
策

（
19

.8
.2
）

情
報
通
信
審
議
会
答
申

「
外
国
人
向
け
の
映
像
に
よ
る
国
際
放
送
」
の
在
り
方
と
そ
の
推
進
方
策

（
19

.8
.2
）

◎
我

が
国

か
ら
の

映
像

に
よ
る
国

際
放

送
に
つ
い
て
は

、
こ
れ

ま
で
Ｎ
Ｈ
Ｋ
が

主
に
取

り
組

ん
で
き
た
が

不
十

分
で
あ
る
と
の

声
の

高
ま
り

◎
欧

米
等

に
お
い
て
、
国

策
的

な
観

点
か

ら
、
国

の
支

援
の

下
で
国

際
的

な
映

像
情

報
の

発
信

を
強

化
す
る
動

き
が

活
発

化

◎
我

が
国

か
ら
の

映
像

に
よ
る
国

際
放

送
に
つ
い
て
は

、
こ
れ

ま
で
Ｎ
Ｈ
Ｋ
が

主
に
取

り
組

ん
で
き
た
が

不
十

分
で
あ
る
と
の

声
の

高
ま
り

◎
欧

米
等

に
お
い
て
、
国

策
的

な
観

点
か

ら
、
国

の
支

援
の

下
で
国

際
的

な
映

像
情

報
の

発
信

を
強

化
す
る
動

き
が

活
発

化

○
Ｎ
Ｈ
Ｋ
は

、
現

在
主

に
海

外
の

日
本

人
向

け
に
実

施
し
て
い
る
テ

レ
ビ
国

際
放

送
の

英
語

化
率

を
高

め
る
な
ど
、
そ
の

充
実

に
急

ぎ
取

り
組

む
べ

き

○
従

来
の

テ
レ
ビ
国

際
放

送
と
は

別
に
、
外

国
人

向
け
の

、
世

界
に
通

用
す
る
新

し
い
国

際
放

送
チ
ャ
ン
ネ
ル

の
創

設
を
検

討
す
べ

き

○
こ
の

よ
う
な
放

送
は

採
算

ベ
ー
ス
に
乗

せ
る
こ
と
は

極
め
て
難

し
く
、
必

要
な
国

費
の

投
入

を
検

討
す
る
こ
と
が

必
要
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「
外

国
人

向
け
の

映
像

に
よ
る
国

際
放

送
」
の

早
期

具
体

化
を
図

る
た
め
、
以

下
の

事
項

に
つ
い
て
検

討
。

①
実
施
主
体
の
在
り
方

②
財
源
及
び
制
度
（
国
の
役
割
及
び
負
担
の
在
り
方
を
含
む
）
③

対
象

地
域

④
放
送
番
組
の
内
容

等

「
外

国
人

向
け
の

映
像

に
よ
る
国

際
放

送
」
の

早
期

具
体

化
を
図

る
た
め
、
以

下
の

事
項

に
つ
い
て
検

討
。

①
実
施
主

体
の
在
り
方

②
財
源
及
び
制
度
（
国
の
役
割
及
び
負
担
の
在
り
方
を
含
む
）
③

対
象
地
域

④
放
送
番
組
の
内
容

等

１
検
討
事
項

１
検
討
事
項映
像

国
際

放
送

の
在

り
方

に
関

す
る
検

討
委

員
会

映
像

国
際

放
送

の
在

り
方

に
関

す
る
検

討
委

員
会

【【
概
要

概
要

】】

３
構
成
員

３
構
成
員

○
朝
海

和
夫

（
独
）
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
特
別
顧
問

○
熱
田

充
克

（
株
）
フ
ジ
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
国
際
局
長

○
音

好
宏

上
智

大
学

文
学

部
助

教
授

○
角

川
歴

彦
（
株

）
角

川
ホ
ー
ル

デ
ィ
ン
グ
ス
代

表
取

締
役

会
長

○
清
水

英
一

日
本
ル
ー
セ
ン
ト
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
（
株
）
取
締
役
会
長

○
髙
島

肇
久

学
習
院
大
学
特
別
客
員
教
授
（
外
務
省
参
与
）

○
髙
畑

文
雄

早
稲
田
大
学
理
工
学
部
教
授

○
橘
・
フ
ク
シ
マ
・
咲
江

日
本
コ
ー
ン
・
フ
ェ
リ
ー
・
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
（
株
）

代
表
取
締
役
社

長

○
寺
島

実
郎

（
財
）
日
本
総
合
研
究
所
会
長

（
（
株

）
三

井
物

産
戦

略
研

究
所

所
長

）

○
中
川

潤
一

日
本
放
送
協
会
理
事

○
永
松

惠
一

（
社
）
日
本
経
済
団
体
連
合
会
常
務
理
事

○
福

田
俊

男
（
株

）
テ
レ
ビ
朝

日
常

務
取

締
役

○
舩

山
龍

二
（
社

）
日

本
ツ
ー
リ
ズ
ム
産

業
団

体
連

合
会

会
長

（
（
株

）
ジ
ェ
イ
テ
ィ
ー
ビ
ー
会

長
）

○
村
上

輝
康

（
株
）
野
村
総
合
研
究
所
理
事
長

○
安

田
雄

典
Ｂ
Ｎ
Ｐ
パ

リ
バ

在
日

代
表

○
ロ
バ

ー
ト
・
フ
ェ
ル

ド
マ
ン

モ
ル

ガ
ン
・
ス
タ
ン
レ
ー
証

券
（
株

）
チ
ー
フ
・
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト

【
オ
ブ
ザ

ー
バ

ー
】

外
務

省
広

報
文

化
交

流
部

総
合

計
画

課
文
化
庁
長
官
官
房
国
際
課

国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
国
際
観
光
課

（
敬
称
略
）

２
開
催
状
況

２
開
催
状
況

情
報

通
信

審
議

会
情

報
通

信
政

策
部

会
第

１
回

第
５
回

第
３
回

第
４
回

第
６
回

第
２
回

映
像

国
際

放
送

の
強

化
の

在
り
方

の
議

論
議

論
の

整
理

（
中

間
取

り
ま
と
め
）

H
18

.8
.1

9.
4

9.
15

10
.1

2
10

.2
7

11
.1

7
11

.2
4

12
.2

1
H

19
.1

.9

第
７
回

3.
2

第
８
回

3.
30

最
終

と
り
ま
と
め

実
務
者

に
よ
る
番
組
編

成
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
活

用
等

の
検

討

検
討
状
況

の
報
告

諮
問

検
討
委
員

会
設
置
決
定

中
間

と
り
ま
と
め

報
告

中
間

と
り
ま
と
め

報
告

報
告

答
申

情
報
通
信

政
策
部
会

情
報

通
信

審
議

会

5.
24

8.
2

総
会

情
報

通
信

政
策

部
会
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「
外
国

人
向
け
の
映
像
に
よ
る
国
際
放
送
」
の
在
り
方
と
そ
の
推
進
方
策

情
報
通
信
審
議
会
答
申
の
主
な
内
容

『
日
本
の
対
外
イ
メ
ー
ジ
の
向
上
、
親
日
感
の
醸
成
』
『
欧
米
に
よ
る
ア
ジ
ア
理
解
の
向
上
』
を
通

じ
て
、
『
日

本
の

プ
レ
ゼ
ン
ス
の

向
上

、
国

際
世

論
形

成
力

の
向

上
』
を
目

指
す
。
究

極
的

に
産

業
、
観

光
振

興
等

『
幅

広
い
国

益
の

増
進

』
を
期

待
。

映
像

国
際

放
送

強
化

の
狙

い
・
目

的

関
係

省
庁

に
よ
る
主

体
的

か
つ
一

体
と
な
っ
た
予

算
要

求
。

（
ア
ジ
ア
・
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
構
想
、
知
的
財
産
戦
略
本
部
の

取
組

等
、
省

庁
横

断
的

な
取

組
と
の

連
携

又
は

活
用

。
）

人
的
交
流
の
推
進
に
よ
る
、
民

間
ノ
ウ
ハ
ウ
の
導
入
及
び
開
拓

精
神
の
発
揚
。

見
込

ま
れ

る
費

用
、
収

入
見

込
ま
れ

る
費

用
、
収

入
Ｂ
Ｂ
Ｃ
等

と
ほ

ぼ
同

レ
ベ
ル

の
番

組
編

成
を
実

現
す
る
場
合
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を

実
施

。
事

業
の

安
定

性
の

観
点

か
ら
、
持

続
的

・
安

定
的

な
国

費
投

入
等

が
不

可
避

。

国
費

投
入

及
び
国

の
関

与
国

費
投

入
及

び
国

の
関

与
国

費
投

入
に
伴

う
効

果
検

証
の

た
め
の

仕
組

み
を
検

討
。

民
間

に
よ
る
出

資
及

び
支

援
民

間
に
よ
る
出

資
及

び
支

援
出
資
及
び
出
資
以

外
の
物
的
・
財
政
的
支
援
を
幅
広
く
確
保
す
る
た
め
の
方
策
を
検

討
。

広
告

収
入

（
子

会
社

独
自

放
送

部
分

）
広

告
収

入
（
子

会
社

独
自

放
送

部
分

）
ブ
ラ
ン
ド
イ
メ
ー
ジ
広
告
出
稿
の
可
能
性
を
追
求
。

民
間
に
広
告
出
稿
、
資
金
提
供
等
を
促
す
た
め
の
環
境
整
備
。

（
税
制
上
の
優
遇
措
置
、
民
間
企
業
が
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

へ
の

説
明

責
任

を
果

た
す
こ
と
が

可
能

な
仕

組
み

作
り
等

）

事
業

主
体

の
枠

組
事

業
主

体
の

枠
組

「
外

国
人

向
け
」
の

番
組

制
作
及
び
送
信
業
務
を
Ｎ

Ｈ
Ｋ
子
会
社
に
委
託
。
併

せ
、
子

会
社

自
身

も
独

自
の
放
送
を
実
施
。

Ｎ
Ｈ
Ｋ
の

既
存

の
リ
ソ
ー

ス
を
有

効
に
活

用
し
な
が

ら
、
「
外

国
人

向
け
」
放

送
に
特
殊
な
ノ
ウ
ハ
ウ
を
子

会
社
に
効
率
的
に
蓄
積
、

発
展

さ
せ

て
い
く
。

映
像

国
際

放
送

の
事

業
主

体
及

び
財

源
の

在
り
方

財
源

、
物

的
・
人

的
資

源
の

確
保

に
向

け
て

受
信

環
境

受
信

環
境

地
域
衛
星
や
ケ
ー
ブ
ル
チ
ャ
ン
ネ
ル
等
、

対
象

地
域

等
に
応

じ
た
効

果
的

な
配

信
方

法
の

選
択

。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の

活
用

。

ア
ジ
ア
の

視
点

ア
ジ
ア
の

視
点

ア
ジ
ア
関
連
情
報
の
充
実
。
日
本
的
、
ア
ジ

ア
的
な
見
地
か
ら
の
報
道
姿
勢
。

視
聴

者
層

視
聴

者
層

オ
ピ
ニ
オ
ン
リ
ー
ダ
ー
及

び
次

世
代

に
重

点
。

放
送

開
始

時
期

放
送

開
始

時
期

平
成

２
０
年

度
後

半
中

の
放

送
開

始
を
目

指
す
。

映
像

国
際

放
送

の
具

体
的

方
向

性

番
組

編
成

番
組

編
成

他
の
国
際
放
送
に
見
ら
れ
な
い
特
色
、
斬

新
な
ア
イ
デ
ィ
ア
を
投
入
。
工
業
デ
ザ
イ
ン
、

ア
ニ
メ
等
現
代
日
本
文
化
を
積
極
的
に
発

信
。
等

身
大

の
日

本
の

今
を
伝

え
る
。
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ト
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し
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＼
  

餅  （ ≠ r 二 代 ℃ u ∴ さ 渾 恕 こ ご 評 撫 二 T 3 「 声 か 0  丈 ↓ 瓦 ［ 0 ）  3 神 野   

〔 問 止 W ． 洋 3 朴 群 舞 駆 倒 晶 世 辞 神 「 バ ′  糎 錘 夢 中 凪 帝 洋 駆 鱒   

中 や や ヰ か ○   

津 駆 斡 笹 3 爵 沖 声 易 洋 駆 3 秘 押 江 ノ  弊 羅 如 壷 こ 二 こ 警 部 牟 鼻 知   

易 〓 3 や や 〔 計 ； バ 訪 神 ヰ か 解 題 〔 聞 止 W ノ  詳 駆 哲 郎 3 卦 卜 叶   

国 か 汁 さ 瓦 鐘 部 ∽ 弾 獣 － 鼻 部 ふ 坤 3 芦 神 〔 付 か 榔 押 轟 沖 風 評 洋   

牌 鴻 串 代 1 亭 〔 「 バ 葦 〕 〓 代 0    

仲 汁 ． 字 画 ＞ 〔 ト J バ 芦 薄 け ぎ か 〓 代 〔 碁 〔 欝 添 ヰ か 〓 〔 0   

ー  囲 綽 浮 駆 倒 鼻    

榔 辞 溶 融 和 恵 吉 ノ  声 3 倒 鼻 〔 玉 ヰ か 夢 碑 声 q 単 粒 〔 ヰ か 0   

（ こ  l 干 や   

（ N ）  図 3 軸 碑 け 洋 知   

（ 巴 二 軍 帯 革 辟 〔 玉 ヰ か 斉 料 3 神 速   

洋 保 鐘  （ 晶 甘 N ∽ や 淋 令 部 －   

ヰ 評 － 芝 ご 芸 － 皿   

Wゝ
  

左
勇
  

噂
餅

  汁
  

礪   

〕 N 項 ）  部 u ∴ ご 岬 湘 － 鼻 3 芦 神   

コ ． ナ  算  i 瀬   

ゆ 沖  評 サ  汁 1   

爵  ゆ   
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企  糎 鐘 「 バ 葦 ㌣ ヰ か 洋 保 〔 適 ； か 叫 綽    

ロ ケ 綽 匝 易 氷 綽 中 速 ＝ か 〓 ㌘    

N  糎 辞 「 バ 洋 笹 竹 小 本 か 阿 蘇    

芹 囲 ・ ヰ 計 半 ・ 浮 皇 ・ ヰ 圃 ・ ぺ 〕 二 二 心 ・ べ ∴ ㍉ ぺ ・ 汁 葦 皇    

∽ ・ 轡 押 「 バ 洋 禄 高 ヰ か 品 羞    

糎 錘 「 バ 詳 併 け ヰ か 粛 軍 ＝ J ＝ バ 戸 細 評 「 バ 弊 尿 中 伊 ヰ    

か 中 津 笹 岡 空 〓 竺 ｝ か 神 前 軸 弊 ノ 沖 市 軸 3 碑 牌 堀 中 郎 添 「 バ    

沖 村 ヰ か 〓 〔 0   

の  凪 3 埼 遠 野 肯    

ヰ 訣 － 讐 ご 讐 〓 竺 ｝ か 洋 併 鐘 部 ∽ ∽ 弾 部 － 鼻 3 声 神 － 〓 付 か   

朴 辞 爵 ゆ 風 評 詳 詳 碑 餅 3 珊 堅 ㌣ 遥 鐘 部 ∽ ∽ 浄 部 － 鼻 3 芦 神   

〔 打 ） 図 3 妙 肯 ヰ か 蒋 適 u 0 〇 一 〇 〇 ？ ヰ コ 3 神 速 云 去 こ ∴    

〔
0    

噂 適 3 沖 空 〓 軍 ニ ュ 義 誼 ∵ 芋 〓 訃 ヰ N ∴ ∵ ご 〓 付 か D    

↓  柵 鮮 碧 玉    

〓 3 や ゃ 3 柵 鮮 盗 空 ㌣ ヰ 知 － 甲 車 ぬ 血 － 皿 サ ふ ㌦ 下 界 N O    

や u 適 ∽ － 皿 伸 ↓ Ⅳ ヰ か ○   

∞  夢 中 骨 品   

（ こ  置 玉 串 笹 沖 3 熊 詩   

趣 玉 串 笹 針 や 講 評 「 ／ 闊 寺 号 〔 熊 浄 ヰ か 〓 ㌘ 滞 冷 戦 か    

3 置 玉 串 箪 沖 中 神 沖 「 汁 ） 〔 ヰ か 〔 ご ㌣ 騒 轟 滑 空 〓 J √ ノ   

バ 輌 ； 汁 か 〓 ［ 0   

（ N ）  神 野 夢 中 軸 3 渾 汁   

〓 3 ゃ ゃ 〔 桝 止 ＝ バ 珊 節 「 汁 糎 担 爵 ゆ 包 帯 弊 併 鴻 餅 〔 J    

： バ ′ 津 揮 淋 野 寺 や （ 晶 甘 N ∽ 神 津 や 部 － の ∽ ヰ ） 部 ↓ 神    

部 － 坤 斗 3 笹 神 〔 巨 ア 芋 ＝ 頁 、 ヰ 蒔 勤 3 珊 帯 革 畔 碑 中 通 り    

ご √ 、 講 評 「 ′ 栂 適 － ∽ 皿 匝 ゴ ＝ 箱 汁 ヰ か 〓 ㌘    

科 錘 「 バ 苛 ㌣ ヰ か 洋 保 〔 塞 ヰ か 適 甘 郎    

籾 錘 「 バ 串 ㌣ ヰ か 洋 保 3 茸 関 空 √ l J r ′ バ ＋ 坤 け 適 甘 竹 串 ）   

〔 代 鵬 二 ＝ ノ 題 薄 け 神 前 覚 巧 辞 〔 け か 虹 ） 沖 諦 菌 弗 竹 聯 N か け   

代 ノ 沖 串 軸 3 蒋 村 中 国 ア 神 童 軸 3 晶 ぎ 〓 増 さ か 〓 ㍗   
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洋 握 鐘  （ 晶 甘 N ∽ 車 淋 稲 部 － ∽ N 咄 ）  部 〕 ∽ 浄 部 － 鼻 3 津 村   

〔 桝 止 仰 ノ 洋 3 洋 駆 僻 鼻 中 爺 神 「 バ ノ  凪 帝 洋 駆 3 柵 餅 竹 ゃ ゃ ヰ   

か
0   

弊 駆 申 笹 3 鈴 蝉 河 毛 薄 緑 畠 ノ  溶 融 料 由 良 A 神 海 主 点 忘 ら ∴ も   

ゃ や 〔 椚 ＝ バ 訪 神 ヰ か 僻 鼻 〔 囲 止 W ノ 洋 保 哲 郎 3 盈 卜 中 国 か 汁   

ざ 刃 鐘 部 ∽ 弾 由 － 鼻 部 A 巾 3 澤 村 〔 汁 か 迅 碍 染 料 ぺ 1 立 言 「 云   

ヽ 、 一
 
ゴ 「
J
‥ ＝ 代
0   

一  斉 駆 倒 鼻   

（ こ  洋 駆 餌 鼻 【 ㌣  洋 3 情 意 〔 玉 ヰ か 夢 碑 声 易 帝 担 代 ヰ か 0    

ぺ  昂 僻    

ユ  凪 3 柵 殖 け 浄 渾   

寸  図 帝 義 歯 〔 蕊 ヰ か 河 缶 3 戸 車   

（ N ）  ト 撞 骨 品 3 詳 併 〔 朕 汁 J バ E ノ  旨 碧 揺 〔 付 か 皿 サ ＞ 帯 浮   

玉 顔 〔 事 〔 岱 紳 ヰ か r J ド 0    

ヰ 囲 － 笠 ご 忘 － 皿   

＿
．

 ＼
  

一
け

●
■

ヽ
 ‾

－
  

詫
  

嘩
寧

  汁
  

▼
L
皐
 
ミ ． ＋
  

皿 ． サ   

ゆ 沖   葬
詳

  

サ
保

  

声、
爵  

lゆ
  

30



N  洋 林 間 苅 洋 弓 詳 駆 同 異 空 保 市 佃 ヰ 革 命 古    

津 保 岡 苅 声 S 詳 保 同 異 空 握 市 拘 ヰ 笹 崎 》 E ノ  料 も こ ∵ 耶 J 代    

ヰ か 0    

〕  洋 駆 昂 五    

誌 ㍍ で 昂 環 〓 ＝ J √ ∴ バ E ノ  中 津 駆 阿 鼻 〔 省 こ か 神 前 軸 弊 ノ  神 前   

軸 3 碑 牌 郎 中 神 知 「 バ 井 村 ヰ か 〓 〔 0   

A  洋 駆 〔 適 ； か 叫 時   

弊 駆 阿 鼻 望 〔 煤 轟 阿 藤 3 神 前 軸 〔 固 「 汁 叫 時 世 適 ； か r J 〔 ○   

け 椚 ノ  中 津 揮 同 異 ノ 3 握 市 【 ㌣   

サ √ 柵 鮮 ヰ か 〓 〔 ○   

（ こ  簿 笹 岡 苅   
浮   

芹   

∽  詳 保 〔 玉 ヰ か 適 甘    

洋 餅 3 丑 斡 郎 〔 J ＝ バ ＋ ゆ ∴ こ 鱒 智 エ こ 耳 て ノ  沖 諦 軸 3 澤 村 中    

（ N ）  洋 笹 岡 藤 堂 保 示 牌 ヰ 轟 由 料   

中 津 駆 国 葬 〔 椚 ； か 沖 童 発 声 中 郎 熟 「 バ 洋 神 ヰ か 〓 〔 ○   

圃
盤
牒
い
い
ぺ
べ
昏
い
い
鋸
計
ヰ
  
 

＼ ノ   
沖 ￥ 「 ・ い ぃ － ℃ － ・ ≠ ‥ ＼  「   

〕  Å   

卦    
ヾ
パ
；
ヾ
；
 

圃
  

圃
  
 

車
中
い
d 
ヾ
牒
  

針   

－ 〕  〔 ヾ    

囲   

ぺ
  
 

汁
オ
汁
口
 ぺ

  
ふ  ） 、 「 斗 ∴ ヾ ぺ   

㌦    
） 、
  

、 ／ 苅 駆 市 聾 声 正 樹 芋 ヰ 帯 如   

＼
こ
コ
≡
＝
≡
‥
≡
＼
∵
 

こ
＼
  

ヾ   
ヽ．．．．

■－  払
う
賠
サ
ト
ゝ
ラ
に
望
  
 

払   

ぺ   

（ 詩 壇 ）   

（ ヰ 凛 ）   

（ 卦 油 「 ）   

句    

華   

ぺ   
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の  凪 3 埼 遠 野 肯    

ヰ 評 － ∽ や 匝 〔 計 石 か 洋 駆 淋 部 ∽ ∽ 沖 部 － 鼻 3 芦 神 〔 卜 か    

凪 帝 洋 握 3 柵 鮮 江 ノ  瓦 淋 部 〕 ∽ 神 由 － 鼻 3 津 村 【 〓 打 J 凪 3 妙   

音 ヰ か 蝉 適 N 一 － ∽ ↓ － ロ ー べ ヰ コ 3 師 団 バ ′ 葦 ） 〓 代 0    

鱒 遥 3 神 童 〔 霊 ヰ か 細 恋 註 ． 望 〔 舅 、 ヰ ド 〓 か 〔 h か 0   

↓  柵 節 逝 去   

〓 3 今 や 3 神 野 遭 玉 江 ． ヰ 評 － ∽ や A 適 － 皿 サ ♪ ヰ 囲 N O    

や ∽ 適 〕 － 凸 伸 ↓ 代 ヰ か 0   

∞  夢 中 例 題   

（ こ  岸 玉 野 琶 沖 3 熊 滑   

津 師 岡 輿 望 3 岸 玉 串 笹 陣 中 講 評 「 ． 笹 竹 サ 〔 熊 浄 ヰ か 〓   

〔 0 辟 浄 率 か 3 岸 玉 串 笹 河 竹 滑 河 「 打 〕 〔 ヰ か 代 価 荘 ノ  状   

轟 聞 沖 〔 J ＝ バ 輌 与 野 か 〓 〔 0   

（ N ）  柵 節 婦 中 軸 3 辟 浄   

〓 3 や や 【 〓 囲 止 ＝ バ 珊 鮮 「 汁 凪 帝 舞 駆 〔 J ； バ ノ 洋 詳 淋    

鮮 卑 サ  （ 晶 甘 N ∽ ヰ 洋 や 部 － の ∽ 叫 q ）  部 ↓ 浄 部 － 叫 q 争 3 渾    

袖 丈 ∴ ［ J ノ 攣 【 〓 訃 ヰ 蒔 勤 3 網 野 夢 中 叫 竹 適 〓 〔 【 〓 講 評 「    

時 速 － ∽ 皿 仲 ↓ 〔 熊 汁 ヰ か 〓 代 0    

国 か 〔 代 伊 － 〓 ノ  沖 市 軸 3 道 管 〔 噂 さ か 〓 代 0   
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国
際

放
送

実
施

等
命

令
に

お
け

る
放

送
事

項
の

変
遷

命
令

日
放

送
事

項

昭
和

２
７
年

１
月

２
６

日
放

送
事
項

は
、

ニ
ュ

ー
ス
及
び
解
説
と
し
、
必
要
に
応
じ
て
音
楽
そ
の
他
を
加
え
る
も
の
と
す

る
。

↓

昭
和

３
３
年

４
月

１
日

放
送

事
項

は
、

次
の
と
お
り
と
す
る
。

①
次

の
事
項

を
内

容
と
す
る
公
正
な
ニ
ュ
ー
ス
、
解
説
及
び
講
演

国
際

及
び

国
内

政
治
関
係

産
業

経
済

通
商

関
係

科
学

文
化

関
係

②
わ

が
国
の

対
内

外
政
策
及
び
国
際
問
題
に
対
す
る
政
府
の
見
解

③
各

国
国
慶

日
に

対
す
る
慶
祝

④
そ

の
他
放

送
効

果
を
高
め
る
た
め
適
当
と
認
め
ら
れ
る
事
項

↓

昭
和

３
５
年

４
月

１
日

放
送

事
項

①
政

治
、

経
済

、
産

業
、
通
商
、
科
学
及
び
文
化
に
関
す
る
ニ
ュ
ー
ス
及
び
解
説

②
国

策
及

び
国

際
問

題
に
対
す
る
政
府
の
見
解

③
外

国
の

国
慶

に
対

す
る
慶
祝

④
そ

の
他

国
際

親
善

、
外
国
と
の
経
済
交
流
及
び
海
外
同
胞
に
対
す
る
慰
安
に
資
す
る
事
項

↓

昭
和

４
０
年

４
月

１
日

時
事

、
政

府
の

国
策

及
び
国
際
問
題
に
対
す
る
見
解
等
に
関
す
る
報
道
・
解
説

昭
和

４
１
年

４
月

２
日

次
の

事
項

に
関

す
る

報
道
・
解
説

①
時

事
②

国
策

③
国

際
問

題
に

関
す

る
政
府
の
見
解 ↓

昭
和

５
９
年

４
月

１
日

次
の

事
項

に
関

す
る

報
道
及
び
解
説

①
時

事
②

国
の
重

要
な

政
策

③
国

際
問

題
に

関
す

る
政
府
の
見
解 ↓

平
成
１
８
年

１
１
月

１
０
日

（
１
）
次
の
事
項
に
関
す
る
報
道
、
解
説

①
時

事
②
国
の
重
要
な
政
策

③
国
際
問
題
に
関
す
る
政
府
の
見
解

（
２
）
上
記
事
項
の
放
送
に
当
た
っ
て
は
、
北
朝
鮮
に
よ
る
日
本
人
拉
致
問
題
に
特
に
留
意
す
る
こ
と
。

＜
国

際
放

送
＞

＜
委

託
協

会
国

際
放

送
業

務
＞

次
の

事
項

に
関

す
る

報
道

及
び

解
説

①
時

事
②

国
の
重

要
な

政
策

③
国

際
問

題
に

関
す

る
政

府
の

見
解

平
成

１
９
年

４
月

１
日

放
送

事
項

命
令

日
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・
放
送
時
間

１
日
２
４
時
間
（
Ｃ
バ
ン
ド
、
全
放
送
区
域
）

こ
の
他
、
欧
州
向
け
１
日
６
．
５
時
間
程
度
、
北
米
向
け
１
日
６
時
間
程
度
を
実
施
（
K
u
バ
ン
ド
）

・
予
算
規
模

７
８
．
７
億
円
（
平
成
２
０
年
度
予
定
額
）

・
実
施
形
態

Ｎ
Ｈ
Ｋ
は
、
自
主
放
送
と
要
請
放
送
（
改
正
放
送
法
第
３
３
条

）
を
併
せ
、
「
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ワ
ー
ル
ド
Ｔ
Ｖ
」
と
し
て
放
送
。

要
請
放
送
に
係
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
改
正
放
送
法
第
３
５
条
の
規
定
に
基
づ
き
国
が
負
担
（
平
成
２
０
年
度
予
定
額

１
５
．
２
億
円
）
。

・
使
用
言
語

２
言
語
（
日
本
語
・
英
語
）

・
放
送
区
域

在
外
邦
人
の
居
住
地
域
を
ほ
ぼ
１
０
０
％
カ
バ
ー

・
使
用
衛
星

外
国
衛
星
８
基

・
視
聴
方
法

各
衛
星
用
の
受
信
機
及
び
ア
ン
テ
ナ
を
用
い
た
直
接
受
信
の
他
､Ｃ

Ａ
Ｔ
Ｖ
や
ホ
テ
ル
な
ど
で
も
視
聴
が
可
能
。

H
ot

B
ird

-6
13

°
E

IS
-1

0
68

.5
°

E
IS

-8
16

6°
E

IS
-9

58
°

W

Ec
ho

-3
61

.5
°

W
Ec

ho
-7

11
9°

W
Ec

ho
-1

14
8°

W
Ec

ho
-9

12
1°

W

６
.５
時
間
放
送

６
時
間
放
送

２
４
時

間
放

送
２
４
時

間
放

送
２
４
時

間
放

送

テ
レ

ビ
国

際
放

送
の

概
要
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国
名

サ
ー
ビ
ス
名

（
実
施
機
関
）

経
営
形
態

放
送
時
間

（
日
）

使
用
言
語

C
H
数

財
源

運
営
経
費

（
※
３
）

日
本

Ｎ
Ｈ
Ｋ
ワ
ー
ル
ド
Ｔ
Ｖ

（
日
本
放
送
協
会
）
（
※
４
）

公
共
放
送

国
営
放
送

株
式
会
社

(
※
１
）

公
共
放
送

株
式
会
社

(
※
２
）

国
営
放
送

２
４

日
本
語
、
英
語

１

財
団
法
人

約
7
9
億
円

受
信
料

交
付
金

ア
メ
リ
カ

ボ
イ
ス
・
オ
ブ
・
ア
メ
リ
カ

（
Ｂ
Ｂ
Ｇ
（
放
送
管
理
委
員
会
）
）

２
４

２
５
言
語

１
政
府
予
算

約
1
8
3
億
円

(ラ
ジ
オ
を
含
む
。
)

フ
ラ
ン
ス

フ
ラ
ン
ス
２
４

（
同

上
）

２
４

ﾌ
ﾗ
ﾝ
ｽ
語
、
英
語
、
ｱ
ﾗ
ﾋ
ﾞ
ｱ
語

20
08
～
20

10
年
に
ｽﾍ
ﾟ
ｲﾝ
語

放
送
の
開
始
を

予
定

。
３

政
府
交
付
金

約
1
2
0
億
円

中
国

Ｃ
Ｃ
Ｔ
Ｖ

（
同

上
)

２
４

中
国
語
、
英
語

ｽ
ﾍ
ﾟ
ｲ
ﾝ
語
、
ﾌ
ﾗ
ﾝ
ｽ
語

３
政
府
予
算

広
告
料

非
公
表

韓
国

ア
リ
ラ
ン
Ｔ
Ｖ

(
Ｋ
Ｉ
Ｂ
Ｆ
（
韓
国
国
際
放
送

交
流
財
団
）
)

２
４

英
語
、
韓
国
語
、
ｱ
ﾗ
ﾋ
ﾞ
ｱ
語

半
分
程
度
は
、

韓
国

製
コ

ン
テ
ン
ツ
に
英
語

字
幕

を
付

し
た
も
の
。
中
国
語
、
ｽ
ﾍ
ﾟ
ｲ
ﾝ

語
、
ｱ
ﾗ
ﾋ
ﾞ
ｱ
語
字
幕
あ
り
。

３
放
送
発
展
基
金

広
告
料
、
番
組
販

売
等

約
5
3
億
円

広
告
料

視
聴
契
約
料

イ
ギ
リ
ス

Ｂ
Ｂ
Ｃ
ワ
ー
ル
ド

（
Ｂ
Ｂ
Ｃ
ワ
ー
ル
ド
社
）

２
４

英
語

１
約
1
1
2
億
円

ド
イ
ツ

Ｄ
Ｗ
－
ｔ
ｖ

（
ド
イ
チ
ェ
・
ベ
レ
）

２
４

ﾄ
ﾞ
ｲ
ﾂ
語
、
英
語

ｽ
ﾍ
ﾟ
ｲ
ﾝ
語
、
ｱ
ﾗ
ﾋ
ﾞ
ｱ
語

１
約
4
0
4
億
円

（
ラ
ジ
オ
を
含

む
。
)

政
府
交
付
金

諸
外

国
の

テ
レ

ビ
国

際
放

送

※
１

BB
C
（
公
共

放
送
）
の

10
0%

子
会

社
※
２

公
共
放
送
フ
ラ
ン
ス
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
と
商
業
放
送
Ｔ
Ｆ
１
の
共
同
出
資
に
よ
り
設
立
。
平
成

18
年

12
月
、
放
送
開
始
。

※
３

1ﾄ
ﾞﾙ
＝
１
１
０
円
、
１
ポ
ン
ド
＝
２
２
０
円
、
１
ユ
ー
ロ
＝
１
５
０
円
、
１
ウ
ォ
ン
＝

0.
12

円
と
し
て
計

算
。

※
４

N
H

Kは
平

成
20

年
度

予
定

内
容
。
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①
イ
ギ
リ
ス
中
継
局

（
イ
ギ
リ
ス
）

②
フ
ラ
ン
ス
中
継
局

（
フ
ラ
ン
ス
）

⑤
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
中
継
局

（
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
）

⑥
カ
ナ
ダ
中
継

局

（
カ
ナ
ダ
）

③
ド
イ
ツ
中

継
局

（
ド
イ
ツ
）

④
ダ
バ
ヤ
中

継
局

（
U

AE
）

⑦
ボ
ネ
ー
ル
中
継
局

（
オ
ラ
ン
ダ
領

ア
ン
チ
ル

諸
島
）

ラ
ジ

オ
国

際
放

送
の

概
要

中
継

局
か
ら

送
信

●●
日

本
か

ら
送

信

・
放
送
時
間

１
日
延
べ
４
８
時
間
２
５
分
（
平
成
２
０
年
３
月
３
０
日
よ
り
）

・
予
算
規
模

７
２
．
３
億
円
（
平
成
２
０
度
予
定
額
）

・
実
施
形
態

Ｎ
Ｈ
Ｋ
は
、
自
主
放
送
と
要
請
放
送
（
改
正
放
送
法
第
３
３
条
）
を
併
せ
、
「
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ワ
ー
ル
ド
・
ラ
ジ
オ
日
本
」
と
し
て
放
送
。

要
請
放
送
に
係
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
改
正
放
送
法
第
３
５
条
の
規
定
に
基
づ
き
国
が
負
担
（
平
成
２
０
年
度
予
定
額
２
２
億
円
）
。

・
使
用
言
語

１
８
言
語

・
放
送
区
域

在
外
邦
人
の
居
住
地
域
を
ほ
ぼ
１
０
０
％
カ
バ
ー

・
送
信
施
設

国
内
送
信
所
（
八
俣
送
信
所
）
１
か
所
、
海
外
中
継
局
７
か
所
（
平
成
２
０
年
３
月
３
０
日
よ
り
）

・
聴
取
方
法

短
波
ラ
ジ
オ
に
よ
り
聴
取
可
能
。

●

●

八
俣
送
信
所

⑥

⑦

⑤

④

①

●

●

●
●

②

③
●

●
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諸
外

国
の

ラ
ジ
オ
国

際
放

送

国
名

国
名

サ
ー
ビ
ス
名

サ
ー
ビ
ス
名

（（
実
施
機
関

実
施
機
関

））
経
営
形
態

経
営
形
態

放
送
時
間

放
送
時
間

(
1

(
1
日
平
均

日
平
均

))

使
用

使
用

言
語

言
語

((
※※

1)1)
財

源
財

源

公
共
放
送

国
営
放
送

公
共
放
送

公
共
放
送

公
共
放
送

国
営
放
送

1
8

公
共
放
送

4
4

受
信

料
政
府
交
付
金

政
府
予
算

政
府
交
付
金

政
府
交
付
金

政
府
交
付
金

番
組
提
供
料
な
ど

政
府
予
算

3
3
 

3
0

1
8

4
3

受
信
料
、
広
告
収
入
、

放
送
振
興
基
金

1
1

4
8
時
間
25
分

約
1
4
3
時
間

1
7
8
時
間

1
1
0
時
間

8
6
.
7
時
間

1
1
0
0
時
間

（
送
信
時
間
）

4
7
.
5
時
間

（
送
信
時
間
）

運
営
経
費

運
営
経
費

（（
※※
22
））

日
本

N
H
K
ﾜ
ｰ
ﾙ
ﾄ
ﾞ
･
ﾗ
ｼ
ﾞ
ｵ
日
本

（
日
本
放
送
協
会
）
(
※
3
）

約
7
2
億
円

ア
メ
リ
カ

ﾎ
ﾞ
ｲ
ｽ
･
ｵ
ﾌ
ﾞ
ｱ
ﾒ
ﾘ
ｶ

（
B
B
G
(
放
送
管
理
委
員
会
)

約
1
9
6
億
円

（
テ
レ
ビ
を
含
む
）

イ
ギ
リ
ス

B
B
C
ﾜ
ｰ
ﾙ
ﾄ
ﾞ
ｻ
ｰ
ﾋ
ﾞ
ｽ

（
B
B
C
(
ｲ
ｷ
ﾞ
ﾘ
ｽ
放
送
協
会
)
）

約
5
4
6
億
円

ド
イ

ツ
Ｄ

Ｗ
(
ド
イ
チ
ェ
・
ヴ
ェ
レ
)

約
4
0
9
億
円

（
テ
レ
ビ
を
含
む
）

フ
ラ
ン
ス

Ｒ
Ｆ

Ｉ
(
ﾗ
ｼ
ﾞ
ｵ
･
ﾌ
ﾗ
ﾝ
ｽ
･
ｱ
ﾝ
ﾃ
ﾙ
ﾅ
ｼ
ｵ
ﾅ
ﾙ
)

約
1
9
8
億
円

中
国

北
京
放
送

(
C
R
I
(
中
国
国
際
ラ
ジ
オ
))

非
公

表

韓
国

K
B
S
ﾜ
ｰ
ﾙ
ﾄ
ﾞ
ﾗ
ｼ
ﾞ
ｵ

（
K
B
S
(
韓
国
放
送
公
社
)）

約
4
.
5
億
円

※
１

使
用

言
語
数
に
は
、
短
波
放
送
だ
け
で
な
く
、
他
の
メ
デ
ィ
ア
（
中
波
・
Ｆ
Ｍ
・
衛
星
放
送
等
）
で
放
送
さ
れ
て
い
る
言
語
も
含
む
。

※
２

1ド
ル
＝

11
8円

、
1ポ

ン
ド
＝

23
0円

、
１
ユ
ー
ロ
＝

15
2円

、
1ウ

ォ
ン
＝

0.
13

円
で
換
算
。

※
３

N
H

Kは
平
成

20
年
度
予
定
内
容
。
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国
際
放
送
の
改
正
放
送
法
上
の
位
置
付
け

Ｎ
Ｈ
Ｋ
国

際
放

送

○
放

送
法

第
４

４
条

第
４
項

協
会

は
、
邦

人
向
け

国
際
放

送
の
放

送
番
組
の
編
集
及
び
放
送
（
中
略
）
に
当

た
っ

て
は

、
海

外
同
胞

向
け
の

適
切
な

報
道
番
組
及
び
娯
楽
番
組
を
有
す
る
よ
う
に

し
な

け
れ

ば
な

ら
な
い

。

○
放

送
法

第
４

４
条

第
５
項

協
会

は
、
外

国
人
向

け
国
際

放
送
の

放
送
番
組
の
編
集
及
び
放
送
（
中
略
）
に
当

た
っ

て
は

、
我

が
国
の

文
化
、

産
業
そ

の
他
の
事
情
を
紹
介
し
て
我
が
国
に
対
す
る

正
し

い
認

識
を

培
い
、

及
び
普

及
す
る

こ
と
等
に
よ
つ
て
国
際
親
善
の
増
進
及
び
外

国
と

の
経

済
交

流
の
発

展
に
資

す
る
よ

う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

◆
Ｎ

Ｈ
Ｋ

が
実

施

→
 国

際
放
送
（
短
波
ラ
ジ
オ
/
衛
星
ラ
ジ
オ
）

『
Ｎ

Ｈ
Ｋ
ワ
ー
ル
ド
・
ラ
ジ
オ
日
本
』

◆
外
国
の
衛
星
を
利
用
し
て
実
施

→
 委

託
協
会
国
際
放
送
業
務
（
衛
星
テ
レ
ビ
）

『
Ｎ

Ｈ
Ｋ
ワ
ー
ル
ド
Ｔ
Ｖ
』

○
放

送
法

第
３

３
条

第
１
項

総
務

大
臣
は

、
協
会

に
対
し

、
放
送

区
域
（
邦
人
の
生
命
、
身
体
及
び
財
産
の
保

護
に

係
る

事
項

、
国
の

重
要
な

政
策
に

係
る
事
項
、
国
の
文
化
、
伝
統
及
び
社
会
経

済
に

係
る

重
要

事
項
そ

の
他
の

国
の
重

要
事
項
に
係
る
も
の
に
限
る
。
（
中
略
）
）

そ
の

他
必

要
な

事
項
を

指
定
し

て
国
際

放
送
を
行
う
べ
き
こ
と
を
要
請
（
中
略
）
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

○
放

送
法

第
３

３
条

第
２
項

総
務

大
臣
は

、
前
項

の
要
請

を
す
る

場
合
に
は
、
協
会
の
放
送
番
組
の
編
集
の
自

由
に

配
慮

し
な

け
れ
ば

な
ら
な

い
。

○
放

送
法

第
３

３
条

第
３
項

協
会

は
、
総

務
大
臣

か
ら
第

一
項
の

要
請
が
あ
つ
た
と
き
は
、
こ
れ
に
応
じ
る
よ

う
努

め
る

も
の

と
す
る

。

総
務

大
臣

国

電
波

監
理

審
議

会
諮

問

（
放

送
法

第
５

３
条

の
１

０
）

＜
Ｎ

Ｈ
Ｋ

が
自

主
的

に
行

う
国

際
放

送
＞

＜
要

請
国

際
放

送
＞

要
請

（
放

送
法

第
３

３
条

第
１

項
）

Ｎ
Ｈ
Ｋ
は

、
応

諾
す
る
場

合
、

要
請

国
際

放
送

を
実

施
要

請
放

送
の

実
施

に
係

る
費

用
負

担

（
放

送
法

第
３

５
条
）

～
Ｎ

Ｈ
Ｋ

へ
の

要
請

の
仕

組
み

～
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藤井禦e聖霊稽e朋輩是e中簑鞘壁） 是舶正よ壷旨一－申＃鞘時下刃霊皿時吏刷遍刃り小出  

照り一変巴舟機鞘捜童崖証朋肇泥頗｛〓性Y阻喪時吊り】雅童∴m㍉山上lト ′望朝壁 〓e喋≠鯨  

国労喝m血相団山仲山矧］ヨ嘲オ痢惑「  

。時下刃璧匡．♂勅刃吏」保凰融点り。二母心更  

笥団 d  ハ） 

。時す刃宕皿融刃り小巾什舟標鞘増車駈匝  

朋輩泥頗旨錦雅蚕駈宜｝中£逓．′）虻舟憬鞘題駅頭り－甥配翰期e岨－騨e中等喫雅童．りゆ♂  

刃刃時中仙璃車｝」泥頗舟忠昭増車畿即里心呵′后㌫蒜遠貰后石山貢義盛油虫′）咄 ′ぐ量 ′   

ーQ髄鞘憧耶．′）せり一掛蛸時愈般簑朝壁り】愈吏時トりー小現時れ㌣虹滑り一変江東髄鞘憧那．  

男J川叫相肇l d  。 

糎
 

鞘
 

解
 

消
 

蛍
 

望
 ・
貞
  

潮
 

聖
 ′
 

勅
 

刃
 

時
 

史
 

観
 

刃
 

時
 

逓
 

簑
 

執
 

導
 

り
一
 

生
 

愛
 

吏
 

時
 

す
 

増
 

胱
 

舟
 

髄
 

鞘
 

盛
 

郡
 ．
 

n 

更
 

訂
 

り
】
 

小
史
  

。′孟蒜云幕三董蜃」刃e♂時ヤ呈習苧予ご㌘で  

困習想瑚肇l 叫  （皆） ∽～N   

召親 潮  惑団止別剖嘲捌剖組頭想笥d≠l 剖  

（蜜） l ′－．  

。l〔虻舟機鞘e嘉．愈吏時下雲型東宝皿e喋ギ鞋．聖朝肇 喋玉轄  

（博鞘）
  

舟機鞘時ト】蜜り山喜 ′9月り山灯り刃時怠捜㌣厘＋㈹胡散旨喀直商鞘浄．鰊軒叫堅 ′愈吏時小出  

e匝女将小舟璃車駈匝鞘壁泥騨聖呵糎吏｛一騨融由還苫烹慧軍都時心ふ蒜憲票撃旦那盛由蒜ご  

用憩斗叫叫判明嘲鞘間引珊瑚  

」可り－萄相団 〓  

り－避や旨感謝蛸時怠捜窓朋盛 ′」夜りー（。り匡レ′）罵り】呼〓鞋。）盤融紳輔囲瑠蚕彊由）  

♂時愈捜㌣中細轄患レ」刃Y惑時′）レ」崖楢融和煙e中簑朝肇e卓e申出鞘居室時す極東  

超題無心貞±母」障埜レ」刃 （。り匡レ′）罵り－野〓轄喋く＋国鯨旨喫恥eりト誌。小′）舟e  

。
 

ハ
 ′）母心母型忌士題」臣轄り山朝稽鱒窪曜捜蛍駈随時卜捜肇り】野－韓〓e喋由＋監鯨  

当別呵閏川品叫矧「地雨盛l d  

Jd項叫司刃川村（ミ「項「「望‥一＼華中圭、、－中〕ニヨご、・≡悠∴一㌧ざ導い一…ミ■苧二雫竺『封 

（蜜）諸～叫  
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事 L － L ＋ 川 冷  帯 蒲 方 円 存 ． 醇 抄 符 華 「 ノ  淳 駆 同 県 ノ 淳 併 囁 慮  （ 苫 ＞ e 拝 金 ノ  中 幕 沖 宝 空 尉 8   

（ 型 墾 警 莞 讐 品 芸 蒜 憩 ）   

肇 〓 十 帥 冷  却 〓 ＋ 川 神 事 し 曲 e 柑 諜 符 訪 ロ バ 爵 抽 認 苛 小 国 諏 昏 渥 両 岸 翻 詳 霹 蛤 回 頭 淳 駆 洒   

（ 辞 保 鞠 雷 ∂ 欝 蹄 崩 ）   

瀬 苛 十 遥 沖  － ～ ∽   （ 昂 ）   

A  ▲ 評 蛤 霹 ノ  ≠ 罰 ＞ 丑 耳 国 男 落 陽 8 淳 駆 捌 雷 8 新 治 津 宝 詩 駆 壇 「 （ 再 選 ＞ 丑 耳 樽 討 醇 妙 回 頭 淳   

企  爵 抽 市 ノ  瀬 ⊥ 寧 戸 翠 印 ヰ 鱒 隣 肇 津 宝 ヒ 群 曙 関 苔 沖 什 仲 荘 ノ  尚 薫 汁 （ ノ  舟 8 隣 償 知 宝 洩 蘇   

∽  当 惑 8 田 澤 昏 髭 捌 雷 舘 謝 抽 荘 ノ  国 萬 8 荘 和 声 汁 口 韻 云 呼 樽 耳 汁 輩 吟 声 荘 ノ ー 寮 落 涙 亘 衰   

匝 F   

A ・ 罫 蛤 荘 ノ  潔 － 萬 8 国 語 海 保 8 詩 陽 樹 雷 8 学 習 符 訪 耳 か 裾 前 呼 辛 固 辞 髭 止 〔 泄 軸 符 翻 討 ヰ か    

∽ ・ 添 抽 這 ノ  帯 封 片 田 誉 即 事 － 慮 8 槻 叫 甜 現 計 J 押 付 碑 荘 ノ  ‖ ぎ 符 萌 ロ か 汁 u 増 古 か ♂ 8 什 ヰ   

N  謬 薄 片 問 罪 ノ  繋 萬 ∂ 粗 叫 封 呼 ヰ か 輩 吟 声 荘 ノ  惑 蛤 e 淳 髭 捌 笹 8 罰 蹄 8 皿 訝 巾 〓 語 覿 「 曹 耳 ぎ   

輩 ゆ 符 訪 ぐ ノ バ ノ  酎 根 付 糧 古 か 什 仲 荘 ノ  此 科 学 冠 淳 髭 止 〔 泄 軸 什 8 召 日 露 和 声 隣 上 伸 舟 8 叫 声    

蔀 か せ 畏 回 預 淳 駆 吋 苛 u 〓 付 票 d 仰 か 0   

∽  u 甲 声 冷 却 ＞ 薗 8 湛 細 謹 ノ  蟄 鼻 8 醇 租 符 J ぐ ノ バ 備 遍 ヰ か 0  〓 8 輩 吟 符 訪 ぐ ノ バ ． 可 沖 事 ＞ 慮   

∽ ・ 評 妙 道 ノ  挙 国 ＞ 面 耳 国 語 淳 駆 8 淳 渥 車 掌 ∂ 箭 掃 海 q 薄 緑 琳 「 （ 洋 学 固 ＞ 丑 耳 悼 辞 添 妙 団   

軸 8 軸 河 畔 葬 誉 抒 耳 ぎ 罷 相 即 汁 ぐ ノ 0   

蔀 韻 符 蔀 か 髄 遍 ノ  固 8 掛 棉 汁 薄 岩 石 蔀 か 僻 慮 ノ  固 8 対 岸 ノ 蘇 芳 沖 宝 ＃ 仲 商 事 巾 〓 蔀 か 翻 粗 止 畑   

ヰ か 阿 南 ノ 翻 討 詳 録 倍 鼻 舟 8 露 玩 柵 柑 僻 惑 禅 講 和 「 バ 樹 討 醇 抽 国 語 淳 駆 潜 薄 吋 苛 u ‖ 什 呼   

薗 舟 8 露 8 固 8 脚 棉 培 由 符 蔀 か 伊 8 声 帯 か 0  更 ↓ 〓 8 鼻 声 訪 耳 か 軸 討 淳 偉 燐 慮 市 J く ノ バ 司   

棉 謎 ヰ か 〓 付 票 d 仰 か 0   

湘 符 柵 ヰ か 樽 ⊇ 知 q 彗 沖 潔 し 曲 ∂ 診 車 呼 樽 耳 バ 爵 妙 碧 苛 小 雪 滑 符 棉 ヰ か 禅 道 荘 ノ  固 8 沖 苗   

聖 軍 学 と 甲 戸 寧 享 年 ぎ 亨 ぎ 鱒 曹 ア ざ ノ 0  〓 ぎ が 吋 樽 浬 「 汁 輩 ゆ ♂ ノ  刃 薪 什 ヰ か 0   

罷 汁 Ⅳ 蹄 て 0   

耀  （ 樽 討 爵 持 回 澤 浮 保 8 甘 か ノ  ≠ 罰 ＞ 面 耳 8 淳 催 事 苫 呼 淳 駆 ヰ か ♂ 8 呼 ぐ ノ ㌣  ）  8 薄 緑 鞠 雷   

禁 固 姶 日 掛 芳 呼 常 汁 や 軍 8 紗 労 付 置 沖 蹄 て 解 団 丑 d 「 舟 耳 ぎ 謁 障 が 蹄 ぐ ノ 0   

せ  「 尚 荘 槻 粗 「 」  什 詳 か 8 荘 ノ  「 微 増 「 ノ 壇 斉 藤 旨 「 」  什 繋 留 喋 沖 か ♂ 8 什 ヰ か 0   

諏 淳 隕  （ 悼 辞 ・ 翠 妙 国 語 薄 緑 白 ふ か ノ 挙 国 ＞ 丑 年 8 淳 渥 捌 苦 呼 淳 髭 ヰ か ♂ 8 呼 ぐ ノ ひ 0  ）  8 淳    

8 賢 治 津 宝 淳 駆 8 樹 討 桓 存 学 園 淳 髭 碧 掴 軸 鴇 「 （ 再 挙 国 利 寮 淳 渥 曽 掴 軸 声 帯 漂 ヰ か 苫 ＞ 面   

巾 ｝ 8 辞 駆 渦 習 3 新 婦 巾 〓 膿 汁 J バ 存 ． 帯 辛 司 爵 亘 耳 8 巌 昏 汁 薔 観 潮 笹 津 宝 活 鞍 部 苔 呼 劉 ヰ か   

〔 0  ）  舟 8 置 垣 根 抒 蝶 由 付 帯 和 「 バ 回 頭 浮 駆 呼 苛 u 〓 什 呼 棉 叫 計 「 ノ  壇 荘 樹 討 「 バ 浮 保 障 眈   

汁 u 市 「 蹄 耳 ぎ 罵 蹄 伊 丹 く ノ   

什 ヰ か 0   

（ 国 語 昏 駆 8 湘 爵 8 粗 謎 亜 ）   

し ＝ ＋ 〓 冷 却 卜 薗 8 規 制 和 知 宝 繋 冷 却 ・ 曲 8 紗 ゆ 斉 ノ  彗 薗 8 漆 和 声 汁 C 固 碧 泄 苗 ヰ か 紗 常   
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甘酸e掛蛸塞壁） 呼貞綜礫貞綜．（甘鱒e他車e雅慮恋画垂直） （。克郎砲車聾時小野  

矧讃醐 〓  。
 

（笠）  

′）題  

ザ里警長士題」臣粍艮朋照随恕如意細．ポロ－和事時短蜜り】嘉．悪血《機憩 ＋e喋11－＋国轄  

（臣綬eく朝増俸酎出嚢圃）  

ギ＋監綜．（甘酸e紳輪中凧堅） 仔－鯨〓e亜ギ＋〓賎．（車帝増鞘e獣医時す琵り－雅  

蚕） 曹－鯨喋監＋－〓鯨．（照射e増珊e酔弛虫恕画） 呼－鯨境目＋〓鯨．（甘酸e野朝  

露献墜嘲旨錦掛蛸e盤噴定植↑騨） 野川鯨旨密野〓鞋喋〓＋叫鯨．（般酸時卜匪りー髄鞘雅  

章邑旺舶肇罷轍旨錦髄鞘瑠蚕檻匝罷職） 坪－鞋監e喋貞鯨．（F鱒e揖∃eく排撃撃据  

本匠酔ぃ二罵り－野川綜喋匡） 呼1韓喋く＋毘綜 ′ （甘鱒e蹄巣惰e埜恕頭恕） 呼－轄喋  

鯨已e喋l－＋国鞋．（甘韓e当整容心呵当埋e酔雅童） （。克郎砲車聾時卜匠掛レ′）罵り一  

野川鯨喋匡）野1鯨〓e亜＋屑鯨′ 

喋〓＋囲蝶 ′ （車帝陽樹e堂亜恕由全癒怨泡盛涙顔） －＋e喋11＋囲鯨 ′ （車億e柵索  

引覿瑚副習瑚瑚倒酬糾瑚剖劫頑』剖剖車帝固執旨頑中位標甘甘酸陽樹e粕尾蛋群里心  

叫朝露e機鮮e捜蛍壷迂）ギe喋〓＋屑鯨′ （甘酸e蒔尾長献e糖鎖e増車在庫）矧川  

川e喋11＋伺綜．（官能e固執e辞林増車罷頗） （。克郎砲車聾時与野掛レ′）罵り山野〓  

賎監e喋玉顔） 野－駐中＋e喋〓＋国賎．（捜観時す証り】髄鞘瑠蚕泥頗） 畔－韓日＋e  

。
 

′孟Ⅹ完㌫3芸完「コ】l〔現ゆ下駄り－嘩鮮e果樹放題e刃  

既式旨喀鞄警e柵碍遺風レぐ吊り－蹄刃‖ふこエ讐野∋感 ′′）聾舟轄彊′）」国昭卜夜り心証簑＃  

レ」烏璧趣墜牌e卓e中純増′聖回e国策＃．巾嶋レぐ更訂り山蝶牒e習  

匿供覧即電位帥Y嘉尚更羽意） 〓e〓e喋≠鯨．（甘鱒e髄鞘富艇出） 野＋鞋喋匡 ′ （  

やゃ挙聖艮紳輔陸地恕感忘品妄箭）J軸紳輔牌雅車阻喪悪叫泥轍e雅量旨錦蝶贋e喪時雄   

（捜控el恥∴率） 野1鯨亜両＋屑韓望叫 （般観時す監り】＃朋輩豊雅蚕蟻酸） 惇－綜＋  

（蜜）  N  

（堕） K～川  

。勅刃時す刃小月」東金見時吊り山地肇e  
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（ 債 蒸 苛 辞 ）   

事 L L 冷  却 ・ － 沖 8 漆 幣 符 汁 か 薄 田 薄 8 淳 緑 群  （ 監 ↓  「 賛 辞 駆 群 」  付 く ノ ㌣  ）  事 ＞ 沖 8 〓 潔 〓    

感 知 Q 事 」 r 沖 事 ） 「 萬 8 観 且 ． 暫 淳 保 群 事 帥 ＋ 山 沖 8 十 沖 q 繋 L L 沖 8 茫 和 声 汁 か 薄 田 薄 3 爵    

簿 群  （ 監 ↓  「 蟹 田 幣 群 」  什 ぐ ノ U Y O  ）  繋 ぎ 十 ぎ 沖 8 十 1 8 渚 和 声 付 か 酌 落 田 植 粥 封 蛤 符 蟹 ヰ    

か 謝 コ 出 鮮 宝 符 r Y ぎ Ⅳ 符 漂 「 玩 梢 丹 側 部 舟 8 置 8 苛 詳 荘 ． り ぎ が 8 溶 融 古 壷 吉 」 こ ノ  〓 8 辞    

苺  （ 彗 冷 却 〓 祁 帯 芯 馬 か 漆 冊 符 J ぐ ノ バ 荘 ． 此 鰐 漆 翻 ）  8 諦 苛 割 符 放 く ノ バ ♂ 苛 u 〓 付 票 d 仰    

か
0    

◎ 詩 緑 淋 朋 白 － 曽 桝 鮮 R ヰ か 淋 薄  （ 瑠 詰 ＋ ぎ 罰 許 諾 慧 由 両 十 》 ヰ ）    

碧 吟 8 認 許 軍   

（ Ⅲ 淡 薄 緑 爵 蛤 8 淋 対 日 樹 討 冒 頭 ヰ か 帯 巌 藁 田 ）   

野 川 沖 一 り 望 監 禁 £ 讐 苫 品 芯 買 這 豆 法 敵 添 わ  （ 巴 ↓ 「 爵 妙 」  什 ぐ ノ ㌣  ）  茎 甲 ⊥ 習 遠 ㌫ 苦    

汁 か 薄 目 彗 8 淳 駆 鰐  （ 更 ↓  「 面 淳 保 群 」  什 ぐ ノ u O  ）  怒 声 冷 却 卜 曲 事 召 串 S 樹 喪 添 わ 南 頭 壷    

催 泄 湖 畔 苛 J パ ぐ ノ か 輩 ゆ d 詳 J パ ノ  脹 鮮 掴 薄 8 － 碧 碧 賛 辞 髭 帯 封 F 沖 恕 什 曲 符 漆 租 ヰ か 斗    

て 巧 ℃ u ∵ 淳 渥 符 汁 か 半 回 ＞ 丑 年 翻 討 醇 抽 国 語 淳 渥 掴 斗 d 評 か 輩 ゆ 声 帯 ノ 諦 苛 口 普 伊 杜 軍    

「 バ 1 罰 呼 常 置 ヰ か コ 緯 d 8 溺 荘 ノ 撃 寧 堅 璧 讐 L 沖 8 〓 事 〓 薗 8 澤 村 荘 ノ 尚 遍 「 汁 ぐ ノ 0   

（ 落 瑚 斗 ）
  

事 ＋ 〓 沖  昇 竜 蒔 ノ  〓 8 群 苺 8 諦 苛 薄 帥 ㊦ 吋 常 置 「 沖 輩 ゆ 不 敏 ぐ ノ バ ノ 賛 辞 渥 辞 8 蘇 苛 東 野 ノ    

＃ 妙 帯 封 扇 尊 8 格 言 亜 呼 聾 据 「 ノ 暫 薄 緑 鰐 事 」 L 神 器 卜 慮 却 国 中 符 藩 和 ヰ か 樹 討 醇 相 国 雫 淳    

催 淋 対 ノ 賛 辞 駆 群 事 帥 十 〓 沖 8 遥 謝 し 感 冒 津 村 ヰ か 劉 茸 淳 駆 ノ 暫 薄 緑 鰐 事 出 ＋ 〓 沖 8 升 8    

〓 部 － 鼻 声 藩 租 ヰ か 劉 茸 淳 催 哺 捲 掴 薄 ノ 暫 薄 緑 鰐 部 出 十 〓 淋 8 」 し ＞ 事 L L 鼻 声 荘 租 ヰ か 樹 討    

淳 偉 噛 掴 軸 8 露 市 8 測 器 沖 宝 賛 辞 駆 許 無 出 十 〓 沖 8 山 ＋ － 符 漆 和 ヰ か 関 村 淳 磁 畠 重 油 薗 盲    

蔚 か 壷 忘 芋 ∵ 望 ノ バ 藩 聖 呼 営 沖 ノ 玩 柵 現 計 か 什 観 苗 か 付 値 荘 ノ  舟 8 詳 細 符 隣 止 ぐ ノ バ 潔 柑 8 葦    

困 呼 柚 榊 浅 か ♂ 8 什 ヰ か 0   

潔 遥 沖 ～ 却 十 1 沖  （ 昂 ）   

潮 ＋ 〓 沖 ～ 却 十 》 沖  （ 昂 ）    

※  回 頭 詳 録 由 細   
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藤井禦e聖霊稽e朋輩是e中簑鞘壁） 是舶正よ壷旨一－申＃鞘時下刃霊皿時吏刷遍刃り小出  

照り一変巴舟機鞘捜童崖証朋肇泥頗｛〓性Y阻喪時吊り】雅童∴m㍉山上lト ′望朝壁 〓e喋≠鯨  

国労喝m血相団山仲山矧］ヨ嘲オ痢惑「  

。時下刃璧匡．♂勅刃吏」保凰融点り。二母心更  

笥団 d  ハ） 

。時す刃宕皿融刃り小巾什舟標鞘増車駈匝  

朋輩泥頗旨錦雅蚕駈宜｝中£逓．′）虻舟憬鞘題駅頭り－甥配翰期e岨－騨e中等喫雅童．りゆ♂  

刃刃時中仙璃車｝」泥頗舟忠昭増車畿即里心呵′后㌫蒜遠貰后石山貢義盛油虫′）咄 ′ぐ量 ′   

ーQ髄鞘憧耶．′）せり一掛蛸時愈般簑朝壁り】愈吏時トりー小現時れ㌣虹滑り一変江東髄鞘憧那．  

男J川叫相肇l d  。 

糎
 

鞘
 

解
 

消
 

蛍
 

望
 ・
貞
  

潮
 

聖
 ′
 

勅
 

刃
 

時
 

史
 

観
 

刃
 

時
 

逓
 

簑
 

執
 

導
 

り
一
 

生
 

愛
 

吏
 

時
 

す
 

増
 

胱
 

舟
 

髄
 

鞘
 

盛
 

郡
 ．
 

n 

更
 

訂
 

り
】
 

小
史
  

。′孟蒜云幕三董蜃」刃e♂時ヤ呈習苧予ご㌘で  

困習想瑚肇l 叫  （皆） ∽～N   

召親 潮  惑団止別剖嘲捌剖組頭想笥d≠l 剖  

（蜜） l ′－．  

。l〔虻舟機鞘e嘉．愈吏時下雲型東宝皿e喋ギ鞋．聖朝肇 喋玉轄  

（博鞘）
  

舟機鞘時ト】蜜り山喜 ′9月り山灯り刃時怠捜㌣厘＋㈹胡散旨喀直商鞘浄．鰊軒叫堅 ′愈吏時小出  

e匝女将小舟璃車駈匝鞘壁泥騨聖呵糎吏｛一騨融由還苫烹慧軍都時心ふ蒜憲票撃旦那盛由蒜ご  

用憩斗叫叫判明嘲鞘間引珊瑚  

」可り－萄相団 〓  

り－避や旨感謝蛸時怠捜窓朋盛 ′」夜りー（。り匡レ′）罵り】呼〓鞋。）盤融紳輔囲瑠蚕彊由）  

♂時愈捜㌣中細轄患レ」刃Y惑時′）レ」崖楢融和煙e中簑朝肇e卓e申出鞘居室時す極東  

超題無心貞±母」障埜レ」刃 （。り匡レ′）罵り－野〓轄喋く＋国鯨旨喫恥eりト誌。小′）舟e  

。
 

ハ
 ′）母心母型忌士題」臣轄り山朝稽鱒窪曜捜蛍駈随時卜捜肇り】野－韓〓e喋由＋監鯨  

当別呵閏川品叫矧「地雨盛l d  

Jd項叫司刃川村（ミ「項「「望‥一＼華中圭、、－中〕ニヨご、・≡悠∴一㌧ざ導い一…ミ■苧二雫竺『封 

（蜜）諸～叫  
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事 L － L ＋ 川 冷  帯 蒲 方 円 存 ． 醇 抄 符 華 「 ノ  淳 駆 同 県 ノ 淳 併 囁 慮  （ 苫 ＞ e 拝 金 ノ  中 幕 沖 宝 空 尉 8   

（ 型 墾 警 莞 讐 品 芸 蒜 憩 ）   

肇 〓 十 帥 冷  却 〓 ＋ 川 神 事 し 曲 e 柑 諜 符 訪 ロ バ 爵 抽 認 苛 小 国 諏 昏 渥 両 岸 翻 詳 霹 蛤 回 頭 淳 駆 洒   

（ 辞 保 鞠 雷 ∂ 欝 蹄 崩 ）   

瀬 苛 十 遥 沖  － ～ ∽   （ 昂 ）   

A  ▲ 評 蛤 霹 ノ  ≠ 罰 ＞ 丑 耳 国 男 落 陽 8 淳 駆 捌 雷 8 新 治 津 宝 詩 駆 壇 「 （ 再 選 ＞ 丑 耳 樽 討 醇 妙 回 頭 淳   

企  爵 抽 市 ノ  瀬 ⊥ 寧 戸 翠 印 ヰ 鱒 隣 肇 津 宝 ヒ 群 曙 関 苔 沖 什 仲 荘 ノ  尚 薫 汁 （ ノ  舟 8 隣 償 知 宝 洩 蘇   

∽  当 惑 8 田 澤 昏 髭 捌 雷 舘 謝 抽 荘 ノ  国 萬 8 荘 和 声 汁 口 韻 云 呼 樽 耳 汁 輩 吟 声 荘 ノ ー 寮 落 涙 亘 衰   

匝 F   

A ・ 罫 蛤 荘 ノ  潔 － 萬 8 国 語 海 保 8 詩 陽 樹 雷 8 学 習 符 訪 耳 か 裾 前 呼 辛 固 辞 髭 止 〔 泄 軸 符 翻 討 ヰ か    

∽ ・ 添 抽 這 ノ  帯 封 片 田 誉 即 事 － 慮 8 槻 叫 甜 現 計 J 押 付 碑 荘 ノ  ‖ ぎ 符 萌 ロ か 汁 u 増 古 か ♂ 8 什 ヰ   

N  謬 薄 片 問 罪 ノ  繋 萬 ∂ 粗 叫 封 呼 ヰ か 輩 吟 声 荘 ノ  惑 蛤 e 淳 髭 捌 笹 8 罰 蹄 8 皿 訝 巾 〓 語 覿 「 曹 耳 ぎ   

輩 ゆ 符 訪 ぐ ノ バ ノ  酎 根 付 糧 古 か 什 仲 荘 ノ  此 科 学 冠 淳 髭 止 〔 泄 軸 什 8 召 日 露 和 声 隣 上 伸 舟 8 叫 声    

蔀 か せ 畏 回 預 淳 駆 吋 苛 u 〓 付 票 d 仰 か 0   

∽  u 甲 声 冷 却 ＞ 薗 8 湛 細 謹 ノ  蟄 鼻 8 醇 租 符 J ぐ ノ バ 備 遍 ヰ か 0  〓 8 輩 吟 符 訪 ぐ ノ バ ． 可 沖 事 ＞ 慮   

∽ ・ 評 妙 道 ノ  挙 国 ＞ 面 耳 国 語 淳 駆 8 淳 渥 車 掌 ∂ 箭 掃 海 q 薄 緑 琳 「 （ 洋 学 固 ＞ 丑 耳 悼 辞 添 妙 団   

軸 8 軸 河 畔 葬 誉 抒 耳 ぎ 罷 相 即 汁 ぐ ノ 0   

蔀 韻 符 蔀 か 髄 遍 ノ  固 8 掛 棉 汁 薄 岩 石 蔀 か 僻 慮 ノ  固 8 対 岸 ノ 蘇 芳 沖 宝 ＃ 仲 商 事 巾 〓 蔀 か 翻 粗 止 畑   

ヰ か 阿 南 ノ 翻 討 詳 録 倍 鼻 舟 8 露 玩 柵 柑 僻 惑 禅 講 和 「 バ 樹 討 醇 抽 国 語 淳 駆 潜 薄 吋 苛 u ‖ 什 呼   

薗 舟 8 露 8 固 8 脚 棉 培 由 符 蔀 か 伊 8 声 帯 か 0  更 ↓ 〓 8 鼻 声 訪 耳 か 軸 討 淳 偉 燐 慮 市 J く ノ バ 司   

棉 謎 ヰ か 〓 付 票 d 仰 か 0   

湘 符 柵 ヰ か 樽 ⊇ 知 q 彗 沖 潔 し 曲 ∂ 診 車 呼 樽 耳 バ 爵 妙 碧 苛 小 雪 滑 符 棉 ヰ か 禅 道 荘 ノ  固 8 沖 苗   

聖 軍 学 と 甲 戸 寧 享 年 ぎ 亨 ぎ 鱒 曹 ア ざ ノ 0  〓 ぎ が 吋 樽 浬 「 汁 輩 ゆ ♂ ノ  刃 薪 什 ヰ か 0   

罷 汁 Ⅳ 蹄 て 0   

耀  （ 樽 討 爵 持 回 澤 浮 保 8 甘 か ノ  ≠ 罰 ＞ 面 耳 8 淳 催 事 苫 呼 淳 駆 ヰ か ♂ 8 呼 ぐ ノ ㌣  ）  8 薄 緑 鞠 雷   

禁 固 姶 日 掛 芳 呼 常 汁 や 軍 8 紗 労 付 置 沖 蹄 て 解 団 丑 d 「 舟 耳 ぎ 謁 障 が 蹄 ぐ ノ 0   

せ  「 尚 荘 槻 粗 「 」  什 詳 か 8 荘 ノ  「 微 増 「 ノ 壇 斉 藤 旨 「 」  什 繋 留 喋 沖 か ♂ 8 什 ヰ か 0   

諏 淳 隕  （ 悼 辞 ・ 翠 妙 国 語 薄 緑 白 ふ か ノ 挙 国 ＞ 丑 年 8 淳 渥 捌 苦 呼 淳 髭 ヰ か ♂ 8 呼 ぐ ノ ひ 0  ）  8 淳    

8 賢 治 津 宝 淳 駆 8 樹 討 桓 存 学 園 淳 髭 碧 掴 軸 鴇 「 （ 再 挙 国 利 寮 淳 渥 曽 掴 軸 声 帯 漂 ヰ か 苫 ＞ 面   

巾 ｝ 8 辞 駆 渦 習 3 新 婦 巾 〓 膿 汁 J バ 存 ． 帯 辛 司 爵 亘 耳 8 巌 昏 汁 薔 観 潮 笹 津 宝 活 鞍 部 苔 呼 劉 ヰ か   

〔 0  ）  舟 8 置 垣 根 抒 蝶 由 付 帯 和 「 バ 回 頭 浮 駆 呼 苛 u 〓 什 呼 棉 叫 計 「 ノ  壇 荘 樹 討 「 バ 浮 保 障 眈   

汁 u 市 「 蹄 耳 ぎ 罵 蹄 伊 丹 く ノ   

什 ヰ か 0   

（ 国 語 昏 駆 8 湘 爵 8 粗 謎 亜 ）   

し ＝ ＋ 〓 冷 却 卜 薗 8 規 制 和 知 宝 繋 冷 却 ・ 曲 8 紗 ゆ 斉 ノ  彗 薗 8 漆 和 声 汁 C 固 碧 泄 苗 ヰ か 紗 常   
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甘酸e掛蛸塞壁） 呼貞綜礫貞綜．（甘鱒e他車e雅慮恋画垂直） （。克郎砲車聾時小野  

矧讃醐 〓  。
 

（笠）  

′）題  

ザ里警長士題」臣粍艮朋照随恕如意細．ポロ－和事時短蜜り】嘉．悪血《機憩 ＋e喋11－＋国轄  

（臣綬eく朝増俸酎出嚢圃）  

ギ＋監綜．（甘酸e紳輪中凧堅） 仔－鯨〓e亜ギ＋〓賎．（車帝増鞘e獣医時す琵り－雅  

蚕） 曹－鯨喋監＋－〓鯨．（照射e増珊e酔弛虫恕画） 呼－鯨境目＋〓鯨．（甘酸e野朝  

露献墜嘲旨錦掛蛸e盤噴定植↑騨） 野川鯨旨密野〓鞋喋〓＋叫鯨．（般酸時卜匪りー髄鞘雅  

章邑旺舶肇罷轍旨錦髄鞘瑠蚕檻匝罷職） 坪－鞋監e喋貞鯨．（F鱒e揖∃eく排撃撃据  

本匠酔ぃ二罵り－野川綜喋匡） 呼1韓喋く＋毘綜 ′ （甘鱒e蹄巣惰e埜恕頭恕） 呼－轄喋  

鯨已e喋l－＋国鞋．（甘韓e当整容心呵当埋e酔雅童） （。克郎砲車聾時卜匠掛レ′）罵り一  

野川鯨喋匡）野1鯨〓e亜＋屑鯨′ 

喋〓＋囲蝶 ′ （車帝陽樹e堂亜恕由全癒怨泡盛涙顔） －＋e喋11＋囲鯨 ′ （車億e柵索  

引覿瑚副習瑚瑚倒酬糾瑚剖劫頑』剖剖車帝固執旨頑中位標甘甘酸陽樹e粕尾蛋群里心  

叫朝露e機鮮e捜蛍壷迂）ギe喋〓＋屑鯨′ （甘酸e蒔尾長献e糖鎖e増車在庫）矧川  

川e喋11＋伺綜．（官能e固執e辞林増車罷頗） （。克郎砲車聾時与野掛レ′）罵り山野〓  

賎監e喋玉顔） 野－駐中＋e喋〓＋国賎．（捜観時す証り】髄鞘瑠蚕泥頗） 畔－韓日＋e  

。
 

′孟Ⅹ完㌫3芸完「コ】l〔現ゆ下駄り－嘩鮮e果樹放題e刃  

既式旨喀鞄警e柵碍遺風レぐ吊り－蹄刃‖ふこエ讐野∋感 ′′）聾舟轄彊′）」国昭卜夜り心証簑＃  

レ」烏璧趣墜牌e卓e中純増′聖回e国策＃．巾嶋レぐ更訂り山蝶牒e習  

匿供覧即電位帥Y嘉尚更羽意） 〓e〓e喋≠鯨．（甘鱒e髄鞘富艇出） 野＋鞋喋匡 ′ （  

やゃ挙聖艮紳輔陸地恕感忘品妄箭）J軸紳輔牌雅車阻喪悪叫泥轍e雅量旨錦蝶贋e喪時雄   

（捜控el恥∴率） 野1鯨亜両＋屑韓望叫 （般観時す監り】＃朋輩豊雅蚕蟻酸） 惇－綜＋  

（蜜）  N  

（堕） K～川  

。勅刃時す刃小月」東金見時吊り山地肇e  
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（ 債 蒸 苛 辞 ）   

事 L L 冷  却 ・ － 沖 8 漆 幣 符 汁 か 薄 田 薄 8 淳 緑 群  （ 監 ↓  「 賛 辞 駆 群 」  付 く ノ ㌣  ）  事 ＞ 沖 8 〓 潔 〓    

感 知 Q 事 」 r 沖 事 ） 「 萬 8 観 且 ． 暫 淳 保 群 事 帥 ＋ 山 沖 8 十 沖 q 繋 L L 沖 8 茫 和 声 汁 か 薄 田 薄 3 爵    

簿 群  （ 監 ↓  「 蟹 田 幣 群 」  什 ぐ ノ U Y O  ）  繋 ぎ 十 ぎ 沖 8 十 1 8 渚 和 声 付 か 酌 落 田 植 粥 封 蛤 符 蟹 ヰ    

か 謝 コ 出 鮮 宝 符 r Y ぎ Ⅳ 符 漂 「 玩 梢 丹 側 部 舟 8 置 8 苛 詳 荘 ． り ぎ が 8 溶 融 古 壷 吉 」 こ ノ  〓 8 辞    

苺  （ 彗 冷 却 〓 祁 帯 芯 馬 か 漆 冊 符 J ぐ ノ バ 荘 ． 此 鰐 漆 翻 ）  8 諦 苛 割 符 放 く ノ バ ♂ 苛 u 〓 付 票 d 仰    

か
0    

◎ 詩 緑 淋 朋 白 － 曽 桝 鮮 R ヰ か 淋 薄  （ 瑠 詰 ＋ ぎ 罰 許 諾 慧 由 両 十 》 ヰ ）    

碧 吟 8 認 許 軍   

（ Ⅲ 淡 薄 緑 爵 蛤 8 淋 対 日 樹 討 冒 頭 ヰ か 帯 巌 藁 田 ）   

野 川 沖 一 り 望 監 禁 £ 讐 苫 品 芯 買 這 豆 法 敵 添 わ  （ 巴 ↓ 「 爵 妙 」  什 ぐ ノ ㌣  ）  茎 甲 ⊥ 習 遠 ㌫ 苦    

汁 か 薄 目 彗 8 淳 駆 鰐  （ 更 ↓  「 面 淳 保 群 」  什 ぐ ノ u O  ）  怒 声 冷 却 卜 曲 事 召 串 S 樹 喪 添 わ 南 頭 壷    

催 泄 湖 畔 苛 J パ ぐ ノ か 輩 ゆ d 詳 J パ ノ  脹 鮮 掴 薄 8 － 碧 碧 賛 辞 髭 帯 封 F 沖 恕 什 曲 符 漆 租 ヰ か 斗    

て 巧 ℃ u ∵ 淳 渥 符 汁 か 半 回 ＞ 丑 年 翻 討 醇 抽 国 語 淳 渥 掴 斗 d 評 か 輩 ゆ 声 帯 ノ 諦 苛 口 普 伊 杜 軍    

「 バ 1 罰 呼 常 置 ヰ か コ 緯 d 8 溺 荘 ノ 撃 寧 堅 璧 讐 L 沖 8 〓 事 〓 薗 8 澤 村 荘 ノ 尚 遍 「 汁 ぐ ノ 0   

（ 落 瑚 斗 ）
  

事 ＋ 〓 沖  昇 竜 蒔 ノ  〓 8 群 苺 8 諦 苛 薄 帥 ㊦ 吋 常 置 「 沖 輩 ゆ 不 敏 ぐ ノ バ ノ 賛 辞 渥 辞 8 蘇 苛 東 野 ノ    

＃ 妙 帯 封 扇 尊 8 格 言 亜 呼 聾 据 「 ノ 暫 薄 緑 鰐 事 」 L 神 器 卜 慮 却 国 中 符 藩 和 ヰ か 樹 討 醇 相 国 雫 淳    

催 淋 対 ノ 賛 辞 駆 群 事 帥 十 〓 沖 8 遥 謝 し 感 冒 津 村 ヰ か 劉 茸 淳 駆 ノ 暫 薄 緑 鰐 事 出 ＋ 〓 沖 8 升 8    

〓 部 － 鼻 声 藩 租 ヰ か 劉 茸 淳 催 哺 捲 掴 薄 ノ 暫 薄 緑 鰐 部 出 十 〓 淋 8 」 し ＞ 事 L L 鼻 声 荘 租 ヰ か 樹 討    

淳 偉 噛 掴 軸 8 露 市 8 測 器 沖 宝 賛 辞 駆 許 無 出 十 〓 沖 8 山 ＋ － 符 漆 和 ヰ か 関 村 淳 磁 畠 重 油 薗 盲    

蔚 か 壷 忘 芋 ∵ 望 ノ バ 藩 聖 呼 営 沖 ノ 玩 柵 現 計 か 什 観 苗 か 付 値 荘 ノ  舟 8 詳 細 符 隣 止 ぐ ノ バ 潔 柑 8 葦    

困 呼 柚 榊 浅 か ♂ 8 什 ヰ か 0   

潔 遥 沖 ～ 却 十 1 沖  （ 昂 ）   

潮 ＋ 〓 沖 ～ 却 十 》 沖  （ 昂 ）    

※  回 頭 詳 録 由 細   
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                                     資料 １３ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成２０年３月１２日  

 

 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 
異議申立ての付議について 

（平成２０年３月１２日 付議第３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  付議内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波環境課 

                         （大泉電波監視官、元村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０５ 
 



付議第３号説明資料 

 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 

異議申立ての付議について 

 

 

１ 異議申立年月日 

  平成２０年２月６日 

 

２ 異議申立人 

  アマチュア無線家ら１１５名 

 

３ 異議申立てに係る処分 

  平成１９年１２月１８日及び平成２０年１月１６日に官報告示した広帯域電力

線搬送通信設備の型式指定処分（９件、詳細は別紙参照） 

 

４ 異議申立ての趣旨及び理由 

  広帯域電力線搬送通信設備が２ＭＨｚ～３０ＭＨｚの周波数を利用することに

伴い、これまで同周波数を使用してアマチュア無線を行ってきた申立人らが、広帯

域電力線搬送通信設備による混信や電波妨害等によってアマチュア無線を使用で

きなくなるおそれが極めて高くなったとして、同周波数を使用する広帯域電力線搬

送通信設備について、平成１９年１２月１８日及び平成２０年１月１６日に官報に

告示した型式指定処分の取消しを求めるもの。 

 

５ 備考 

  今回の異議申立てには、証拠説明書及び書証一式は添付されていない。 

 

注：「型式指定処分」 

  広帯域電力線搬送通信設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣

の許可を受けなければならないこととされている（電波法第１００条第１項第１

号）が、その型式について総務大臣の指定を受けた設備については、当該許可を受

けることなく設置することができる（電波法第１００条第１項第１号かっこ書き及

び電波法施行規則第４４条第１項第１号（１））。 
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（別紙） 

○ 平成１９年１２月１８日付け総務省告示第６８２号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

三菱電機株式会社 

ＬＶＣ－ＢＤ10 

第ＡＴ－07041 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

三菱電機株式会社 

ＣＰＥ－ＢＤ10 

第ＡＴ－07042 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

株式会社ルネサスソリューションズ 

Ｒ０Ｋ508000Ｄ000ＢＲ 

第ＡＴ－07043 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

ＳＭＫ株式会社 

ＰＬＣ－Ｈ01 

第ＤＴ－07002 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

株式会社ハロッズ 

ＨＰ－7050 

第ＥＴ－07011 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

パナソニックコミュニケーションズ株式会社 

ＢＬ－ＰＡ200 

第ＨＴ－07004 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

ディーリンクジャパン株式会社 

ＤＨＰ－300 

第ＡＴ－07044 号 

 

○ 平成２０年１月１６日付け総務省告示第１３号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

株式会社ゼクセロン 

ＺＡＸ－100Ｃ 

第ＡＴ－07045 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

Ｐｏｐ Ｌｉｎｋ株式会社 

ＰＬ7660 

第ＡＴ－07046 号 
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 (参考) 

 

申立人らの主張の概略は以下のとおり。 

・ アマチュア無線を従前同様行うことができる利益は、通信の自由そのものと

いうべきであり、法律上保護された利益である。 

・ 広帯域電力線搬送通信設備の製造・販売を放置すれば、短波帯でのみ可能な

遠距離アマチュア無線が不可能となるかあるいは著しく困難な状況になる

という重大な損害が生じるおそれがある。 

・ 広帯域電力線搬送通信設備の目的である屋内ネットワークは、イーサネット

ケーブルを引く、無線ＬＡＮ利用する等、現状でも利用できる他の方法によ

って、副作用を生ずることなく、容易かつ安価に構築することが可能であり、

広帯域電力線搬送通信設備を解禁しなければならない必要性・必然性がない。 

・ 広帯域電力線搬送通信設備とアマチュア無線との共存は、現在の技術では不

可能であり、広帯域電力線搬送通信設備の製造・販売を禁ずる以外に、アマ

チュア無線の通信環境を維持するのに、他に適当な方法はない。 

・ 総務省が、アマチュア無線を妨害するおそれのある技術を解禁すべきでない

ことは法令の規定から明らかであり、アマチュア無線の無線利用妨害を不可

避的にもたらす大きな問題が解決されていない現状で広帯域電力線搬送通

信設備を解禁することは、総務大臣に与えられた裁量の範囲を超え又は濫用

である。 
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（参照条文） 

 

○ 電波法（昭和 25 年法律第 131 号） 

 （電波監理審議会への付議） 

第八十五条 第八十三条の異議申し立てがあつたときは、総務大臣は、その異議申

立てを却下する場合を除き、遅滞なく、これを電波監理審議会の議に付さなけれ

ばならない。 

 （審理の開始） 

第八十六条 電波監理審議会は、前条の規定により議に付された事案につき、異議

申立てが受理された日から三十日以内に審理を開始しなければならない。 

 

 （高周波利用設備） 

第百条 左に掲げる設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣の許

可を受けなければならない。 

 一 電線路に十キロヘルツ以上の高周波電流を通ずる電信、電話その他の通信設

備（ケーブル搬送設備、平衡二線式裸線搬送設備その他総務省令で定める通信

設備を除く。） 

 

○ 電波法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14 号） 

（通信設備） 

第四十四条 法第百条第一項第一号の規定による許可を要しない通信設備は、次に

掲げるものとする。 

一 電力線搬送通信設備(電力線に一〇ｋＨｚ以上の高周波電流を重畳して通信

を行う設備をいう。以下同じ。)であつて、次に掲げるもの 

(1) 定格電圧一〇〇ボルト又は二〇〇ボルト及び定格周波数五〇ヘルツ又は

六〇ヘルツの単相交流を通ずる電力線を使用するものであつて、その型式に

ついて総務大臣の指定を受けたもの 

２ 前項第一号の(1)の総務大臣の指定は次に掲げる区分ごとに行う。 

二 屋内において、２ＭＨｚから３０ＭＨｚまでの周波数の搬送波により信号を

送信し、及び受信する電力線搬送通信設備（以下「広帯域電力線搬送通信設備」

という。） 
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従来から電力線搬送通信従来から電力線搬送通信に利用に利用

10kHz10kHz 450kHz450kHz 2MHz2MHz 30MHz30MHz

新たに高速新たに高速電力線搬送通信電力線搬送通信で利用で利用

・航空・海上通信・航空・海上通信
・短波放送・短波放送
・アマチュア無線・アマチュア無線 等等

ＰＬＣの利用周波数帯ＰＬＣの利用周波数帯

１１ 電力線を利用電力線を利用して通信するシステム。して通信するシステム。既に敷設済の電力既に敷設済の電力
線を通信に利用線を通信に利用するため、容易にネットワークの構築が可するため、容易にネットワークの構築が可
能。能。

２２ 電力線は、もともと通信信号を流すことを想定していない電力線は、もともと通信信号を流すことを想定していない
ため、電波が漏れため、電波が漏れ易い。易い。そのため、短波帯を利用する無線そのため、短波帯を利用する無線
通信との共存を図るために慎重な審議の上で、技術基準通信との共存を図るために慎重な審議の上で、技術基準
を設定した。を設定した。

ＰＰ ＬＬ ＣＣ のの 特特 徴徴

高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要
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PLCPLCの利用イメージの利用イメージ

ポイントポイント
●● 屋内利用に限定屋内利用に限定
●● 漏れ電波の原因である電流値を制限した技術漏れ電波の原因である電流値を制限した技術
基準を設定基準を設定

ホーム
セキュリティ

ホームホーム
セキュリティセキュリティ

接続の手軽さ接続の手軽さ接続の手軽さ

インターネット
アクセス

インターネットインターネット
アクセスアクセス

ＡＶネットワークＡＶネットワークＡＶネットワーク

家電機器管理家電機器管理家電機器管理

InternetInternet

GWGW

高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要
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高速ＰＬＣの導入に向けた制度整備高速ＰＬＣの導入に向けた制度整備

平成平成1414年年44月～月～77月月

電力線搬送通信設備に関する研究会電力線搬送通信設備に関する研究会

平成平成1616年年11月月

高速電力線搬送通信設備の実験制度の導入高速電力線搬送通信設備の実験制度の導入

平成平成1717年年11月～月～1212月月

高速電力線搬送通信に関する研究会高速電力線搬送通信に関する研究会

平成平成1818年年11月～月～66月月

情報通信審議会審議（技術的条件の審議）情報通信審議会審議（技術的条件の審議）

平成平成1818年年77月～月～99月月

電波監理審議会電波監理審議会((無線設備規則改正案の審議無線設備規則改正案の審議))
行政手続法に基づくパブリック・コメント行政手続法に基づくパブリック・コメント

平成平成1818年年1010月月44日日

改正省令等公布・施行改正省令等公布・施行

高速電力線搬送通信高速電力線搬送通信((高速ＰＬＣ高速ＰＬＣ))の導入に向けた制度整備の導入に向けた制度整備
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高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）設備の技術的条件設備の技術的条件

１１ 非通信時非通信時
パソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくするパソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくする

２２ 通信時通信時

（１）（１） 利用周波数帯（２ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）利用周波数帯（２ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）
ＰＬＣ設備から漏えいする電波の強度が離隔距離において周囲雑音レベル以ＰＬＣ設備から漏えいする電波の強度が離隔距離において周囲雑音レベル以
下となるようにする下となるようにする

（２）（２） 非利用周波数帯（１５０ｋＨｚ～２ＭＨｚ、３０ＭＨｚ～１０００ＭＨｚ）非利用周波数帯（１５０ｋＨｚ～２ＭＨｚ、３０ＭＨｚ～１０００ＭＨｚ）
パソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくするパソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくする

ＰＬＣ設備の技術的条件ＰＬＣ設備の技術的条件

①① 漏えい電波≦周囲雑音漏えい電波≦周囲雑音

漏えい電波の発生要因となる電流成分漏えい電波の発生要因となる電流成分

③③ 建築物の遮へい建築物の遮へい

②② 距離による減衰距離による減衰

④④ 電流成分の許容値電流成分の許容値

PLCPLCモデムモデム

電流成分の許容値電流成分の許容値 ３０ｄＢ３０ｄＢμμＡ（２ＭＨｚ～１５ＭＨｚ）Ａ（２ＭＨｚ～１５ＭＨｚ）
２０ｄＢ２０ｄＢμμＡ（１５ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）Ａ（１５ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）

・・ 利用周波数帯（２利用周波数帯（２MHMHｚ～３０ｚ～３０MHMHｚ）における漏えい電波を一定の離隔距離において周ｚ）における漏えい電波を一定の離隔距離において周
囲雑音レベル程度以下とする。囲雑音レベル程度以下とする。

・・ 非利用周波数帯における漏えい電波の許容値を、パソコンなどの非利用周波数帯における漏えい電波の許容値を、パソコンなどのITIT機器の許容値と機器の許容値と
等しくする。等しくする。

基本的考え方基本的考え方
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省令等の一部改正省令等の一部改正 及び及び 関係告示の制定について関係告示の制定について

電力線搬送通信（電力線搬送通信（PLCPLC）設備は、）設備は、従来から従来から10kHz10kHz～～450kHz450kHzを使用する設を使用する設

備が利用されてい備が利用されていたた。今回、屋内において。今回、屋内において2MHz2MHz～～30MHz30MHzを使用するを使用するPLCPLC

設備に関して、次のとおり省令の改正並びに告示の制定及び改正を行設備に関して、次のとおり省令の改正並びに告示の制定及び改正を行っっ

たたもの。もの。

①① 電波法施行規則の一部を改正する省令電波法施行規則の一部を改正する省令

屋内において屋内において2MHz2MHz～～30MHz30MHzを使用するを使用するPLCPLC設備（広帯域電力線搬設備（広帯域電力線搬

送通信設備）を「型式の指定」に追加し、当該設備の技術的条件を定送通信設備）を「型式の指定」に追加し、当該設備の技術的条件を定

めめたたもの。もの。

②② 無線設備規則の一部を改正する省令（電監審諮問案件）無線設備規則の一部を改正する省令（電監審諮問案件）

屋内において屋内において2MHz2MHz～～30MHz30MHzを使用するを使用するPLCPLC設備を追加し、当該設設備を追加し、当該設

備の技術的条件を定め備の技術的条件を定めたたもの。もの。

③③ 無線局免許手続規則の一部を改正する省令無線局免許手続規則の一部を改正する省令

②の設備について、申請書の様式等を定め②の設備について、申請書の様式等を定めたたもの。もの。

④④ 「高周波利用設備の型式についての指定の申請書及び添付書類の「高周波利用設備の型式についての指定の申請書及び添付書類の

様式等」（平成様式等」（平成1414年総務省告示第年総務省告示第544544号）の一部を改正する告示号）の一部を改正する告示

①の設備について、申請書の様式等を定め①の設備について、申請書の様式等を定めたたもの。もの。

⑤⑤ 電力線搬送通信設備に関する測定方法を定める告示の制定電力線搬送通信設備に関する測定方法を定める告示の制定

①及び②の設備の技術的条件に係る測定方法を定め①及び②の設備の技術的条件に係る測定方法を定めたたもの。もの。

⑥⑥ 周波数の範囲等を適用しない通信設備を定める告示の制定周波数の範囲等を適用しない通信設備を定める告示の制定

PLCPLC設備について、実験に係る条件について定め設備について、実験に係る条件について定めたたもの。もの。
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